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序章  本論文の問題意識と目的 
 
第１節  はじめに  
 
発展途上国の管理職に対する人材育成支援機関で、東南アジア諸国連合
（Association of Southeast Asian Nations：以下では ASEAN と記述する）諸国
の企業経営幹部を対象とした管理職研修の企画および実施を担当してきた。研修
で取り上げる経営課題に対して、日本の講師からは日本の取り組みを紹介し、ま
た ASEAN の参加者からはそれぞれの取り組みを紹介し合うことで、各自が自社
に適用可能な戦略を見つけ出すというものであった。国も業種も企業の規模も異
なっていたが、どの国も同様の課題を抱えていることが多く散見された。経営全
般でいうと、事業の拡大また継続、新規事業への参入、赤字事業からの脱却また
は撤退であった。ヒトに関する課題としては、優秀な人材の確保、雇用した人材
の育成、労働生産性の向上のための意識付け、評価であり、モノに関する課題と
しては、技術開発や技術移転、市場ニーズのとらえ方、商品開発であり、カネに
関する課題としては、資金調達であった。また、情報に関する課題としては、海
外を含む市場に関する情報収集、商品に関する情報収集であった。すべては、自
国に進出してくる海外企業、もしくは海外の同一市場で争う競争相手との差別化
であり比較優位点をどこに求めるのかといった、グローバル経済下の競争への課
題であった。これらの課題をふまえながら、経営幹部として、どうリーダーシッ
プを発揮し、企業をリードしていくかが議論の中心となった。これらの課題は普
遍的な課題であると同時に、各国の発展状況や産業政策などの外部環境によって
アプローチ方法が異なっていた。  
2010 年頃から、普遍的な課題と同時に研修のトピックスとしてあげられたのが
ASEAN経済共同体（ASEAN Economic Community：以下では AECと記述する）
である。ASEAN は政治的理由からの結束でスタートしたが、今や経済的理由か
らの結束を強化しようとしており、その一つが 2015 年 12 月末に発足することに
なる AEC であった。それは、貿易円滑化、サービス貿易の自由化、投資の自由
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化・円滑化、広域的インフラ整備、基準適合、相互認証、格差是正などのための
域内協力などを含んだ質の高い経済統合であり、単一市場・生産拠点、競争力の
ある経済圏、均衡のとれた経済発展、世界経済への統合を体現するものとして定
義されている。AEC は 1993 年の ASEAN 自由貿易協定（ASEAN Free Trade 
Agreement：以下では AFTA と記述する）を皮切りとした段階的な経済統合のプ
ロセスをたどってきており、発足日を境に劇的な制度変更が行われたわけではな
い。また、欧州連合（European Union：以下では EU と記述する）とは異なり、
AEC は関税同盟ではない。そのため、域外諸国との貿易や投資については各国が
独自に交渉することになっていた。しかし、この経済統合により、モノ・サービ
ス・投資・資本・熟練労働力が、完全ではないが、ASEAN 域内を自由に移動で
きるようになったことで、ASEAN は 6 億人規模の一大市場となり、ASEAN 域
内への投資の増加、また、経済活動の活性化につながると考えられた。 
ASEAN 各国企業のみならず、ASEAN 各国企業とビジネス関係のある企業や
ASEAN に拠点がある外資系企業にとっても、AEC により単一市場・生産拠点が
できることは、事業の発展には魅力的である。しかしながら、今までになかった
課題に直面することになるのである。市場面で考えてみると一大市場になるが、
生活基盤の違い、人種の多様性、貧富の格差など、ASEAN が今まで魅力の一つ
としてきた多様性を併せ持つ「単一市場」なのである。また、生産拠点面を考え
てみると、国境を超えての「単一生産拠点」となることは、企業にとって生産拠
点の選択の仕方が異なってくることになる。人の行き来も自由になることから、
質の高い労働力をどう確保していくのかも重要な課題となる。AEC 発足は企業に
とって事業を発展させるための有利な機会であると同時に、自由化により競争が
激化することから、特に経営資源が不足がちな中小企業にとっては脅威でもある。 
AEC 発足後、各企業はグローバルな視点での経営戦略を再構築する必要があっ
た。質の高い従業員の確保、生産性向上、他国企業との連携などを通してグロー
バルで活躍するための競争力をつけるとともに、今までとは違った視点からの課
題に取り組むリーダーシップの発揮が求められた。そのため、研修に参加した経
営幹部はその環境変化をどう活かしたらいいのか議論したのである。  
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研修に参加していたタイの中小企業経営幹部から、自社独自で取り組んでいる
AEC への対応と同時に、タイ国政府としての中小企業振興政策があることが紹介
された。企業のみならず、各国政府も AEC に対応した様々な政策を打ち出す必
要があったのである。例えば、外資優遇策を一つ取り上げても、AEC により域内
の移動が自由になるのであれば、他国とは異なった企業誘致策を推し進めること
が求められる。そのためには、自国の優位性を考慮しながらの明確な産業政策を
打ち出し、基盤整備を行う必要がある。自国の中小企業に対する支援策も再検討
が必要となる。  
高田（2008、p.102）によると、中小企業問題とは経済発展各段階において、
中小規模企業が主として経営面等直面する困難もしくは不安定な諸問題であり、
個々の企業努力では容易に解決が難しく、政策的に対応・克服が必要な諸問題で
あると指摘している。そのため、中小企業という特定規模以下の企業に対する何
らかの公的支援（手段としては低利融資、補助金、減税、経営や技術のアドバイ
ス、情報提供、規制の設置など）を行うことで、市場の競争を促進させたり、貧
富の差が広がらないようにしたり、経済の安定化を図ることが目指されているの
である（髙田・上野・村社・前田、2011、p.317）。  
タイの中小企業に対してどのような政策支援がなされているのかを調査したと
ころ、タイの中小企業振興政策を取り上げた研究がないことが判明した。タイの
中小企業振興政策に関する研究は大辻（2016a）や大辻（2016b）、Regnier（2000）
があるが、いずれもアジア通貨・経済危機直後の政策研究にとどまっている。タ
イで策定された中小企業振興法や中小企業振興計画について歴史的に記録して分
析した研究がない。中小企業の自助努力のみでは対応できない点において政府が
何らかの形で支援することが必要となることから、まずはすでにタイ国政府が実
施している政策を研究対象とすることは有益と考えた。  
10 か国で構成されている ASEAN の中で、タイは ASEAN 発足当初からのメン
バー国である。ASEAN10 か国の中では経済発展の進んだ国の一つとも言われて
いるが、1997 年のアジア通貨・経済危機の発端となり、経済成長が鈍化した国で
もある。ASEAN 内では陸続きの国境を有しているため、経済統合の影響を受け
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やすい国でもある。工業化が進められており、自動車や家電産業の集積地になっ
ていると同時に、農産業・水産業でも世界市場におけるシェアが高い。これらの
点からタイは ASEAN 内での影響力が強い国と言える。しかしながら、中小企業
振興という面では 2000 年に中小企業振興法が制定されるまでは、国家戦略の一
部にしか過ぎなかった。その中で、タイの中小企業は AEC をどのようにとらえ、
経済統合をどのように経営活動に活かすべきなのか。果たして AEC は域内の中
小企業にとって発展の足掛かりになるのだろうか。また、その中小企業の発展に
対して、タイ国政府はどのような中小企業振興政策を打ち出していくべきなのだ
ろうか。  
中小企業を研究対象とする場合、佐竹（2008、p.9）によると経済学的アプロ
ーチと経営学的アプローチがあり、両アプローチを用いて、以下の 3 つの主な中
小企業論が確立されている。 
 
(1) 中小企業存立論：中小企業の存立の現状や存立条件について検討  
(2) 中小企業政策論：大企業との格差是正に端を発し、中小企業の存立を補填す
ることを目的とした経済政策（産業政策）について検討  
(3) 中小企業経営論：個別中小企業における経営面・金融面・労働面・技術面な
どを検討  
 
中小企業の発展における政策の重要性から、本論文では政策論を取り上げる。
特に、タイの中小企業がタイ、また ASEAN の経済発展に貢献するために、タイ
国政府はどのような政策を打ち出してきたのかを歴史的事実として考察する。  
 
第２節  先行研究  
 
第１項  大辻によるタイの中小企業政策研究  
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  大辻（2016a）1ではアジア通貨・経済危機後のタイ経済と日本の対応について
以下の 4 つの点を取り上げて分析している。  
 
(1) アジア通貨・経済危機時の産業面の支援とりわけ技術協力や政策についての
日本の知的支援の実績とタイに与えた効果と影響を分析した。危機直後のチ
ュアン政権とその後のタクシン政権を対比し、日系企業、特に自動車産業へ
の投資が加速することになった点を指摘した。  
(2) アジア通貨・経済危機後の日本のアジアネットワークがかつての国内の産業
構造を海外にそのまま移植するような閉じたネットワークから、競争力強化
を目的とした開放型で現地企業も深く取り込んだものに変化していった点を
分析した。これには危機からの脱出には現地調達率を引き上げることが方策
であり、地場産業の技術力向上が求められていた点を指摘した。  
(3) 日本の技術協力に対してタイ国政府や地場産業の対応を分析した。当時の通
商産業省の谷川徹也企画官、続いて水谷四郎  元生活産業局長が派遣され、タ
イの産業構造調整および中小企業政策提言がなされたことを分析した。また、
具体的な施策導入の事例として、診断制度、一村一品運動（One Tambon One 
Product：以下では OTOP と記述する）、巡回指導制度を取り上げて、タイの
実情に合ったものに変えていった過程を明らかにした。  
(4) 日本企業の現地企業への要請変化と日本政府の技術支援、ASEAN 側の政府施
策と現地企業の成長が相互にどのような影響を与え合ったのかを分析した。
診断制度や巡回指導により、日系企業が求める技術水準に到達することがで
きた結果、自動車産業の集積地となり、ASEAN における生産基地となってい
ったことを指摘した。  
 
アジア通貨・経済危機後、タイの中小企業振興のために日本がどのような技術
支援を行ってきたのか、それがタイの産業、特に自動車産業の発展に貢献したか
 
1 大辻（2016b）は大辻（2016a）の博士論文を加筆・修正したものであるため、
本章では初出である大辻（2016a）を取り上げる。 
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について分析がなされている。しかし、大辻（2016a）は日本の知的支援の分析
にとどまっており、中小企業振興法の制定や中小企業振興政策・計画については
分析を行っていない。  
 
第２項  Regnier によるタイの中小企業政策研究  
 
  Regnier（2000）はアジア通貨・経済危機前後のタイの中小企業について以下
の 5 つの点を取り上げて分析を行った。  
 
(1) 先進国および途上国がなぜ中小企業支援を行うのかについて 4 つの視点を指
摘した。第一に中小企業は大企業よりも生産的な雇用を生み出すこと、第二
に起業家を育成するには自由な市場を作り出す必要があること、第三に海外
からの投資を惹きつける必要があること、第四に工業化の発展には大企業と
中小企業との連続性が必要であることを指摘した。  
(2) アジア通貨・経済危機前後のタイの経済と中小企業について分析した。タイ
の産業は国営企業、多国籍企業、中華系企業で成り立っており、地場企業が
育っていなかったと指摘した。そのため、アジア通貨・経済危機により、最
初に打撃を受けたのが地場産業であり、サプライチェーンの末端である中小
企業であったと分析した。  
(3) タイの中小企業振興政策として、2000 年に中小企業振興法が制定され、引き
続いて中小企業振興計画が策定されたことを分析した。世界銀行や国際協力
事業団（当時）が産業分析を行い、中小企業振興計画のドラフト案を提案し
ている。しかしタイ国政府はそれらの分析結果を採用せずに、中小企業の状
況について適切な分析を行わないままに中小企業振興計画を策定したと指摘
した。 
(4) 大企業とタイの中小企業のネットワーク事例として、海外企業と関係のある
タイのサポーティングインダストリーと最終消費財の中小製造企業を取り上
げた。アジア通貨・経済危機時にはタイ国内の販売の不振やタイ企業からの
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債権回収の困難が生じたが、タイ国政府からの支援はほとんどなかったと答
えている。  
(5) タイが今後採用を検討すべき中小企業振興政策として、中小企業に関する適
切なデータ収集や中小企業のニーズに合致した政策立案のための官民ネット
ワークの構築、外資系企業と地場産業のネットワークの構築を指摘した。  
 
タイ企業の事例をあげて中小企業の状況を分析しているが、外資系企業との関連
のある企業に限定されており、そこから中小企業振興政策の必要性が見えてこな
い。また、中小企業振興法や中小企業振興計画について分析しているが、策定の
背景を分析しているのみであり、またアジア通貨・経済危機直後のみとなってい
る。 
 
第３節  本論文の構成  
 
本論文は 9 章で構成されており、各章の関係は図序-1 の通りである。  
第 1 章では、ASEAN にとって重要かつ大幅な環境変化となる、AEC について
考察する。反共同盟と言われた ASEAN が共産国をも加盟国として地域協力を進
めていった。特に、アジア通貨・経済危機の経済が落ち込んだことをきっかけに
ASEAN としてのまとまりが進み、経済、政治・安全保障、社会・文化の 3 つの
共同体からなる ASEAN 共同体構想が協議された。中でもより一層の経済発展を
目指すためには重要な地域経済協力であり、企業経営にとって無視できない変化
である経済における共同体としての AEC について考察する。  
第 2 章では、AEC が ASEAN の産業にどのような影響を与えているのか、先行
研究を見ていく。そもそも AEC の認識度はどうなっているのか、ASEAN の中小
企業は AEC をどうとられているのか、タイの産業への影響について先行研究を
取り上げる。また、ASEAN とのかかわりの中で事業を進めている日本企業につ
いても取り上げる。  
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第 3 章では、タイの中小企業振興政策を取り上げる。アジア通貨・経済危機に
より経済が破綻するまで、タイでは中小企業振興政策が策定されていなかった。
経済立て直しのために産業構造改革が進められることになり、経済発展の要とし
て中小企業振興の重要性と必要性が言われるようになった。その結果、中小企業
振興法が 2000 年に制定され、中小企業の定義が閣議決定され、中小企業振興政
策とその実行計画の策定へとつながっていった。まずは中小企業振興法の制定に
至った経緯について考察する。  
第 4 章では、中小企業振興法制定後、策定された中小企業振興計画について分
析する。2002 年から 5 か年計画として策定され、最終目標数値に対して、毎年
評価を行い、次の 5 か年の目標を設定している。中小企業振興計画ではどのよう
な支援を行ってきたか、その成果と合わせて考察する。  
第 5 章では、2001 年より発行されている中小企業白書を取り上げる。中小企
業白書で取り上げるトピックスが変遷しており、タイを取り巻く環境を表してい
ると考える。どの分野において政府は中小企業の支援が必要と考えているのか、
そのためにどういった情報を提供しているのかを考察する。  
第 6 章では、タイの食品産業を取り上げ、どのような支援策を実施しているの
かを考察する。2003 年よりタイ国政府は食品の輸出促進として、官民一体となっ
て「世界の台所（Kitchen of the World）」プロジェクトを進めているが、課題は
何か、その課題に対してタイ国政府はどのような支援計画を策定しているのかを
考察する。また、AEC 発足を受けて中小企業間の情報共有を行う場として立ち上
がった工業省産業振興局（Department of Industrial Promotion：以下では DIP
と記述する）中小企業ネットワークについて考察する。  
第 7 章では、ASEAN としての中小企業振興を考察する。AEC の柱として「公
正な経済開発」が掲げられており、先発加盟国と後発加盟国の間の経済格差の是
正には中小企業の発展が不可欠とされている。また経済統合により、投資や経済
の流れに変化が起き、中小企業にとっては発展の可能性と同時に脅威ともなる。
中小企業の自助努力としての体質強化と共に、公的支援による強化も必要である。
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ASEAN が一つにまとまって中小企業振興を打ち出した戦略プランについて分析
する。 
第 8 章では、海外へ視野を広げるための人材育成や技術支援、情報共有を促進
し、ビジネスマッチングを通して事業拡大の機会を提供している工業省 DIP 中小
企業ネットワークを活用し、AEC という外部環境の変化と競争激化に向けての対
策を取っているタイ企業の事例を考察する。  
第 9 章では、ASEAN SME Policy Index を取り上げて、ASEAN としての中小
企業振興政策の分析・評価を考察する。経済協力開発機構（Organization for 
Economic Co-operation and Development：以下では OECD と記述する）が考案
した中小企業振興政策を監視し評価するためのベンチマークをもとにタイの中小
企業振興政策をどのように捉えているか考察する。  
最後に終章では 9 章までで考察した内容を踏まえて、本論文の成果と今後の研
究課題について考察する。 
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＜図序-1  構成図＞  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
序章 本論文の問題意識と目的  
第３章  タイの中小企業振興政策への転換  
第６章  タイ国政府の支援策  
第５章  タイの中小企業白書から見る中小企業振興  
第４章  タイの中小企業振興計画  
終章  本論文の成果と課題 
第１章  AEC とは何か 
タイの中小企業振興政策  
第８章  タイの食品中小企業の AEC に対する経営戦略  
第２章  AEC が与える影響に関する研究  
第７章  ASEAN の中小企業振興  
第９章  OECD によるタイの中小企業振興政策の分析・評価  
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第 1 章  AEC とは何か 
 
第１節  はじめに  
 
ASEAN を一つの国と見なした場合、日本 ASEAN センタ （ー2017）によると、
2016 年には世界の 9％近くとなる 6 億 3700 万人の人口を占め、GDP が 2.5 兆
US ドルとなり、世界で 7 番目の経済国となっている。その利点を活かすため、
経済、政治・安全保障、社会・文化の 3つの共同体からなる「ASEAN共同体（ASEAN 
Community：以下では AC と記述する）」構想が協議され、2015 年 12 月末に発
足した。Inama and Sim（2015）によると、経済共同体である AEC は貿易の円
滑化、サービス貿易の自由化、投資の自由化および円滑化、広域的なインフラ整
備、基準の適合および相互認証、格差是正などのための域内協力などを含んだ質
の高い経済統合である。AEC の基礎となる「ASEAN Economic Community 
Blueprint」（ASEAN Secretariat、2007）によると、単一市場・生産拠点、競争
力のある経済圏、公平な経済発展、グローバル経済への統合を目的とするものと
して定義されており、域外との関係強化だけではなく、域内の貿易を活性化させ
るという目的もある。そのため、ASEAN が 10 か国で AEC を実現すると中国や
インドにも対抗する規模の経済圏になる可能性がある（石川・清水・助川、2016、
p.i）と言われている。  
石川・清水・助川（2016）によると、今までは EU が経済統合の模範とされて
きたが、加盟国の経済発展と東アジアの地域協力における役割の拡大から
ASEAN が世界で最も成功した途上国の地域協力機構と評価されるようになり、
今では AEC は企業の越境取引の複雑化に対応した「深い統合」を目指している
とも言われている。  
本章では ASEAN の沿革および AEC 設立に至った経緯、AEC の概要、EU と
の違いについて考察する。なお、本章で記載している ASEAN の各種宣言、合意
書、協定書は ASEAN ホームページ（https://asean.org/：最終アクセス 2019 年
12 月 19 日）から筆者の和訳にて引用したものである。  
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第２節  ASEAN の沿革 
 
第１項  ASEAN の前身である東南アジア連合の創設  
 
1961 年（7 月：筆者追記）に成立した東南アジア連合（Association of Southeast 
Asia：以下では ASA と記述する）創設宣言（通称：バンコク宣言）はタイ、マ
ラヤ連邦、フィリピンの 3 カ国からなり、地域協力と呼び得る最小単位ではある
が、東南アジアにおける初めての地域協力機構であった（山影、1980、p.4）。ASA
創設にあたって、山影（1980、p.11）によると、以下の 6 項目がかかげられた。 
 
(1) ASA の目的は経済・社会・文化・科学・行政の各分野における友好的協議・
協力・相互援助を確立することである。  
(2) ASA 加盟各国は ASA 加盟国のための教育・専門技術・行政の各分野に関する
教育訓練施設を用意する。 
(3) 経済・文化・教育・科学の各分野における各国に共通する関心事項について
情報を交換する。  
(4) 東南アジア研究の推進を行う。  
(5) 資源利用・農工業開発・貿易拡大・運送通信手段の改善・全般的生活水準の
向上などについて実りある協力を推進するための実施機関を設置する。 
(6) 商品貿易問題の研究協力を行う。  
 
「東南アジア諸国間で初めて緊密な政治的コミュニケーションが定常化」「自ら
の意思で『遠い』隣国と交流」「紛争ではなく協力について会話を始めた」（山影、
1980、p.11）と評価されたが、1963 年から 1966 年にかけてマレーシア問題をめ
ぐる加盟国間の対立で機能をほとんど停止した。しかしながら、ASA は ASEAN
の前身ともされ（天児・松岡・平川・堀内、2013、p.218）、現在の ASEAN の基
礎が形成されることとなった。  
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第２項  ASEAN の基本原則 
 
1967 年 8 月に開催された第 1 回 ASEAN 外相会議で公布されたのが ASEAN
設立宣言（ASEAN Declaration）であった。国内および域内の紛争に巻き込まれ
ていたインドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポールおよびタイの東南
アジア 5 カ国により、次のような目的をもって「ASEAN」が設立された（西村
2018；浦田・牛山・可部、2015）。  
 
(1) 東南アジア諸国の共同体の繁栄と平和の基礎を強化するため、平等と連帯の
精神のもとに進める各加盟国との共同作業を通じて、地域の経済的成長、社
会的進歩および文化的発展を加速させる。  
(2) 域内諸国の関係においては正義と法の支配を尊重し、国際連合憲章の原則を
順守し、地域の平和と安定を促進する。  
(3) 経済・社会・文化・技術・科学・行政の各分野における各国に共通する関心
事項について積極的な協力を促進する。  
(4) 教育・専門・技術・行政の各分野で、教育や研究機関の支援を行う。 
(5) 農工業のより一層の活用、商品市場を含む国際貿易の拡大、商品の開発と市
場の拡大、輸送や通信施設の改善を行う。  
(6) 東南アジア研究を促進する。 
(7) 同様の目標および目的で現在機能している国際および地域協力機構との近く
て、利益をもたらす関係の維持、またより強力関係が構築できるための達成
方法を試みる。  
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しかし、実際には各国の安全保障などの政治的動機（共産主義を強く警戒した
反共同盟1）から成り立っており、ASEAN の性格はおのずと政治的なものとなっ
ていった。そのため、1976 年 2 月に開催された第 1 回 ASEAN 首脳会議で採択
された ASEAN 協和宣言（Declaration of ASEAN Concord I、通称：バリ・コン
コード I）では政治的な安定の追及を最重要視している。また同時に採択された
東南アジア友好協力条約（Treaty of Amity and Cooperation on Southeast 
Asia：以下では TAC と記述する）では、すべての国の独立・主権・平等・領土
保全および主体性の相互尊重、すべての国が外部から干渉され転覆されまたは強
制されることなく国家として存在する権利、相互の国内問題への不干渉（西村、
2018、p.391）と、その後「ASEAN Way」と言われるようになる基本原則が述
べられている。なお、ASEAN ホームページ2には以下の通り記載されている。  
 
“The ASEAN Way” 
 Raise our flag high, sky high 
 Embrace the pride in our heart 
 ASEAN we are bonded as one 
 Look-in out to the world 
 For peace, our goal from the very start 
 And prosperity to last. 
 We dare to dream we care to share 
 Together for ASEAN 
 We dare to dream 
 We care to share for it’s the way of ASEAN  
 
 
1 ASEAN 発足当時、中国を除いて周辺国で共産主義政権だったのは北ベトナ
ムだけだが、1970 年代に入り、南ベトナム、ラオス、カンボジアは共産主義勢力
が治め、ビルマ（現ミャンマー）は独自の社会主義路線を歩んでいた。 
2 ASEAN ホームページ（https://asean.org/：最終アクセス日 2019 年 12 月 19
日） 
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筆者にて訳すと次の通りとなる。  
我々の旗を空高く掲げよ  
    我々の心に誇りを持て  
    ASEAN として我々は一つである  
    世界の内外を見よ  
    平和が我々の最初の目標であり  
    繁栄が最後の目標である  
    我々は夢を見て、我々は共有する  
    ASEAN のために  
    我々は夢を見て  
    我々は共有する  それが ASEAN の方法である  
この基本原則は、合意事項の非拘束化や地域組織の非制度化、また内政不干渉
やコンセンサスなどの原則に則った協力（松岡・勝間田、2011、p.191）をうた
ったもので、緩やかな地域協力として維持するためには有効な方法であった。し
かし、国際的な政治や経済環境の変化および ASEAN 加盟国の拡大により、より
一層の強固な連携が必要となり、のちの ASEAN 共同体発足へとつながっていく
のである。  
ASEAN 加盟時には ASEAN 設立宣言、ASEAN 協和宣言、第二 ASEAN 協和
宣言（Declaration of ASEAN Concord II、通称：バリ・コンコード II）3、TAC、
東南アジア平和・自由・中立地域（Zone of Peace, Freedom and Neutrality：以
下では ZOPFAN と記述する）宣言4、東南アジア非核兵器地帯条約（Southeast 
Asia Nuclear Weapon Free Zone Treaty：以下では SEANWFZ と記述する）5、
ASEAN 事務局設立協定の協定に同時に加盟することになっており、ASEAN の
加盟国としての基本的な考え方を遵守するようになっている。  
 
3 ASEAN 共同体の柱として  「経済」「安全保障」「社会文化」の共同体形成を
目指すことを明記した宣言。 
4 国連憲章に基づき、域内諸国間において平和的な関係を維持・管理するため
の国際的合意。  
5 非核化に向けた地域協力のための国際的合意。 
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なお、ASEAN 設立に伴って ASA は発展的に解消され、その後、1984 年 1 月
にブルネイ、1995 年 7 月にベトナム、1997 年 7 月にラオスとミャンマー、1999
年 4 月にカンボジアが加盟し、現在の 10 か国体制となった。反共同盟の面が強
かった設立時の目的から鑑みると、ベトナム、ラオス、ミャンマー、カンボジア
の加盟を認めたということは、ASEAN にとって重要な転換点となっている。2011
年に東チモールが加盟申請6したが、ASEAN の各種措置の導入と履行の面から未
だ加盟に至っていない。 
 
第３項  ASEAN の経済協力 
 
設立時は政治的動機が強く出た ASEAN ではあったが、Severino（2008）によ
ると、経済面で見ると、第 1 次オイルショック（フィリピンやタイは輸入国であ
った）と食糧危機（インドネシアやフィリピンが米不足に陥った）が、緊密な経
済協力を促進するきっかけとなった。その結果、ASEAN 経済大臣会合（ASEAN 
Economic Ministers' Meeting：以下 AEM と記述する）が設置され、経済面での
協議が行われるようになった。その結果、危機的な環境の際には食品やエネルギ
ーを ASEAN 加盟国に優先的に供給し、基礎商材、特に食品やエネルギーの生産
に協力し、大型工業プロジェクトを建設し、ASEAN の工業製品に対する特恵貿
易を調整することを目指し、ASEAN の域内経済協力が開始された。具体的には
ASEAN 工業化プロジェクト（ASEAN Industrial Projects：以下では AIP と記
述する）、ASEAN 工業補完協定（ASEAN Industrial Complementation：以下で
は AIC と記述する）、ASEAN 特恵貿易制度（ASEAN’s Preferential Trade 
Agreement：以下では PTA と記述する）などの「集団的輸入代替および重化学
工業化戦略」であったが、各国間での対立などにより、期待したような成果は上
げられなかった（浦田・牛山・可部、2015、p.12）。また、吉野（2007）による
 
6 ASEAN 憲章第 6 条に新加盟国の加盟承認について明記されており、①東南
アジアとして認識された地理的領域内の立地、②全ての ASEAN 加盟国による承
認、③本憲章による拘束と本憲章の遵守に対する同意、④加盟国の義務を履行す
るための能力と意思が条件となっている。  
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と、各国の投資政策は「域外への」輸出振興と表裏一体となったものであり、経
済協力機構としての ASEAN の政策と矛盾する性質のものであっための失敗だっ
たと言える。その後、参加条件を緩和した ASEAN 工業合弁事業（ASEAN 
Industrial Joint Ventures Program：以下では AJIV と記述する）が実施された。
しかし、各国における輸入代替により工業化を進めるという思惑には変化がなか
ったことから、成果は乏しいものとなった（浦田・牛山・可部、2015、p.12）。  
1985 年に調印したプラザ合意は ASEAN の経済および地域協力や統合に大き
な影響を与えることとなった。アメリカと西欧諸国は日本に対し、徹底的かつ抜
本的な構造改革の着手を求め（西村、2018、p.394）、円の相場が 1985 年の 1 ド
ル＝238 円から、1988 年には 128 円になった。この円高・ドル安により、日本
企業は苦境に立たされたが、アジア新興工業経済地域（Asian Newly 
Industrializing Economies：以下ではアジア NIES と記述する）7に続いて、
ASEAN への日本からの直接投資という国際分業体制を進め、苦境を乗り切ろう
とした。その動きを受けて、1987 年 12 月に開催された第 3 回 ASEAN 首脳会議
で、ASEAN の「集団的外資活用および輸出促進政策」への移行が決められた（西
村、2018、p.394）。それは、構造変化に合わせ、ASEAN の新たな発展・成長戦
略として、それまでの外資による直接投資を規制するようなものから、逆に直接
投資を優遇するものへ大きく方針を転換させることになった。日系自動車メーカ
ーはその過程で大きな役割を果たしており、たとえば、三菱自動車工業が ASEAN
に提案して 1988年に採択されたブランド別自動車部品相互補完流通計画（Brand 
to Brand Complementation Scheme：以下では BBC と記述する）8は、その後の
ASEAN の経済発展を牽引する製造業を支える生産・流通ネットワークの制度的
基盤となった（鈴木、2016、p.73）。 
 
7 1970 年代以降急速な工業化と高い経済成長率を達成した韓国、台湾、香港、
シンガポール。  
8 BBC スキームは、域内製部品の関税率を半分以下に引き下げることによって
各自動車メーカーの部品の集中生産と域内相互補完を実現するもの（黒岩、2014、
p.15） 
 18 
 
1980 年代半ば以降、ASEAN は海外投資の受け入れと外資系企業主導による輸
出により、工業化を進め、高い経済成長率を達成してきた。工業化には発展段階
があり、労働集約型の軽工業部門から、次には装置産業である重化学工業へ、そ
して技術集約型のハイテク産業へと順を追って進むと一般的に言われ、雁の群れ
が飛ぶ様子に例え「雁行型経済発展9」と言われた。それは、1985 年のプラザ合
意により通貨を切り上げられた日本およびアジア NIESの海外進出によって急速
に工業化を進展させた ASEAN（特に、マレーシア・タイ）およびそれに続く中
国の台頭（松石、2002）を表している10。 
日本を先頭にアジア NIES、そして ASEAN 諸国が順を追って経済成長を遂げ
たため、1990 年代前半には「東アジアの奇跡11」とまで言われた。どのような政
策が経済成長に貢献したのか世界各国の研究者の注目の的となったのである。ま
た、企業からも ASEAN 地域は注目され、同地域は日本からの最大の直接投資受
入先となっていった。しかしながら、その中で、ASEAN は経済協力や貿易自由
化のみで経済成長を遂げたのではないことや、競争優位性を維持するためには地
域経済統合を進める必要があることをすでに ASEAN 加盟国は自覚していたので
あった（Severino、2008、p.45）。  
1991 年以降の ASEAN を取り巻く政治経済構造の変化、特に、1991 年の冷戦
終結、1992 年の中国の社会主義経済の宣言、1993 年の EU の設立、1993 年のア
ジア太平洋経済協力フォーラムによる初の首脳会議の開催、1994 年の北米自由貿
易協定（North America Free Trade Agreement：以下では NAFTA と記述する）
の設立、1995 年の世界貿易機関（World Trade Organization：以下では WTO と
記述する）の設立が域内経済協力の深化と拡大に向かわせることとなった。
 
9 一橋大学  赤松要教授が 1935 年に発表した「吾国羊毛工業品の貿易趨勢」の
中で提唱された理論。  
10 ASEAN の工業化は、外資系、特に日本および NIES の多国籍企業が自国通
貨切り上げへの対処と貿易摩擦を回避するため、一気に東南アジア諸国に進出し
たことによるところが大きく、雁行形態論の基本形態が見られない（松石、2002）
との批判もあるが、ここでは一般的に言われていることにとどめる。  
11 東アジア（日本、韓国、台湾、香港、シンガポール、インドネシア、マレー
シア、タイ）が高度経済成長を遂げたことを指す。研究報告書として 1993 年世
界銀行が発表した「東アジアの奇跡~経済成長と公共政策」から取られた。  
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ASEAN 域内に製造拠点を設けたものの、関税障壁のため、各国間での製品や部
品の調達がコスト高になるという問題が出てきたこともあって、日本の直接投資
が ASEAN ではなく、経済成長をもとに台頭してきた中国やインドに向かい始め
た。中でも、中国の社会主義経済の宣言は、中国における海外からの投資が共産
党によって守られることを強く暗示していた（西村、2018、p.400）ため、中国
は海外直接投資（Foreign Direct Investment：以下では FDI と記述する）にお
いて ASEAN の強力なライバルとなった（西村、2018、p.400）。  
1992 年 1 月に開催された第 4 回 ASEAN 首脳会議では、「ASEAN 自由貿易地
域のための共通効果特恵関税スキームに関する合意（ASEAN Free Trade 
Agreement-Common Effective Preferential Tariff：以下では AFTA-CEPT と記
述する）」が署名され、関税撤廃に向けて AFTA が推進された。共同声明で、
「ASEAN は域内の平和と繁栄を守るため、より高いレベルの政治および経済協
力へと進むものとする（西村、2018、p.401）」とあるように、AFTA 推進は ASEAN
共同体構築の基礎となった。AFTA の最終目標は輸入関税撤廃であるが、まずは
共通効果特恵関税（Common Effective Preferential Tariff：以下では CEPT と記
述する）で、先発加盟国であるインドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガ
ポール、タイ、ブルネイの 6か国が 2008年までに適用対象品目の関税率を 0～5％
に削減とした。しかし、CEPT を利用して低関税率のメリットを享受するために
は、ASEAN 原産である原材料や部品などの累積付加価値率が 40％以上という原
産地規制を満たす必要があった。石川・清水・助川（2016）によると、原産地比
率は、為替レートや原材料費の変動、急速な価格下落によって変動するため、5
～10％のバッファーを確保した上でないと、モノの移動は難しく、その運用によ
っては自由貿易を阻害する非関税障壁となった。そのため、関税率の引き下げと
同時に、非関税障壁の撤廃も課題となった。  
1995 年 12 月に開催された第 5 回 ASEAN 首脳会議では、AFTA-CEPT 合意時
に採択された「経済協力強化に関する枠組み協定（ASEAN Framework 
Agreement on Strengthening Economic Cooperation）」に基づいて「ASEAN サ
ービス貿易枠組み協定」（ASEAN Framework Agreement on Services）、「知的財
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産協力に関する枠組み協定（ASEAN Framework Agreement on Intellectual 
Property Cooperation）」が締結された。同会議で採択されたバンコク宣言は、
AFTA による貿易自由化の前倒し、FDI 誘致を促進するために ASEAN 投資地域
（ASEAN Investment Area：以下では AIA と記述する）を設立すること、関税
分類表の調和化、基準認証・相互承認、中小企業開発計画、航空自由化（オープ
ンスカイ）、エネルギー分野の協力など（鈴木、2016、p.73）にも言及している。  
1996年からは BBC スキームの発展型とされる ASEAN 産業スキーム（ASEAN 
Industrial Cooperation：以下では AICO と記述する）が推進された（石川・清
水・助川、2009、p.4）。また、冷戦終結を受けて、反共同盟と言われていた ASEAN
がインドシナ諸国の加盟を認めるなど、ASEAN にとって政治・経済共に重要な
転換点を迎えた。  
 
第３節  AEC 設立に向けて  
 
第１項  ASEAN 共同体構想 
 
1997 年のタイのバーツ危機に始まったアジア通貨・経済危機により、世界は
ASEAN を、クローニーキャピタリズムすなわち縁故資本主義によって経済が破
綻したと非難した（西村、2018、p.402）。国際資本移動の急速な拡大によって東
南アジア各国は急速な発展・成長を遂げることが可能となったが、同時にアジア
通貨・経済危機の要因ともなったのである。1997 年（12 月：筆者追記）に開催
された第 2 回 ASEAN 非公式首脳会議で、現下の危機への対応として金融制度改
革や域内外との協力の進め方、そして AFTA や AIA などからなる開放的な貿易・
投資環境を維持することなどが確認された（鈴木、2016、p.74）。また、ASEAN
の統合へ向けた長期目標を示す「ASEAN ビジョン 2020（ASEAN Vision 2020）」
を採択した。これは、ASEAN 各国間の協調、アイデンティティにより結び付け
られたコミュニティ、そして、モノ・サービス・投資の自由な移動、資本のより
自由な移動、公平な経済発展、貧困や経済格差の撲滅を目指した ASEAN 経済圏
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の 2020 年までの成立をうたったものである。ここで初めて ASEAN 共同体にな
ることを展望するという目標が明記された。「一層緊密なつながりと経済統合の実
現に向けて前進し、ASEAN 加盟国間の発展水準の格差を縮小し、多国間貿易制
度が公正かつオープンであることを確保し、グローバルな競争力を達成すること
を確約する。われわれは、モノ、サービス、投資の自由な移動、資本のより自由
な移動、公平な経済発展、貧困削減、社会経済格差の削減が実現する、安定し、
繁栄し、高度に競争的な ASEAN 経済地域を創設する。」と声明を出し、「ASEAN
ビジョン 2020」は ASEAN 加盟国が縁故資本主義ではなく、AFTA を基盤とした
さらなる貿易と投資の自由化を通じて経済統合を加速させることにより、通貨・
経済危機に対処することを主張する、ASEAN なりの方法であった（西村、2018、
p.403）。 
「ASEAN ビジョン 2020」実現のための最初の行動計画としてハノイ行動計画
（Hanoi Plan of Action：以下では HPA と記述する）を 1998 年 12 月に開催され
た第 6 回 ASEAN 首脳会議で採択した。HPA の重点事項として、以下の 10 項目
があげられた。  
 
(1) マクロ経済と金融に関する協力の強化  
(2) 経済統合の強化  
(3) 科学技術開発の推進と情報技術インフラの開発 
(4) 社会開発の促進と金融・経済危機の社会的影響への取り組み  
(5) 人材育成の促進  
(6) 環境保護と持続的発展の促進  
(7) 地域の平和と安全保障の強化  
(8) アジア太平洋および国際社会における ASEAN の役割強化  
(9) アジア太平洋および世界での ASEAN の役割の向上  
(10) ASEAN としての機構の構築とメカニズムの改善  
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2000 年 11 月に開催された第 4 回非公式 ASEAN 首脳会議では、当時議長だっ
たシンガポールのゴー・チョク・トン首相（当時）が「ASEAN 統合イニシアテ
ィブ（Initiative for ASEAN Integration：以下では IAI と記述する）」を提起、
その場で合意した。これは ASEAN 域内格差を是正し、ASEAN の競争力を高め
ることを目的としており、すでに実施してきた ASEAN 域内の格差是正のための
イニシアティブをまとめたものである。支援対象はカンボジア、ラオス、ミャン
マー、ベトナム（Cambodia, Laos, Myanmar, Vietnam：以下では CLMV と記述
する）の 4 カ国で、実際に支援するのは ASEAN の対話国（日本，中国，韓国，
オーストラリア，ニュージーランド，インド，EU，米国，カナダ）およびドイツ、
ASEAN6 か国（ブルネイ，インドネシア，マレーシア，フィリピン，シンガポー
ル，タイ）である。また、支援を行う 5 つの戦略分野（食糧・農業、貿易促進、
零細・中小企業、教育、健康）が特定され、それぞれの下に目的、さらに具体的
な行動が示されている。IAI を進めるために、人材育成、情報技術、インフラの
3 分野に重点を置くこととし、2001 年には 4 番目の分野として、地域経済統合も
追加された。IAI はあくまでもソフトインフラを内容としているのである。   
2002 年から 2008 年までの第一次 IAI ワークプランではインフラ、人材育成、
情報通信技術（Information and Communication Technology：以下では ICT と
記述する）の 4 分野で 232 のプロジェクトが完了し、2009 年からは 2015 年まで
の第二次 IAI ワークプランでは、能力構築と人材育成、インフラ整備を重点課題
とし分野ごとの目標とスケジュールを定めた。また経済、政治・安全保障、社会・
文化のそれぞれの共同体のブループリントに沿って、182 のプロジェクトが記載
された。なお、現在は第三次 IAI ワークプランが進められている。  
Severino（2006）によると、2002 年 11 月に開催された第 8 回 ASEAN 首脳会
談においてシンガポールのゴー・チョク・トン首相（当時）は「アジア通貨・経
済危機以降、ASEAN の海外投資を誘致する力が弱体化しており、統合の深化が
唯一の対処法である。そして、ASEAN は統合に真剣であり、統合の明確な目標
と次のステップを考えていることを投資家に理解させねばならないと加盟諸国の
首脳たちが考えたことが『経済共同体』という言葉を使用した理由」と述べた。
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ASEAN 各国がその競争力を発揮していくためには、各国単位ではなく、ASEAN
という経済圏として、優位に立つべく地位を確立していかなければならないとい
う共有した危機感の表れであった。そして、中国とインドの大国に挟まれ、世界
各国の FDI も両国に向かうのではないかという危機感は、「経済共同体」という
言葉を使用して、ASEAN としての協力・統合を求めたのであった。AEC 創設の
目的は、域内外からの ASEAN への投資を促進し、ASEAN の持続的な経済成長
を実現することになったといえる（鈴木、2016、p.74）。  
AEC に関しては、経済相会議により設置された経済統合に関するハイレベル・
タスクフォース「経済統合に関する高級特別委員会（High-Level Task Force on 
ASEAN Economic Integration：以下では HLTF-EI と記述する）」が提言をまと
め、同会議に提出することとなった。バリ・コンコード II までに積み重ねられて
きた措置に加えて、HLTF-EI が提言した貿易円滑化のためのシングルウィンドウ
の導入、優先統合分野、実施促進のための「ASEAN マイナス X12」方式の活用、
CLMV 諸国の統合促進のための IAI などが追加され、AEC の概念が形成されて
いくことになる（鈴木、2016、p.76）。具体的には、第一に特恵関税のための原
産地証明手続きを 2004 年末までに公正・明確・標準化すること、第二に ASEAN
の製品が原産地証明において明確な基準を適用すること、第三に非関税障壁を撤
廃すること、第四に税関のシングルウィンドウ化を進めること、第五に 2020 年
までにサービスの自由化を図ること、第六に ASEAN 事務局内に貿易や投資問題
を解決する拘束力のある機能を持たせることが提言書に書かれていた。  
その提案を受けて、2003 年 10 月に開催された第 9 回 ASEAN 首脳会議におい
て、「第二 ASEAN 協和宣言（バリ・コンコード II）」を採択、2020年までに「ASEAN
経済共同体（AEC）」「ASEAN 安全保障共同体（ASEAN Security Community：
以下では ASC と記述する）」「ASEAN 社会・文化共同体（ASEAN Socio-Cultural 
Community：以下では ASCC と記述する）」からなる「ASEAN 共同体」を設立
することで合意した。  
 
12 議決に参加しない国には決議内容は適用されない。  
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ASC、のちの ASEAN 政治・安全保障共同体（ASEAN Political-Security 
Community：以下では APSC と記述する）はインドネシアが発案した共同体で、
政治・安全保障を通じた地域の平和、安定、民主主義および繁栄を強化すること
を目的とし、地域間の相違の解決には平和的手段のみを用いることを目指した。
また、国内問題については外部からの干渉を受けず、テロ対策など国境を超える
犯罪に対する能力を強化し、大量破壊兵器のない地域を目指したものである。
ASCC はフィリピンが発案した共同体で、環境保護、伝染病の撲滅、薬物や人の
不正な取引による犯罪との戦い、自然災害への協力、地域のアイデンティティの
確立、雇用創出・貧困削減・公正な経済成長を確保する戦略としての人材育成な
どをうたっている。そして ASEAN 共同体の柱である AEC では、モノ・サービ
ス・投資・熟練労働力が自由に移動でき、資本がより自由に移動することのでき
る単一市場・生産拠点を構築するとうたわれた。  
2004 年 11 月に開催された第 10 回 ASEAN 首脳会議では、AEC 実現に向けて
の取り組みなどが話し合われ、ASEAN ビジョン 2020 を実践するための 2004 年
～2010年までの第 2期行動計画として、ビエンチャン行動計画（Vientiane Action 
Plan：以下では VAP と記述する）が採択された。第 1 期 HPA よりも具体的な長
期目標を設定し、第 1 に ASEAN 共同体の実現にむけて ASEAN の包括的な統合
を追求すること、第 2 に ASEAN の域内格差是正を強く打ち出すこと、第 3 に
ASEAN 憲章（ASEAN Charter）の進展に向けて作業をすることを宣言した。AEC
については、モノの貿易、サービスの貿易、投資地域、11 の優先統合分野13、金
融協力、輸送、通信と IT、科学技術、エネルギー、食糧・農業・林業、制度強化、
対外関係の 12 の戦略目標が設定されている。また、「優先分野の統合のための枠
組み協定（Framework Agreement for Integration of Priority Areas）」が調印さ
れた。これは ASEAN の結束力と国際競争力の強化を目指して、期限を明確に設
 
13 農業産品（ミャンマー）、航空旅行業（タイ）、自動車（インドネシア）、ICT
（シンガポール）、エレクトロニクス（フィリピン）、漁業（ミャンマー）、保健医
療（シンガポール）、ゴム製品（マレーシア）、繊維・アパレル（マレーシア）、観
光（タイ）、木材製品（インドネシア）、2007 年に物流（ベトナム）が追加された。
括弧内は調整国である。 
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定し、段階的で迅速かつ体系的に優先分野を統合するため具体的に定めた実施計
画であった。  
 
第２項  ASEAN 憲章の制定 
 
2005 年 12 月に開催された第 11 回 ASEAN 首脳会議で発表した「ASEAN 憲章
の制定に関するクアラルンプール宣言（Kuala Lumpur Declaration on the 
Establishment of the ASEAN Charter）」において、ASEAN 憲章の制定に正式
に合意した。その宣言には ASEAN 憲章に含まれるべき諸原則などが取り上げら
れている。また ASEAN がその後モットーとして掲げるようになる「One Vision, 
One Identity, One Community 」が議長声明として宣言されたのもこの首脳会議
のときである。  
その後、ASEAN の民間有識者からなる賢人会議（Eminent Persons Group：
以下では EPG と記述する）の報告書を受けて、2007 年 1 月に開催された第 12
回 ASEAN 首脳会議では、「ASEAN 憲章の指針に関するセブ宣言（Cebu 
Declaration on the Guidelines of the ASEAN Charter）」として、次回の首脳会
議で ASEAN 憲章を完成させることを宣言した。また、「ASEAN 共同体の 2015
年成立に関するセブ宣言（Cebu Declaration on the Acceleration of the 
Establishment of an ASEAN Community by 2015）」では「ASEAN 共同体の設
立に向けて準備を加速されることを ASEAN として強く決意する」と宣言し、設
立を 5 年前倒しの 2015 年にすることが宣言された。Inama and Sim（2015）に
よると、2020 年設立ですら野心的な目標と言われていたにも関わらず 5 年前倒
しを宣言したことで、ASEAN は本当に ASEAN 共同体を設立する気があるのか
と疑問視された。ASEAN にとっては野心的な目標を掲げないことは敗北である
一方、目標を達成できなかったときには信用の問題につながるというジレンマに
陥っていた。また、ASEAN 共同体がどのような形をとるのかも問われていた。
EU のように多数の国が集まり一つの共同体として全く自由な場とは考えていな
かったが、Inama and Sim（2015）によると、ASEAN の現実に即し、政治的に
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まとまり、経済統合が果たされ、地域の問題を地域で解決しようという機運が高
まり、国民・国が地域と共に発展していくという共同体設立の力強いメッセージ
が必要だった。その中で、2007 年 11 月に開催された第 13 回 ASEAN 首脳会議
では ASEAN 憲章が調印され、同憲章は 2008 年に発効した。  
ASEAN Secretariat（2009e）は、ASEAN 憲章とは、ASEAN の運営に関して
ASEAN 設立以来蓄積してきたルールや慣行を改めて整理し明文化すると同時に、
ASEAN が実践してきた慣習であるコンセンサスと協議に基づく意思決定を効率
化したものであると述べた。前文と全 55 条、4 つの付属文書から成り立っており、
主な項目は下記の通りとなっている。  
 
＜表 1-1  ASEAN 憲章の構成＞  
第 1 章 目標と原則  
第 2 章 法人格 
第 3 章 メンバーシップ  
第 4 章 組織 
第 5 章 ASEAN 連携団体 
第 6 章 免除と特権  
第 7 章 意思決定  
第 8 章 紛争解決  
第 9 章 予算および財務  
第 10 章 履行と手続き  
第 11 章 アイデンティティとシンボル  
第 12 章 対外関係  
第 13 章 一般・最終条項  
（出典）ASEAN Secretariat (2009e)より筆者作成  
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ASEAN 憲章により、ASEAN に地域機構としての法人格が付与されるととも
に、改めて ASEAN の基礎となる諸原則が確認された。また、ASEAN 共同体の
創設に向けた機構の強化、意志決定過程の明確化が推進されることになった。具
体的には、中心的活動として首脳や閣僚が集まる会議を定例開催すること、しか
し、加盟国が主要な意思決定の主体になるという分権的な組織構造となること、
また、ASEAN 事務局の役割は会議の文書管理や事務的な連絡など行政的なもの
に限られることが決定されたが、これこそが ASEAN がまとまってスムーズに活
動できない背景でもある。  
石川・清水・助川（2009）によると、第 1 に全加盟国が署名したこと、第 2 に
ASEAN の存立基盤の強化がなされたこと、第 3 に ASEAN の目標や基本原則あ
るいはルールを明確化し成文化したこと、第 4 にこれまであった制度を明文化し
整理したこと、さらには制度を新たに構成したことが ASEAN 憲章制定の重要な
成果としている。また、経済統合の面から見ると、第 1 に AEC の内容を明文化
し、経済目標の最上位に置いていること、第 2 に経済格差の縮小も明文化してい
ること、第 3 に経済関係を最重要点とし、東アジア地域協力における推進力とし
ての役割の維持を明文化したこと、第 4 に経済に関する ASEAN ルールの支持を
明文化したこと、第 5 に経済における柔軟な決定方式（ASEAN マイナス X）を
明文化したことも石川・清水・助川（2009）が指摘している。ASEAN 憲章の制
定は、AEC確立と統合へむけての重要な一歩なのである（石川・清水・助川、2009、
p.39）。  
 
第３項  ASEAN 共同体のロードマップ  
 
ASEAN 憲章を踏まえ、ASEAN 共同体の基本構想が記載された「ASEAN 共同
体ロードマップ 2009～2015（Roadmap for an ASEAN Community 2009-2015）」
が策定された。ASEAN Secretariat（2009d）によると、ASEAN 共同体は、経
済共同体を中心とした 3 つの共同体から構成されること、それぞれにおいてロー
ドマップであるブループリントを策定し、2015 年を共同体実現の目標年とするこ
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とが掲げられた。そして、AEC に関しては 2015 年までのロードマップ「AEC ブ
ループリント（ASEAN Economic Community Blueprint）」が発表され、2008
年から 2015 年までの戦略スケジュールとアクションの優先順位マトリクスが出
された。そこには 4 つの柱（単一市場・生産基地、競争力のある経済圏、公平な
経済発展、グローバル経済への統合）、17 の重点分野、77 の措置が示された。そ
れぞれの分野ごとの目標とスケジュールを定めたことにより、経済共同体の具体
像と実現に向けた計画が明らかになってきた。また、4 つの柱が立てられたこと
で、AEC の目的・意義が鮮明になった（浦田・牛山・可部、2015、p.14）。  
しかし、ミャンマー問題やタイ・カンボジア国境紛争問題、南シナ海での領有
権争いなど政治・安全保障面での争点も多いこと、また、多民族・多文化に加え
て、各国間・国の中での経済格差による生活水準の開きがあることなどから、社
会・文化面での共同体実現も経済面と比較すると調整すべき事柄が多く、計画さ
れた 2015 年に実現することは極めて困難と言われた（浦田・牛山・可部、2015；
石川・清水・助川、2016）。 
2009 年 3 月に開催された第 14 回 ASEAN 首脳会議では、保護主義への対抗や
マクロ政策協調など危機への対処が話し合われた。その結果、「ASEAN 共同体
2009～2015 のロードマップに関するチャアム・ホアヒン宣言（Cha-am Hua Hin 
Declaration on the Roadmap for the ASEAN Community 2009-2015）」がなさ
れ、AEC 確立に向けての統合の推進が確認された。「AEC ブループリント 2009
～2015（AEC Blueprint 2009-2015）」、「APSC ブループリント（APSC 
Blueprint）」、「ASCC ブループリント（ASCC Blueprint）」が ASEAN 首脳によ
って承認された。APSC ブループリントには、加盟国の政治システムや文化、歴
史を理解し、尊重しなければならないこと、相互理解のための方策をとらないと
いけないこと、安全を脅かすテロ・犯罪・非伝統的な行為に立ち向かうために協
力することが書かれている。ASCC ブループリントには、教育や人材育成による
能力の向上、情報やコミュニケーション技術、科学技術、起業家精神、貧困の緩
和、社会保障、食の安全と安心、健康、薬、自然災害、環境、文化遺産、地域の
アイデンティティへの協力が書かれている。なお、AEC ブループリントに関して
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は次節にて取り上げる。3 つのブループリントの検討会議を進めていく中で、
ASEAN 地域としてのネットワークや地域としての存在、アイデンティティが築
かれていった。そこから「ASEAN Way」と言われる非公式主義、柔軟性、斬新
さが明確になった。  
また、ASEAN が共同体を目指していく上でのキーワードとして言われ始めた
のが「ASEAN Centrality」である。「Centrality」、すなわち「中心性」とは、
ASEAN がアジア・太平洋地域の中で中心的な役割を果たし、また各国や地域を
つなぐハブとなり、その地位を維持し続けるためには何をすればよいかを考える
ためのキーワードとなった。それは中国とインドの大国に挟まれた地政学的な環
境の下で、ASEAN 各国では両国に対抗できないものの、ASEAN が一共同体と
して連携することで、政治的な発言力および経済的な影響力を維持していこうと
するものである。  
2010 年 10 月に開催された第 17 回 ASEAN 首脳会議では、ASEAN 連結性マス
タープラン（Master Plan for ASEAN Connectivity：以下では MPAC と記述す
る）が発表された。MPAC を実施することで、ASEAN 域内の地域的、物的、制
度的、人的つながりを強化することにより、経済成長、開発格差の縮小および連
結性の改善を実現し、ASEAN 共同体の設立に貢献するものであった。MPAC は
「連結性」をキーワードとして、ASEAN 共同体に向けた取り組みを整理したも
の（鈴木、2016、p.79）で、ブループリント 2015 の実施が遅れがちであったこ
とへの危機感があった（鈴木、2016、p.79）。  
 
第４節  AEC の概略 
 
第１項  AEC ブループリントの概略  
 
AEC は ASEAN ビジョンが具体化されたものであり、「モノ、サービス、投資
の自由な移動、資本のより自由な移動、公正な経済発展、貧困と社会経済的不均
衡の是正が実現した、安定・繁栄・強い競争力のある ASEAN 経済地域の創造」
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とされる。その上で、ASEAN は「単一の市場と生産基地」であり、「ASEAN の
多様性を活かしてグローバルなサプライチェーンの中でダイナミックで強力な役
割を果たすような機会を提供する」と AECブループリントでは説明されている。  
AEC が目指す方向性を具体的に示した重要文書として、AEC ブループリント
と MPAC がある。AEC ブループリントにおいて AEC が目指す全体像を示し、
MPAC においては「Connectivity（連結性）」という観点から、ASEAN 統合を促
進するための必要、かつ 2015 年までに達成すべき具体的な項目をリストアップ
している。  
本項では AEC ブループリントについて考察する。AEC ブループリントは様々
な合意、協定、計画、措置などを整理、統合、拡充して作成された包括的な行動
計画であり、初めて 2015 年までの全分野での行動計画が示された。  
AEC を促進することによって、ASEAN をよりダイナミックかつ競争力ある単
一市場、また生産拠点とするものであり、そのために、①優先分野における地域
統合の加速、②人的移動の円滑化、③ASEAN の制度メカニズム強化の必要性を
挙げている。同時に統合を進めるためには、後発加盟国の開発格差を是正するこ
とが必要であるとしている。 
石川（2008）によると、具体的な行動としては、①単一市場・生産拠点（モノ、
サービス、資本、熟練労働者の自由な移動の実現など）、②競争力ある経済圏（公
平な競争環境の創出、消費者保護など）、③公正な経済発展（中小企業の競争力強
化、ASEAN 各国の開発格差の縮小）、④グローバル経済への統合（対外経済関係
への一貫したアプローチ、グローバルな供給網への積極参加）の 4 つの戦略目標
から構成され、それぞれ優先すべきアクションと大まかなスケジュールが明記さ
れている。また、17 のコア・エレメント（分野）が提示され、コア・エレメント
ごとに具体的な目標と措置（行動）、戦略的スケジュールが示されている。2008
年から 2015 年までの 8 年間を 2 年ごとに分け、段階的に必要な措置を実施する
とした。  
なお、全項目の過半数である 32 の措置の実施が「単一市場・生産拠点」の項
目に充てられており、AEC の重要な目標であることが理解できる。  
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＜表 1-2  AEC プループリントの構成＞  
I. 序文 
II. AEC の特徴と構成要素  
A. 単一市場・生産拠点  
A1. モノの自由な移動  
A2. サービスの自由な移動  
A3. 投資の自由な移動  
A4. 資本のより自由な移動  
A5. 熟練労働者の自由な移動  
A6. 優先統合分野  
A7. 食料、農業、林業  
B. 競争力ある経済圏  
B1. 競争政策  
B2. 消費者保護  
B3. 知的財産権  
B4. インフラ開発  
B5. 税制 
B6. 電子商取引  
C. 公正な経済発展  
C1. 中小企業開発  
C2. ASEAN 統合イニシアティブ  
D. グローバル経済への統合  
D1. 対外経済関係への一貫したアプローチ  
D2. グローバルサプライチェーンへの積極的な参加 
III. 戦略的スケジュール  
A. 実施メカニズム  
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B. 資源  
C. コミュニケーション  
D. レビュー  
IV. 付属  
（出典）ASEAN Secretariat (2007)より筆者作成 
 
実行に責任を持つのは関連分野の各国の閣僚であり、ASEAN 事務局の協力を
得て実行する。また、全体的な実施に説明責任を持つのは ASEAN 経済相会議で
ある。ASEAN 事務局が AEC ブループリント実施のモニタリングを行い、ASEAN
事務総長が実施状況の報告を首脳会議と関係相会議に対して行うことになってい
る。なお、大半の措置を具体的に実施するのは加盟国政府であり、その多くは法
制化や行政指導などを通じ国内措置として実施する。  
AEC ブループリントが予定通り実行されると自由化レベルの高い自由貿易協
定（Free Trade Area：以下では FTA と記述する）が実現し、次のような姿とな
る。 
 
＜表 1-3  AEC ブループリントの予想成果＞  
A. 単一市場・生産拠点  
A1. モノの自由な移動  
関税撤廃、非関税障壁撤廃、原産地規制、貿易円滑化、税関統合、ASEAN
シングルウィンドウ、標準と貿易の技術的障壁について行動が提示され
ている。域内関税はほぼ撤廃され、非関税障壁も撤廃される（一部は 2018
年）。しかし、関税同盟ではないため、無税で域内輸入できるのは原産地
規制を満たした物品に限られる。2009 年の ASEAN 物品貿易協定
（ASEAN Trade in Goods Agreement：以下では ATIGA と記述する）
では内国民待遇が規定されており、内国税などでの域内産品への差別は
撤廃される。政府調達の域内国の企業に対しての開放は言及されていな
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い（石川、2008）。 
A2. サービスの自由な移動  
サービス貿易は実質的には全分野が開放される。しかし、第 1 モード（サ
ービスの越境）、第 2 モード（サービス消費者の越境）は自由化されるが、
第 3 モード（業務拠点）は外資出資比率が 70％に制限されている。第 4
モード（サービス供給者の越境）はどの程度開放されるのか明確ではな
い（石川、2008）。 
A3. 投資の自由な移動  
外国投資への規制は最小限となり、投資前と後の内国民待遇を認めるな
ど自由で開放的な投資受入れ体制となり、投資家の移動の自由化が進め
られる。ASEAN として海外投資誘致を進め、産業クラスター設置と生
産ネットワーク育成を進める。資本市場の基準の緩和、専門家の資格の
相互承認などにより、資本市場の統合を推進する。 
A4. 資本のより自由な移動  
ASEAN の資本市場の統合によって、資本市場の基準の緩和や専門家の
資格・教育などの相互承認などを促進する。また資本移動の促進では、
セーフガード措置を認めることや資本移動の制限を緩和することを実施
していく。  
A5. 熟練労働者の自由な移動  
物品・サービス貿易・投資に従事する専門家と熟練労働者の移動が自由
に行われるためのビザや雇用許可の発行を進める。自由職業サービス（専
門サービス）では資格の相互承認が認められるが、人の移動はあくまで
も専門家と熟練労働者に限定されており、単純労働者の移動は含まれて
いない。  
A6. 優先統合分野  
12 の優先統合分野では、調整担当国とロードマップが定められ、共通お
よび分野別のイニシアティブが決定された。また、ロードマップについ
ては年 2 回見直しを行うことで、関連プロジェクトを促進する。  
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A7. 食料、農業、林業  
食の安全確保のため、品質管理システムの開発や中小企業への適用、検
疫検査システムの調整、技術移転の促進などがなされ、長期的な競争力
強化を図る。  
B. 競争力のある経済圏  
B1. 競争政策  
競争政策が整備されているのは、インドネシア、シンガポール、タイ、
ベトナムのみであり、2015 年までに全加盟国での政策導入のための作業
計画を進める。  
B2. 消費者保護  
関連機関のネットワーク形成、担当者などの教育・訓練を行う。  
B3. 知的財産権  
知的財産権保護の観点から、法律の整備が進められ、人材の育成、協力
ネットワークの構築が行われる。  
B4. インフラ開発  
陸路、空路、海上の輸送円滑化を促進する。陸路では、複合一貫輸送協
定、通過貨物円滑化枠組み協定が施行される。空路では単一航空市場協
定の施行により、オープンスカイが実現する。海上では単一海運市場へ
のロードマップが実施される。  
情報インフラでは、通信機器の相互承認協定が実施され、域内高速通信
ネットワークができ、製品やサービスの互換性が実現する。  
エネルギー分野では、電力網やガスパイプラインの開発、再生可能なエ
ネルギー開発の強化が促進される。  
B5. 税制 
二重課税防止条約が締結される。中小企業支援のためのサービスセンタ
ーと開発基金が ASEAN レベルで創設される。 
B6. 電子商取引  
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電子政府の実現に向けて協力を行う。電子商取引法が策定され、デジタ
ル署名の相互承認が決められる。  
C. 公正な経済発展  
C1. 中小企業開発  
「ASEAN 中小企業開発政策ブループリント（ASEAN Policy Blueprint 
for SME Development：以下では APB と記述する） 2004-2014」によ
り、中小企業の開発を促進し、競争力強化・経済発展へ寄与する。  
C2. ASEAN 統合イニシアティブ  
加盟国間の開発の格差是正、また世界の他の地域との格差を是正するた
めに、技術支援や教育プログラムの提供などの支援を実施する。  
D. グローバル経済への統合  
D1. 対外経済関係への一貫したアプローチ  
対外的経済関係において、「ASEAN Centrality」アプローチを構築する。 
D2. グローバルサプライチェーンへの積極的な参加  
グローバルサプライチェーンに参加できるように、技術的支援や生産性
向上を開発する。  
（出典）ASEAN Secretariat (2007)より筆者作成 
 
AEC を促進することによって、ASEAN はオープンで外部志向性の高い、多国
間ルールに基づいた包括的かつ市場志向の経済となり、モノ・サービス・投資・
熟練労働力が自由に移動でき、また、資本のより自由な行動が行われる単一市場・
生産拠点になると明記された。  
 
第２項  MAPC の概要 
 
AEC ブループリントと同様に重要視されているのが、MPAC である。ASEAN
域内での貿易手続きの集約化である ASEAN シングルウィンドウや非関税障壁の
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撤廃などの遅れなどから、AEC 実現を促進するために策定されたマスタープラン
（ASEAN Secretariat、2009c）には 8 つの目標が掲げられている。  
 
(1) ASEAN の統合と協力を促進する  
(2) より強固な製造ネットワークを通してグローバル競争力を促進する  
(3) ASEAN の人々の福祉や生活を促進する  
(4) ASEAN のルールやガバナンスを促進する  
(5) ASEAN 各国の経済拠点を結ぶことで開発格差を埋める  
(6) 地域経済や社会開発を促進する  
(7) 環境変化への対応と同時に持続可能な開発への努力を促進する  
(8) 連結性の悲観的な見方を払しょくする。  
 
具体的には(1)物的連結性、(2)制度的連結性、(3)人と人の連結性の 3 つの連結
性の強化を目標として、表 1-4 の通り戦略が提示されている。  
 
＜表 1-4  MPAC の戦略＞ 
(1) 物的連結性  ① ASEAN ハイウェイネットワークの完成  
② シンガポール～昆明鉄道プロジェクトの完成  
③ 効率的で統合された内陸水運の創設  
④ 統合され、効率的で競争力のある海運システム  
⑤ ASEAN を東アジアの輸送ハブとする統合され継ぎ
目のないマルチモダル輸送 
⑥ ICT インフラとサービス開発の促進  
⑦ エネルギーインフラプロジェクトにおける制度的課
題解決の促進  
(2) 制度的連結性  (1) 輸送円滑化に関する 3 つの枠組み協定の全面的な実
施 
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(2) 国家間の旅客の陸送円滑化イニシアティブの実施  
(3) ASEAN 単一航空市場の発展  
(4) ASEAN 単一海運市場の発展  
(5) 貿易障壁の撤廃による ASEAN 域内のモノの自由な
移動の促進  
(6) 効率的で競争力のある物流センターの発展促進  
(7) 貿易円滑化の大幅な改善 
(8) 国境管理能力の向上  
(9) 公平な投資ルールにより ASEAN 域内外からの外国
投資への開放の促進  
(10) 遅れた地域の制度的な能力強化と地域および地方の
政策協調の改善  
(3) 人と人の連結性  ① ASEAN 域内の社会経済的な理解の深化  
② ASEAN 域内の人の移動の促進  
（出典）ASEAN Secretariat (2009c)より筆者作成 
 
MPAC は 3 つの連結性を強化する計画となっており、特に、AEC ブループリ
ントを補強し、AEC 実現で重要な位置づけとなっている。  
 
第３項  2015 年に改定された AEC プループリント  
 
2014 年 11 月に開催された第 25 回 ASEAN 首脳会議では「ASEAN 共同体ポス
ト 2015 ビジョンに関するネピドー宣言（Nay Pyi Taw Declaration on the 
ASEAN Community’s Post 2015 Vision）が採択され、ASEAN 共同体発足後の
ビジョンについて明示された。2015 年 11 月の第 27 回 ASEAN 首脳会議では、
「ASEAN 経済共同体 2015（ASEAN Economic Community 2015: Progress and 
Key Achievements）」および「ASEAN 統合レポート 2015（ASEAN Integration 
Report）」が提出され、これまでの状況の報告がなされた。また、今後の ASEAN
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統合に向けたロードマップとして、AEC ブループリントも含む「ASEAN 2025: 
Forging Ahead Together」が採択された。4 つの戦略目標から 5 つになるなど、
一部変更が見られるが、石川・清水・助川（2016）によると、関税同盟・単純な
労働者の移動・共通通貨といった抜本的な変更は行われないとなっている。  
 
＜表 1-5  AEC ブループリント構成の比較＞  
AEC ブループリント  AEC ブループリント（改訂版）  
A. 単一市場・生産拠点  
  A1. モノの自由な移動  
  A2. サービスの自由な移動  
A3. 投資の自由な移動  
  A4. 資本のより自由な移動  
  A5. 熟練労働者の自由な移動  
  A6. 優先統合分野  
  A7. 食料、農業、林業  
A. 高度に統合され結合した経済  
  A1. 物品貿易  
  A2. サービス貿易  
  A3. 投資環境  
  A4. 金融統合、金融包括、金融安定
化 
  A5. 熟練労働者・ビジネス訪問者の
移動の円滑化  
  A6. グローバルバリューチェーンへ
の参加の強化  
B. 競争力ある経済圏  
  B1. 競争政策  
  B2. 消費者保護  
  B3. 知的財産権  
  B4. インフラ開発  
  B5. 税制  
  B6. 電子商取引  
B. 競争力のある革新的でダイナミッ
クな ASEAN 
  B1. 効果的な競争政策  
  B2. 消費者保護  
  B3. 知的財産権協力の強化  
  B4. 生産性向上による発展、技術革
新、研究開発など  
  B5. 税制協力  
  B6. ガバナンス  
  B7. 効率的・効果的な規制  
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  B8. 持続可能な経済開発  
  B9. グローバルメガトレンド・通商
に関する新たな課題  
 C. 高度化した連結性と分野別協力  
  C1. 交通運輸  
  C2. ICT 
  C3. 電子商取引  
  C4. エネルギー  
  C5. 食料、農業、林業  
  C6. 観光  
  C7. 保健医療  
  C8. 鉱物資源  
  C9. 科学技術  
C. 公正な経済開発  
  C1. 中小企業開発  
  C2. ASEAN 統合イニシアティブ  
D. 強靭で包括的、人間本位・中心の
ASEAN 
  D1. 中小企業強化  
  D2. 民間セクターの役割強化  
  D3. 官民連携  
  D4. 格差是正  
  D5. 地域統合に向けた努力への利
害関係者による貢献  
D. グローバル経済への統合  
  D1. 対外経済関係への一貫した  
アプローチ  
  D2. グローバルサプライチェーン  
への積極的な参加  
E. グローバル ASEAN 
  域外の諸国との経済連携協定の改
善、協定未締結の対話国との経済連
携の強化など  
（出典）ASEAN Secretariat(2007)および ASEAN Secretariat（2015c）より筆
者作成 
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AEC 発足は ASEAN 経済統合の通過点であり、域内外の新たな課題への対応が
求められる中、具体的にどのような変更がなされ、新たにどのような方向性を打
ち出しているのか、またその変更が企業活動にとってどのような影響を及ぼすの
かと言った点については、今後の研究課題とする。 
 
第５節  AEC と EU 
 
第１項  経済統合の理論的考察  
 
経済統合は、発足時の政治・経済的背景や加盟国の発展段階によって異なり、
単純に比較対象とはなりえないと考えるが、「経済統合」で先行していると言われ
る EU は AEC のモデルとなるのだろうか。EU の変遷を踏まえながら考察する。 
Balassa（1961）は経済統合には以下の 5 段階があると述べ、当時の経済統合
がどの段階にあるのかを当てはめている。  
 
(1) 自由貿易地域：  
加盟国間の関税（ならびに量的貿易制限）を撤廃するが、関係各国による非
加盟国に対する関税は従来通りである。1960 年欧州自由貿易連合（European 
Free Trade Agreement：以下では EFTA と記述する）、1994 年 NAFTA が該
当する。  
(2) 関税同盟：  
関税同盟内における商品移動に関する差別待遇が排除される。非加盟国との
貿易に対し、同盟国は関税の均一化政策を採用する。1958 年欧州経済共同体
（European Economic Community：以下では EEC と記述する）、スイスと
リヒテンシュタインとの関税同盟、南部アフリカ関税同盟（Southern African 
Customs Union：以下では SACU と記述する）が該当する。  
(3) 共同市場：  
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貿易制限および生産要素の移動に対する制限を撤廃する。1993 年からの EC
単一市場（EC Single Market）、1994 年南米共同市場（Mercado Comun del 
Sur：以下では MERCOSUR と記述する）が該当する。  
(4) 経済同盟：  
商品移動および生産要素の移動に対する制限を撤廃する。各国経済政策の調
整もある程度実現しようとする。1948 年ベネルックス経済同盟、1993 年マ
ーストリヒ条約で確立された経済通貨同盟（Economic and Monetary 
Union：以下では EMU と記述する）が該当する。  
(5) 完全なる経済統合：  
金融政策、財政政策、景気対策の統一化を前提とし、超国家的機関を設定す
る。これら 5 つの段階を踏まえ、経済統合の理論は国際貿易論の範囲を拡大
するものであり、諸国の市場を融合することによって経済成長にいかなる影
響を与えるかを掘り下げると同時に、同盟内の経済政策を調整することの必
要性を検討するものと述べている。また、立地論の諸問題をも取り入れる必
要があることも説明している。  
 
また、畠山（2015）によると、経済統合の特徴として次の 6 点があげられると
した。 
 
(1) 加盟国のみを優遇することを初めから予定している協定である。ここで比較
対象として挙げられるのが WTO である。WTO の場合は、要件に適合するい
かなる国も加盟国対象とするが、経済連合の場合は加盟国を選別している。  
(2) 仲間内だけの間だが、貿易の自由化など自由化を目指す。  
(3) 輸入・国際取引などの自由化を目指して障壁撤廃を国際的に約束させるもの
であるから、その旨を条約で義務づけないといけない。  
(4) 結びつきの強さなどに応じて、いくつかの段階に分かれる。Balassa（1961）
の「経済統合の理論」によると、FTA →  関税同盟 →  共同市場  →  経済同
盟 → 完全な経済統合の 5 段階がある。  
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(5) 原則として国と国との協定だが、国ばかりが相手ではない。例としては台湾
が挙げられる。  
(6) 経済統合は、もとより経済的関係であるが、にもかかわらず、政治的含意を
持つ。 
 
第２項  EU の成り立ち 
 
EU はどのような経緯を経て、現在の形態になったのであろうか。  
第一次世界大戦後、欧州の再生を構想し、欧州統合による西欧の没落に対応し
ようとしたのが、リヒャルト・クーデンホーフ＝カレンギーで（辰巳、2016、p.8）
あり、1923 年発行の『パン・ヨーロッパ綱領』にてその構想を発表したのが EU
の最初である。具体的な組織としては、1953 年 2 月欧州石炭鉄鋼共同体
（European Coal and Steel Community：以下では ECSC と記述する）の設立と
なる。辰巳（2016）によると、その前の 1948 年 4 月に欧州経済協力機構
（Organization for European Economic Cooperation：以下では OEEC と記述す
る）が結成されたが、EU に直結する組織ではなかった。そのため、ECSC が当
時重要な産業であった石炭と鉄鋼関係を管轄した、最初の欧州統合のための超国
家組織であった。また同時に、運営機関としても EU のひな型となった。1950
年の朝鮮戦争の勃発により世界的規模で冷戦が激化していったため、欧州貿易軍
構想が持ち上がった。しかし、短期間で統合が可能なレベルでなかったことなど
から、西欧の安全保障は北大西洋条約機構（North Atlantic Treaty 
Organization：以下では NATO と記述する）の枠組みで考えられることになり、
欧州統合は経済分野を中心に行われることになった（辰巳、2016、p.14）。その
後、1958 年 1 月に EEC および欧州原子力共同体（European Atomic Energy 
Community：以下では Euratom と記述する）が発足した。EEC は、より高度な
関税同盟を初期の目標とし、さらに進んで共同市場（域内市場）を形成すること
を中間目標とし、最終的には経済同盟の形成をめざした（辰巳、2016、p.15）。
その後、ECSC、EEC、Euratom が統合されて、1967 年 7 月に欧州共同体
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（European Community：以下では EC と記述する）となったが、一つの共同体
ができたのではなく、３つが併存していく形をとった。1993 年 11 月に EU 条約
（Treaty of the European Union、通称：マーストリヒト条約 Maastricht Treaty）
が発効し、経済統合から政治的側面での統合も深化させた EU を目標とした。経
済面では、経済統合をより一層進めるために単一通貨（ユーロ）の発行などが政
策目標となった。また、EU には農業政策や通貨統合政策、競争政策、社会政策、
地域政策、教育・職業訓練政策と文化政策、刑事司法協力、基本権保護、移民政
策、外交・安全保障・防衛政策、対途上国政策といった共通の政策があり、超国
家的な運営を行っている。これは、民族・地域紛争の歴史を繰り返してきた EU
諸国が地域の平和と安定を望み、戦争のない地域を建設することを目標に掲げて
きたことの表れである。一度獲得したものは決して逆戻りさせない（辰巳、2016、
p.2）ことや、欧州的価値観をすべての加盟国が共有する（辰巳、2016、p.4）こ
とが EU の特徴と言える。 
 
第３項  ASEAN と EU の違い 
 
EU は ASEAN のモデルになるのだろうか。EU と ASEAN を比較してみると、
以下の違いがあげられる。  
(1) ASEAN は関税同盟ではない。EU は 1993 年に単一市場を実現し、域内関税
が撤廃された。また関税同盟でもあるため、域外関税も共通である。AEC で
も域内の物品関税は 2015 年には原則撤廃されるが、そもそも ASEAN は関
税同盟ではないため、域外関税は各国の裁量に委ねられる。  
(2) EU においては、モノ、サービス、資本、人の移動は自由である。しかし、
AEC においては、モノ、サービス、資本はある程度規制がなくなり、比較的
自由に移動可能だが、人の移動は原則熟練労働者14に限定され、サービスの
完全な自由化は経済的な格差も存在することから難しいとされた。  
 
14 すでに相互認証契約が締結されている分野は、エンジニアリング、看護師、
建築、測量、調査、観光、医療、歯科、会計の 9 業種。  
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(3) ASEAN 内では EU のユーロにあたる単一通貨については話し合いもなされ
ておらず、計画も見通しも存在しない。  
(4) EU には共通政策が存在するが、ASEAN においては消費者保護、税制など極
めて限定的かつ基本的な範囲にとどまる。  
これからの点から、EU は統合レベルを深化させているが、AEC が目指してい
る経済統合の実態は経済連携協定（Economic Partnership Agreement：以下で
は EPA と記述する）に近いものと考えられる。そのため、目標があくまでも「単
一市場・生産拠点」であり、AFTA の設立なのである。  
経済共同体は ASEAN の統合の次のステップと位置づけられている。経済共同
体の前のステップが AFTA である。地域統合の発展段階説では、FTA の次は関税
同盟で、そして共同市場である。関税を撤廃した国と国家財政収入を高関税に依
存している国が並存している ASEAN には関税同盟は不可能と考えられた。その
ため、FTA を超えているが共同市場には至っていない統合をイメージしながら
AEC を目標として設定したものと考えられる。  
 
第６節  AEC の課題 
 
AEC の創設が ASEAN 加盟国とその国民の利益になり、世界経済においてより
発展していくためには必要であることを理解してもらうことが重要である。しか
し AEC が ASEAN 各国の経済にどのような影響を及ぼすかについての定量的な
予測がなされているにもかかわらず、悪影響の面のみが先行し、後発加盟国は先
発加盟国が市場や投資の受け入れ国になるのではないかと恐れ、規制強化に動い
ているとされる。特に非関税障壁の撤廃が進んでいない。そのため、ASEAN 事
務局の機能と権限強化が言われているが、後発加盟国が反発、具体化には程遠い
状態である。  
後発加盟国で懸念されるのが実施能力の不足であり、さらに ASEAN 各国内の
政治的な反対により実施が困難になることも考えられる。  
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国際協力機構・日本大学生物資源学部・プライスウォーターハウスクーパース
（2014）で指摘されている ASEAN事務局の課題はまとめると以下の通りとなる。 
 
(1) ASEAN 事務局は統合にむけた具体的な計画を策定しているが、こうした計
画を実際に政策として実行するのは加盟各国政府であり、関連分野の閣僚で
ある。ASEAN 事務局には政策を遂行させるだけの権限がなく、あくまで加
盟国の計画等の取りまとめを行う事務局でしかない。そのため、ASEAN 事
務局が実施可能なことは、各ブループリントやマスタープランなどの計画の
進捗状況をチェックすることのみである。コンセンサスを基本とした現行の
ASEAN の意思決定メカニズムや ASEAN 事務局の実行権限の拡大も視野に
入れた組織改革が必要と考える。  
(2) 大半の措置を具体的に実施するのは加盟国政府であり、その多くは法制化や
行政指導などを通じ国内措置として実施されるが、ASEAN は EU のように
市場統合について主権の委譲が行われておらず、EU 法のように ASEAN の
決定が国内法より優先される法体系を持っていない。各ブループリントには、
加盟国はブループリントを遵守すると書かれているが、その保証はない。「重
大な ASEAN 憲章違反がある場合には首脳会議に付託される」となっている
が、合意事項の不履行については言及がなされていない。国内の政治的な反
対により実施が困難な状態も考えられる。  
 
福永（2015）によると、各ブループリントを確実に実施させるため ASEAN が
採用している手段の課題について以下の通りまとめられている。手段として実施
されているのはスコアカード（国別のブループリント実施状況の点検評価リスト）、
事務局によるモニタリング、ピアプレッシャ （ー実施へのプレッシャー）である。
中でもスコアカードは AEC の進捗を評価するために開発されたモニタリング手
法であり、AEC ブループリントの各項目の実施状況を国ごとに点検するもので、
実施機関、開始日と完了日などが示されている。これは 2 年に一度 ASEAN 事務
局より公表される唯一の公的資料である。そのため、首脳会議や経済大臣会合な
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どの声明や ASEAN 事務総長のスピーチなどにおいて引用される15。AEC の進捗
評価を把握するには有益な文書ではあるが、問題も多い。福永（2015）によると、
第一にスコアの詳細が公表されていないことから、第三者による検証がほぼ不可
能であること、第二に ASEAN 事務局が取りまとめるが、ASEAN 各国の自己申
告を基礎としているため、自己評価に過ぎないこと、第三に施策の実施評価につ
いては各国が批准したかどうかを判断基準としているため、国内関連法制度の整
備状況は評価の対象とならないこと、第四に実施を評価とするため、実施に至る
進捗過程は考慮されていないこと、第五に評価対象とされている措置数を評価す
るのみで、措置ごとの重要度は反映されていないことが指摘されている。  
最終的な目標である ASEAN 単一市場・生産拠点の実現に向け、統合され、高
度に競争可能な ASEAN を発展させることは、関税障壁の撤廃だけでなく、非関
税措置の簡素化・非保護主義的な非関税措置、シームレスなシングルウィンドウ、
貿易円滑化、基準適合性の円滑化、高度に競争可能なサービス・投資制度、健全
に管理され、深化した金融市場、インフラ連結性の一層の向上、シームレスな航
空・海上・マルチモダル連結性および域内における熟練労働者のより自由な移動
も伴う（西村、2018、p.164）。 
鈴木（2016）によると、AEC は ASEAN が経済統合を深化させていく過程そ
のものであり、2015 年末に創設された AEC はその時点におけるスナップショッ
ト16にすぎない。ASEAN は制度上の経済統合よりも、民間企業の経済活動の結
果として経済関係が密接化するという事実上の経済統合の方が先行している。
AEC 創設に向けた動きは、遅れていた制度上の経済統合を深化させることで、事
実上の経済統合のさらなる深化と開発格差の是正をめざすものである。  
また、AEC には 3 つの誤解があると、鈴木（2016）は以下の通り分析してい
る。第一の誤解は、AEC が EU に匹敵する経済統合であるとみなすものである。
 
15 今まで公表された実施率と措置数（実施済／対象政策）は、2010年 3月 73.6％、
81／110、2012 年 3 月 67.5％、187／277、2015 年 10 月 79.5％、486／611 とな
っている。なお、2014 年に公表予定だったが見送られ、2015 年となった。  
16 2015 年末の ASEAN 経済共同体創設は統合の深化に向けての「通過点」で
もある（石川、2016、p.23）。  
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実際には、AEC は EU よりも、広義の FTA ないし EPA に近い。第二に、共同体
始動にあたり抜本的な制度変更があったというものである。実際には AEC の創
設は、継続的・段階的な経済統合プロセスの通過点に過ぎない。第三に、AEC は
自由化のレベルがまったくもって不十分で、企業の役に立たないと結論づけてし
まう逆の誤解である。実際には ASEAN 域内各国の国内法・規則による自由化が
ASEAN 協定のレベルを上回っていたり、施策の実施を待たずに二国間の覚書の
組み合わせなどで実現しようとしたりしている。  
石川（2016）によると、2015 年 10 月に大筋で合意された環太平洋パートナー
シップ（Trans-Pacific Partnership：以下では TPP と記述する）に ASEAN では
シンガポール、マレーシア、ベトナム、ブルネイの 4 か国が参加している。モノ
の関税だけでなく、サービス、投資の自由化を進め、更には知的財産、電子商取
引、国有企業の規律、環境など幅広い分野での EPA となっており、ヒト・モノ・
カネ・情報の移動が自由になることでアジア・太平洋地域の経済成長につながる
ものと言われている。そのため、インドネシア、フィリピン、タイは参加に前向
きである。TPP により投資先として有利になる国もあれば、不利になる国も出て
くる。一方で、TPP により、AEC による経済統合を加速させることも考えうる。
また、TPP が急激な経済構造改革や環境変化を引き起こす可能性も否定できない。 
TPP 以外に東アジア地域包括的経済連携（Regional Comprehensive Economic 
Partnership：以下では RCEP と記述する）には ASEAN10 か国が、またアジア
太平洋経済協力（Asia-Pacific Economic Cooperation：以下では APEC と記述す
る）にはミャンマー、ラオス、カンボジアを除いた 7 か国が加盟している。その
他の経済協力機構とどう調整するのかも課題である。  
ASEAN はこれまで人口ボーナスの恩恵を受け、FDI の誘致、輸入代替型産業
をベースとして成長してきた。日本 ASEAN センター（2017）によると、インド
ネシアやフィリピンなどの人口の多い国では人口ボーナスを 2030 年前後までは
享受できるが、すでにシンガポールやタイなどにおいて出生率は減少、高齢化社
会へ突入といったことから、労働力供給基地としての ASEAN の魅力は中国やイ
ンド、バングラデシュなどにとられつつある。魅力があり、より一層の経済発展
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を達成する地域となるためには、自国および ASEAN 全体として産業を育成し、
輸入代替ではない輸出主導型、かつ内需の強い経済へと発展させていく必要があ
る。内需が拡大していくことは、外部環境のリスクにも強い経済へとつながって
いく。AEC のあり方、進捗状況が今後の ASEAN 経済を大きく左右するといって
も過言ではない。  
そのためには、共通の関心事、共通の平和と安定、経済協力、共通の目的に対
する協力の拡大が重要であり、ASEAN の今後は加盟国それぞれが成功するかど
うかにかかっている（Severino、2008、p.110）。 
 
第７節  小括  
 
本章では、ASEAN にとって重要かつ大幅な環境変化となる AEC について考察
した。反共同盟と言われた ASEAN が共産国をも加盟国とし、アジア通貨・経済
危機をきっかけに ASEAN としての連携が進み、その結果、経済、政治・安全保
障、社会・文化の 3つの共同体からなる ASEAN共同体構想の協議を進めてきた。
このことより、より一層統合された地域としての存在感を高めようとしている
ASEAN の方向性を読み取ることができる。その中でも AEC はより一層の経済発
展を目指すためには重要な地域経済協力であり、単一市場・生産拠点化は企業経
営にとって無視できない変化である、経済における共同体である。しかしながら、
ASEAN には AEC 実施の権限がなく、スケジュール通りに進めることができるの
か、ASEAN 加盟国が独自に域外諸国との経済協力を進めている他の経済協力機
構との調整はどうするのかといった点が課題として挙げられている。  
経済活動の基礎ともいえる AEC についてどこまで ASEAN 企業内で認識され
ているのか、また、産業への影響はどうとらえられているのかについて、次章で
考察する。  
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＜参考資料  ASEAN の歩み＞  
年月 歩み 
1961 年 7 月 ASEA 創設宣言 
1967 年 8 月 ASEAN 設立宣言＊  
1971 年 11 月 東南アジア平和・自由・中立地域宣言＊  
1976 年 2 月 ASEAN 協和宣言＊  
1976 年 2 月 東南アジア友好協力条約＊  
1976 年 2 月 ASEAN 事務局設立協定＊  
1984 年 1 月 ブルネイ加盟  
1995 年 7 月 ベトナム加盟  
1995年 12月 東南アジア非核兵器地域条約＊  
1997 年 7 月 ラオスおよびミャンマー加盟  
1999 年 4 月 カンボジア加盟  
1992 年 1 月 ASEAN 自由貿易地域のための共通効果特恵関税スキームに関
する合意  
1997年 12月 ASEAN ビジョン 2020 
2000 年 11 月 ASEAN 統合イニシアティブ  
2003年 10月 第二 ASEAN 協和宣言＊ 
2007 年 11 月 ASEAN 憲法 
2007 年 11 月 AEC ブループリント  
2009 年 3 月 ASEAN 共同体 2009～2015 のロードマップに関するチャア
ム・ホアヒン宣言  
2010年 10月 ASEAN 連結性マスタープラン  
2015年 12月 ASEAN 共同体創設  
（注）＊は ASEAN 加盟時に同時に加盟する条約 
（出典）ASEAN ホームページ（https://asean.org/：最終アクセス 2019 年 12 月
19 日）より筆者作成  
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第２章  AEC が与える影響に関する研究 
 
第１節  はじめに  
 
ASEAN の中小企業は AEC をどのようにとらえているのだろうか。また、AEC
発足に伴ってどのような影響を中小企業に及ぼすと考えられているのであろうか。
本章では AEC が与える影響に関する先行研究をとりあげて考察する。ASEAN 内
でサプライチェーンが構築されている、タイを中心とする自動車産業では、自国
での製造の比較優位が問われることから、日本企業の対応という点での研究が進
められており、また中小企業の意識も高い。国の基幹産業が労働集約型かつ輸出
志向型の場合、AEC によって他国への流出を懸念する政府による政策研究や、中
小企業への意識調査も進められている。AEC を軸とした産業への影響について先
行研究を考察する。  
 
第２節  AEC の産業への影響に関する研究  
 
第１項  Wong and Wirjo（2013）による調査  
 
Wong and Wirjo（2013）は ASEAN 内で事業を行う企業に対して実施された
AEC に関する意識調査で、回答した 502 社のうち、AEC に対する認識がないと
答えた企業が 39％にもあがっていることを指摘した。特に中小企業では認識が低
くなっている傾向が見られた。また、認識があると答えた企業のうち、AEC は自
社の事業にとって脅威となると答えたのは 17％で、逆に機会となると答えたのが
57％となっている。今後の経営戦略において AEC は重要と 72％の企業が答えて
いる。AEC に関連して取り組まれている施策に対する満足度では、満足度が高い
のが関税撤廃や投資保護であり、逆に低いのが情報普及となっている。本調査は
2010 年から ASEAN ビジネス諮問委員会（ASEAN-Business Advisory Council：
以下では ABACと記述する) が Wong率いるリークワンユー公共政策学院と共同
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で行っており、調査結果は ASEAN 首脳および経済関係大臣に提出されている。
2013 年の調査を受け、企業登記、投資、通関といった点での法律や規則の簡潔性
や透明性に向けた動きを ASEAN 首脳に要望した。また、AEC に関する情報の共
有や相談窓口の設置が必要との政策提言を行った。特に中小企業に対して AEC
への理解を深め、脅威ではなく、事業拡大の機会であることを伝えるべきと述べ
た。そのために、ASEAN として、金融支援、海外市場への理解、能力向上の施
策を促進し、AEC の柱である公正な経済発展につなげることを求めた。本研究は
政策提言を主眼としているため、企業の満足度よりも ASEAN が今後整備すべき
環境について抽出している。  
 
第２項  Hu（2013）による調査  
 
Hu（2013）も 2011 年に AEC に関する調査を実施している。Wong and Wirjo
（2013）と異なり、各国からその国の代表（産業、企業規模、地理的位置、所有
形態を選定基準とする）となる企業 40 社を選んで行っている。表 2-1 の通り、
認識度で見ると 56％もの企業が AEC に関する認識がないと回答している。中で
も大企業や発展が進んでいる国での認識度が低くなっているが、それは AEC に
おける経済統合が進んでいないためと指摘している。その反面、他国との FTA に
関する質問では認識度が高くなっている。これらの結果から、AEC や FTA が事
業環境を大きく変化させ、収益につながると同時に、サプライチェーン構図が変
わることを懸念していることが読み取ることができる。また、各国の産業構造や
他国とのつながりの違いも認識の違いに表れていると考えられる。  
 
＜表 2-1  AEC 認識度の比較＞  
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（％）
オーストラリア
・ニュージーランド
中国 インド 韓国
ブルネイ 20 35 50 15 41
カンボジア 74 43 81 58 71
インドネシア 23 30 57 25 30
ラオス 73 40 50 35 38
ミャンマー 64 31 62 40 48
フィリピン 20 63 80 60 54
シンガポール 14 52 72 69 45
タイ 70 67 83 67 51
ベトナム 24 57 71 51 61
ASEAN全体 44 46 67 45 49
AEC
FTA
（出典）Hu（2013）より筆者作成  
 
第３項  Park, Ungson, and Francisco（2017）による調査  
 
Park, Ungson, and Francisco（2017）は ASEAN 地域統合においても競争力
優位を維持している企業を紹介し、これからの企業や政府は地域統合をどう活用
すべきかを考察している。7 つの視点、①制度的遺産の保護、②市場力の強化、
③マーケティング戦略のパイオニア、④ローカリゼーションの深化、⑤国際化の
育成、⑥シナジー効果、⑦人材育成から、ASEAN 各国の企業を分析し紹介して
いる。なお企業は、①2003 年～2012 年における収入のトップ 500 社、②10 年間
の平均収入増加率と 2012 年の収益性のトップ 500 社および各国において平均的
にトップ 500 社に入る企業、③地域の専門家からの推薦とし、その結果、ブルネ
イ 2 社、カンボジア 1 社、インドネシア 11 社、ラオス 3 社、マレーシア 4 社、
ミャンマー1 社、フィリピン 12 社、シンガポール 3 社、タイ 15 社、ベトナム 6
社の 58 社の民間企業を「ASEAN Champions」として選定した。本書では各企
業がどのような分野において、「Champion」なのかを分析している。  
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以下が分類された分野である。  
(1) 制度的遺産の保護  
経済発展・市場変革・地元経済を支援する産業政策における事業機会、制度
的隙間を克服する社会経済ニーズがあり、その機会を活用する起業家・リー
ダーがいる。  
(2) 市場力の強化  
経済発展や国民の福利厚生のための戦略的重要性から産業を発展させる政府
の努力によって、優位性を発展させ、長期に渡る収益性を維持することがで
き、国内外で活動している。 
(3) マーケティング戦略のパイオニア  
マーケットの傾向や消費者のニーズをつかむことのできるセンスと、革新的
なビジネスモデルと技術を開発する能力がある。 
(4) ローカリゼーションの深化  
ターゲットとする地元のニーズや要求を満たすだけではなく、ローカルセク
ターでは見えない文化的姿勢や価値を見出す力を導き出している。  
(5) 国際化の育成  
比較優位を得るためグローバル化を進め、海外市場に参入し、グローバルバ
リューチェーンを構築し、高度な能力を得ることを明確な戦略としている。  
(6) シナジー効果  
垂直および水平の多様性をネットワークでつなぎ、関係のないと思われる活
動からシナジー効果を生み出している。  
(7) 人材育成  
戦略を支える人材の育成がなされている。長期的ゴールと短期的運用のバラ
ンスがとれ、トップダウン管理ができ、ボトムアップや水平連携がとれるビ
ジョナリーリーダーシップを持った人材を育成している。人材育成に価値を
置くコーポレートガバナンスがあり、継続的な教育を行う企業文化があり、
外部から専門家を呼ぶことができる。  
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ASEAN 内でより強力なプレイヤーになるためには「国における勝者」ではな
く、「地域における勝者」になる必要がある。そのためには、①国境貿易や投資の
機会を活用する、②コアとなり差別化できる優位性を向上させることで競争力を
強化する、③人材の才能と資源を開発する意図的な計画を適応する、④より資金
的余裕のある競争相手に防御的な姿勢を形成する、⑤広範囲にわたるネットワー
ク構築の機会を創造する、といった点を進める必要がある。  
本書で取り上げられている企業はいずれも国や ASEAN 地域を代表する大企業
である。収入額を選定の基準の一項目としているため、中小企業は選定外となっ
ているが、中小企業でも同様の点を指摘できると考えられる。  
 
第４項  Rahadi（2016）による調査  
 
Rahadi（2016）は AEC 発足を前に、インドネシアの中小企業の機会と課題に
ついて考察している。様々な業種の中小企業 10 社を選び、インタビュー形式で、
AEC に対する課題は何か、AEC は自社の発展に好影響を及ぼすと考えるか、も
しくは否定的かの２点をヒアリングした。以下 10 社のインタビュー内容の抜粋
である。  
 
＜表 2-2 インドネシアの中小企業の課題と機会＞  
 課題 機会 
A 社 人材の質の低さ、資金調達の困難
さ、単純労働者の他の ASEAN と比
較しての質の低さ  
市場の拡大、輸出手続きの簡便さ、
労働者の選択の幅の広がり、地元の
市場を良く知っている、海外の資金
の調達の容易さなど  
B 社 経営者の能力の低さ、科学技術に関
する知識の低さ、労働者や政府規則
に関する非協力性  
市場の拡大に伴う消費者層の広が
り、購買力の高さ  
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C 社 資金調達源へのアクセスの難しさ、
政府の法律や規則に関する説明不
足、製品イノベーションの欠如  
地域市場に関する知識とその可能
性、ASEAN における市場の可能性  
D 社 製品の質の悪さ、政府による支援や
規則の不足、地元の労働者への教育
のなさ、不公平な官僚制度  
製品の輸出や市場シェアの拡大  
E 社 流通費用の高さ、官僚の非効率性、
汚職、需要の高まりによる輸入の拡
大 
製造における資源の豊富さ、経営者
の創造性  
F 社 知的財産権や特許に関する知識が
不足しており、イノベーション力が
高いにも関わらずすぐに模倣され
てしまうこと、行動が遅いこと、カ
ンボジア・ラオスやベトナムからの
安い単純労働者が流入すること  
インドネシアにおける予想市場の
大きさ 
G 社 零細・中小企業の経営者が少ない、
多くの経営者が適切な計画や市場
調査なしで経営している、無計画な
製造工程、製品デザインの悪さ、限
定的な流通ネットワーク、資材コス
トの高さ、会計の重要性の認識の欠
如、生産者へのアクセスの欠如、資
金の欠如、デジタルマーケティング
の重要性の認識の欠如、成功した経
営者からのコーチングやメンター
のなさ 
AEC におけるインドネシア市場の
大きさ 
H 社 資金不足、同様の事業を行う事業主 製品の種類の豊富さや起業家との
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の多さから来る競争激化、事業を拡
大するための創造性のなさ、マーケ
ティング戦略の悪さ  
連携 
I 社 地元従業員の競争力のなさ、表彰制
度のなさ  
インドネシアの消費者市場の大き
さ、労働者の資格や能力に関する統
一した基準作り、地元労働者に対す
る政府の保護、地元経営者への優
遇、AEC 発足前から事業を行って
いること  
J 社 事業を保護するための法律の準備、
AEC に対する政府の反応の悪さ、
官僚主義、零細・中小企業に対する
インセンティブのなさ、税金制度の
あいまいさ、経営者を支援する金融
制度の種類のなさ  
経営者の抵抗能力、ビジネスネット
ワークの拡大の機会、通関規則の改
善、経営者の創造性、イノベーショ
ン 
 
インドネシア企業にとって、人材、資金、競争力、販売システム、イノベーシ
ョン、金融、官僚主義、政府が課題のキーワードであり、市場の可能性、創造性、
輸出機会、地元企業家の適応と忍耐、市場の知識が機会のキーワードである。経
営者の創造性によりマーケットシェアが拡大することが考えられるため、AEC 発
足を中小企業の成長の機会ととらえている企業が多いことがインタビューより判
明した。  
 
第５項  Susilo（2013）による調査  
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Susilo（2013）は AEC がインドネシアの繊維産業にもたらす影響について
Global Trade Analysis Project （以下では GTAP と記述する）モデル1を用いて
分析している。インドネシア経済にとって繊維産業は重要な位置を占めており、
2012 年には世界市場でのシェアが 1.6％となり、世界第 12 位となった。それは
インドネシアが人口 2億 4千万人を抱え、労働集約型産業には有利であることと、
国内市場も大きいことから、比較優位性があるためである。しかし、2015 年の
AEC 発足により、自由貿易が促進されると、インドネシアから他の ASEAN 市場
への参入が可能となる一方、他の ASEAN 諸国からインドネシア市場への参入も
可能となる。その中で、他の ASEAN 諸国との比較優位性はどこにあるのだろう
か。①貿易バランス、②福利厚生、③製品アウトプット、④付加価値、⑤国内販
売価格、⑥輸出価格の点から分析したのが本調査である。調査の結果、インドネ
シアの繊維産業は十分に競争力優位を保っているが、今後の発展には課題もある
ことが判明した。課題としては、①20 年以上もの古い機械を使用している、②国
内外の事業環境が安定していない、③運転資金の調達が困難である。④エネルギ
ー（電気、燃料、ガス、石炭）の供給難と価格高が見られる、⑤インフラ（陸海
空）が高コストである、⑥技術者の不足による生産性が低い、⑦原料となるコッ
トンの 98％を輸入に頼っている、⑧欧米の金融危機により需要が低迷している、
⑨政府の役割が明確ではない、⑩政治的な不安定さといった点があげられる。イ
ンドネシア政府としては、①貿易政策および産業政策の改革、②省庁間の調整、
③産業界との協調が AEC 発足後の産業強化には必要と考察した。  
 
第６項  Aldaba（2013）による調査  
 
Aldaba （2013）はフィリピンにおける中小企業振興を取り上げ、AEC 発足後
の振興政策のあり方を分析している。最初に ASEAN 中小企業開発のための戦略
的アクションプラン（ASEAN Strategic Action Plan for SME Development：以
 
1 各国間の貿易政策のインパクトを数量的に把握することを目的にして、1992 年
に設立された GTAP により構築された応用一般均衡モデル。  
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下では ASAP と記述する） 2010～2015 が ASEAN 内の経済発展の格差是正を促
進するために ASEAN が設けた中小企業振興のフレームワークとして取り上げた。
フィリピンでは 1991 年に中小企業憲章（Magna Carta for Small Enterprises）
が制定され、その後、ASAP が目標とした金融へのアクセス強化、技術移転・サ
ービスセンターといった調整機能の強化、技術開発の促進、中小企業のプロモー
ション振興、人材育成の強化を踏まえて、中小企業振興計画が策定された。具体
的には、貿易産業局（Department of Trade and Industry：以下では DTI と記述
する）が中小企業振興や法律の制定を行うとし、他の省庁の調整役となった。金
融面では信用保証制度を確立し、一村一品運動を促進することで、中小企業の資
金調達の困難さを克服しようとした。また、マーケティング支援として、展示会
の開催やビジネスマッチングなどを促進した。国内外含めて競争力のある人材育
成として、技術や知識の高度化を図った。技術支援では、分析などの実施、品質
管理や経営管理などの研修の実施、基準作り、デザイン支援などを行った。しか
しながら、2006 年までの統計ではフィリピンの中小企業は付加価値額、労働生産
性などの点で伸びず、フィリピンの経済も低迷した。AEC 発足に伴う外部環境の
変化は中小企業に及ぼす影響が大きいとし、技術の高度化、人材育成、金融支援
が今後のフィリピン中小企業の発展には重要であると分析している。また、
ASEAN およびグローバルサプライチェーンに参入するためには、流通制度の高
度化や輸出入制度の完備も必要とした。フィリピン政府としては、①政策や施策
のグランドデザインの必要性、②中小企業に対するグルーバルサプライチェーン
参入への意識付け、③資金の有効活用、効率化を含めた金融支援、④技術能力の
向上、⑤投資環境の整備など、競争に生き残るために必要な環境作りを促進する
ことで、ASEAN への参加が可能とした。  
 
第３節  AEC のタイの産業への影響に関する研究  
 
第１項  Siriphattrasophon（2017）による調査  
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Siriphattrasophon（2017）は ASEAN 内で活動している中小企業の競争力に
対して国内外の要素がどのように影響しているのかを分析した。527 社のタイ企
業からの調査結果に基づき、タイの中小企業は競合する点が多く、以下の 3 点、
①組織化戦略、②国際化への準備、③各組織の特徴の活用、が中小企業の競争力
育成に重要な要素であり、これらの点を改善する必要があると分析した。その中
で組織化戦略は ASEAN 市場での優位性のある事業を進めるにあたって特に重要
とした。タイの中小企業が国際市場に参入するにあたり、厳しい事業環境下への
準備の拡大が必要であった。企業の強みと弱みを知り、AEC に参入するために、
①組織体系や製品規格の準備、②起業家の意識の醸成、国際化へのマインドセッ
ト、成功した戦略の模倣と自社への適用、戦略的な柔軟性、③市場や競争相手の
分析、リスク管理、イノベーションの実施、資本金の準備、ASEAN のビジネス
ネットワークへの加盟といった先見性のあるアプローチが必要である。タイの中
小企業は周囲の環境要素と同時に、AEC からの利益を最大限得られるように企業
の能力や競争力優位な能力を向上させることが地域において競争力を得て生き残
ることができると指摘した。  
 
第２項  Siriphattrasophon（2018）による研究  
 
Siriphattrasophon（2018）は、中小企業が AEC によってどのように価値を高
めて競争に打ち勝てばいいのかをまとめており、タイに関しては以下の通り分析
した。タイ国政府は 1992 年の国家経済社会開発計画で初めて中小企業振興の重
要性を打ち出し、1997 年のアジア通貨・経済危機で中小企業の存在がクローズア
ップされることになった。他国と同様に中小企業は技術・経営能力、巨大市場・
資金調達へのアクセス、熟練労働者、情報へのアクセスといった点において欠如
していると結論づけた。タイならではの特徴として、ビジネスパートナーとの効
果的なコミュニケーションをとるための語学能力、一貫した製品品質の維持、通
貨価値の下落などへのリスク対策の欠如が見られた。また 2013 年の調査による
と、90％以上の中小企業が AEC への対策を考えていないと答えた。その上で、
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Siriphattrasophon（2018）は中小企業がとるべき行動として 10 項目を挙げてい
る。 
 
(1) 自社の事業を考えて、適切な国を選択する。  
(2) ターゲット市場における他社製品を研究する。  
(3) 規則などを理解する。  
(4) 英語能力をつける。  
(5) ASEAN の他の言語を使える従業員を雇用する。  
(6) テレビなどのメディアを通じて情報を入手する。  
(7) 現地を訪問する。  
(8) 地元のメディアに触れる。  
(9) ネットマーケティングを活用する。  
(10) 他のビジネス文化を理解する。  
 
以上の点を踏まえて、中小企業は自国のみではなく ASEAN 全体と捉え、教育・
市場調査・新技術・サービスに投資すべきだと提案している。また、政府が AEC
に関する情報提供を行うと同時に、中小企業が情報を入手可能となるような環境
整備を行い、事業環境の整備（法律の完備、官僚主義の撤廃）を行うべきだと
Siriphattrasophon（2018）は提案している。  
 
第３項  Kunanoppadol（2014）による調査  
 
Kunanoppadol（2014）は Nakorn Pathom 州の中小企業 100 社からデータを
収集し、AEC に関する認識調査を行った。調査は①対象企業に関する一般的な質
問、②AEC に関する認識度、③AEC に対する準備の 3 つのカテゴリーにまたが
って行われた。  
まず、対象となった Nakorn Pathom 州の中小企業だが、80％が中規模で、41％
が地元に得意先がおり、56％が製造業であった。 
61 
 
AEC に関する情報の入手先として、34％がラジオやテレビから、34％が新聞
から、また 20％がインターネットから、6％が研修から、3％がビジネス上から、
3％が政府からであった。小規模企業よりも中規模企業の方が情報を得ており、
中でも外資系企業との取引がある企業が AEC に最も理解があることが調査から
読み取れる。また、業種による違いも明確で、製造業は理解度が高いが、小売店
は低いことが判明した。 
AEC に対する準備度を見ると、小規模企業よりも中規模企業の方が対応してお
り、中でも外資系企業との取引のある企業は最も高かった。また、業種では製造
業が高いことが読み取れる。 
これらの統計を重ねると、小規模で地元の範囲内で商売が完結しているような
小売業が AEC に関する認識度が低いのと同時に準備もなされていないことが分
かる。調査を行ったのが AEC 発足 1 年前であることから、これらの企業に対す
る知識や情報の提供といった支援が必要であると指摘した。なぜならば AEC 発
足と更なる経済統合に向けての動きは、企業の規模や業種にかかわらず事業に何
らかの影響は与えると考えるからである。AEC に関する認識度が高くなれば対応
策として準備が進み、その結果としてタイの中小企業の発展につながるのではな
いかと指摘した。  
 
第４項  西村・小林（2016）による研究  
 
ASEAN の地域統合を産業政策や国際貿易、FTA などから分析を行った研究は、
木村福成（2003）や木村・石川（2007）、浦田・日本経済研究センター（2009）
が行ってきた。その中で西村・小林（2016）は、ASEAN 自体が自動車・同部品
産業を重要視し促進してきたことを考えると、実態を検証し AEC との関連を検
討することは必要と述べた。そして、最初に ASEAN の工業化の歩みと自動車生
産政策を取り上げている。第 1 期は 1960 年代から 1980 年代末までで、車両国産
化規制、車両国産化率引き上げ、完成車輸入禁止とする輸入代替化政策である。
第 2 期は 1990 年代以降 2010 年までで、国産化規制緩和を進め、自由化・国際化
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の時期となる。第 3 期は 2010 年以降で、AFTA 域内のみならず FTA 交渉の進展
に伴い、域外にも広がっていった。そして、自動車産業の国際競争力を強化し、
開発力の強化を進めた。AEC では単一生産基地を目指すとされ、工程間分業を可
能とする生産ネットワークを進めた。AEC の進展とともに、異なる 2 つの生産シ
ステム、完全一貫生産システムと完全現地組み立て（Completely Knocked 
Down：以下では CKD と記述する）ベースの生産システムが出てきた。完全一貫
生産システムは自社展開戦略や国民車構想を進めてきた企業が中心で、ASEAN
域内分業と現地調達を拡大していった。CKD ベースの生産システムは外資委託生
産メーカーや地場企業に見られ、ASEAN 市場特性を活用して自社の販売網を活
用して生産や販売を拡大していった。  
タイでは、①自動車生産の始まり（1960 年～1968 年）、②国内産業の保護と育
成（1969 年～1990 年）、③自由化と輸出促進（1991 年～1996 年）、④アジア通
貨・経済危機と投資家の信頼回復（1997 年～1999 年）、⑤アジアの自動車生産拠
点（2000 年～現在に至る）の 5 つの時期に分けることができる。BBC、AICO、
AFTA など自動車部品の域内流通を容易にする制度的枠組みの形成と、日系企業
が他の ASEAN 諸国にも生産拠点を設けていることを受けて、それらの拠点を活
用しながら基幹部品を含めた部品の相互補完体制が形成された。  
自動車産業はタイの基幹産業であり、より高度な付加価値の高い生産機能拡充
が求められる。それを支えるため研究開発機能の拡充が必要である。研究開発を
担う高度産業人材、研究開発人材の育成が重要な課題と認識されている。また、
フラッグシッププロダクツ2という政策誘導が必要であると指摘した。 
 
第５項  Kuroiwa（2017）による研究 
 
Kuroiwa（2017）は経済発展にはグローバルバリューチェーンに参加すること
がますます重要視されるようになっていると分析し、タイの自動車産業構造を産
業政策と合わせて考察している。1960 年代は輸入代替化政策が進められ、組立に
 
2 旗艦となる商材  
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よる完成車製造のみならず、政策により部品の現地調達率が引き上げられた。そ
の結果、ディーゼルエンジンのピックアップトラックの場合、現地調達率が 20％
から 1994 年には 72％となった。しかし 1990 年代になると、貿易自由化と輸出
促進政策にとって代わられ、1991 年には完成車の輸入が認められることになった。
また、新工場の建設も認め、輸出企業には免税措置も取られるようになった。ア
ジア通貨・経済危機後、外資の株式保有を認め、WTO 合意により現地調達率を
撤廃するという政策転換を行った。タイ国政府は自動車産業を戦略的産業と位置
付け、「アジアのデトロイト」をキャッチフレーズとして、ピックアップトラック
と合わせてエコカープロジェクトを促進した。  
ASEAN の地域協力スキームや AEC により、東南アジアの製造ネットワークが
拡大され、また、東南アジア外の国際的なリンケージも強化された。その反面、
国内のリンケージは貿易の自由化や現地調達率撤廃により、弱体化している。こ
れらの結果から、タイの自動車産業では専門分野への特化が促進され、特定産業
の集積に影響していることが分かる。タイには、研究開発、デザイン、物流、地
域の本社機能、専門化された部品の製造などが集中するようになった。  
 
第６項  Charoenrat and Harvie（2017）による研究 
 
Charoenrat and Harvie（2017）によると、ASEAN 経済統合は企業にとって
輸出の機会である。しかし、同時に多くの課題がある。中でも中所得国の罠にか
かったタイは、低労働賃金で、低付加価値製品の生産国であるカンボジアや中国、
ベトナムなどとの競争がある中で、革新的で高付加価値の活動を行う日本や韓国、
台湾と同様の先進国への移行ができていない。経済統合を活用するためには、海
外投資を惹きつける政策が必要である。海外投資によって技術移転、経営活動の
訓練、製品の国際基準への適合、海外市場へのアクセス、域内製造ネットワーク
への参入、国内外の金融支援へのアクセス、地域の企業への利益の配分が考えら
れる。また技能を持った労働者の確保、インフラ整備、サプライヤー支援、建設
的で安定的な事業と政治的環境を整えることが優先課題となる。FTA や AEC へ
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の参加を通じて、国内外の市場への開放へとつながる。中小企業が競争力を持ち、
輸出を推進するためには、Charoenrat and Harvie（2017）は政策として以下の
点を挙げている。  
 
(1) 適切な教育と訓練の提供。  
(2) 株式市場や技術向上への投資促進。  
(3) 都市部と地方との格差の是正。  
(4) 起業促進と中小企業経営者への支援。  
(5) 海外投資の促進。  
(6) 輸出機会の促進。高付加価値の差別化された製品の輸出。  
(7) 国内の中小企業の利益を生み出すための政策の見直し。  
 
AEC により市場の拡大が見込まれることから、中小企業はその中で好位置につ
き、利益を得ることが課題となる。そのためには、金融へのアクセス、技術支援、
熟練労働者の確保とレベルアップ、市場情報の入手とネットワーク化といった、
事業運営上の適切な支援が必要であると Charoenrat and Harvie（2017）は分析
した。 
 
第７項  Siriphattrasophon（2014）による研究  
 
Siriphattrasophon（2014）は 2012 年の WTO 統計によると、タイは世界市場
の 2.57％のシェアを占める世界第 12位の食品輸出国であると述べた。その上で、
原材料や製造コストの競争力優位により、また、消費者の要求に応えることので
きる製造技術の向上、国際基準への適応、農業や加工食品に対する振興政策が、
食品産業の改善と向上につながっているとした。FTA や EPA、AEC によって、
他のアジア諸国やタイの他産業よりも 2013 年には 6％の成長が期待されている。
しかしながら、輸出の大部分が第一次産業（米、キャッサバ、砂糖、エビ、鶏肉）
であり、付加価値のある食品ではない。  
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このような状況を鑑みると、タイの食品産業はより一層の発展の可能性がある。
特に、海外市場拡大の可能性があり、他の ASEAN 諸国と比較して、長期にわた
り成長する力、優位性がある。AEC により、海外企業との貿易や投資が可能とな
る。国際化を成功させるためには、①国内市場での優位性があること、②国際化
を推進すること、③企業経営者による国際化への公約を行うこと、④スキルと知
識を獲得すること、⑤国際化に関する経験もしくは研修の受講が必要であること
を指摘した上で、タイの中小企業が国際化をどのように進めているのかを 8 社の
事例研究で分析し課題を抽出した。事例研究から、国際化を促進するためには、
国際基準へのアップグレードが必要であると指摘した。また非関税障壁もあるた
め、貿易パートナーと連携することが重要である。同一の産業グループやクラス
ターを形成・参加することで、国際化支援を受けることが可能となる。食品産業
の国際化支援のためのマスタープランを政府は策定したが、実施は個人ベースと
なっている。計画の実行は重要視されておらず、企業が必要としている情報は提
供されていない。教育や情報は一般的で、国際化に役立たない。そのため、政府
は零細企業の情報を収集し分析する必要がある。また、海外のコンサルタント会
社などを活用して海外事業に関する適切なアドバイスを与えるべきで、すべての
振興プログラムは継続的に実施され、関連省庁間の調整を行うべきであると指摘
した。 
 
第４節  日本企業の対応に関する研究  
 
第１項  大泉（2015）による研究  
 
大泉（2015）は AEC 発足により大きな変化は生じないが、発足を新しい事業
を生み出す契機として捉えるべきと分析した。今まで日本企業のアジア戦略は日
本がリーダーシップをとって経済を牽引していくというものであったが、これか
らはアジアの一員として連携して共に成長していくという戦略に変えるべきであ
る。なぜならば、世界経済の成長が先進国主導から新興国・途上国主導に変わる
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過渡期にあるからであると、名目 GDP のシェアの推移から分析している。先進
国のシェアが 1980 年には 80％近く占めていたが、2015 年には 60％にまで低下
し、その反面新興国・途上国は 20％から 40％に上昇している。新興国・途上国
市場を確保するためには、同地域での生産が重要になる。また、ASEAN 市場の
開拓には、今まで指摘されてきた中間所得者層のみならず、いかに高所得者層の
開拓を行うのかがポイントとなる。そのような考えに立つと、ASEAN は日本に
とって競争相手でもあり、連携相手でもあり、消費者でもある。日本企業が
ASEAN で事業を行うためには、生産面ではいかに労働力を確保するのか、また
消費面では、どこのセグメントを狙うのかを明確にする必要があるとした。AEC
発足で何が変化するのかを見るのではなく、ASEAN とのビジネス関係をどう構
築していくのかを考えていくべきであると指摘した。  
 
第２項  石田・梅崎・山田（2017）による研究  
 
石田・梅崎・山田（2017）は「タイ・プラス・ワン戦略」として、タイで操業
している企業が、CLMV 諸国に生産拠点を一部またはすべて移管する動きが見ら
れるとした。AEC 発足による CLMV 諸国の輸入関税撤廃の実施が事前に判明し
ていたことから生産拠点の移管の動きが見られていたが、労働集約型産業のタイ
で 2013 年に最低賃金が引き上げられたことや、2015 年に EU が途上国に適用し
てきた低い輸入関税率の対象国からタイが外れたこと、2011 年のタイの洪水によ
って生産がストップしたこと、2014 年のタイのクーデターによる政治的混乱とい
った事柄が引き金になったと言われている。タイから部品の供給を受け、ニコン
や豊田紡績はラオスで、また、デンソーやミネビアはカンボジアで部品を完成さ
せ、再度タイに輸出しタイで完成品に仕上げるといった分業体制が見られる。賃
金やサポーティングインダストリーの集積などの比較優位性を考えた上での分業
体制構築である。これらは日本企業のみならずタイ企業でも同様の動きが見られ
る。先発加盟国であるタイと、後発加盟国の CLMV 諸国とでは発展度合いの格差
があり、「タイ・プラス・ワン戦略」をより促進していくためには、CLMV 諸国
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内のインフラ整備も重要であるが、AEC の課題として通関手続きの簡素化
（ASEAN シングルウィンドウ）などの貿易円滑化措置、原産地証明の改善など
が指摘されている。また、「チャイナ・プラス・ワン戦略」は中国リスクを回避す
るための生産拠点の移管であり、「タイ・プラス・ワン戦略」は部品供給の相互関
係であることから、AEC が掲げている「単一生産拠点」の動きに合致していると
言えるのではないかと分析した。  
 
第３項  春日（2014）による研究  
 
春日（2014）は日系企業が大メコン経済圏（Greater Mekong Subregion：以
下では GMS3と記述する）、特にタイに進出し生産を行ったことで、製品の輸出や
雇用などを通じて経済成長に貢献をしてきたと指摘した。また、今では一大消費
市場としての可能性が言われていることから、日系企業の産業集積が形成された。
「陸の ASEAN」と言われる中国を除く同地域では AEC による変化が企業の投資
活動に影響を及ぼしているとした。貿易自由化によって域内の調達が多角化され、
投資自由化によって域内立地の再編がなされた。道路などのインフラ整備、通関
の簡素化などにより、製造拠点の分業化と複数の産業集積が見られる。事例とし
て自動車産業と電機電子産業が取り上げられ、ASEAN 全体を見た上で生産拠点
を再配備して、ASEAN 域内分業ネットワークを構築している点を指摘した。電
機電子産業の場合、分業ではなく、製品ごとの集約化が進められている。自動車
産業とは異なり、規模の大きい産業ではないことから、効率化、製品供給先の多
角化、現地調達率の向上、FTA の利用などが要求される。しかし日系企業の場合、
言語がほぼ同一のタイとラオス間の分業、積出港に近いベトナムやカンボジアの
国境周辺への進出などは見られるが、日本人駐在の生活環境面の問題点などから、
生産拠点の分業には限界があるとした。  
 
 
3 タイ、カンボジア、ラオス、ベトナム、ミャンマーの 5 カ国と中国雲南省、広
西チワン族自治区の 2 省にまたがるメコン川流域の総称。  
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第５節  小括  
 
本章で取り上げた先行研究では、AEC により「単一市場・生産拠点」になるこ
とを踏まえ、各企業はその中で比較優位となるべく技術や商品の高度化が求めら
れることが指摘された。そのためには、どのようにして技術を習得すればいいの
か、優秀な人材の確保はどうするのか、消費財の場合は市場トレンドの情報をい
かに入手するのかといった点が、AEC への対応に意識の高い企業の関心事となり、
そのための政府の支援を求めている。ASEAN は安い労働賃金や豊富な資源をも
とに、それぞれが得意分野を活かし、外資、特に日系企業のサプライチェーンの
一角としての地位を確立し、投資を受け入れることで、経済発展を遂げてきた。
AEC により「単一市場・生産拠点」となることで、より一層の差別化が必要とな
る。グローバルサプライチェーンに組み込まれるためにも、比較優位性が必要で
ある。自助努力では対応不可能なインフラや通関は国の政策としての対応が求め
られる。また、産業によって求められる支援策も異なってくる。  
AEC により産業構造が変化する中で、まず企業に求められるのは AEC に関す
る正確な認識であり、外部環境への対応力であることが考察された。AEC に対応
している企業が発展していることや、競争力強化のための政府による支援が求め
られていることも明らかになった。これらの明らかになった点がどのように中小
企業振興に結び付いているのかに関する研究はない。  
  次章ではアジア通貨・経済危機をきっかけとして、タイで中小企業振興の重要
性が取り上げられ、中小企業振興法制定に至った経緯について分析する。  
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第３章  タイの中小企業振興政策への転換 
 
第１節  はじめに  
 
世界各国では、市場経済へのスタンスの違いを持ちながらも、それを基調とし
たグローバル経済における中小企業の存在意義、ダイナミックな成長・発展への
期待と可能性、さらには新しい中小企業政策の必要性と施策の強化などが新たな
課題となっている（福島、2006、p.481）。タイでは 2000 年 2 月 17 日に中小企
業振興政策の基本となる Small and Medium Enterprises Promotion Act（以下
では中小企業振興法と記述する）が制定されるまでは、中小企業に関する政策や
政府方針がなく、National Economic and Social Development Plan（以下では
国家経済社会開発計画と記述する）や政府方針の中に中小企業振興に関する記述
が一部なされているのみであった。そのため、関連する複数の省庁がそれぞれの
行動計画に落とし込んで支援を実施していたにすぎなかった。経済成長における
中小企業振興の重要性を明確にし、中小企業振興の方向性を決める省庁もなけれ
ば、全体を調整する担当省庁もなかったのであった。また、産業振興は工業省が
主導であったため、ターゲットは外資系企業のサポーティングインダストリーと
なり得る中小規模の製造業であった。そのため、主な施策は生産性向上であり、
国際競争力の強化であった。また、進出する外資系企業に技術移転を促すなど、
外資系企業に頼ることによる中小企業振興でもあった。  
1997 年のアジア通貨・経済危機をきっかけとして、中小企業の経済における役
割の重要性が言われ始め、中小企業振興法や Master Plan for Small and Medium 
Enterprises Promotion（以下では中小企業振興計画と記述する）の立案につな
がっていった。  
本章では、タイの中小企業振興法が制定される以前の産業政策における中小振
興、中小企業振興政策を策定するに至った経緯、中小企業振興法について考察す
る。 
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第２節  国家経済社会開発計画における中小企業振興計画  
 
タイにおける国家経済社会開発計画が最初に制定されたのは 1961 年の第 1 次
国家経済社会開発計画である。その中で中小企業に関して記載されるようになっ
たのは、第 4 次国家経済社会開発計画からである。中小企業振興法が制定され、
中小企業振興計画が策定される以前、Regnier（2000）によると、タイでは中小
企業振興は国家経済社会開発計画の一部として取り上げられていたのである。  
どのような記載がされていたのか、国家経済社会開発計画から中小企業に関す
る記述を抜粋すると、表 3-1 の通りである。  
 
＜表 3-1  国家経済社会開発計画における中小企業振興＞   
＜第 4 次国家経済社会開発計画（1977～1981）＞ 
開発計画  
・ 農業生産の高度化および輸出による所得向上、地方での雇用の促進のため
の工業セクター再構築を通じた国家経済の再生。  
中小企業振興政策  
・ 雇用の源である小企業の振興、融資の提供、リスクに対する保険、投資サ
ービス、技術・知識やマーケティング支援による収入増加を目指した支援。 
・ 小企業金融事務所（Small Industry Finance Office：以下では SIFO と記述
する）の独立と債務返済部門の改善支援。  
＜第 5 次国家経済社会開発計画（1982～1986）＞ 
開発計画  
・ 金融経済の安定化の維持、農業や輸出産業の再構築、地方への産業の分散、
国際貿易やサービスの再構築などによる経済の再構築。  
中小企業振興政策  
・ 国の産業開発の基礎となる中小企業への支援と促進、地方への産業の分散。 
・ 中小企業と大企業間のアウトソーシング支援。 
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・ 中小企業や地方産業の改善と支援の拡大。  
・ 中小企業に対する融資制度や融資機関の開発。  
・ 研究開発の改善および中小企業に関連するすべての省庁間の調整。  
＜第 6 次国家経済社会開発計画（1987～1991）＞ 
開発計画  
・ 科学技術分野の開発を主導することでの経済の再構築、労働者のスキル（職
人の技）や生活の質の向上、生産と流通市場の再構築、国全体および特定
地域の開発、国家開発における民間セクターの向上。  
中小企業振興政策  
・ 家内工業、中小企業、地方産業の発展。  
・ 地方の中小企業における企業家の能力開発。  
・ 適正な金利による中小企業融資支援。  
・ 中小企業を支援する権利や恩恵の可能性の検討。  
＜第 7 次国家経済社会開発計画（1992～1996）＞ 
開発計画  
・ 貿易の発展と産業への投資による成長率の確保および経済の安定化を通し
ての持続可能な開発計画。貿易や投資による海外市場への参入機会の提供、
製造業や地方におけるサービスの再構築、適切な科学や技術の開発。  
中小企業振興政策  
・ 中小企業の経営者を支援する活動を行う民間組織への資金援助。  
・ 製造業におけるアウトソーシングへの支援。  
・ 国の経済にとって不可欠なターゲット産業、特に長期的に見ると国の産業
基盤となる農業、繊維、金属、電子、化学、鉄鋼の各分野の発展に向けた
計画の策定。特に農業、繊維、金属、電子の 4 分野は多数の中小企業で成
り立っており、開発が必要である。  
＜第 8 次国家経済社会開発計画（1997～2001）＞ 
開発計画  
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・ 開発の概念を経済的視点から経営者視点に変更。  
中小企業振興政策  
・ 政府は金融支援で重要な役割を果たす。  
➢ 政府管理の金融機関を通して貸出最高限度額の設定。  
➢ 中小企業への投資のための投資信託の設立。  
➢ 中小企業・人民金融アドバイスセンター（SMEs and People Financial 
Advisory Center：以下では SFAC と記述する）の設立。  
・ 産業再生計画（1998 年～2002 年） 
➢ サポーティングインダストリーにおけるインキュベーションや強化計
画。 
➢ 中小企業振興のための企業診断制度の創設。  
➢ 中小企業（製造業）振興に向けたマスタープランの策定（1999 年 4 月） 
・ 起業家や人材育成の開発、地方のサービスネットワーク構築のための中小
企業振興公社（Institute for Small and Medium Enterprises 
Development：以下では ISMED と記述する）の設立（1999 年 4 月 5 日）。 
・ 2000 年 2 月 18 日に制定された中小企業振興法の主なポイント  
➢ 首相を委員長とした中小企業振興委員会（Small and Medium 
Enterprises Promotion Committee）の設置。  
➢ 中小企業振興事務所（Office of Small and Medium Enterprise 
Promotion：以下では OSMEP と記述する）の設立。  
➢ 中小企業支援のための予算。  
・ 2002 年に工業省が制定した従業員数と固定資産による中小企業の定義。  
・ 中小企業振興は政府の政策の一つであり、毎年政策に関する分析結果を議
会および国民に公開する。 
＜第 9 次国家経済社会開発計画（2002～2006）＞ 
開発計画  
・ 持続可能な経済と開発の強化。  
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・ すべての社会における適切な企業統治の設立。 
・ 均衡化された持続可能な経済の再構築。  
中小企業振興政策  
・ 雇用創出と製造拠点高度化に向けた中小企業やコミュニティベース企業の
振興。 
➢ 中小企業のための経営システムの開発。  
➢ コミュニティベース企業開発のためのネットワーク作り。  
・ 中小企業を振興する国のマスタープランとして 2003 年 5 月 6 日に承認され
た中小企業振興計画（2002 年～2006 年）。  
（出典）Government of Thailand（1977）（1982）（1987）（1992）（1997）（2002b）
より筆者作成  
 
Sevilla and Soonthornthada（2000）によると、農業から農産物加工業への高
付加価値化、日本をはじめとする海外からの投資および海外で雇用されたタイ人
からの海外送金から、タイでは中小企業振興をあえて取り上げることなく、タイ
経済は発展を遂げることが可能となった。そのため、工業省は中小企業振興の重
要性を認識していたにもかかわらず政策に反映することができず、国家経済社会
開発計画の一部にとどめざるを得なかった。  
 
第３節  アジア通貨・経済危機以前のタイの産業  
 
吉野（2007）や薮下・清水（2007）によると、1985 年のプラザ合意以降、日
本企業は東アジアおよび東南アジアへの投資を拡大してきた。中国やフィリピン
の政治的不安定、インドネシアのインフラの未熟さから見て、タイは日本企業を
はじめ海外投資家にとって低コストの製造拠点として魅力ある国として見られる
ようになった。世界経済という外部環境のみならず、タイの政治が安定していた
ことやマクロ経済運営による民間セクターがリードした工業化が経済発展につな
がっていたことも影響して、1980 年代後半から 1990 年代にかけて、日本のみな
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らず台湾、香港、のちにはシンガポールから急速にタイに資本が流入した。1960
年代から 1970 年代の投資は輸出代替型や天然資源の国内市場向けが中心であっ
たが、日本企業はタイをはじめとする ASEAN に輸出志向型の製造拠点を設けた。
従来は欧米の伝統的な市場向けの輸出であったが、欧米のアンチダンピングや保
護主義により、日本市場向けが中心となっていった。その後、低コストの製造拠
点として、主要な消費市場に商品を供給できたことによって、東南アジアの経済
は発展した。その結果、所得が増加したことで、ASEAN 内への輸出が増加して
いった。  
急激な海外投資の利益を受けたのは製造業であり、中でも、電化製品、繊維、
化学・石油製品、インフラ設備関係が特に恩恵を被った。これら産業への投資は
タイの工業化の拡大における多様化に貢献したが、海外から部品を調達して同国
内で最終製品に仕上げる委託加工や海外の企業が自国からサポーティングインダ
ストリーを引き連れての投資であった。そのため、産業構造が深化せず、サプラ
イチェーンにおける中間財の欠如や、タイ企業の技術力の不足からくる品質や価
格面での競争力の低さによるサポーティングインダストリーの不足、セクター間
やセクター内の連携の弱さが見られた。その結果、機械や中間財の輸入による慢
性的な経常赤字1を引き起こしており、工業セクターの輸入への依存度が高くなっ
ていた。  
しかし、表面的には工業化が拡大し、経済成長も見られたため、タイ国政府お
よび主要な経済団体は自国の中小企業、起業家、地方の中小企業の育成や促進の
重要性を認識しなかった。また、中小企業自体も自分たちの立場を訴え支援を求
める政府へのロビー活動をするほど、連携した力もなかった。  
 
第４節  アジア通貨・経済危機とその後の対応  
 
 
1 1994 年には GDP の 5.4％、1995 年 7.9％、1996 年 7.9％の赤字を計上した。
（Bank of Thailand ホームページ
https://www.bot.or.th/English/Statistics/EconomicAndFinancial/Pages/StatMa
croEconomicIndicators.aspx：最終アクセス 2019 年 12 月 19 日より） 
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第１項  アジア通貨・経済危機の勃発  
 
1997 年 7 月 2 日、タイが自国通貨バーツ売りの流れに抵抗せず、実質的にド
ルにペッグする為替制度から変動相場制へ移行すると、激しいバーツの下落が始
まった（吉野、2007、p.49）。  
実効レートが下がった第 1 の原因は、金融面の政策実施の失敗であった。為替
水準を防衛するために、外貨準備高を減らしていき、最後は枯渇して防衛できな
くなったのである。第 2 の原因は実体経済の構造的脆弱性にあった。強い通貨レ
ートは海外からの借入を容易にしていた。その資金が不動産融資に使用され、経
済が活況を呈していたというのが実態といえる。すなわち、タイ経済の要素生産
性が少しも上がっていないにもかかわらず、経済は好況のため、輸入が激増し経
常赤字が累積し、外資準備のやりくりがつかなくなり経済が破綻したのである（大
辻、2016、p.19）。 
 
＜表 3-2  タイの国際収支表＞   
（単位：100万ドル）
1994年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年
経常収支 ▲ 7,737 ▲ 13,206 ▲ 14,350 ▲ 3,100 14,291 12,465
貿易収支 ▲ 8,730 ▲ 14,652 ▲ 16,148 ▲ 4,624 12,235 9,271
輸出（FOB) 44,649 55,731 54,667 56,725 52,878 56,800
輸入（CIF) 53,379 70,383 70,815 61,349 40,643 47,529
貿易外収支 993 1,446 1,798 1,514 2,056 3,194
資本収支 12,183 21,921 19,504 ▲ 4,343 ▲ 9,742 ▲ 7,907
民間 12,025 20,821 18,201 ▲ 7,623 ▲ 15,483 ▲ 13,836
政府 158 1,100 1,303 1,550 1,805 1,909
タイ国中央銀行 0 0 0 1,730 3,936 4,020
誤差・脱謬 ▲ 271 ▲ 1,479 ▲ 2,985 ▲ 3,196 ▲ 2,815 26
総合収支 4,175 7,236 2,169 ▲ 10,649 1,734 4,584
（出典）Bank of Thailand ホームページ
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（https://www.bot.or.th/English/Statistics/Indicators/Pages/default.aspx：最終
アクセス 2019 年 12 月 19 日より筆者作成）  
 
その結果、国際銀行と証券会社からの融資の流入額がインドネシア・韓国・マ
レーシア・フィリピン・タイで 1990 年代前半に平均 280 億ドル、1996 年では
580 億ドルであったのが、1997 年第 3 四半期からマイナスに転じ、第 4 四半期に
は年率で 960 億ドル、1998 年では 830 億ドルの引き上げが確認されると同時に
通貨と株価も下落していった。それに伴いタイ GDP 成長率も 1994 年 9.0%、1995
年 8.9%、1996 年 5.9%、1997 年△1.8%、1998 年△10.4%、1999 年 4.1%、2000
年 4.5%、2001 年 4.6%と、アジア通貨・経済危機を境に低迷した（平川・佐藤、
2003、p.20）。  
 
第２項  アジア通貨・経済危機の原因と対応  
 
平川・佐藤（2003）によると、アジア通貨・経済危機が引き起こされた要因と
して、①政策失敗、特に金融自由化の順序に注目し、改革としては制度・組織の
改革、具体的には金融システム改革と企業統治とした IMF やアメリカが主張する
内的要因と、それに対して②金融自由化の持つ制度的リスクに注目し、国際金融
制度改革の必要性を強調した経済学者や政策担当者が主張する外的要因があり、
以下の 4 点を具体的な要因としてあげている。 
 
(1) 投入型成長の限界（内的要因）  
Krugman（1994）は、東アジア諸国の成長が生産要素の投入によってほぼ
説明でき、技術の発展による成長ではないと主張した。その結果として、東
アジアの成長の限界を予想した。それは 1993 年に世界銀行が発表した「東
アジアの奇跡」（World Bank Group、1993）を真っ向から否定したものであ
った。アジア通貨・経済危機により東アジアが現実の危機に陥ることによっ
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て、また危機後、国際競争力の確保や技術革新の必要性が言われるようにな
り、投入型成長の限界が改めて注目されるようになった。  
(2) アジア型資本主義、アジア型制度や組織による原因（内的要因）  
IMF やアメリカ政府は、政府が大きく経済に介入する国家主導型開発の持つ
脆弱性が市場の変化に対応できずに危機を生み出したと説明した。東アジア
の制度・組織の脆弱性が市場の信認を失ったことで、市場すなわち投資家が
逃げ出し、危機が生まれたと解釈した。こうした解釈は汚職や血縁などに支
配される経済、クローニー・キャピタリズム（側近資本主義）、ネポティズム
（縁故主義）などの問題と結びつけられた。そのため IMF は緊縮的短期的マ
クロ政策に加えて金融システム改革や経済構造改革、韓国に対しては労使慣
行への干渉までを融資の条件と課した。  
(3) 政策そのものの失敗、また政策順序の失敗（内的要因）  
次に IMF が主張したのが、政策担当能力がないにもかかわらず金融自由化し
たことが原因ではないかという点である。無定見に短期資本を導入し、ドル
にペッグした為替政策の下、短期資本の膨大な流入を放置し、バブルや過剰
投資を発生させたのであり、それが政府による暗黙の借入保障によるモラル
ハザードを生んでリスクを無視した借入や貸付となったとした。その原因と
して、金融仲介を行う金融システムが脆弱であったことと、企業統治が問題
であったと指摘した。  
(4) ヘッジファンド投機や過剰流動性による原因（外的要因）  
IMF やアメリカ政府に対して、マレーシアのマハティール首相が主張したの
が、通貨急落が国際投機筋の陰謀によるものという点である。1998 年にはコ
ロンビア大学教授のジャグディシュ・バグワティは、資本移動の自由化はモ
ノやサービスの自由化と同時に相互に利益が得られると限らないと主張し
た。また、世界銀行副総裁の J・スティグリッツが、短期資本の移動が投資
と成長に貢献するとは限らず、変動の激しい短期資本の流れを抑制すると同
時に、長期資本、特に海外直接投資を促進させる政策を打つべきであると主
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張し、ヘッジファンドに象徴される短期資本の過剰な流動化が危機の原因と
指摘した。  
 
平川・佐藤（2003）や Sevilla and Kusol（2000）によると、タイをはじめと
するアジア通貨・経済危機に陥った東アジアの国々は IMF が課した構造改革を原
則的には受け入れた。IMF の金融融資をうけるためのやむを得ない選択であるに
しても、経済発展の基本的枠組みを輸出主導型におくアジアの国々にしてみれば、
世界経済への参入においてアジア各国が制度や組織の適応に失敗したと評価せざ
るを得なかったのである。  
具体的に受け入れた内容としては、財政均衡と増税、高金利などの一連の緊縮
政策と、世界銀行と協調して行う構造改革および構造調整の 2 点であった。それ
は金融部門の改革と企業統治に集約され、前者は不良銀行の閉鎖や国有化、不良
債権の処理、国際標準の会計制度、監査制度、情報開示などの制度化であり、後
者は外部監査制度や国際会計基準の導入などである（平川・佐藤、2003）。  
しかし、IMF の課した構造改革が輸出主導型を成長戦略としている国にとって
は本来有利なはずの通貨下落になったはずにもかかわらず、輸出が伸びず、海外
市場をターゲットとしている製造業を危機に陥らせた。高金利、財政緊縮政策が
金融機関の貸し渋りを引き起こしたことで、企業の資金調達が困難になり、危機
を深刻化させたのだった（平川・佐藤、2003）。 
 
第３項  新宮澤構想による日本の支援策  
 
Regnier（2000）や大辻（2016b）によると、ASEAN を最大の輸出先としてい
た日本のエレクトロニクスをはじめとした産業が厳しい状況に追われたことから、
日本政府なりの IMF 批判および代案として、「通貨危機支援に関する新構造」（通
称、新宮澤構想）を 1998 年 10 月に打ち出した。それは IMF が支援融資を実行
するにあたって、要求したコンディショナリティーは東アジアの状況に合わない
ことや、国ごとに考慮すべきではないかという点から、①雇用促進のための公共
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事業促進などの景気対策、②ソーシャル・セーフティー・ネットワークなどの社
会的弱者対策、③貸し渋り対策など実体経済回復のための長期的な資金需要に応
えるための対策費用として、300 億ドル相当円の支援融資を打ち出したものであ
った（大辻、2016b）。  
大辻（2016b）によると、東アジアの関係は、アジア通貨・経済危機を経て大
きく変化した。危機を契機に ASEAN＋3（韓国、中国、日本）の枠組みが生まれ、
各国経済の枠を超えて協力関係を強めることで、金融のグローバル化のリスクを
回避し、同時にグローバル化にキャッチアップしていく枠組みを模索しだしたの
である。その具体的なきっかけは 1997 年 8 月に東京で開催された IMF 主催のタ
イ支援会議であった。アメリカは参加を拒否したものの、IMF や日本、世界銀行、
アジア開発銀行、オーストラリア、香港、シンガポール、マレーシア、インドネ
シア、韓国、中国が支援に加わり、合計 172 億ドルの融資が実現した。共同融資
が可能となった理由として、アジア通貨・経済危機への対処としては、各国が単
独ではなく関係各国が協力して取り組まないといけないという共通意識が生まれ、
また、それを可能とする制度的枠組みが生まれていたことがあげられる。  
また、大辻（2016b）によると、同会議ではアジア通貨基金構想が日本から出
され、9 月から本格的に提案されることになった。この構想は 11 月にはアメリカ
と IMF の強い反対によって頓挫したが、東アジアの地域協力が認識されるように
なったもう一つのきっかけとなった。そして、この延長線上において、日本は 1998
年 10 月には二国間支援の枠組みを使って、新宮澤構想を提案したのである。日
本が新宮澤構想を打ち出したのは、財務省が公表している資料2によると、1999
年 1 月にヨーロッパで単一通貨ユーロが誕生し、日本の円がドルとユーロの間に
埋没してしまうという自国の危機意識から円の国際化を目的としていた。また、
アジア通貨・経済危機を経験した東アジアの国々が、グローバル経済下では一カ
国のみでリスクへの対処は不可能であることを認識し、連帯意識の共有し得る地
 
2 財務省ホームページ
(https://www.mof.go.jp/international_policy/financial_cooperation_in_asia/asi
an_currency_crisis/new_miyazawa_initiative/index.html：最終アクセス 2019
年 12 月 19 日) 
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域単位として東アジアしかないと理解し、日本のイニシアティブを受け入れる用
意が整えられていたから可能となったのである。こうした地域協力の枠組みは、
1999 年末にマニラで開催された ASEAN+3 首脳会議がアジア史上初めて経済協
力の共同声明（東アジアにおける協力に関する共同声明）を発することに繋がっ
ていく。そして、この地域協力の意識は ASEAN の統合を加速させることになる
のである。  
 
第４項  タイの産業構造改革  
 
アジア通貨・経済危機への対応とは別に、タイ国政府は 1996 年頃からドルペ
ッグの副作用として生じるバーツ高のために輸出が不振に陥ってきたため、工業
省を中心として国家産業開発委員会を設置し、タイ産業の問題点と競争力につい
て議論を始めていた（大辻、2016b、p.28）。工業省は輸出の不振と競争力向上に
対応するために、ソンポップ工業副大臣に産業構造改善事業計画を立案させた。
13 の奨励業種3を指定し、さらにそのうち食品加工、繊維、自動車、電気・電子、
砂糖、鉄鋼の 6 部門を重点部門に選び、設備更新、品質管理、工場移転、人材育
成などの業種別振興計画を作成し、1998 年 1 月には実行計画を作成した（大辻、
2016b、p.28）。 
アジア通貨・経済危機時のタイ国政府は新希望党を率いるチャワリット首相の
連立内閣であった。危機への対応策として、チャワリット内閣は 1997 年 9 月か
ら 1998 年 6 月にかけて産業構造調整計画（Industrial Restructuring Plan：以
下では IRP と記述する）の策定に着手した。国際協力事業団（2002）によると、
その後、チュアン内閣に引き継がれ、後述する水谷の中小企業振興政策マスター
プランにつながるものであった。  
 
3 食糧・畜産、履物・皮革、繊維・衣料、木製品・家具、薬品・化学製品、ゴ
ム・ゴム製品、プラスチック製品、陶磁器・ガラス製品、電気・電子機器、自動
車・同部品、宝石・装飾品、鉄鋼製品、石油化学製品  
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IRP は 8 項目からなるプログラムで構成され、それぞれに戦略が組み立てられ
た。 
 
＜表 3-3  IRP の項目と戦略数＞   
項目 戦略数 
(1) 生産性と競争力の向上を目的とする経営効率の改善と生産コス
トの削減  
8 
(2) 特定業種の生産技術、機械類の更新  3 
(3) 熟練労働者の技能向上と労働者の技術開発訓練  4 
(4) 地方および農村における中小工業部門の育成と雇用創出  3 
(5) 新製品の開発、デザイン力や市場開拓力の開発  7 
(6) 労働集約型産業の地方への移転と地方経済の振興  3 
(7) 技術集約産業への外国企業の積極的な誘致  2 
(8) 公害排出産業の移転と産業廃棄物の処理システムの構築  4 
（出典）国際協力事業団（2002）より筆者作成  
 
第５項  水谷による中小企業振興政策への提言  
 
末廣・山影（2001）によると、チャワリット連立内閣は連立政権ゆえに不良金
融機関の整理やガソリン税の引き上げの問題で政党間の利害や思惑を調整できず、
アジア通貨・経済危機の混乱に対して対応策を打ち出せずにいた4。そのため、
1997 年 11 月に連立内閣は、民主党を率いるチュアン首相に交代することとなっ
た。チュアン首相は、長くアメリカで教育を受け、市場経済に全面的に信頼をお
いていた政治家の中心人物であるターリンを大蔵大臣に、また、経済回復のため
には IMF の支援・指導のみに頼るのではなく、政府予算の投入などによるケイン
ジアン的政策を採るべきとの立場であったスパチャイを商業大臣にそれぞれ任命
 
4 アジア通貨・経済危機へのタイ内閣の対応策については末廣・山影（2001）
より抜粋  
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し、危機後の混乱を乗り切ろうとした。しかし、1998 年にかけて経済は前年に引
き続きマイナス成長となったため、チュアン首相は 1998 年に内閣を改造し、世
論に敏感に反応することで選挙活動が上手であった政治家のスワットを工業大臣
に就任させた。スワット工業大臣は世論対策として、銀行の貸し渋りによって資
金調達が進まない中小企業の資金円滑化や、企業の成長力育成を目的とした政策
が重要であると考えていた。 
その中で、タイ国政府が 1998 年 8 月～2000 年末までに立案した経済社会再構
築の方針には、①金融制度再構築、②産業構造調整事業、③社会投資計画、④中
小企業支援の 4 項目があったが、②と④は日本の通産省（当時）や国際協力銀行、
国際協力事業団（当時）の支援を受け、企業の国際競争力の向上を目指したもの
であった。  
1998 年 11 月、与謝野通商産業大臣に対して、ターリン大蔵大臣から「大蔵省
と工業省は共同で中小企業の包括的支援策を作成しようとしている。包括的中小
企業政策の立案、特に中小企業金融制度の抜本的改革に関し支援をお願いしたい」
と要請があり、スワット工業大臣は「日本からの専門家派遣による工業省、大蔵
省の中小企業政策立案の大きな力になることを期待する」と表明、チュアン首相
から「中小企業育成と中小企業への資金供給を行う金融制度を充実したく支援を
お願いしたい」と協力を要請した（大辻、2016b、pp.58～59 より抜粋）。その要
請を受けて、日本政府は水谷（元 JETRO バンコク所長）を専門家として派遣す
ることを決定した（大辻、2016b）。 
大辻（2016b）によると、水谷5が第一に行ったことは、中小企業の役割とその
重要性についてタイ国政府と議論し、認識を持たせることであった。中小企業の
実態調査のデータをもとに、中小企業の企業数は企業全体の 97.6％を占め、従業
員数は全体のほぼ半数を占めていることを示し、経済活動における主要な役割を
果たしていることを強調した。第二に、タイにおける GDP に占める輸出の割合
は、当時すでに 40％程度に達しており、それは二次以下のサポーティングインダ
 
5 水谷の行動および提言内容については大辻（2016a）（2016b）および国際協
力事業団（2002）より抜粋。 
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ストリーが多国籍企業や地場産業から構成される一次サポーティングインダスト
リーに部品を供給する重要な裾野産業を形成しているからであるという実態を明
らかにした。そして中小規模の製造企業が国際競争力を強化し集積していけば、
輸入代替による外資の節減になることや間接・直接輸出による外貨獲得が可能に
なることを説明した。そして、中小企業振興政策の緊急性として、第一は雇用・
所得面から見た中小企業振興政策実施の必要性、第二は国際競争力の観点を強調
した。労働集約型産業について、設備や技術の更新、高付加価値製品への移行、
マーケティング力の向上など国際競争力強化の観点から中小企業振興施策を打ち
出す必要性をかかげた。また、第三として裾野産業の競争力向上施策の必要性も
強調した。  
水谷が分析したタイ企業が抱える構造的な問題点は、①技術の欠如、②近代的
経営能力の欠如、③低品質な輸出品、④人材不足、⑤資金調達難の５点であった
（大辻、2016b）。中でも決定的な問題点としては①人材の教育不足、技術力の不
足に起因する競争力のなさ、②銀行や企業が前近代的経営のままであることから
来る中小企業の資金調達難を指摘した（大辻、2016b）。 
上記構造的な問題点を踏まえ、国際協力事業団（2002）によると、水谷はまず
1999 年 6 月に「中小企業政策のあり方に関する提言の基本的方向」をタイ国政
府に対し提言し、同年 7 月には「中小企業振興政策大綱（案）」を提出した。国
際協力事業団（2002）では 7 項目あるとしている。  
 
(1) 中小企業の役割  
(2) 中小企業振興政策の緊急性  
(3) タイの中小企業が直面する構造問題  
(4) タイの中小企業振興政策の方向性  
(5) タイの中小企業の抱える問題解決のための施策  
(6) 活力ある経済・社会システム実施に向けた中小企業振興政策  
(7) 中小企業振興政策実施体制のフレーム  
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その後、水谷が打ち出したタイの中小企業振興政策マスタープラン（案）では、
①地方の中小企業振興事業、②サポーティングインダストリー振興政策、③起業・
新規事業展開支援策、④小規模零細企業対策をタイ国政府が行うべき中小企業振
興政策の方向性として挙げている。  
また、実行するにあたっては、①施策間の調整と連携、中核分野として金融支
援と人材育成支援、②規制緩和と事業環境整備、③施策の広報活動の強化に留意
すべきであると提言した。効果的、効率的に中小企業振興政策を進めるにあたる
ための方策として企業の状況と置かれている環境を完全に把握することが重要で
あること、そのための必要な前提として中小企業施策の実施前に企業診断を実施
することも述べた。  
そのうえで、具体的な施策として、①企業診断制度の導入、②信用保証制度の
整備、③中小企業専門金融機関の設立、④中小企業向けエクイティファイナンス
促進制度の設立、⑤総合的巡回指導プラグラム。⑥技術支援、⑦公的機関による
中小企業に対する技術指導の推進、⑧中小企業インスティチュートを中心とした
人材育成策の推進、⑨企業・新規事業展開支援、⑩資格認定制度の強化拡充、⑪
職業訓練校・大学人材育成能力の強化、⑫政策普及活動の組織的推進、⑬公的機
関による中小企業製品の優先購入制度の導入、⑭輸出促進活動の強化、⑮物流効
率化対策、⑯中小企業の情報化の支援、⑰公害防止対策への支援を挙げた。  
タイの政治家は中小企業金融部分を提言の中心においてほしい、日本政府関係
者は確立した産業構造に転換するために総合的な中小企業政策を打ち出したい、
タイ進出の日本の自動車や電機産業は国際競争力・輸出競争力を増強するための
裾野産業育成を強力に進めてもらいたいと 3 者の思惑の違いから、総花的で焦点
が絞り切れていないマスタープランとなった。また、Regnier（2000）によると、
20 人未満の企業はデータ収集に参加しておらず、実態を正確に表した結果のマス
タープランではないのではないかの指摘もあり、タイ国政府は水谷の提案した中
小企業振興政策マスタープランにすぐには採用しようとしなかった。 
しかし、水谷の政策提言はその後タイの中小企業振興として表 3-4 の通り提案
されていき、基本政策の 1 つともなった。実施された主要なものとして、①中小
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企業振興法の制定（2000 年 2 月）、②中小企業振興計画の閣議承認（2000 年 4
月）、③中小企業オフィス設置（2000 年 11 月）、④小規模企業金融公社（Small 
Industry Finance Corporation：以下では SIFC と記述する）の機能強化、⑤中
小企業開発銀行（Small and Medium Sized Enterprises Development Bank：以
下では SMEDB と記述する）の設立の閣議決定（2001 年）があげられる（国際
協力事業団、2002、p.16）。 
 
＜表 3-4  水谷による提言で提案された施策＞    
(1)タイの中小企業の抱える問題解決のための施策  
①効果的かつ効率的な中小企業振興施策のあり方（各施策とのリンケージ）  
②個別問題点の解決に向けた具体的施策  
A)企業診断制度  
(a)企業診断制度の導入  
(b)診断士の育成  
(c)診断実施体制の整備  
B)金融の強化施策  
(a)信用保証制度整備  
(b)特別金融機関（Special Finance Institution：以下では SFI と記述する）
のリストラ（中小企業専門金融機関の設立）  
(c)中小企業向けエクイティファイナンス促進制度の設立  
C)技術・経営能力を一段と高めるための施策  
(a)総合的巡回指導プログラム  
(b)グローバル・スタンダードを目指した技術支援  
(c)総合的品質管理（Total Quality Management：以下では TQM と記述
する）、国際標準化機構（International Organization for 
Standardization：以下では ISO と記述する）による生産管理、品質
管理の強化  
(d)公的機関による中小企業向け技術開発、技術指導の推進  
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D)人材育成 
(a)中小企業向け研修促進のための制度的支援  
(b)起業家／新規事業開拓支援  
(c)資格認定制度の強化拡充  
(d)職業訓練校および大学の人材育成能力の強化 
E)事業環境の整備  
(a)政策普及活動の組織的推進  
(b)公的機関による中小企業が生産する製品の優先購入制度の導入  
(c)輸出促進活動の強化  
(d)物流効率化対策  
(e)中小企業向け情報化の支援  
(f)公害防止対策など特別な政策目的のための施策  
(2)活力ある経済および社会システム実現に向けた中小企業政策  
①サポーティングインダストリー振興政策をはじめとする業種別振興政策  
A)業種別振興政策  
B)裾野産業振興  
(a)業種別インスティチュートによるサポーティングインダストリーの総
合的な施策の実施  
(b)納入先大企業（アセンブリ―メーカー、一次サポーティングインダス
トリー）との連携促進事業  
(c)サポーティングインダストリーセンターによる支援  
②地域中小企業振興政策  
A)地域中小企業振興政策  
B)ワンストップサービス提供のための体制整備  
C)事業環境の整備  
D)小規模、零細企業への支援  
E)農村、地域特有の産業への支援（地場産業の創出）  
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F)大企業とのリンケージによる地域中小企業振興  
（出典）国際協力事業団（2002）より筆者作成  
 
第５節 中小企業振興法の制定  
 
第１項  アジア通貨・経済危機時のタイの産業構造  
 
Regnier（2000）によると、アジア通貨・経済危機の原因追及を進める中で、
タイにおいては以下の通り構造的脆弱性が 3 点指摘された。  
 
(1) 経常収支の赤字から脱却できない経済構造であること。特に、電機や電子、
自動車などの組立産業に部品を供給できる国内のサプライヤーが育っていな
いため部品輸入が必要となり、輸出志向型政策によって輸出額が増加しても、
それ以上に輸入額が増加し、貿易赤字を招くという弱点が浮かび上がった。  
(2) グローバル化の影響であること。タイが比較優位性を保っていた労働集約度
が高い繊維や雑貨産業、電機・電子産業において、中国との競争が激化しは
じめたこと、NAFTA に伴ってメキシコの競争力が上がり、輸出市場での競争
が激化してきたこと、EU 拡大をにらんで東欧での生産が開始されたことがあ
げられる。自由貿易といった経済状況に置かれたタイの中小企業は国際競争
力の中で勝ち残っていくには経営力に欠けていた。  
(3) AFTA や AICO の地域統合が進んでいなかったこと。ASEAN は統合すれば
637 百万人の市場となると言われたが、アジア通貨・経済危機時には真に統
合された市場ではなく、中小規模の分断されたマーケットの集まりにすぎな
かった。  
 
従来のタイにおける中小企業の役割は、まずは第一次産業である農業以外の産
業によって住民の雇用と所得を創出するという社会政策的側面に重点が置かれて
きた。その上で、これらの中小企業や農村工業の地域連関的な役割が強調され、
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農産物加工といった地域特産の原料を使うような企業や、その販路が地域を主体
とするような企業が重視されてきた（Regnier、2000）。  
しかし、中小企業が担うべき役割として、単に雇用を創出するだけでなく、高
生産性、高付加価値化を進めた企業の成長による経済や産業への効果、輸出への
貢献による国際収支効果、地方や農村経済全体の発展効果もあげられるようにな
り、中小企業の役割の新たな見直しとなる産業構造改善策が急務となった
（Regnier、2000）。 
タイ国政府による中小企業振興が開始されたのはアジア通貨・経済危機の 10
年ほど前からだと言われているが、省庁間の権力争いにより、当時は必要な法律
が議会の承認を受けることができなかった（Sevilla and Kusol、2000）。  
Sevilla and Kusol（2000）は、アジア通貨・経済危機によりタイ企業は突然の
自由化とグローバル化の厳しい国際競争にさらされることになり、厳しい国際競
争にさらされることになったと指摘した。中国やインドのより人件費が安い国の
台頭への対応や、高付加価値化によるより要求の高い輸出市場への参入が急務で
あり、現在の企業をアップグレードしなければ倒産することになり、タイ経済は
破綻することになる。これは大規模な製造業のみならず中小企業にも要求された。
タイ企業に対し、タイ国政府は企業活動を推進し支援する戦略を策定する必要が
あった。アジア通貨・経済危機は長期間にわたって進めることのできなかった中
小企業振興が政治的に注目されるきっかけとなり、中小企業振興法の制定や中小
企業振興計画の立案へとつながっていった。その理由として Sevilla and Kusol
（2000）は 4 点あげている。  
 
(1) アジア通貨・経済危機での大企業の倒産である。大企業の倒産により、タイ
経済に貢献してきた中小企業に関心が移った。中小企業が雇用を創出し、GDP
を生み出す重要なセクターであり、長期的に見ても経済の繁栄には欠かせな
い存在であることが認識されたのである。  
(2) 中小企業から成り立っている有権者からの支援を得ているという政治的な関
係からである。中小企業はバンコクとタイ中部に多く存在している。そのた
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め、中小企業の雇用者は都市部の中間層に属し、その存在を各政党は無視す
ることはできなかった。特にアジア通貨・経済危機が広がり、構造改革に転
換できない中小企業が増加するとなるとなおさらである。1998 年初めにタイ
工業連盟は政府や金融機関が中小企業の債務を帳消しにする方法を見出さな
ければ、300 万人もの労働者が職を失うことになると警告した。このため、
各政党は中小企業を支援する政策立案に力を入れるようになった。  
(3) アジア通貨・経済危機前の経済成長の際には日本企業が多額の投資を行って
きた。日本のメーカーとそのサポーティングインダストリーの製造拠点のタ
イへの移転がクラスターを形成し、複雑な連結性を作り出してきた。日本企
業の市場セグメンテーション戦略により、また、国内のサポーティングイン
ダストリーの成長により、コスト減を図ることができた日本企業の製品は競
争力を得ることができた。同時に、日本企業の投資のイメージがアップして
いく中で、国内の付加価値を高め、地域開発を促進することで、貿易収支の
改善にも役立った。日本企業がタイにおいて産業形成に貢献しており、その
投資を引き留めておく必要があった。  
(4) 世界中で行われた民間セクター支援プログラムに中小企業セクターを入れて
いた世界銀行や、中小企業支援のために工業再生プログラムに 12 億ドルの融
資を行ったアジア開発銀行の存在があった。  
 
中小企業の重要性が認識され始めたが、中小企業の定義がタイにはなく、それ
ぞれの省庁が各自で年間販売額、固定資産額、従業員数、払込済資本金額で設定
していた。中小企業を強化するために統一した中小企業の定義が必要であるとの
認識から、1998 年 12 月 8 日に工業省が他の省庁、銀行、政府関連団体、民間セ
クター、技術専門家などを集めて非公式会議を主催し、中小企業の定義について
レビューを行った（Regnier、2000；Sevilla and Kusol、2000）。会議の結果を
受けて、1998 年 12 月 22 日、内閣は固定資産額のみで定義することを承認し、
2002 年 9 月 11 日に工業省は中小企業の定義を公表した。それは業種別、規模別
で定義したものであり、表 3-5 の通りとなっている。  
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＜表 3-5  タイの中小企業の定義＞   
業種 小企業 中企業 
従業員数（人） 固定資産（百
万円） 
従業員数  
（人） 
固定資産  
（百万円）  
製造業 ＜＝50 ＜＝50 51～200 ＞50～200 
卸売業 ＜＝25 ＜＝50 26～50 ＞50～100 
小売業 ＜＝15 ＜＝30 16～30 ＞30～60 
サービス業  ＜＝50 ＜＝50 51～200 ＞50～200 
（固定資産は土地を除く） 
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion (2002)より筆者作
成 
 
タイの中小企業振興の中心は製造業であり、公表されるデータ等も含めて管轄
省庁が工業省であることから、工業省の定義を一義的に「中小企業の定義」と規
定するのが一般的となっているが、実際には各省庁、銀行、政府関連団体はそれ
ぞれの定義でもって支援の該当有無を決定している。  
Regnier（2000）によると、危機を乗り越えた革新的な成功事例を見ると、中
小企業がセクター別や地域別にクラスターを構成し、クラスターとネットワーク
が中小企業の競争力アップとなっている。そのことを受けて、工業省が打ち出し
た産業構造改善計画の主要な戦略が「中小規模のサポーティングインダストリー
のインキュベーションと強化プログラム 1998～2002」であり、国際競争力のア
ップ、雇用の拡大、公害対策の強化を目的とした。数値目標としては、全企業数
の 98％、雇用の 75％、製造される商品価値の 50％を中小企業が占めることを掲
げた。中小企業に対する産業政策が、第一に投資家を引き付けて、もしくはスピ
ンオフを奨励し、新しいサポーティングインダストリーを創出（バリューチェー
ンのリンク）すること、第二に既存企業の能力を強化することを基本方針とした。  
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第２項  中小企業振興法の制定と日本の中小企業基本法  
 
前項の動きを受け、1998 年 12 月の中小企業の定義に続き、2000 年 1 月 12 日
に中小企業振興法案が議会で承認された。中小企業振興法によって資格のある中
小企業に対して免税の優遇策が提案された。またタイ証券取引所によって 1999
年初めには中小企業が上場できる取引所の開設といった新しい金融支援も計画さ
れた（Regnier、2000；Sevilla and Kusol、2000）。  
そして、2000 年 2 月 6 日には中小企業振興政策の基本となる中小企業振興法
が制定された。49 条を第 1 章から第 7 章に分けて中小企業振興を規定しており、
政策立案を行う機関として中小企業振興委員会の設置がなされた。委員会のトッ
プは首相であり、工業大臣が補佐、商業大臣、農業大臣、大蔵大臣、また省庁関
連の団体や民間企業の代表もメンバーとなっている。また、政策実施の責任部署
として、半官半民の団体である OSMEP が設置された。中小企業の定義や委員会
が支援するターゲット産業の提案、中小企業の現状に関する報告書の作成、中小
企業振興基金の運用、中小企業振興委員会の事務局がその業務責任の範囲である。
また、OSMEP は貸出、投資、株の保有の実施、中小企業振興関連団体への金融
支援を行うこととなった。 
表 3-6 の通り、中小企業振興法は 7 章6で構成されている。  
 
＜表 3-6  中小企業振興法の構成＞   
第 1 章 中小企業振興委員会  
委員長に首相、副委員長に工業大臣とした委員で構成。中小企業振興政策
 
6 原文には「前文」があり、中小企業の定義（固定資産価値による）の記載が
ある。 
① 製造部門：中規模  2 億バーツ以下、小規模  5,000 万バーツ以下 
② サービス部門：中規模  2 億バーツ以下、小規模 5,000 万バーツ以下 
③ 卸部門：中規模  1 億バーツ以下、小規模  5,000 万バーツ以下  
④ 小売部門：中規模  6,000 万バーツ以下、小規模  5,000 万バーツ以下 
⑤ その他の事業：中規模・小規模  官報の公示額を超えないもの  
（国際協力事業団、2002、p.20） 
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や計画を策定し、必要な法律制定を提言する。OSMEP が策定する行動計画
を審議する。  
第 2 章 OSMEP 
公的機関の監督下に置かれない独立した組織。タイ国内の中小企業を分析
し、中小企業の定義・中小企業振興政策・計画・法律などについて、中小企
業振興委員会に提言する。また、自ら策定した行動計画を関係者と調整しな
がら実施する。  
第 3 章 中小企業振興基金  
政府助成金から成り立ち、中小企業・関連団体・政府機関などへの貸付や
助成に使用する。  
第 4 章 中小企業振興行動計画  
中小企業振興政策および計画に基づき、中小企業の開発を支援するための
行動計画。OSMEP が関係機関と調整した上で策定する。  
第 5 章 国による振興と支援  
金融機関や関連機関を通じて中小企業が中小企業振興基金からの助成や支
援を申請し、OSMEP が審査する。  
第 6 章 国による振興と支援の取り消し  
不正、データの未公表などにより上記支援の取り消しを行うこともある。 
第 7 章 罰則規定  
中小企業振興委員会の命令に従わない場合、１万バーツ以下の罰金を科す。 
（出典）Government of Thailand (2000)より筆者作成  
 
世界的に中小企業政策が活発化してきたのが 1970 年代～80 年代であったのに
対し、日本の場合、中小企業政策の歴史は戦前にまで遡る（髙田・上野・村社・
前田、2011、p.318）。日本は世界の中でも早くから中小企業への政策的関心が高
かった（髙田・上野・村社・前田、2011、p.319）。日本の中小企業振興政策の基
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礎となる中小企業基本法7は 1963 年に制定された。1999 年に抜本的な改正がな
され、基本理念が往来の救済型から自立支援型へと移行した。表 3-7 の通り 30
条を 4 章に分けて規定している。また、定義は表 3-8 の通りとなっている。  
 
＜表 3-7  日本の中小企業基本法の構成＞   
第 1 章 総則  
第 2 章 基本的施策  
第 1 節 中小企業の経営の革新及び創業の促進  
第 2 節 中小企業の経営基盤の強化  
第 3 節 経済的社会的環境の変化への適応の円滑化  
第４節 資金の供給の円滑化及び自己資本の充実  
第 3 章 中小企業に関する行政組織  
第 4 章 中小企業政策審議会  
附則 
（出典）中小企業庁ホームページ
（https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/hourei/kihonhou/：最終アクセス 2019
年 12 月 19 日）より筆者作成 
 
＜表 3-8  日本の中小企業の定義＞   
業種 中小企業  
（以下のいずれかを満たすこと）  
小規模企業者  
 資本金の額または
出資の総額  
常時使用する  
従業員の数  
常時使用する  
従業員の  
製造業、建設業、
運輸業 
3 億円以下  300 人以下  20 人以下 
 
7 中小企業庁ホームページ
（https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/hourei/kihonhou/：最終アクセス 2019
年 12 月 19 日）  
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卸売業 1 億円以下  100 人以下  5 人以下  
サービス業  5000 万円以下 100 人以下  5 人以下  
小売業 5000 万円以下 50 人以下 5 人以下  
（出典）中小企業庁ホームページ
（https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/hourei/kihonhou/：最終アクセス 2019
年 12 月 19 日）より筆者作成  
 
日本の改正中小企業基本法では、中小企業振興の対象となる中小企業の定義、
法律の目的、基本理念、基本方針が規定されている。改定された中小企業基本法
で見ると、基本理念は「多数の活力ある独立した中小企業の育成・発展を図るこ
ととし、そのために①経営革新および創業の促進、②経営基盤の強化、③セーフ
ティネットの整備、④資金の供給の円滑化および自己資本の充実を掲げている（青
山、2011、p.240 より抜粋）。1963 年の中小企業基本法でも内容は異なるものの、
同様に基本理念や基本方針が提示されている。タイの中小企業振興法と異なり、
中小企業施策を実施するにあたっての方向性が示されているのである。  
 
第６節  小括  
 
本章では、なぜ 1997 年のアジア通貨・経済危機が、タイ経済における中小企
業の役割の重要性を言われ始めるきっかけとなったのか考察した。それ以前には
工業化の拡大や経済成長が見られたため、中間財の欠如やサポーティングインタ
ストリーの不足から産業構造が深化していない事実を直視してこなかった。しか
し、アジア通貨・経済危機からの立て直しには、産業構造改革が必要であり、中
でも中小企業振興が必要であることから、2000 年には中小企業振興法の制定、次
章で考察する中小企業振興計画の策定へとつながっていった。  
日本と比較すると、タイの中小企業振興法はあくまでも政策立案を行う機関と
その実行部隊、運営基金といった制度を規定しているのみである。これは経済開
発において中小企業が重要な役割を果たしていたにもかかわらず、中小企業振興
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の方向性を決め、関係機関を調整する役割を担う省庁や機関がなかったことから
来ていると考えられる。固定資産価値による中小企業の定義はあるものの、各政
府機関は中小企業振興法制定以前から用いてきた基準があり、各機関では引き続
き使用している、中小企業振興に関する国のビジョンや方向性が示されていない
といった問題点がある。しかし、中小企業振興の基礎となった中小企業振興法が
制定され、「中小企業は経済・社会の発展の鍵」、「国の経済を動かすエンジンであ
る」と Office of Small and Medium Enterprises Promotion（2002、p.157）で
明記されたことは中小企業への支援には大きな一歩となったことは否定できない。 
次章では 5 か年計画として策定されている中小企業振興計画を取り上げること
によって、タイの中小企業が置かれている状態とタイ国政府がどのように振興し
ようとしているのかを考察する。  
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第４章  タイの中小企業振興計画 
 
第１節  はじめに  
 
アジア通貨・経済危機を境に、タイの経済発展には製造業のみならず、その他
の産業においても中小企業振興が不可欠であるということが認識されるようにな
った。その結果、中小企業振興法が制定された。2001 年には「Seminar on Tactics 
in Developing the SMEs（中小企業発展に向けての戦略）（以下ではワークショ
ップと記述する）」（Office of Small and Medium Enterprises Promotion、2002、
p.157）が開催され、中小企業振興についての議論がなされた。そのワークショ
ップが中小企業振興計画へとつながっていくことになったのである。  
White Paper on Small and Medium Enterprises（以下では中小企業白書と記
述する）発行によりデータも整備されるようになり、2002 年に策定した第 1 次
中小企業振興計画はアジア通貨・経済危機からの回復として、企業を存続させる
ための短期的な支援および競争力強化の長期的支援を目標においた。5 年おきに
策定される中小企業振興計画では、最終年での目標数値をかかげ、毎年評価を行
い、次の 5 か年の目標を設定している。  
本章では、ワークショップを取り上げたのち、中小企業振興計画における支援
とその成果について考察する。  
 
第２節  「中小企業発展に向けての戦略」ワークショップの開催  
 
第１項  タクシン政権による中小企業振興政策  
 
2001 年に発足したタクシン政権が採用したのは、アジア通貨・経済危機からの
再生するための「二重政策（Dual Track Policy）」であった。それは輸出主導型
経済政策と同時に、国内経済を刺激するために中小企業や草の根レベルのコミュ
ニティ発展を促す政策であった。タクシン首相は中小企業に対して政府が適切に
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支援すれば、新しい経営手法や技術を身につけることができ競争力を向上でき、
外国投資による外から誘発される発展と合わせて、草の根の内発的発展を両立で
きると考えた（大辻、2016b、p.109）。そのため、①成長を再び促し海外市場を
開拓することにより国内産業セクターを強化すると同時に、②マクロ経済政策で
所得分配の格差是正と所得機会獲得の支援を行うとした。  
大辻（2006b）によると、この政策を追求するためタクシン政権は、①草の根
レベルの成長を再活性化する、②重要産業セクターを急成長させる、③経済の効
率性と競争力を高める、④規律を保ちながら成長を支援するマクロ的な環境を整
備する、⑤地域協力を進めることにより海外進出のため市場を拡大するという 5
つの具体的戦略を推進しようとした。中でも日本の支援を受けて実施されたのが
一村一品運動（One Tambon One Product：以下では OTOP と記述する）である。
OTOP は草の根コミュニティを、政府機関による技術支援を受けながら地域資源
を活用し開発することが目的のプロジェクトであった（大辻、2016b、p.110）。  
一村一品運動は 1980 年から大分県の全市町村で始められた地域振興運動であ
る1。 1979 年に当時の大分県知事である平松守彦により提唱され、各市町村がそ
れぞれ 1 つの特産品を育てることにより、地域の活性化を図った。「ローカルに
してグローバル」という標語のもと、日本のみならず世界に通じる物を作る、と
いう目標を掲げ、自主的な取り組みを尊重し、行政は技術支援やマーケティング
等の側面支援に徹することにより、自主的に特産品を育てることができる人や地
域を育てる「人づくり」「地域づくり」を行おうとした。また、付加価値の高い特
産品を生産することによって、農林水産業の収益構造の改善を目指した。この運
動は中国、ベトナム、カンボジアにも広がり、タイではタクシン首相（当時）が
始めた。  
2003 年版中小企業白書（Office of Small and Medium Enterprises Promotion、
2004）によると、2001 年 2 月 26 日、タクシン首相は議会で中小企業振興政策の
 
1 国際一村一品交流協会ホームページ（http://www.ovop.jp/jp/：最終アクセス
2019 年 12 月 19 日） 
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策定が経済再生には急務であることを宣言し、以下の通り具体的な戦略を打ち出
した。 
 
(1) コミュニティや家内工業のキャリアアップや収入増につながる投資の運転資
金として 100 万バーツを拠出し、村・都市部コミュニティファンドを創設す
る。 
(2) 各コミュニティの製品開発のための OTOP プロジェクトを創設する。政府は
コミュニティから国内外の市場にフランチャイズ店やインターネットを通じ
て販売していくための製品の新しい知識、技術、経営の支援を行う。  
(3) 現在の経営者の支援と新しい起業家の創出のために系統的な SMEDB を創設
する。中小企業は今後の経済の成長と安定化のための重要な役割を果たして
いるため、中小企業の生産、雇用、収入の創出、輸出の基礎を作り出し、経
営を維持する必要がある。 
(4) 製造業者とマーケティング要素をつなぐ情報技術と同時に、産官学間の製品
や技術の研究開発のために支援し促進することで、産業開発における重要な
役割を果たす中小企業を開発する。  
(5) 金融機関の促進と同時に、中小企業の発展のために信用保証と合わせたベン
チャーファンドの創設と運営への支援を行う。 
(6) ナレッジベース経済に向けての新事業に取り組む起業家を奨励する。 
(7) サービスセクターにおける起業家の開発のスピードアップを支援する。それ
は国際的な合意に基づく強化や変革に対応した言語、サービスの基準、経営
と言った面での知識やスキルである。  
(8) 中小企業やコミュニティ事業に関連した国内外（インバウンドやアウトバウ
ンド）の観光活動を促進する。観光サービスの質の向上、東南アジアにおけ
る会議、セミナー、展示会のセンターとなるためのレベルアップを行う。 
(9) 中小企業の経営や生産に利益をもたらすための官民セクターの支援を通して
科学技術の研究開発を促進する。  
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第２項  ワークショップの方向性  
 
アジア通貨・経済危機の結果、中小企業が経済や社会の発展には欠かせない存
在であることが認識され、政府関係者からは「国の経済を動かすための動力」と
見なされた（Office of Small and Medium Enterprises Promotion、2002、p.157）。
そのため、2001年 6月 8日～9日に「Seminar on Tactics in Developing the SMEs
（中小企業発展に向けての戦略）」と題したワークショップがタイ国政府主催で開
催され、官民両セクターのみならず専門家や関係する人々が参加した。そこでは
中小企業振興について議論し、共通認識が打ち出された。2002 年版中小企業白書
内でページ数を割いて紹介するほど、本ワークショップはタイの中小企業振興に
関して現状と課題を確認した重要な位置づけがなされている。本項では 2002 年
版中小企業白書（Office of Small and Medium Enterprises Promotion、2002）
に記載されたワークショップでの共通認識について抜粋して取り上げる。  
 
(1) 主要な施策  
工業省 DIPと協力して ISMEDが運営する中小企業サービスセンター(SMEs 
Service Center)を設置した。センターは中小企業にとっての最初のシェルタ
ーであって、ワンストップでサービスを提供する場所である。センターの目
的は、中小企業の改善への動機づけを行うことである。そのため、2 つのプ
ロジェクトが計画された。一つは中小企業の生産改善と規格の向上のための
情報提供とコンサルティングを行うことである。もう一つは中小企業を支援
することである。  
・ タイの製品やサービスに対する振興の方向性の確定 
異なった市場での競争力のある製品やサービスを見極め、施策の方向性を
定めるため、セクター別の設定が必要である。そのため、工業経済事務所
（Office of the Industrial Economics）が対象となる 13 セクターを選び、
すでに 10 セクターについてはマスタープランが計画された。また、競争
力優位となるためのベンチマークはすでに設定されている。  
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・ 品質向上と多岐にわたる製品の増加を行うことによる革新的な中小企業
の振興 
これには多くの機関が協力し、計画を支援した。商務省では OTOP プロ
ジェクトが、工業省輸出振興局（Department of Export Promotion）で
は製品開発プログラムが、知的財産局（Department of Intellectual 
Property）では革新的な中小企業振興プログラムが、国家科学技術開発庁
（National Science and Technology Development Agency）では科学や技
術の革新プログラムなどがある。  
(2) 金融システム  
まずは中小企業に対する融資と不良債権の問題の解決があげられる。国営の
金融機関2に対して融資の効率化を図るため 400,000百万バーツの追加資金が
なされた。また、2002 年には 5 つの商業銀行3に対して 47,606.805 百万バー
ツが融資された。タイ中小企業開発銀行法（Small and Medium Enterprises 
Development Bank of Thailand Act B.E. 2545）によると、SIFC が SMEDB
へと転換され、更なる経済成長と経済成長の基礎となる新規中小企業をター
ゲットとした金融支援を行うことになった。また、債権買い取りやリースも
含めた一貫した金融サービスの提供ができることになり、2002 年 12 月にサ
ービスを開始した。  
・ 信用保険の拡張  
中小企業信用保証協会（Small Industry Credit Guarantee Corporation：
以下では SICGC と記述する）の機能がセクター別の信用保険を提供でき
るように改善された。中小企業の数や大きさによってリスクの分散が可能
なリスク分散政策は、商業銀行が信用保証できない中小企業に対して融資
 
2 Government Saving Bank, Krug Thai Bank, Bank for Agriculture and 
Agricultural Development, Siam City Bank, Exim Bank, Bank Thai, 
Bank for Development of SMEs, Financial Institution for Thai 
Industries の 8 機関 
3 Bangkok Bank, Thai Farmers Bank, Siam Commercial Bank, Bank of 
Ayudhya, DBS Thai Danu Bank 
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できる効果的なツールとなった。規定やガイドラインが制定され、6 つの
商業銀行が参加することになった。  
(3) 税制と規定  
中小企業の成長に伴い、211 の製造アイテムと 18 の IT アイテムに関する国
内製造に使用される原材料の税金の軽減や免税などといった税制の改善と制
度の再構築がなされた。化学製品、機械、農産物、織物の産業に関する税制
も検討することになった。輸出入業者にとって簡便化となる電子データシス
テムが通関手続きに使用されることになった。  
・ 中小企業にとっての障壁となっている規定の改善や軽減  
タイ投資委員会(Office of Board of Investment：以下では BOI と記述す
る)は起業時の最低投資額を 1 百万バーツとし、それには土地や運転資金
を含まないこととした。また BOI は貿易業者と製造業者をリンクするサ
ービスを提供し、中小企業の拡大を目指した。会計システムを中小企業の
事業形態に合わせて改善した。会計士・会計検査官協会(Institute of 
Certified Accountants and Auditors)は中小企業の負担軽減のため、7 つ
の会計基準を制定した。また、基本的な会計システムのガイドラインやソ
フトウェアを提供した。小売業者のために、外国人、国境貿易、フランチ
ャイズ事業などの法律や小売業者の組合形成などの検討に入った。  
(4) マーケティング  
中小企業がより大きな市場ネットワークに入るためには、県、地方、国、国
際的なレベルでのマーケティングセンターが必要である。農産物の中央市場
の設置や広告のためには、官民あげての支援が必要である。工業省輸出振興
局が中東市場に向けて民間の物流センターの振興に取り組んでいる。特にバ
ーレーンでの運営に向けて事業主の組織化を進めている。工業省国内貿易局
は食品や飲料のフランチャイズシステムの開発と振興を進めている。すでに
情報提供のための冊子を 30,000 部発行した。工業集積プロジェクトが進めら
れ、展示施設への観光客誘致が促進されている。このプロジェクトはタイ観
光局(Tourism Authority of Thailand)と工業省 DIP が管理している。全体と
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しては 20 か所を計画しており、10 か所がすでに開始された。海外でのタイ
料理の紹介も進行している。これはタイ観光局と工業省輸出振興局が支援し
ている。このプロジェクトは海外のタイ料理屋を「タイブランド」として認
定し、支援するものである。  
・ 製品とパッケージデザイン振興  
創造的な製品デザイナーを育成するために、工業省輸出振興局は家電、ア
パレルと繊維、ジュエリー、食品、家具、おもちゃの 6 分野の製品開発
センターを設立した。工業省 DIP は輸出向けの製品パッケージを促進す
るプロジェクトを立ち上げた。  
・ タイブランド促進  
工業省輸出振興局がタイ製品の促進のためにタイブランドマークを作成
した。 
・ 貿易情報センター  
貿易を行う機関・企業に対して貿易に関連する情報を提供する場として設
立された。工業省輸出振興局は貿易推奨サービスを、また工業省海外貿易
局（Department of Foreign Trade）は貿易に関する情報の提供を行って
いる。 
・ コミュニティショップの設立と PR 
工業省国内貿易局は公的機関に対し、コミュニティショップを郊外に設置
することを推進している。このショップは地方のコミュニティの収入増加
にも一役買うことが期待されている。国内貿易局はショップ立ち上げ時の
資金を融資する。融資額は 30,000～50,000 バーツであるが、現物支給で
も可能である。また、小売業者に原材料を提供する卸売業者の設立も支援
する。ショップの拡大には 100,000 バーツの追加融資を行うこともある。 
・ 地域の中小企業小売業の促進  
工業省国内貿易局は店舗の改善と効率化のためのガイドライン作成のた
め、20 店舗をモデルケースとして選定した。政府は最初の 1～3 年間経営
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を主導する。工業省国内貿易局は運営者育成のためにセミナーや研修を開
催する。またビジネスプラン作成のためのコンサルタントを派遣する。 
サプライチェーン強化のために、小売業、卸売業、製造業、流通業の連携
が進められている。2002 年 5 月には「Allied Retail Trade Co., Ltd.」が
OSMEP51％、中小企業金融機関 49％の出資で設立されることが政府内で
承認された。この企業の目的は小売業の強化であり、マーケティングツー
ルの使用や金融支援、投資、信用力の強化を通じてサプライヤーに対する
効果的な交渉を行うとされた。なお、同社は地域の商工会議所を通じて運
営される。  
・ 電子商取引の促進  
電子機器組合や中小企業電子商取引促進組合が中小企業の競争力強化に
つながる電子商取引法の制定に向けて活発に活動している。  
(5) 人材育成  
中小企業の人材育成のために、研修やセミナーが多くの政府機関によって開
催されている。輸出を行う製造業者や海外貿易情報センターに対しては貿易
関連のプログラムが用意されている。また、工業省は工業開発プログラムを
実施している。  
・ 資格と専門レベルの拡大 
専門職のレベルアップのため、専門職を拡大する。119 分野の品質基準が
承認され、90 分野が評価中である。人材育成機関と地域の人材育成機関
が基準評価を担当する。1994 年に制定された人材育成に関する法律は、
人材育成に民間セクターが参入することを推進するため、2002 年に改正
された。  
(6) 技術支援  
需要にマッチすることができるように、また研究開発に官民セクターが積極
的に関与することができるように研究所や検査を行うセンターの増加を進め
る。国家農産物食品基準局（National Bureau of Agricultural Commodity and 
Food Standards）がタイの食品産業の能力向上のために設立された。研究者
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からの情報、IT、科学技術、研究に関する論文や資料が中小企業の利益のた
めに提供される。工業技術支援プログラム（Industrial Technology Aid 
Program）、タイ完成品基準（Thailand Finish Goods Standard）、製造コス
ト削減のための管理改善プロジェクト（Project for Managing and Improving 
of Manufacturing Process for Reducing of the Manufacturing Costs）、技術
適用・応用プログラム（Systems for Technology Acceptance and Modification 
Program：以下では STAMP と記述する）が設立され、製造基準の向上のた
めの技術開発が進められた。  
 
このワークショップで議論され、実行された支援策は第 1 次中小企業振興計画
へとつながっていったことから、タイの中小企業振興にとっては重要なワークシ
ョップとなった。  
 
第３項  中小企業振興マスタープランの策定  
 
2000 年 4 月 11 日、工業省によって提案された中小企業振興マスタープランが
内閣で承認された。マスタープランは工業セクターにおける中小企業振興の方向
性やコンセプト、中小企業振興の戦略や範囲、実行のメカニズムをカバーしたも
のである。具体的には、以下の 7 点で構成されている（Sevilla and Kusol、2000、
pp.12-15）。  
 
(1) 技術力および経営や品質管理能力の向上  
(2) 起業家育成、人材育成  
(3) 市場へのアクセス促進  
(4) 金融支援システムの強化  
(5) 事業環境改善  
(6) 零細企業や地方の企業の育成  
(7) 企業間のネットワーク化、クラスターの形成  
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また、中小企業の支援体制として、1999 年には ISMED が設立され、中小企業
経営者や管理職に対する研修を行っている。金融支援としては SICGC4の強化、
1991 年設立の SIFC5の強化と効率性の向上などが打ち出された。  
工業省 DIP は「中小企業発展のためには重要かつ緊急な」工業セクターとして
以下の産業を選定し、支援の緊急度に応じて表 4-1 の通り、3 分類した。  
 
＜表 4-1  「中小企業発展のためには重要かつ緊急な」工業セクター＞  
最も重要かつ緊急度の高い産業  食糧・畜産  
繊維・衣料  
プラスチック製品  
電気・電子製品  
自動車・同部品  
重要で、振興の仕組みやプロジェク
トがある程度必要な産業  
履物・皮革  
木製品・家具  
ゴム・ゴム製品  
陶磁器・ガラス製品  
宝石・装飾品  
緊急ではないが、何らかの振興策が
必要な産業  
 
薬品・化学製品  
鉄鋼製品  
石油化学製品  
 （出典）Sevilla and Kusol（2000）より筆者作成 
 
工業省 DIP がどのようにこれらの産業を選定し、分類したのか理由は公表され
ていないため、Sevilla and Kusol（2000）では下記の点を指摘している。 
 
 
4 1985 年に設立された中小企業信用保証基金（Small Industry Credit 
Guarantee Fund：以下 SICGF と記述する）の業務機能を 1991 年に引き
継いだ。  
5 1991 年に設立。2002 年には SMEs Development Bank に改組。 
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(1) 選定された産業は今まで輸出で高度成長を遂げた産業であり、これらの産業
には比較的発展したインフラが整備されており、また、ネットワークも確立
されているため、すでに経済メリットを享受していると考えられる。  
(2) 競争優位性の可能性だけではなく、政府や海外バイヤーの声が大きいことが
選定理由ではないか。  
(3) 選定された産業はすでに高付加価値製品を製造している。そのため、製造過
程においてより高度な技術を有しているため、いまさら国が振興する必要が
あるのか。  
(4) 選定された産業は製造業のみであり、サービス業や商業は除外されている。
化学製品や製薬、鉄鋼、石油化学は中小企業ではなく大企業である。また、5
人未満の零細企業は対象となっていない。  
(5) インフォーマルセクターへの対応は記載されていない。  
(6) 地方企業がどこまで含まれているのかが不明である。  
(7) 輸出志向型製造業に政策の方向性が限定されている。  
 
選定過程が不透明ではあり、中小企業振興に必ずしも役に立つとは思えないが、
産業政策のベースとなる産業の選定を行うという意識付けが可能となった。総花
的な中小企業振興政策から産業ごとにポイントを絞り、方向性も打ち出すことが
できるため、意味のある選定だったと考える。  
 
第３節  第 1 次中小企業振興計画（2002～2006） 
 
第１項  中小企業振興計画の目標と支援策  
 
本節では、第 1 次中小企業振興計画について、Paesai（2014）および Office of 
Small and Medium Enterprises Promotion（2002）、Office of Small and Medium 
Enterprises Promotion（2005）をもとに、策定の経緯、内容、結果について考
察する。  
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第 1 次中小企業振興計画は第 9 次国家経済社会開発計画（Government of 
Thailand、2002b）と合わせて 2003 年 5 月 6 日に議会で承認された。アジア通
貨・経済危機からの回復途上であったことから、数多くの起業家を排出し、中小
企業を国際的な基準に達成させること、特に中小企業の経営における効率性と能
力の強化を目的とした。また、中小企業が成長できる事業環境を整え、市場の効
率性と競争力アップを目指し、草の根事業を振興することを目的とした。そのた
め、公的インフラ開発、政府機関によるサービスの質の向上、政府機関における
官僚主義の撤廃、労働者の能力開発、研究開発活動の活発化に重点を置いた。ま
た、各産業における課題の解決にもつながる計画とし、①輸出振興として、海外
市場における競争力強化、特に高級品市場における競争力強化を行う、②起業家
育成として、今後の経済動向に対する知識を持つ新しい経営者の支援を行う、③
コミュニティとの共生として、地域の資源を活用しながら商品やサービスを生み
出すための共生を振興するといった 3 点が計画された。これらの目的を達成する
ことで、中小企業の収入増加につながり、地域に繁栄をもたらすことができると
考えた（Paesai、2014、p.116）。  
2003 年版中小企業白書（Office of Small and Medium Enterprises Promotion、
2003）には表 4-2 の通り、ビジョン、戦略および目標の概略が記載されている。 
 
＜表 4-2  第 1 次中小企業振興計画＞   
・ビジョン  
タイは数多くの起業家が育っている国である。中小企業はコミュニティ経
済と同様に経済全体にとって、効果的で、国際的、力強く、安定した存在
である。  
・戦略 
(1) 国の経済社会のエンジンとしての中小企業の復活  
① 中小企業の財政力強化のための条件復活と開発  
② 中小企業の環境状況、機会や市場拡大のための改革  
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(2) インフラの建設と改善、ビジネスの課題の排除  
① 中小企業の実態に合わせたインフラ、法律の改正、政府のサービスの
開発 
② 官民協調の推進と民間機関の強化  
(3) 持続可能な成長のための中小企業の強化  
① 効率化の向上、企業の IT や適切なコーポレートガバナンスの推進  
② 商業化に向けての官民セクター、教育機関での研究開発の推進  
③ コミュニティ企業情報ネットワークとサプライチェーンを通しての
企業と開発中のクラスターの連携  
④ 中小企業の人材の能力や質の開発  
(4) 輸出可能な国際レベルに達する中小企業の増加  
① 輸出市場に向けての能力開発 
② 国際レベルに向けての製造やサービスの開発  
③ より良い環境の促進、中小輸出業者に対する法律、政策、政府の手続
き、貿易障壁となる義務や不利な点の排除  
(5) 新しい企業家の創業と開発 
① 商業生産にむけての研究開発の促進と連携  
② 企業家の創業と起業家意識の醸成  
③ 新企業家のための手続き、建物、インキュベーションや施設の支援  
④ ビジネス志向の新企業家を意識付けするよりよい環境作り  
(6) 地方における貧困解決と繁栄の配分のためのコミュニティレベルの企業
の増加 
① 商業化による利益が得られるための地方のアイディアの促進  
② 地方、県やコミュニティの支援システムと同様に、共同開発のための
可能性のあるコミュニティ企業家の促進  
③ 市場の創出、地域ビジネスから市場への製品やサービスの拡販  
・目標 
 109 
 
(1) 中小企業の GDP が徐々に増加し、2006 年には国の GDP の 50％を占め
ること。  
(2) 中小企業の雇用者数が年に 180,000 人増加すること。  
(3) 中小企業の労働生産性が年 2.5％向上すること。 
(4) 中小企業の輸出が年 6％以上成長すること、もしくは 4,365 億バーツに
達すること。  
(5) 中小企業の登録促進システムで効率的に企業登録が進み、2006 年には
中小企業の 72％以上が登録すること。  
(6) 毎年 50,000 人もの起業家を創出すること。  
(7) 2006 年までに OTOP プログラムで 3 つ星以上のコミュニティ団体を年
10％以上増加し、合計 6,300 団体に増加されること。 
（出典）Paesai（2014）より筆者作成  
 
また、中小企業振興のターゲットとして、食品加工、ファッション、自動車部
品、電機・電子部品などの産業がピックアップされた。  
なお、上記の目的達成のため、7 つの戦略、①経営や技術の向上、②人材育成、
③市場の拡大、④財務能力の強化、⑤事業環境の改善、⑥零細・草の根レベルの
事業開発、⑦企業間の連携、が定められた。  
そのため、主要な支援策として、投資戦略、金融支援、技術・経営コンサルテ
ィングの 3 つがあげられた。 
① 投資戦略  
中小企業や大企業の投資促進は BOI の管轄である。BOI は 1966 年に投資
促進法のもとで、海外と国内の投資を促進するために設立された6。2006
年には 582 もの中小企業投資計画が承認され、そのうち、76.1%にあたる
443 プロジェクトは小企業向けである。なお、同年の中小企業投資計画によ
 
6 BOI ホームページ（https://www.boi.go.th/index.php?page=our_history2：
最終アクセス 2019 年 12 月 19 日） 
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って産み出された価値は 301.39 億万バーツであり、62.5%は小企業による
投資であった。  
② 金融支援  
2002 年には SMEDB が設立された。1991 年に設立された SIFC が発展し
たもので、政府と民間セクターが基金を折半した。この銀行は財務面での
担保の支援、事業計画の準備、事業運営に対する助言を与える役割を担う。
また同時に、政府は他の特別な金融機関や国営銀行、Krung Thai Bank、
Siam City Bank などに、中小企業に融資を与えるように指導した。その結
果、2002 年に 7 つの金融機関が提供した融資と信用保証は 520 億バーツ、
前年比 28%増であった。また 2003 年には SMEDB だけでも 6,179 企業に
対して 270 億バーツを融資した。融資を受ける企業の 23%が新規に登録さ
れた企業であった。特定な目的のための融資や、国営企業による融資の増
加は、中小企業の過剰な流動資産のために融資に消極的であった民間銀行
が融資を行う原動力となった。2003 年末には SMEDB は広告・宣伝とマー
ケティングによって顧客を全土に広げていった。  
国営銀行が中小企業の財務内容も確認しないまま融資を低金利で、また、
融資プログラムが生産の品質や基準、マーケティングや会計の向上に注意
を払うことなく容易に承認されたことから、中小企業金融支援プログラム
の効果については疑問視された。資源の間違った使い方を助長していると
いうのがその理由である。また、国民に人気のあるプログラムは政治的な
意図が含まれているのではないかと疑問視された。その上、2004 年には
SMEDB は 22%の融資が不良債権化していること、それは金融セクター平
均 16～17％を超えたレベルであることを指摘した。不良債権は 2006 年末
には 43％、200 億バーツとなり、国が管轄している特別金融機関の中でも
トップとなった。  
タクシン政権が採用した中小企業振興には、2003 年の 50 億バーツ相当の
ベンチャーキャピタル基金の設立があった。それは中小企業プロジェクト
と合弁会社を設立するのが目的であり、10 億バーツの価値があった既存の
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中小企業ベンチャーキャピタル基金との連携であった。現在では One Asset 
Management Corporation によって運営されているが、財務省によるベン
チャーキャピタル基金は成功とは言えなかった。なぜなら中小企業へのリ
ターンが大企業へのリターンを上回ることがなかったからである。その上、
経験のない投資家にとって、ベンチャーキャピタルはリスクのみで、リタ
ーンの魅力がないと映った。そのため、目標をはるかに下回った。  
③ 技術・経営コンサルティング  
2002 年に工業省のもとで新起業家創出プログラム(New Entrepreneurs 
Creation Program：以下では NEC と記述する）が事業立ち上げを支援す
るインセンティブとして設置された。このプログラムのもとで、SMEDB
は中小企業の課題解決や事業拡大のために、事業へのコンサルティングや
研修を提供した。他の政策との融合、金融・生産・マーケティングに関す
る教育、金融へのアクセス方法の紹介で、新起業家が 226,757 社に増加、
年平均 44,550 社の増加が見られた。なお、本プログラムの期間内では、
中小企業の雇用が 380 万人増加し、目標を上回った。  
 
第２項  中小企業振興計画の目標に対する結果  
 
第 1 次中小企業振興計画の結果、中小企業の付加価値と輸出の成長は大企業を
下回ったままであったが、中小企業の GDP は 39.8％となり、目標であった 40％
に近い数値を達成することができたことから、中小企業振興政策は成功と言える
であろう。しかし、予算不足、公的機関の知識やスキル不足、支援団体の統一感
のなさ、官民セクターの協同作業のなさなどからすべての数値目標を達成するこ
とができなかった（Paesai、2014、p.119）。そのため、新しい事業創設の後押し
やガバナンスの必要性が認識された。これらの結果を受けて、中小企業振興にお
ける政府の役割は金融支援、起業家活動、情報へのアクセスに絞られた。  
なお、設定された数値目標に対する結果は下記の通りである。  
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＜表 4-3  第 1 次中小企業振興計画の目標に対する結果＞   
目標 結果 
目標 1 
2006 年には国の GDP の
50％を占めること。  
2002 年 41.30% 
2003 年 39.80% 
2004 年 39.80% 
2005 年 39.40% 
2006 年 38.90% 
大企業と比較して伸び率は低かった。製造業やサー
ビス業は成長していたが、貿易業やメインテナンス
業は 2001年には 31%だったのが、2005年には 29%
に減少した。  
目標 2 
雇用数が年平均 180,000
人増加すること。  
2002 年  4,990,217 人  
2003 年  5,566,865 人  
2004 年  8,357,493 人  
2005 年  8,458,160 人  
2006 年  8,863,334 人  
（全体の 76.7%が中小企業雇用）  
大部分が労働集約型企業で雇用されたが、減少傾向
にある。  
目標 3 
年 2.5％の生産性向上を達
成すること。  
食品・飲料、繊維・アパレル、宝石産業で平均 4.4%
向上。 
高度な技能を持った人材が不足している。技能者の
中小企業での雇用機会がない上に労働環境が悪い。 
目標 4 
輸出が年 6％以上増加成
長すること、もしくは
4,365 億バーツに達する
2006 年の前年対比は 9.30%増、1,438,280 百万バ
ーツ（全体比 29.1%）。  
2004 年～2006 年において、29.7%が中小企業の輸
出価値であった。国全体から見ると中小企業の輸出
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こと。 価値の成長率は低い。中小企業の輸出価値の 51.3％
が第一次産業や労働集約型産業から産出されてい
る。製品のイメージ作りやブランディングが弱い。 
目標 5 
中小企業の 72％を登記さ
せること。  
2002 年  422,267 社 
2003 年  430,566 社 
2004 年  446,194 社 
2005 年  450,582 社 
2006 年  546,319 社（中小企業全体の 23.6％） 
中小企業が必要な支援を受けるためには登記され
ていることが条件であるが、税金逃れから、特に零
細企業において登記が進んでいない。企業統治の考
え方が浸透していない。 
目標 6 
毎年 50,000 人の起業家を
創出すること。  
 
2002 年  35,381 社  
2003 年  43,440 社（前年比 22.8%増加） 
2004 年  47,583 社（前年比 9.5%） 
2005 年  49,534 社（前年比 4.1%） 
2006 年  46,816 社（前年比 5.5%） 
目標に近い数字を達成することができた。卸売業、
小売業、自動車・バイクの修理業、電化製品の販売
が主な業種。しかし、これらの中小企業は製造や経
営能力が低く、創業後の支援が不足しているため、
2006 年には 20,078 社が廃業している。  
目標 7 
2006 年までにコミュニテ
ィ団体を年 10％以上増加
させ、合計 6,300 団体に増
加させること。  
年平均 10％増加し、2006 年には 8,010 団体となっ
た。 
質の面でのサポートと、団体としての連携が必要で
ある。 
（出典）Paesai（2014）より筆者作成  
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その後立案されている中小企業振興政策はさらにメリハリのあるものとなり、
産業政策の一環ともなっている。なぜなら、タクシン政権下で初めて、工業省が
中小企業振興のためのガイドラインを打ち出し、産業復活マスタープランにおけ
るターゲットとする産業を選定したからである。その結果、タイの産業政策は中
小企業振興政策をベースに、産業振興に向けて国家が干渉するようになった。  
 
第４節  第 2 次中小企業振興計画（2007～2011） 
 
第１項  中小企業振興計画の目標と支援策  
 
本節では、第 2 次中小企業振興計画について、Paesai（2014）および Office of 
Small and Medium Enterprises Promotion（2010）、Office of Small and Medium 
Enterprises Promotion（2012）、Office of Small and Medium Enterprises 
Promotion（2013）をもとに、策定の経緯、内容、結果について考察する。  
2006 年 9 月にクーデターが起こり、軍政権となった。新政権により、官僚に
よる政治的な関与がなくなり、透明性が確保されるようになった。タクシン政権
の経常予算に含まれていないスキームの見直しにより、貧困層や中小企業に人気
のあった政策が延期された。そのため、新政権は地方政権の支持が得られず、予
算や計画の調整ができなかった。不安定な政治的環境や 2006 年～2007 年の石油
価格の高騰が国内需要を落ち込ませ、投資が減少し、中小企業の経営を圧迫した。
2006 年の経済成長は 5％だったが、2007 年には 4.3％となった。Paesai （2014）
によると、2007 年の SMEDB の不良債権は 40％、1900 万バーツと高い水準のま
まであった。また、SMEDB レポート7によると、75％が流動資産の問題で事業の
継続が困難な状態にあり、25％が計画的に返済しない企業であった。  
 
7 SMEDB ホームページ
（https://www.smebank.co.th/en/about/financial-statements：最終アクセ
ス 2019 年 12 月 19 日） 
 115 
 
当時タイは不利となる経済における外部要因にさらされていた。それは自由貿
易への動き、関税障壁の撤廃要求、国際的な財務規則への対応、自然や環境の変
化、消費者行動の変化である。これらの要因は中小企業にも否定的な影響を及ぼ
すと考えられたが、競争力優位の確立、マーケティング能力や製品・サービス開
発の向上、熟練労働力の確保、高等技術や会計基準への対応、消費者に対する責
任感、環境変化への対応、官民セクターのコーディネートなどといった、効果的
な支援は打ち出していなかった。  
第 2 次中小企業振興計画は、持続可能な経済開発に焦点を当てた第 10 次国家
経済社会開発計画（Government of Thailand, 2007）や国家科学技術戦略
（National Science and Technology Strategic Plan 2004-2013）と連動して策定
され、中小企業の将来とニーズへの影響を考慮して社会の変化を組み入れた形と
なっている。中小企業の実態調査の実施、戦略の作成、他国の中小企業の実態や
振興政策の研究を行い、民間セクターや専門家が参加した官民セクターの共同作
業で策定され、2007 年 11 月 13 日に承認された。本計画は OSMEP が官民セク
ター共同のもとで実施し、中小企業振興のためのフレームワークを作成すること
となった。  
第 2次中小企業振興計画は中小企業の成長を質と量でもって振興することを目
標とした。質の面では、中小企業は革新的な優位性と生産性向上を図る必要があ
った。量の面では、中小企業は中小規模から大企業に発展させる必要があった。
また、スキル、知識、技術、イノベーション、同一事業を行う企業との連携、地
方の中小企業振興に焦点をあてることが重要であった。さらに、第１次中小企業
振興計画の目的であったインフラ整備とナレッジベースの企業の創設は達成でき
ておらず、第 2 次中小企業振興計画でも取り上げられることとなった（Paesai、
2014、pp.119～120）。 
 
＜表 4-4  第 2 次中小企業振興計画＞   
・ビジョン  
中小企業を、知識や技術により持続的に成長させる。  
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・戦略 
(1) 中小企業と企業家を創出・発展させる。  
(2) 製造業において生産性やイノベーション能力を向上させる。  
(3) 貿易セクター（小売業や卸売業）の効率性を向上させる。  
(4) サービスセクター（観光業や関連産業）において価値の創造と高付加価
値化を促進する。  
(5) 地方の中小企業振興を促進する。  
(6) 中小企業の企業活動において助けとなる要因を開発する。  
・目標 
(1) 中小企業の GDP シェアを 42％に上げること。  
(2) 中小企業の輸出価値創出の成長率が国全体の成長率を下回らないこと。 
(3) 全要素生産性を年 3％以上増加させること。ターゲット産業においては
年 5％以上増加させ、労働生産性を年 5％以上向上させること。  
  （出典）Paesai（2014）より筆者作成  
 
Paesai（2014）によるとターゲットとした産業は、自動車や電子部品、ソフト
ウェア、物流、ヘルスケア、教育、観光関連、健康食品、ゴム製品であり、製造
業に関しては、①製品の品質改善、②地域や地方におけるインキュベーションセ
ンターの設立、③トレードフェアの開催、④タイ全土に中小企業の製品を展示す
るセンターの設立、⑤物流・流通チャネルの改善、⑥産業クラスターやネットワ
ークの創設の具体的な計画も策定された。  
本計画の策定および実行は OSMEP が主導したが、工業省や商業省、観光スポ
ーツ省、農業組合省、その他技術や人材育成支援を実施している関連機関が実施
に携わった。金融支援には SMEDB、SICGC やベンチャーキャピタル、製品規格
には Thai Industrial Standards Institute や ISO Management System 
Certification Institute、コンサルティングには OSMEP、産業立地には Industrial 
Estate Authority of Thailand が官主導の機関として支援を行った。また民間機
関も数多く支援に関与した。 
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第２項  中小企業振興計画の目標に対する結果  
 
第２次中小企業振興計画の成果分析から、金融危機や政治的混乱といった外部
要因によって、中小企業はかなり影響されることが判明した。中小企業の企業経
営レベル、技術や人材のレベルなどが低く、そのため、安定的に成長をうながす
ためには、政府からの支援がより必要であることが理解された。また、政府の支
援はほとんどが製造業に費やされていると指摘されている。地方の中小企業の活
動を支援するための情報、資金、専門知識、中小企業の課題を政府が理解してお
らず、民間企業や団体との連携が進んでいなかった。そのため、掲げた目標 3 項
目とも達成することができなかった（Paseai、2014、p.122）。  
設定された目標に対する結果は以下の通りである。 
 
＜表 4-5  第 2 次中小企業振興計画の目標に対する結果＞   
目標 結果 
目標 1 
GDP シェアを 42％に上げ
ること。  
 
2007 年  38.7% 
2008 年  38.1% 
2009 年  37.8% 
2010 年  37.1% 
2011 年  n/a 
2008年～2010年の GDP減少の原因は 2008年に
アメリカが発端となったハンバーガー危機と呼
ばれた金融危機（リーマンショック）であり、そ
れは輸出業者に直接影響を及ぼした。また、数年
続いた政治的混乱も影響し、GDP シェアを増加で
きなかった。  
目標 2 2007 年  8.47％   （全体 11.66%） 
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輸出価値創出の成長率が国
全体の成長率を下回らない
こと。 
2008 年  7.36％   （全体 11.16%） 
2009 年  △6.03％ （全体△11.17%）  
2010 年  10.39%  （全体 18.8%）  
2011 年  n/a      （n/a） 
上記理由と同様に、金融危機と政治的混乱が成長
率そのものに影響した。 
目標 3 
全要素生産性を年 3％以上
増加させること。ターゲッ
ト産業においては年 5％以
上増加させ、労働生産性を
年 5％以上向上させること。 
2007 年  0.05％   （ターゲット産業 0.19％） 
2008 年  △0.07％ （ターゲット産業 0.94％） 
2009 年  0.02％   （ターゲット産業△0.12％） 
2010 年  n/a      （n/a） 
2011 年  n/a      （n/a） 
（出典）Paesai（2014）より筆者作成  
 
第 1次中小企業振興計画で指摘されたタイの中小企業の課題を的確に把握した
上での振興計画とされたが、疑問は残る結果となった。また、中小企業は外部環
境に影響されやすく、そのため政府としては臨機応変な対応が要求されることが
判明した。  
 
第５節  第 3 次中小企業振興計画（2012～2016） 
 
本節では、第 3 次中小企業振興計画について、Paesai（2014）をもとに、策定
の経緯、内容、結果について考察する。  
本計画は 2011 年 5 月 3 日、キーワードが「philosophy of sufficient economy
（足るを知る経済哲学）」「people at the center of development（人間中心の開発）」
「balanced development（バランスのとれた発展）」となっている第 11 次国家経
済社会開発計画（Government of Thailand、2012）と同時に策定された。世界
的な金融危機、ナレッジや創造性に基づいた経済構築、インフラ開発、地方の職
 119 
 
業訓練、第 1 次および第 2 次中小企業振興計画のフィードバックを考慮した計画
となった。  
製造業に関しては政府からの支援を受けることができたが、開発部門やサービ
ス業については支援が限られているという課題があった。そのため、企業経営、
製品やサービスの開発、ビジネス法や規則、金融支援へのアクセス、事業機会の
知識の提供といったソフトに関する支援を含めるべきであり、また、官民問わず
中小企業振興の担当者は世界の経済、社会、政治の変化の中で、中小企業の課題
とニーズを理解する必要があった。  
OSMEP は第１次および第２次中小企業振興計画の継続を考えていた。それは
数年続いたハンバーガー危機やタイの政治的混乱からの脱却、また発足が予定さ
れている AEC や自由貿易への対処のガイドラインとなるものであった。  
外部環境のコントロールは政府がどんな手段を使っても不可能であることから、
最小限に抑えるためにも、政策、計画、目標、情報共有方法、実施方法の設定、
中小企業と関連機関との連携が重要となってくる。関連機関との連携がスムーズ
にいくとステークホルダーは同一の目標に向かって進むことができ、経済効果が
期待できる。中小企業の経営者は官民セクターの連携が進んでいないため、自分
たちですべて調達しなければならない。そのため、情報、知識、知恵へのアクセ
ス、特に中小企業振興計画に関する理解は非常に重要であった。中小企業の経営
者が的確な情報を入手できた際には、計画が目標とする同一の方向を目指すこと
ができる。そのため、Paesai（2014、pp.122～125）によると、以下の 3 点を考
慮することになった。  
 
(1) 第 11 次国家経済社会開発計画やその他関連する政策や戦略との関係を考慮
する。 
(2) 第 1 次、第 2 次中小企業振興計画での中小企業の成果を分析する。  
(3) 中小企業に影響を及ぼす今後５年間で引き起こるであろう内部および外部要
因、中小企業自身から来る問題について分析する。また、追加のフレームワ
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ークやガイドラインを制定するにあたり、関係者とのブレーンストーミング
が必要である。  
 
その結果、設定された目標は以下の通りである。  
 
＜表 4-6  第 3 次中小企業振興計画＞   
・目標 
(1) 2016 年には 250,000 社の中小企業が起業される。 
(2) 2016 年には 30,000 社の中小企業が自社の優位性を開発する。  
(3) 60 以上の中小企業ネットワークが構築される。  
(4) 中小企業を振興するための環境が改善される。  
(5) 官民セクターの協力が進む。  
（出典）Paesai（2014）より筆者作成  
 
第 3 次中小企業振興計画を策定するにあたって、研究者は官民の主要な関係者
へのインタビューや 2012 年～2013 年の計画実行状況のフォローアップを通じ
て、計画の評価を行った。その結果、輸出セクターが世界的な金融危機の影響で
回復が遅れていること、2013 年のタイの政治問題から、製造業、貿易業、サー
ビス業の収入が落ち込み、消費者や投資家は政治の不安定性から国のイメージの
悪化を恐れていることが判明した。  
Paesai（2014）によると、2012 年から 2013 年にかけて第３次中小企業振興
計画の評価を行っていたとき、2011 年と比較してタイ経済は成長した。それは
国内消費や政府の支援の増加、最低賃金の引き上げや政府職員の給与の増加、米
生産への支援、１台目の車や最初の家の購入時の減税、法人税の減税が影響して
いる。しかし、2013 年の世界的な金融危機の影響で回復が遅れ、輸出産業の成
長も鈍化した。年度末にはタイの政治問題から、製造業・貿易業・サービス業の
収入が落ち込み、政治的不安定さからくる国のイメージの悪化で、投資家の意欲
が失われた。同時に、中小企業が一般的な知識や専門的な知識を入手するために
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必要な対策への予算の制限、中小企業振興政策の実施団体との連携の欠如が見ら
れた。 
第 3 次中小企業振興計画では、数値目標以外に評価基準があいまいな目標も設
定されている。具体的な戦略がないため、どのように評価されるのか不明である。
なお、第 3 次中小企業振興計画の結果分析を踏まえて、2017 年からは第 4 次中
小企業振興計画が開始されているが、現在英文での公開がされていない。 
 
第６節  小括  
 
本章では、まず 2001 年に開催されたワークショップについて考察した。官民
両セクターから専門家や関係する人々が参加し、タイにおける今までの中小企業
振興について議論し、共通の方向性が打ち出された。この議論が中小企業振興計
画へとつながっていったことから、重要なワークショップであったと言える。  
また、2002 年から策定されている中小企業振興計画の目標と結果について考
察した。第 1 次・第 2 次・第 3 次とも数値目標はいずれも達成できていない。
理由としてあげられるのは、政府の中小企業に関する認識不足および官民セクタ
ーの連携不足、中小企業への情報不足である。また中小企業支援の制度は確立し
たものの、実施体制ができておらず機能していないことや、現場の声を吸い上げ
ることができないことも理由である。  
どんなに効果的な政策であっても、中小企業に認知されず活用されることがな
ければ、期待される目標を達成することは不可能である。中小企業振興計画を立
案するためには、中小企業振興委員会の意見のみならず地方からのインプットも
重要である。これらの情報を収集、分析することで、すべての中小企業や関係機
関が実行することのできる政策を立案することができると考えられる。 
そのため、次章では 2001 年から発行されている中小企業白書を取り上げる。
中小企業白書を発行するにあたり、タイにおける中小企業の状況や課題に関して
情報収集がなされていると考えられるためである。また、中小企業白書で記載さ
れているトピックスをとりあげて、タイを取り巻く環境とタイ国政府の支援の方
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向性について考察する。なお、本論では考察できなかった第 3 次中小企業振興計
画の評価、第 4 次中小企業振興計画の内容と合わせて実施体系については今後の
研究課題とする。  
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第５章  タイの中小企業白書から見る中小企業振興  
 
第１節  はじめに  
 
日本では、中小企業基本法に基づき 1963 年から毎年、中小企業の動向を詳細
に調査・分析した中小企業白書が発行されている。構成としては、①中小企業を
取り巻く経営環境や企業経営についての分析、②中小企業を産業分野別に分けて
将来的な展望に分析、③中小企業振興施策の分析となっており、中小企業の実態
と課題、それに対する政府の支援策が記載されている。サブタイトルを見ると、
その年に中小企業庁が中小企業の課題としてどういったことを問題視している
のかが理解できる。また、2015 年には小規模企業基本法が制定され、中小企業
白書とは別に小規模企業白書1も発行されるようになった。  
タイでも同様に、中小企業振興法によって設立された OSMEP が 2001 年より
毎年中小企業白書を発行している。中小企業の現状を公表し分析することで、中
小企業がいかに経済の要であるかを紹介すると同時に、中小企業振興委員会が中
小企業振興政策・計画・法律を立案する際のデータに使用するのが目的である。
また法律上、データの整備および公開が義務付けられている。  
本章ではまずデータからタイにおける中小企業の位置づけを考察する。その上
で 2001 年から発行されている中小企業白書2に記載されている内容を取り上げ
る。新たに取り上げた項目から、タイ国政府がどのような点に重きをおいていた
のかを考察する。  
 
第２節  タイの中小企業の状況  
 
 
1 小規模企業白書の対象の「小規模企業」とは、小規模企業振興基本法に定義
された、おおむね常時使用する従業員の数が 20 人以下（商業又はサービス業は
5 人以下）の事業者、または個人事業者。  
2 OSMEP ホームページ（https://www.sme.go.th：最終アクセス 2019 年 12
月 19 日） 
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  ここでは発行されている中小企業白書から、タイにおける中小企業の位置づけ
を数値で考察する。  
 
＜表 5-1  GDP 値＞   
全体
百万THB 百万THB ％ 百万THB ％ 百万THB ％
1999 4,637,079.0 435,507.0 9.4 4,201,572.0 90.6 1,811,905.0 39.1
2000 4,923,263.0 444,143.0 9.0 4,479,120.0 91.0 1,946,244.0 39.5
2001 5,133,836.0 468,456.0 9.1 4,665,380.0 90.9 2,020,128.0 39.4
2002 5,451,854.0 510,877.0 9.4 4,940,977.0 90.6 2,115,316.0 38.8
2003 5,930,362.0 579,460.0 9.8 5,359,602.0 90.2 2,263,574.0 38.1
2004 6,576,834.0 651,629.0 9.9 5,925,205.0 90.1 2,486,892.0 37.8
2005 7,104,228.0 706,285.0 9.9 6,397,943.0 90.1 ー ー
2009 9,050,715.0 1,052,564.0 11.6 7,998,151.0 88.4 3,417,860.7 37.8
2011 10,539,446.0 1,406,504.0 13.3 9,132,942.0 86.7 3,859,587.6 36.6
2012 11,375,349.0 1,395,743.0 12.3 9,979,606.0 87.7 4,211,262.7 37.0
2013 11,898,710.0 1,425,783.0 12.0 10,472,927.0 88.0 4,454,939.6 37.4
2014 13,148,601.0 1,378,386.0 10.5 11,770,215.0 89.5 5,212,004.0 39.6
年
農業セクター 非農業セクター 中小企業
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion （2001）（2002）
（2004）～（2006）（2010）（2012）（2014）～（2016）より筆者作成  
 
GDP 値を見ると中小企業は 40％前後を占めている。産業別で見ると、非農業
セクターには、製造業、商業・保守、サービス業、鉱業、建設業、電気・ガス・
水道が含まれ、国全体の 90％と高い比率を占めているが、その内中小企業の占め
る割合は記載されていない。 
 
＜表 5-2  中小企業の GDP における構成比＞    
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製造業 商業・保守 サービス業 その他
％ ％ ％ ％
2004 26.9 33.0 29.1 11.0
2009 30.4 29.9 32.0 7.7
2011 31.2 28.0 33.0 7.8
2012 30.9 27.7 33.3 8.1
2013 29.6 27.7 34.8 7.9
2014 23.5 27.9 41.3 7.3
年
 
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion （2001）（2002）
（2004）～（2006）（2010）（2012）（2014）～（2016）より筆者作成  
 
その他を除く、どのセクターも 30％前後と同等の比率である。  
 
＜表 5-3  中小企業の輸出額と輸出額に占める中小企業比率＞    
百万THB ％
2000 755,000.00 38.45
2001 794,000.00 39.47
2002 1,209,303.00 38.20
2003 1,516,971.00 45.50
2004 1,029,000.00 ー
2005 1,371,379.30 30.90
2009 1,589,199.87 ー
2011 2,068,859.09 29.94
2012 2,043,664.97 28.82
2013 1,761,818.87 25.50
2014 1,917,817.12 26.25
年
輸出額
 
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion（2001）（2002）
（2004）～（2006）（2010）（2012）（2014）～（2016）より筆者作成  
 
年々中小企業の輸出額が低くなっているが、中小企業自体が海外に進出してい
るケースも見られることから、一概に中小企業が輸出に対して弱い立場にいると
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はいえない。しかしながら、経済統合による中小企業への影響もあり、中小企業
の競争力強化が求められる。 
 
＜表 5-4  企業数＞   
全体 中企業 小企業
1994 ー ー 437,905 ー ー ー ー
1997 803,201 4,168 799,033 ー ー ー 99.48
1999 ー ー 524,960 ー ー ー ー
2001 842,329 4,168 ー ー ー ー ー
2002 1,645,530 6,103 1,639,427 ー ー ー 99.63
2003 2,006,528 10,599 1,995,929 ー ー ー 99.50
2004 2,166,621 5,044 2,161,577 ー ー ー 99.80
2005 2,249,718 4,444 2,239,280 9,927 2,229,353 5,994 99.50
2009 2,900,759 4,653 2,896,106 12,065 2,884,041 ー 99.80
2011 2,652,854 6,253 2,646,549 11,709 2,634,840 ー 99.76
2012 2,781,945 ー 2,739,142 ー 2,724,902 ー 98.50
2013 2,844,757 7,349 273,997 13,247 2,750,750 73,411 97.16
2014 2,744,198 7,062 2,736,744 12,812 2,723,932 392 99.73
中小企業
比率
年 全企業数 大企業
中小企業
不明
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion（2001）（2002）
（2004）～（2006）（2010）（2012）（2014）～（2016）より筆者作成  
 
＜表 5-5  従業員数＞   
年 全従業員数 大企業 中小企業 不明 中小企業比率
2002 7,234,022 2,243,805 4,990,217 ー 68.98
2003 9,172,752 3,605,887 5,566,865 ー 60.70
2004 11,604,332 9,330,667 ー 80.40
2005 11,791,096 2,894,932 8,896,164 ー 75.40
2009 12,405,597 2,704,243 9,701,354 ー 78.20
2011 13,107,263 2,111,229 10,995,977 ー 83.89
2012 14,662,812 2,251,547 11,783,143 1,538 80.40
2013 14,098,563 2,682,323 11,414,702 1,538 80.96
2014 13,078,147 2,575,949 10,501,166 1,032 80.30
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（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion（2001）（2002）
（2004）～（2006）（2010）（2012）（2014）～（2016）より筆者作成  
 
企業数で見ると 99％が中小企業であるが、従業員数になると 80％にまで下が
る。 
 
＜表 5-6  日本の中小企業が占める割合＞    
大企業 中小企業 中企業 小企業
企業数（2016年） 0.3 99.7 14.8 84.9
従業員数（2016年） 31.2 68.8 46.5 22.3
付加価値額（2015年） 47.1 52.9 38.9 14.0
 
（出典）中小企業庁ホームページ
（https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2019/PDF/2019_pdf_mokuji
tyuu.htm：最終アクセス 2019 年 12 月 19 日）より筆者作成  
 
従業員数に占める中小企業の割合が日本と比較するとタイは 10 ポイント近く
高い。これはタイの中小企業では 1 企業が雇用する従業員の数が少なく、規模の
小さい企業が多いことを意味している。  
また、付加価値額を見ると、日本よりもタイの方が 10 ポイント近く低い。こ
れは上記と同じく規模の小さい企業が多く、1 社当たりの付加価値額は低いため
と考えられる。  
 
第３節  2001 年版中小企業白書  
 
初回の 2001 年版では、「中小企業の発展を支えるファクター」として、金融、
マーケティング・輸出、情報・技術・イノベーション、人材育成を取り上げて、
なぜこのようなファクターが重要なのかを説明し、それに基づいて現在実施され
ている政策が立案されていることを説明している。  
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＜表 5-7  2001 年版目次＞ 
(1) 中小企業の役割  
(2) 中小企業の概況と傾向  
(3) 中小企業の発展を支えるファクター  
(4) 中小企業を促進・支援する政策  
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion（2001）より筆者
作成 
 
2001 年版中小企業白書によると、同白書が発行された段階で実施されている
政策とその課題は下記の通りである。  
 
(1) 金融政策  
・ 金融機関や商業銀行による融資返済の延長。しかし中小企業の金融支援
要望には完全に合致していない。  
・ 中小企業や中堅企業向け投資信託の設置、代替投資市場への投資を含む
証券市場における基金の流動性。しかし、これらは税制上の優遇措置の
面で満足できる手段となっていない。  
・ SFAC の設置。しかし、中小企業経営者よりも一般の人々へのアドバイ
スの件数が 3 倍多く、中小企業の活用が進んでいない。  
(2) マーケティング戦略  
・ 流通センター設置の促進。農産物や農産物加工品の多くが国の様々な地
域のコミュニティで製造されているが、流通に課題がある。  
・ パッケージのデザインに関する助言を行うことでパッケージ基準の改善
を促進することや、ブランド名や広告の促進で国外でのタイブランドの
認知度を上げ、受け入れられやすくする。  
・ 貿易に関する情報システムの開発、電子商取引の活用。  
(3) 技術・イノベーション戦略  
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・ 技術に関する研究開発費と同額の収入に対する法人税や、技術的な研究
開発に使用する機械や機材の減価償却費の免除。  
・ 製品改善に対する技術データサービスや、製造面における課題解決や品
質改善に対する調査サービス。  
・ 投資促進に関するコンディショナリティを設置することでの技術移転の
促進。タイに投資をする多国籍企業はタイのサポーティングインダスト
リーに技術を移転し、タイの人材を技術移転に向けて教育を行わなけれ
ばならない。  
(4) 経営・人材戦略  
・ 経営に関するカウンセリングサービスや教育を全セクターにおける中小
企業の従業員や起業家に提供する。それは工業省、科学技術環境省、商
業省、タイ観光協会や ISMED の責任ある政府機関を通じて行う。  
(5) 税・特典・規則  
・ 年収 600,000 バーツ以上 1,200,000 バーツ未満の中小企業に対する付加
価値税 1.5%の免除。500 万バーツ未満の登録資産の中小企業に対する法
人税の還元。前述に該当する中小企業は税関係の書類を提出した企業・
組合・団体の 85%を占め、特別な免税措置を受けることができた。これ
は中小企業の投資を拡大する動機づけとなる。課題は中小企業の経営を
妨害すると考えられている規則であり、例えば株式公開をしていない企
業への国際会計基準の適用を免除するなどといった中小企業の現状に合
致した改定が必要。  
(6) その他 
・ 中小企業サービスセンターを設立することで、中小企業に対するワンス
トップサービスを提供する。そこでの業務は、中小企業に助言し、関連
する様々な機関から収集した情報をもとに、中小企業を専門支援機関に
導くことである。国の機関をコーディネートするネットワークセンター
であるべきである。  
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・ 商談における交渉力をつけ、原材料やマーケティングコストを削減する
ための中小企業のネットワークを支援する。それは、
「buyers-meet-producers」プロジェクトや販売・流通センターの構築で
ある。 
・ 地域の店舗への継続的な支援を行うことで、バンコク以外への中小企業
の分散を促進する。OTOP プロジェクトは物資の流通における官民セク
ターの連携計画を開発してきた。しかしながら、価格の低下が見られる
ため、高付加価値化、高価格帯への移行といった課題がある。  
・ 観光産業は中小企業のサポーティングインダストリーを促進する。なぜ
なら、ホテル、レストランなど観光業の多くが中小企業であるからであ
る。 
(7) 中小企業の振興や支援に関する適切な政策  
現在の政策は中小企業の質の改善には効果的である。次のステップとして中
小企業の適用範囲と能力構築を見ながらの質的・量的評価が必要である。  
・ 会計制度を修正し、事業計画を支援することでフォーマルな信用制度の
活用を促し、金融支援を行う。中小企業の融資を保証する SICGC や総
合的な金融助言を行う SFAC が支援可能である。 
・ 中小企業の開発を支援するため、証券市場や債券、官民セクター間の投
資信託の促進を通じての民間セクターの資金の流動化を促進する。  
・ 正確かつ最新で、簡単な上にタイムリーに中小企業を支援する効果的な
政策策定を可能とするため、製造、商業、サービス、マーケティング、
技術に関するデータベースの開発を促進する。  
・ 電子ビジネス、電子商取引、ICT の活用を通じて中小企業の技術開発を
促進する。それにより製造、経営、販売の効率性を提供・増加させ、商
品やサービスの品質を向上させることが可能となる。  
・ 低コストのイノベーションによる研究開発や地域の知恵の活用を通じて
産官学における協力や調整を促進する。  
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・ 全レベルの学術機関における教育や研修を促進する。それは中小企業の
発展を促進し支援するために教育された、または研修された人材を中小
企業に提供する。  
・ 技術、工業基準、マーケティング、金融、情報技術、会計のあらゆる分
野における関連する機関の連携を支援する。すべての地方に合同の研修
プログラムを提供するためである。  
・ 労働生産性に合わせた賃金の調整を行う。  
・ 税優遇、投資促進のインセンティブに関する政策の検討を行う。それに
より大企業よりも中小企業に対するインセンティブを設けることが可能
となる。  
・ バンコク、周辺地域、その他の地域はそれぞれ異なるため、それぞれに
適応した政策、監督、支援、評価に分けて管理する。  
・ 様々な製造グループとの連携や関連付けのために、クラスターという形
で地方の中小企業ネットワークを促進する。  
・ 官民セクターの協力のもと、州、地域、中央、国際レベルにおける流通
センターの建設を促進する。  
・ 事業の開始、助言、研修、必要な情報、融資、市場といった起業家開発
の全項目を支援する。これらの支援はあらゆる分野の中小企業をカバー
しなければならない。  
・ 行政プロジェクトや建設分野における中小企業への政府支出を定める。  
 
本白書は第１回目ということで、中小企業の経済における重要性を示したもの
と考える。またなぜ中小企業振興が必要であり、予算も人員も割く必要があるの
かを説明した白書となった。  
 
第４節  2002 年版中小企業白書  
 
＜表 5-8  2002 年版目次＞ 
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(1) タイ経済の概況  
① タイ経済の概況  
(2) 中小企業の状況と傾向  
② 中小企業の概況と分布  
(3) セクター別中小企業の生産性  
③ 国内生産性の概況  
④ 繊維・アパレル産業  
⑤ 皮革・靴産業  
⑥ 自動車部品産業  
⑦ 卸売・小売業  
⑧ ホテル産業  
(4) 2002 年中小企業振興政策のレビュー  
⑨ 政府による中小企業振興政策  
⑩ 国際貿易交渉の概要  
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion（2002）より筆者
作成 
 
2002 年版で初めて中小企業の定義について記載された。工業省が 2002 年 9
月 11 日に公表した定義であり、4 セクター別に従業員数と固定資産額（土地を
除く）で規定された。  
 
＜表 5-9  タイの中小企業の定義＞   
業種 小企業 中企業 
従業員数  
（人） 
固定資産  
（百万円）  
従業員数  
（人） 
固定資産  
（百万円）  
製造業 ＜＝50 ＜＝50 51～200 ＞50～200 
卸売業 ＜＝25 ＜＝50 26～50 ＞50～100 
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小売業 ＜＝15 ＜＝30 16～30 ＞30～60 
サービス業  ＜＝50 ＜＝50 51～200 ＞50～200 
（固定資産は土地を除く） 
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion（2002）より筆者
作成 
 
中小企業に該当するかどうかは以下の例を挙げて説明しており、従業員数もし
くは固定資産額の一方が該当すると中小企業である。どちらかが小企業に分類さ
れる場合は、小企業と見なされる。また、複数の業種にまたがっている場合は、
売上比率の高い業種に分類される。  
（例 A）製造業で従業員数が 300 人、固定資産が 100 百万バーツの場合、  
中小企業と見なされる。  
（例 B）製造業で従業員が 100 人、固定資産が 300 百万バーツの場合、  
中小企業と見なされる。  
第 3 章では生産性を取り上げて分析している。まず国としての競争力は World 
Competitiveness Yearbook 2001 に基づいている。そこでは 49 カ国を 4 つの分
野、すなわち経済指標、政府における効率化3、ビジネスにおける効率化、インフ
ラ整備4から分析している。それによるとタイの競争力の順位は表 5-10 の通りで
ある。 
 
＜表 5-10  タイの競争力＞   
 
3 政府による効率化：公的資金、金融政策、金融制度の枠組み、企業登記、教
育。 
4 インフラ整備：基礎・技術インフラ・科学インフラやヘルス・環境。  
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1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年
総合力 31 41 36 35 38 34
  経済指標 28 32 40 15 15 32
  政府における効率化 23 36 28 30 39 27
  ビジネスにおける効率化 33 44 42 42 44 38
  インフラ整備 40 41 38 37 40 38
   
（出典）Institute for Management Development（2001）より筆者作成  
 
アジア諸国内でのランク付けを見てみると、2002 年タイは総合力で第 8 位と
なっている。  
 
＜表 5-11  アジア諸国の競争力＞   
総合力 経済指標 政府 ビジネス インフラ
シンガポール 1 3 1 1 1
香港 2 2 2 2 3
台湾 3 10 4 3 4
マレーシア 4 6 3 4 5
韓国 5 5 5 5 6
日本 6 7 8 6 2
中国 7 1 7 9 7
タイ 8 8 6 7 8
フィリピン 9 9 9 10 9
インド 10 4 10 8 10
 
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion（2002）より筆者
作成 
 
アジア通貨・経済危機により、事業における生産性がタイの弱点であることが
明らかになった。それは総合的な生産性、労働市場、商業やサービスにおける生
産性、製造業における生産性を含む事業の効率性や生産性が低いことを意味した。
タイの優位性は労働市場と言われ、他国と比較すると労働賃金が低く、失業率も
低かった。また、スキル面では問題なく、労働問題もなかった。しかしながら、
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経営面では競争力がなかった。マーケティング能力がなく、社会や従業員を公平
に扱う企業家精神に欠けていたのである。  
カテゴリー別の生産性を見ると以下の通りである。  
 
＜表 5-12  カテゴリー別生産性＞   
1998 1999 2000 2001
総合的生産性 43 43 44 46
労働生産性 43 43 43 45
農業での生産性 43 43 41 47
工業での生産性 43 43 38 43
 
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion （2002）より筆
者作成 
 
タイはアジア通貨・経済危機で労働生産性が落ち込んだ。そのため、競争力と
いう点では低い分析結果が出ている。しかし、カテゴリー別指標の収集方法が異
なっていると記載されているため、国の経済状況を正確に反映していない。相対
的に低いと見なしても問題ない。  
同白書によると、2000 年と 2001 年にバンコクおよびその近郊の中小企業 511
社を対象に調査が実施された。31.9％にあたる 163 社は製造業、68.1％にあたる
348 社が商業・サービス業であった。労働生産性はわずか 0.95％の向上にとどま
り、2000 年には一人当たり 155,905.0 バーツを生産していたのが、2001 年には
155,905.7 バーツとわずかな向上であった。また、付加価値で見るとほとんど横
ばいであった。中小企業は製造業やサービス業において、より付加価値を創出し
ていく必要がある。製品やサービスの質の向上、コストの管理を行うことで、生
産性を向上させるべきである。その結果、企業には利益が残ることになると指摘
した。 
同白書では繊維・アパレル、皮革・靴産業、自動車部品産業、卸売・小売業、
ホテル業の 5 つの産業で労働生産性を考察している。いずれの産業もタイの経済
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にとって重要な位置を占めており、発展には欠かせない。しかし、労働生産性が
向上していないという結果が、中小企業においては労働生産性についての認識不
足であることを示している。 
これらのデータから、どの産業でも共通して指摘できる点として、外部要因と
しは、インフラが未整備であること、政府の法律や規則が問題であること、事業
環境が未整備であり政府の振興計画が継続されないこと、金融制度が未発達で資
金調達が困難であることが指摘できる。また内部要因としては現場における技能
研修、生産計画、品質管理、在庫管理、企業のビジョンや戦略的計画がないこと、
研究開発がなされないことが指摘できる。  
 
第５節  2003 年版および 2004 年版中小企業白書  
 
＜表 5-13  2003 年版目次＞ 
(1) タイ経済の概況  
① タイ経済の概況  
(2) 2002 年における中小企業の構造と状況  
② 中小企業の概況と分布  
③ 中小企業の主要な経済指標  
(3) 中小企業振興政策と結果  
④ 中小企業振興政策  
⑤ 2003 年中小企業プロジェクトと振興活動の結果  
(4) 国際フォーラムにおける中小企業振興  
⑥ 第 10 回 APEC 中小企業閣僚会議の結果  
⑦ FTA 
(5) 中小企業振興施策とプログラムの影響分析  
⑧ 中小企業振興施策とプログラムの影響分析調査レポート  
(6) 2004 年のトレンド  
⑨ 経済状況と中小企業  
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（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion （2004）より筆者
作成 
 
＜表 5-14  2004 年版目次＞ 
(1) 2004 年のタイ経済  
① タイおよび主要な国の概況  
(2) 中小企業の構造と状況  
② 中小企業と分布  
③ 雇用 
④ 中小企業のパフォーマンス  
(3) 主要なプロジェクトから見るセクター別経済パフォーマンス  
⑤ セクター別経済状況（フランチャイズ、観光ビジネス）  
⑥ 主要な運用結果  
(4) FTA 
⑦ FTA 交渉の結果  
(5) タイの経済概況  
⑧ タイの経済概況  
⑨ 中小企業の概況  
付表  中小企業振興アクションプラン 2002～2006 のまとめ 
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion （2005）より筆者
作成 
 
2 年連続で FTA について記載されている。タイは二国間のみならず、WTO や
AFTA といった多国間での FTA も進めている中で、FTA 合意を進める理由とし
て、①WTO ラウンドテーブルの交渉が遅れている、②天然資源や人材が豊富で、
製造・消費・輸出市場としても巨大な経済国である中国のグローバル市場への参
入による競争が激化している、③FTA 締結国には貿易や投資面で優遇策がある、
④距離の離れた国であっても貿易や投資を通じて新しい経済的・政治的な結びつ
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きができるといった点を挙げている。また、タイが FTA を締結することにより、
貿易の拡大や投資の増加、締結国を通じてのつながり、関税・非関税障壁の撤廃、
経済同盟の締結といった利点が得られるとした。具体的には、メーカーは価格の
低い原材料を輸入することで製造コストを軽減することができ、輸出業者は関
税・非関税障壁が撤廃されることで輸出量を増加することができ、輸入業者は他
国から価格の低い商品を輸入することができ、消費者は低い価格でより多くの種
類の製品の中から選ぶことができるとした。  
しかしながら、利点と同時に、否定的な影響を受ける業種もある。そのため、
競争力をつけるために生産の効率化を図る必要があることも指摘している。  
なお、同白書によると、現在交渉中の FTA は以下の通りである。それぞれの交
渉内容と FTA による有益な点と同時に不利益な点について、商品・サービス・投
資の点から記載されている。 
 
＜表 5-15  タイと交渉中の FTA＞   
相手国 現状 
中国 関税削減に合意した段階 
インド 自由貿易フレームワークに合意した段階  
日本 交渉中 
ベンガル湾多分野技術経済協力
イニシアチブ（Bay of Bengal 
Initiative for Multi-Sectoral 
Technical and Economic 
Cooperation：以下では
BIMST-EC と記述する） 
初期会談を実施（バングラデシュ、インド、
ミャンマー、スリランカ、タイが参加）  
バーレーン  経済同盟に合意  
米国 FTA 交渉を始めることを確認  
メキシコ  初期会談が開始  
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ペルー 経済パートナーシップのフレームワークに
合意 
ブラジル  初期会談への交渉を開始 
オーストラリア  2004 年に FTA が締結  
南アフリカ  初期理解が開始  
EU 初期交渉段階  
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion（2005）より筆者
作成 
 
なお、2004 年版白書では、オーストラリアに関しては FTA が締結されたこと
を受け、中小企業への影響について分析している。特にタイが利益を得ることの
できる産業として、乗用車とアクセサリーや部品、衣服、エアコンやテレビなど
の家電製品、プラスチック製品、ツナ缶があげられている。  
タクシン首相が政権を取ると、貿易の戦略として、地域または 2 国間 FTA が
重視されるようになった。タイ経済にとって輸出は主要な産業であり、FTA によ
り競争力を保持できると考えた。そのため、価格競争力のある市場を拡大するこ
とのできる国との交渉を進めている。  
また、同白書ではセクター別としてフランチャイズと観光ビジネスを取り上げ
ている。タイは「Kitchen of the World」プロジェクトのもと、食品・飲料産業
を促進しており、フランチャイズでの発展の可能性が見られる、また、美容・健
康、IT・デジタル、コンビニ、教育といった分野も、大手企業が参入しておらず、
また市場の拡大が見られるなど、成長の可能性があるとした。2003 年、アメリカ・
イラク紛争や SARS の発生によりタイへの観光客数が 7.4％も減少したが、地方
の魅力も大きく、アジア近隣からの観光客を多く惹きつける国である。それを支
える産業として観光ビジネスが重要視されていることが指摘されている。  
 
第６節  2005 年版中小企業白書  
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＜表 5-16  2005 年版目次＞ 
(1) 中小企業  
① 経済概況  
② タイの中小企業の概況と地理的分散  
③ 雇用 
④ 輸出入の状況  
⑤ 投資状況  
⑥ 2005 年の貿易・サービスのセンチメント指標  
⑦ 起業家社会の強化：現状とガイドライン  
付表 2  選定した国における中小企業情報  
付表 3  他国との FTA のタイムフレーム  
付表４  中小企業支援機関  
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion（2006）より筆者
作成 
 
2003 年版から輸出に関する記述にページ数を割いているが、この年から輸出入
の状況について独立した章を設けて記載するようになった。中小企業が生み出す
付加価値、相手国別、製品別の貿易量に関する統計が記載されている。  
また、一般データ（人口、GDP、産業構造）、中小企業の定義、中小企業の位
置づけ、中小企業振興政策について、他国との比較がなされている。ここで取り
上げられている国は、アメリカ、イタリア、オーストラリア、日本、韓国、台湾、
マレーシアの 7 カ国である。なぜこの 7 カ国が選定されたのかは記載がない。  
最後に中小企業支援機関の記載がなされている。ここで取り上げられている機
関は、ビジネスコンサルティングセンター・電子商取引に関する不正監視センタ
ー・ビジネス競争センター・輸出促進センター・海外貿易局（いずれも商務省）、
Kenan 研究所、投資委員会、新起業家創出（工業省）、中小企業開発機関、タイ
商工会議所であり、活動内容と連絡先が記載されている。他の白書を見ても、中
小企業支援機関に関する記述があるのはこの 2005 年版のみである。  
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第７節  2009 年版、2011 年版および 2013 年版中小企業白書  
 
＜表 5-17  2009 年版目次＞ 
(1) 状況と経済指標  
① GDP 
② 国際貿易  
③ 中小企業による民間消費と投資  
(2) 状況と構造的指標  
④ 企業数と従業員数  
⑤ バンコクエリアにおける中小企業の起業家  
(3) 中小企業の課題  
⑥ 中小企業と ASEAN コミュニティへの参加  
⑦ 中小企業の調査：経済、社会、文化的役割  
(4) 中小企業振興計画の施策と結果  
⑧ 第 2 次中小企業振興計画（2007～2011）における 2007 年～2009 年の
中小企業振興の結果  
⑨ 経済危機の対処方法  
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion（2010）より筆者
作成 
 
＜表 5-18  2011 年版＞ 
1. 状況と経済指標  
① GDP 
② 国際貿易  
③ 経済指標  
2. 状況と構造的指標  
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④ 企業数と従業員数  
3. AEC に打ち勝つための課題  
⑤ ASEAN SME Policy Index 
⑥ タイ経済にとって重要な 6 セクターにおける AEC の影響（機械、食品
工業、ゴム製品、包装・プラスチック製品、繊維・アパレル、宝石・装
飾） 
⑦ AEC 発足に対する製造業の強化  
⑧ サービスセクターにおける自由化の影響  
4. 中小企業振興の方向性と施策  
⑨ 事業運営の法律と規則に関する情報の効果  
⑩ 洪水と最低賃金の引き上げによる影響を受けた中小企業に対する運営
手段における特別な施策と基準  
⑪ 中小企業振興計画（2007～2011）における中小企業振興の評価  
⑫ 第 2 次中小企業振興計画（2007～2011）フレームワークにおける中小
企業振興プロジェクトの運用結果のまとめ  
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion（2012）より筆者
作成 
 
＜表 5-19  2013 年版目次＞ 
(1) 状況と経済指標  
① GDP 
② 国際貿易  
③ 経済指標  
(2) 状況と構造的指標  
④ 企業数と従業員数  
(3) AEC に打ち勝つための課題  
⑤ ASEAN＋6 の消費者行動調査 
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⑥ セクター別中小企業振興アクションプラン（繊維・アパレル、宝石・装
飾、食品工業、建築サービス、観光サービス）  
(4) 中小企業振興の方向性と施策  
⑦ 最低賃金の引き上げによる影響の軽減および中小企業の起業家能力の
強化のための施策  
⑧ 2010 年～2011 年における州別の建築産業のデータベースによる分析  
⑨ 中小企業振興計画（2007～2011）の評価 
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion （2014）より筆
者作成 
 
ASEAN コミュニティへの参画、AEC 発足に向けての対策が記載されている。
その中で 2009 年版には CLMV 諸国の経済を取り上げ、タイのどの産業にとって
貿易や投資、サービス面での可能性があるのかを分析している。  
 
＜表 5-20  タイにとって CLMV 進出が優位な産業＞   
カンボジア  
 
(1) 消費財 
(2) 農業・農業関連機械  
(3) 観光製品・サービス  
(4) 建築製品・資材  
(5) 自動車部品・修理業  
ラオス 
 
(1) 消費財 
(2) 農業・農業関連機械  
(3) 建築製品・資材  
(4) 自動車・部品  
(5) サービス・健康サービス 
ミャンマー  
 
(1) 消費財 
(2) 農業・農業関連機械  
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(3) 建築製品・資材  
(4) 自動車・部品  
(5) サービス  
ベトナム  
 
(1) バイク部品  
(2) バイク修理  
(3) 建築製品・資材  
(4) 消費財 
(5) 観光ビジネス  
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion（2010）より筆者
作成 
 
2013 年版から 3 年連続で、ASEAN＋6 の消費者行動について書かれている。
AEC 発足に伴い、中小企業にとって ASEAN が単一市場になることは成長の可能
性がある。また ASEAN が＋3（中国、韓国、日本）や＋6（中国、韓国、日本、
インド、オーストラリア、ニュージーランド）と交渉を進めていくにつれて得ら
れる点も多い。しかし、中小企業は資金や人材の不足により、市場調査ができず、
それらの国の消費者行動の把握ができない。そのため、2013 年版ではマレーシア、
インドネシア、中国（上海、天津）、2014 年版ではラオス、ミャンマー、2015
年版ではカンボジア、ミャンマーを取り上げて、簡単な国の紹介と産業構造、消
費者の嗜好を紹介している。 
 また、中小企業が ASEAN＋6 市場に参入することが可能な産業として、食品、
繊維・テキスタイル、宝石・装飾品の 3 業種を取り上げている。これらの業種は
マーケティングを促進することによって、消費者市場での事業機会が非常に高い
とした。  
 
第８節  2014 年版および 2015 年版中小企業白書  
 
＜表 5-21  2014 年版目次＞ 
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(1) 状況と経済指標  
① GDP 
② 国際貿易  
③ 経済指標  
(2) 状況と構造的指標  
④ 企業数と従業員数  
(3) 中小企業にとって興味深い調査  
⑤ ASEAN＋6 の消費者行動調査（フェーズ 2）  
⑥ 高成長セクターに対する振興ガイドライン（建築、電子部品、自動車・
部品、食品・飲料、教育サービス、エネルギー、農業、交通ロジスティ
ックス、観光、ヘルスサービス、創造的な分野・IT・ICT サービス） 
⑦ 金融構造  
⑧ 22 州における建築産業セクター別データベースによる調査  
⑨ セクター別中小企業振興戦略プランとアクションプランの立案（ヘルス
サービス、小売・卸売、情報・デジタルコンテンツ）  
⑩ タイの中小企業に影響する ASEAN 諸国の政策や法律の調査  
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion（2015）より筆者
作成 
 
＜表 5-22  2015 年版版目次＞ 
(1) 状況と経済指標  
① GDP 
② 国際貿易  
③ 2014 年と 2015 年の経済指標 
(2) 状況と構造的指標  
④ 企業数と従業員数  
(3) 主な調査  
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⑤ ASEAN＋6 の消費者行動調査（フェーズ 3）。観光業とヘルスサービス
業における消費者行動  
⑥ 2014 年分野別中小企業振興戦略とアクションプラン（教育サービス、
ロジスティクス、再生可能なエネルギー）  
⑦ 政府機関による施策、プロジェクト、振興サービス  
⑧ 中小企業の産業連関表  
⑨ 国境貿易に関する調査  
⑩ 開発における比較研究（Global Entrepreneurship Monitor：以下では
GEM と記述する）  
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion（2016）より筆者
作成 
 
  中小企業が競争力を強化するために、OSMEP は中小企業の高い成長率につな
がる中小企業振興ガイドラインについて分析した。それは、成長する中小企業を
定義し、拡大する機会と能力を特定し、課題を研究し、ガイドラインと政策を導
き出すためである。そのため、中小企業振興政策で成功した 13 カ国（シンガポ
ール、マレーシア、香港、韓国、日本、オーストラリア、フィンランド、ハンガ
リー、イタリア、オランダ、ドイツ、英国、米国）の事例を紹介している。中小
企業の振興は経済拡大を効果的に促進するが、しかしながら、全般をカバーする
中小企業振興政策と合わせて、個別のセクターに対する政策も不可欠である。そ
のため、2014 年版では、成長が期待されるセクター（建築、電子部品、自動車・
部品、食品・飲料、教育サービス、エネルギー、農業、交通ロジスティクス、観
光、ヘルスサービス、創造的な分野・情報技術・ITC）について記載されている。
これらのセクターは所得が継続的に伸びており、収益を多少なりとも上げること
ができている点から選定された。  
 147 
 
2015 年版には海外との比較として、GEM5について記載されている。これは起
業に関する分析であり、セクターや地域別の統計の分析結果をもとに、起業家育
成支援となる政策やガイドラインを検討するものである。比較研究として 2013
年版および 2014 年版、また 12 カ国（フィリピン、ベトナム、マレーシア、イン
ドネシア、中国、シンガポール、韓国、台湾、ポーランド、ドイツ、英国、米国）
を取り上げている。  
タイでは、①金融支援（金融団体や商業銀行からの融資が手厚い）、②政策（免
税や支援へのアクセスという点で起業家は政府からの支援を受けることができ
る）、③情報へのアクセスとネットワーク構築（政府はデータベースを整備し、国
内外の事業へのサポートを行っていると同時に、ネットワーク作りが盛んである）、
④市場参入（地方の消費者は購買力があり、革新的で新しい製品を買いたがる傾
向が見られる）といった点で、起業家育成が進んでいるとされた。  
その反面、課題としてあげられているのが、①金融支援（商業銀行からの支援
は提供されるが、融資承認の条件が適切ではない）、②市場参入（中小企業の貿易
に関する能力が不足している）、③政策（政府間の調整が不十分で、政治的不安定
さから長期的視野に立つことができない）、④スキル（企業経営に関するスキルが
なく、事業拡大が効率的に行うことができない）といった点である。  
そのため、①早い段階からの起業家精神の育成や、起業家になるための姿勢や
スキルの醸成といった教育と訓練、②金融機関による融資のガイドラインの緩和
などの金融支援、③カテゴリーや地域別の政策および政策の実行計画の 3 点が起
業家を育成する上で必要であると指摘した。  
また、中小企業振興で必要な点として、①資金調達先の増加と資金の分散によ
る金融支援、②経営スキルの向上を目標としたスキルと能力の育成、③小企業の
増加に対応した政策の開発と立案の 3 点を指摘した。  
 
 
5 英国ロンドン・ビジネス・スクールと米国バブソン・カレッジが中心となり、
1999 年に日本を含めた 10 カ国からスタートし、2013 年には 67 カ国（経済地域
含む）の国際比較研究へと拡大した調査。  
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第９節  小括  
 
中小企業白書の最初の部分に記載されている統計については、2002 年版以降は
パターン化しており、比較しやすいデータとなっており、充実してきたと言える。  
また取り上げられているトピックスはタイを取り巻く環境を政府がどのように
考えているのかを表している。2009 年版からは AEC に関するトピックスが取り
上げられ、海外市場における消費者行動の調査結果やタイ企業が優位に立つこと
が可能な産業の分析がなされた。毎年ではないが、支援策も取り上げられており、
中小企業への情報提供となっている。有益な政策や行動計画を策定しても、それ
が利用する中小企業に伝わらなくては無策となる。中小企業は業界団体や経済団
体に所属する機会がなければ、自分たちが置かれている状況を把握するのは難し
い。中小企業白書を通じて、政策や行動計画、タイ経済や中小企業の現状と課題
を中小企業は認識可能となった。また、中小企業白書を発行するという作業を通
じて、OSMEP は中小企業の現状を把握することができ、そこから必要な政策へ
とつなげることが可能となった。しかしながら、第４章で考察した中小企業振興
計画の成果を見る限り、中小企業も OSMEP もまだ認識不足であると言える。  
中小企業に対する課題は明確にはなっているが、それに対する振興政策につい
ては記載がなく、また、振興政策のレビューも毎年はされていない。中小企業白
書が、政策や施策立案を考えるための材料として活用されるためには、トピック
スのみならず、振興政策のレビューも取り上げるべきである。  
次章ではデータが整備されつつある中で、タイ国政府の支援を具体的に考察す
る。産業政策のターゲット産業の一つとされている食品産業に対する支援、およ
び工業省 DIP 中小企業ネットワークを取り上げる。外部環境である AEC が変化
する中で、今後の中小企業の事業拡大には輸出が不可欠である。そのため、食品
産業および工業省 DIP 中小企業ネットワークを通じて、中小企業が求めている輸
出支援策を考察する。  
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＜参考資料  日本の中小企業白書のサブタイトル＞   
2001 年版  「目覚めよ！自立した企業へ」  
2002 年版  「まちの起業家の時代へ」  
2003 年版  「再生と企業家社会への道」  
2004 年版  「多様性が織りなす中小企業の無限の可能性」  
2005 年版  「日本社会の構造変化と中小企業者の活力」  
2006 年版  「『時代の節目』に立つ中小企業」  
2007 年版  「地域の強みを活かし変化に挑戦する中小企業」  
2008 年版  「生産性向上と地域活性化への挑戦」  
2009 年版  「イノベーションと人材で活路を開く」  
2010 年版  「ピンチを乗り越えて」  
2011 年版  「震災からの復興と成長制約の克服」  
2012 年版  「試練を乗り越えて前進する中小企業」  
2013 年版  「自己変革を遂げて躍動する中小企業・小規模事業者」  
2014 年版  「小規模事業者への応援歌」  
2015 年版  「地域発、中小企業イノベーション宣言！」  
2016 年版  「未来を拓く稼ぐ力」  
2017 年版  「中小企業のライフサイクル～次世代への継承」  
2018 年版  「人手不足を乗り越える力  生産性向上のカギ」  
2019 年版  「令和時代の中小企業の活躍に向けて」  
（出典）中小企業庁ホームページ
（https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/index.html：最終アクセス
2019 年 12 月 19 日）より作成 
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第６章  タイ国政府の支援策 
 
第１節  はじめに  
 
1997 年のアジア通貨・経済危機以降、タイ国政府は食品産業が輸出産業とし
て成長の可能性があると見て、ターゲット産業の一つとして取り上げた
（Murray、2007）。2003 年よりタイ国政府は食品の輸出促進として、官民一体
となって「世界の台所（Kitchen of the World）」プロジェクトを進めている
が、2012 年からはマイナス成長となり、より一層の成長戦略が求められている
（National Food Institute、2015）。  
また工業省は 2011 年に工業省 DIP 中小企業ネットワークを立ち上げ、質の高
い中小企業をネットワーク化し、AEC を含む国内外の環境や政策などに関する
情報交換・教育の場とすることで、これからの企業経営に役立ててもらうことと
した。 
本章では、成長が期待されている食品産業の輸出促進プロジェクトおよび工業
省 DIP 中小企業ネットワークを取り上げることで、タイ国政府としての輸出支
援策を考察する。  
 
第２節  食品産業に対する支援  
 
第１項  タイにおける食品産業の重要性  
 
Sunetra (2007)によると、国家経済社会開発庁（National Economic and 
Social Development Board：以下では NESDB と記述する）が食品産業をター
ゲット産業として取り上げたのは 1961 年が最初である。以降、様々な省庁によ
り重要な産業として指定されたものの、電化製品や自動車産業などと比較する
と、成長はあまり見られなかった。中小企業が 90％を占めており、時代遅れで
単純な技術を使用していたことが成長を妨げた原因である（National Food 
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Institute、2015）。しかし、労働力の安さと原材料の豊富さから競争力があると
みなされていた。アジア通貨・経済危機以降、工業省は食品産業は輸出産業とし
ての可能性があり、現地調達率が高いことからターゲット産業として取り上げた
（Sevilla and Kusol、2000）。中でも、豊富な原材料と安価で良質な労働力を活
用することで、1980 年代以降食品加工業が発展を遂げており、国内のみならず
海外からも数多くの食品加工業がタイに投資、生産工場を設けている。また、経
済発展に伴う所得の拡大はライフスタイルの変化につながり、それぞれの国特有
の嗜好を変化させると同時に購買傾向をも変化させ、食品の消費市場の拡大とな
った。そのため、2010 年の実質 GDP 付加価値額では食品加工業が製造業全体
の 17.6％を占め、世界第 12 位の食品輸出国となった。中でも、キャッサバが世
界第 1 位、砂糖が第 2 位、水産物が第 3 位、米が第 3 位、鶏肉が第 4 位と上位
を占めている品目が多いが、いずれも豊富な原材料を活かした製品である。その
品質が評価され、2011 年には輸出額が前年対比 20％増となった（National 
Food Institute、2017）。しかし、近年タイ経済の発展に伴うコストアップや東
南アジアや中国といった後進国からの追い上げから厳しい競争にさらされてお
り、2012 年にはマイナス成長となった（National Food Institute、2017）。そ
のため、より一層の高品質化・高付加価値化による差別化が求められている。  
 
第２項  「Kitchen of the World（世界の台所）」プロジェクトの概要  
 
2003 年よりタイ国政府は、官民一体となって「Kitchen of the World」プロ
ジェクトを進め、食品輸出を促進している（Sunetra、2007）。以下、そのプロ
ジェクトについて考察する。 
 
＜表 6-1  Kitchen of the World プロジェクト＞ 
・ ビジョン  
「Kitchen of the World 
～国際基準に沿った、満足のいく食通天国～」 
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・ ミッション  
➢ すべてのサプライチェーンにおける経営品質のアップグレード  
➢ 基準・安全・付加価値・マーケティングの分野において、企業間連携
が促進されることによる発展 
➢ 食品産業における企業家との協働ネットワークの創出  
・ 目的 
(1) 上流、中流、下流ビジネスが持続的に存続すること。  
(2) より多くの企業が基準を満たすこと。  
(3) タイの食品に関する信頼性を確立し、輸出量を増加させること。  
(4) 企業家の収入を増加させること。  
(5) タイの食品が品質、イメージ、独自性の面で国際的に認められるこ
と。 
(6) 食品産業のネットワークを構築し、企業家グループをまとめること。   
・ 戦略 
(1) 存続および持続的な競争力を得るため、経営品質を促進し、強化す
る。 
① 原料調達や製造、マーケティング、販売に至るまでの力を発展さ
せる。 
② データ、知識、経験を共有することで、製造工程が品質とつなが
るようにする。  
③ 顧客のニーズにマッチするように、費用を削減し、生産性を向上
させ、企業家の経営スキルを促進する。  
(2) 信頼性や透明性のある国際基準を取得する。  
① 国際基準を達成するために事業の促進や開発を行う。  
② サプライチェーンを通じて生産水準改善のための知識を提供す
る。 
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(3) 信頼性を構築し、顧客への説明責任ができるように、安全性に焦点を
当てる。  
① 食品の安心性やトレーサビリティに関する知識を提供する。  
② 研究開発や試験を行うラボを建設し、タイの品質基準を構築す
る。 
(4) 付加価値をつけ、科学・技術・ICT の知識をまとめ、継続的に製品を
改善する。  
① 費用を削減するために製造工程を通して付加価値をつける。  
② 科学・技術・ICT における知識を統合し、すべての工程において
製造を改善する。それは労働賃金や労働力不足の課題を解決する
ために技術的な知識とイノベーションを活用することである。  
(5) ユニークな商標や世界に認められるイメージを作り出す。  
① マーケティングツールや専門的な広報ツールを使用し、マーケッ
トと系統的にコミュニケーションをとることで、製品のイメージ
を作り出す。  
② サプライチェーンを通じて、製造業者の知識や理解を深め、国際
基準を満たし、消費者にとって安全な製品を提供することの重要
性を理解させる。  
(6) 国際産業連関を確立するために、タイ内外で協調的なネットワークを
促進し構築する。  
① 協同組合、機構、クラスター、同盟国ネットワークといった、国
内外の組織における製造業者グループを促進する。  
② AEC を活用した製造プロセスとし、原料価格に注意する。  
③ AEC による貿易施策の問題から保護するメカニズムを構築する。  
④ AEC におけるネットワーク、コミュニケーション、情報共有を促
進する。  
⑤ 国内外の流通システムを開発・調整する。  
（出典）Sunetra (2007)より筆者作成  
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食品産業はタイによって重要な産業であることは、第一次国家経済社会開発計
画（Government of Thailand、1961）に記載があることから読み取ることがで
きる。以降、貿易、金融、農業、産業、環境といった分野の政策にも取り上げら
れている。工業省の傘下に国立食品研究所（National Food Institute）が 1996
年 10 月に設立され1、食品の安全や科学技術に関する研究や普及、中小企業の振
興が開始された。原材料、労働力、資金、技術、経営が食品産業の発展に影響す
るとし、経営全般に対する支援、法律と規制の整備、およびインフラ整備が必要
とした。外部要因としては法律と規制、貿易障壁、および市場における競争をあ
げた。その上で、食品産業が直面している課題として、食品産業に対する政府の
方針の不明確さ、農家における生産管理の欠如、食品産業の技術移転の欠如、市
場のニーズや法律・規則に関する情報の欠如、貿易における農家と製造業者の連
携のなさ、食品の品質や安全性に関する問題を指摘した（National Food 
Institute、2017）。  
 
第３項  食品産業振興に関するマスタープラン 2010～2014 
 
タイ国政府は 2010 年に「食品産業振興に関するマスタープラン（Master 
Plan for the Thai Food Industry）2010～2014」を策定し、食品産業の振興を
進めるとした。Office of Industrial Economics（2008b）によると、タイで食品
産業を振興する理由として以下の点を指摘している。  
 
(1) 食品産業の GDP が 28.3％を占め、平均年間成長率は 13％であり、付加価値
は製造業全体の 19％を占めていることから、今でも食品産業がタイ経済の
主要な部分を担っていること。  
 
1 National Food Institute ホームページ（http://nfi.or.th/home.php：最終アク
セス 2019 年 12 月 19 日） 
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(2) タイの食品産業の原材料のうち 80％以上がタイ国内から安く調達できるこ
とから競争力優位につながること。  
(3) 10 百万人の雇用を生み出していること。  
 
国家経済社会開発計画2に農業や食品産業が取り上げられているといっても、
タイ国政府としては工業の発展を優先してきた。しかしながら、工業部品の
80％は海外からの調達に頼っており、タイ国内で生産した完成品の部品の海外
調達率は高い状態であった。そのため、経済発展はバランスに欠け、持続可能な
ものではなかった。その中で、マスタープラン作成に当たって統計の整備を進め
る中で、食品産業は輸出できる可能性が高いことが判明した。しかしながら、輸
出するためには、海外の法律および規則に合致させる必要があり、国際認証の取
得が必要であり、科学的な分析が必要であり、原材料供給者と加工業者の連携が
必要である点が指摘された（Office of Industrial Economics、2008b）。 
そのため、第 9 次国家経済社会開発計画から、食品産業の発展に向けて、国
レベルのみならず地方レベル、企業レベルにまで施策を落とし込むこととした。
Office of Industrial Economics（2008b）によると、タイの食品産業振興のビジ
ョンとして、タイが世界の食品市場における主要な供給者になること、農業分野
におけるシェアを拡大すること、高品質な農業や食品加工の拠点となることを掲
げた。具体的に、①水産品、シリアル、青果物、肉製品の 4 分野で高付加価値
商品の輸出分野におけるリーダーとなる、②砂糖やタピオカの原材料を活用し
て、付加価値のある商品を輸出する、の 2 点を目標とした。この目標を達成す
るためには、原材料の生産（品質向上のための栽培する作物や家畜の種類の拡
大、農場や飼育場の増加、病原菌や環境への対策）から工場での加工、そして輸
出段階におけるすべての工程で開発と改良が必要であった。そのためには、国家
レベルで 4 分野の担当機関の設置が提案された。第一に基準作り、政策立案を
担当する機関、第二に分析、認証、情報提供を行う機関、第三に海外との交渉を
 
2 Government of Thailand が毎年発行している National Economic and Social 
Development Plan を参照 
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行う機関、第四に検疫を行う機関である。これらの機関は連携して食品産業の向
上に取り組むべきと指摘した（Office of Industrial Economics、2008b）。ま
た、競争力強化のためには、研究開発が必要であり、そのためには人材育成、技
術開発、経営管理が求められると指摘した。  
上記を受けて、表 6-2 の通り「食品産業振興に関するマスタープラン
（Master Plan for the Thai Food Industry）2010～2014」が策定された。 
 
＜表 6-2  食品産業振興に関するマスタープラン＞ 
(1) 競争力を強化するための能力向上  
① 政策と施策の立案  
・ 食品産業開発のためのプロジェクトや方向性を決定し、グローバル
市場へ対応するための課題解決となる政策の研究を行う。  
・ プロジェクトのフォローアップを可能とする官民の更なる連携を強
化する。  
② 産業およびコストマネージメント  
・ 専門家のアドバイスやコンサルティングによる事業経営やコストマ
ネージメントの促進と能力向上を図る。  
・ 産業およびコストマネージメントが可能な専門家やコンサルタント
を育成する。  
・ 生産工程の改善、生産量の増加、経営の確立、食品の安全性の確保
に向けた工場に対する低金利での資金調達を可能とする。  
③ 科学や技術の開発  
・ 食品産業全体の技術革新や開発に対する促進と支援を行う。  
・ 食品に付加価値をつけるための研究開発を行う。  
・ 企業経営者に対する研究開発の支援を行う。  
・ グローバル市場参入の可能性のある地域の食品産業の技術開発を支
援する。  
・ 商業化に向けた企業と研究機関との連携による開発を行う。  
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・ 技術移転を含めた他国企業との合弁を支援する。 
・ 競争力強化に向けての現在取り組んでいる研究や技術革新の活用支
援を行う。  
・ 食品産業の需要に合致する人材を育成する。  
④ マーケティング  
・ 知的財産権（ライセンス、著作権、商標権）の登録支援を行う。  
・ 商品の差別化やニッチ市場の開拓に向けたマーケティング支援を行
う。 
・ 市場価値を高めタイの食品のユニークさを紹介する「タイブラン
ド」を促進する。  
・ 地域内での貿易に関する連携や貿易パートナーとの戦略的連携を促
進する。  
・ 既存の輸出の拡大や新規の輸出の創出に向けた展示会やメディアへ
の対応を行う。  
・ マーケティングにおける官民セクターの協力促進を行う。  
・ 国際市場での結果を出すことが可能な商談交渉人を育成する。  
⑤ 食の安全  
・ リスクや食の安全を分析する専門家を育成する。  
・ 食の安全に関する法律、規則や基準の開発と実施を行う。  
・ 食の安全に関連する官庁間の調整を行う。  
・ 原料の品質管理や安全性の開発を行う。  
・ 輸出入における検査、認証、早期警告システムの開発を行う。  
・ 衛生や安全に関する能力向上を行う。  
➢ 早期警告システムを稼働させることのできる検査体制を整備
する。 
➢ 農場から食卓までのトレースが可能となるトレーサビリティ
を整備する。  
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・ 食品加工工場の衛生や安全に関する基準・ルールを開発する。
（適正製造規範（Good Manufacturing Practices：以下では
GMP と記述する）や HACCP（Hazard Analysis and Critical 
Control Point）の確立） 
(2) ネットワークや連携の構築  
① 食品産業に関する情報  
・ 食品産業に関するデータベースを構築する。  
・ 農業セクターから製造セクターに至るまでいち早い情報伝達のた
めのネットワークを構築する。  
・ 食の安全に関する情報センターの設置と情報提供を行う。  
② 産業団体や国際団体との協力やネットワーク  
・ 関連機関の事業重複を避け、作業効率をあげるための協力体制を
構築する。  
・ 農業や製造業の生産者や販売者のネットワークを構築する。  
・ 国際交渉での支援を得るための地域内の協力を促進する。  
（出典）Office of Industrial Economics (2008b)より筆者作成  
 
マスタープランの実施には官民セクターが同時に促進する必要がある。双方が
継続的に支援し促進することで、目標を達成することが可能となる。具体的にど
のように実施していくのか行動計画がなく、本マスタープランの評価も公表され
ていない。  
 
第４項  2011 年版中小企業白書における食品産業  
 
2011 年版中小企業白書（Office of Small and Medium Enterprises 
Promotion、2012）によると、2011 年に OSMEP はタイ経済にとって重要な産
業（影響が大きいセクター）における AEC の影響について調査を行った。影響
の大きいセクターとは AEC による利益を得ることのできる産業セクターである
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が、各産業セクターは様々な要素で異なっており、その重要性を考えるにあたっ
て指標を設ける必要があった。そのため調査は産業セクターの価値、経済指標、
企業数、従業員数を考慮して行った。分析の結果、①機械産業、②食品産業、③
ゴム製品産業、④包装、プラスチック商品産業、⑤テキスタイル・衣料産業、⑥
宝石・装飾産業を選定した。  
食品産業はタイ経済において、輸出入価値を見ると重要な位置を占めている。
タイは ASEAN 市場では第 2 位の貿易黒字となっており、世界市場においても
上位を占めている。輸出価値の顕示的比較優位である実質資本分析（Revealed 
Comparative Advantage：以下 RCA と記述する）では世界の第 2 位であり、中
小企業数では第 2 位、従業員比では第 6 位であることを考えると、AEC による
影響を受けやすいと言える（Office of Small and Medium Enterprises 
Promotion、2012）。  
 
＜表 6-3  食品産業の付加価値（2001 年～2010 年）＞  
項目 付加価値  
ASEAN への輸出（額）  92,638.47 百万バーツ  
ASEAN への輸出（GDP 比） 2.34％ 
ASEAN での貿易収支  64,438.90 百万バーツ  
ASEAN での貿易価値  120,838.04 百万バーツ  
実質資本分析（Real Capital 
Analytics、RCA）  
2.260 
中小企業数  95,506 社（99％） 
中小企業の従業員比  51％ 
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion（2012）より筆者
作成 
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また同白書では ASEAN 諸国と戦略的パートナーとする分野についても指摘
している。競争相手ではあるが、協働することで ASEAN 域外での地位を獲得
するための方策ともいえる。 
 
＜表 6-4  食品産業における海外の戦略的パートナー＞  
分野 戦略的パートナー  
農業・水産・畜産
製品 
 
フィリピン（園芸、ツナ） 
インドネシア（パームオイル、コーヒー、水産物）  
カンボジア（米、園芸、淡水魚）  
ラオス（穀物、園芸、淡水魚）  
ベトナム（コーヒー、米） 
ミャンマー（水産物）  
加工業 インドネシア（パームオイル、コーヒー、水産物）  
ベトナム（コーヒー、米） 
カンボジア（米、園芸、淡水魚）  
消費者 
レストラン  
ホテル 
ベトナム  
カンボジア  
インドネシア  
マレーシア  
フィリピン  
（出典）Office of Small and Medium Enterprises Promotion (2012)より筆者作
成 
 
  Office of Small and Medium Enterprises Promotion（2012）は、食品の安全
に関する基準およびルールを整備するのと同時に、企業にそれらを遵守させる体
制と仕組み造りが必要であると指摘した。企業発展の推進役である政府セクター
は「法の番人」としての役割も果たすべきである。また、企業家や、タイの食品
産業を強化するためにより一層の統合や協力を創出する表 6-4 に記載された戦略
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的パートナーの支援を行うファシリテーターとなるべきであり、その結果、外部
変化によって引き起こされる課題への対応が迅速に行われるようにすべきであ
る。これらの課題への対応が食品産業の発展という結果をもたらすと指摘した。  
 
第３節  工業省 DIP 中小企業ネットワークの構築  
 
  政府として中小企業振興を実施する目的として、Harvie and Lee（2003）に
よると、以下の 4 項目があると分析している。 
  
(1) マクロ経済的視点  
中小企業振興が雇用の創出（もしくは失業率の低下）につながる。その結
果、経済発展につながり、輸出促進にもつながる。 
(2) 社会的な視点  
中小企業を振興することにより所得の再配分につながり、貧困の撲滅には中
小企業振興が最も効果的な政策ではないが、貧困の緩和にもつながる。  
(3) 市場の失敗や非効率性の是正からの視点  
市場参入障壁の撤廃、市場や競争相手に関する情報不足の解消、活動場所の
整備につながる。  
(4) ダイナミックな効率性からの視点  
イノベーションの促進につながる。  
 
  中小企業は大企業と比較するとあらゆる点で不利だと言われ、資金・人材・情
報・技術などの面で支援が必要とした。その中で、Humphrey and Schmitz
（1996）は、ネットワークにより中小企業は競争力を強化できると指摘した。
その結果、各国政府は中小企業ネットワークを促進してきた。そのネットワーク
には 3 種類あり、①クラスターと呼ばれる企業間連携が見られる企業の集積、
②工業団地、③情報共有に意欲のある企業の集積、があげられる。  
 
162 
 
第２項  工業省 DIP 中小企業ネットワークの概要3 
 
  アジア通貨・経済危機に始まり、ヨーロッパ経済の累積債務危機、タイ経済の
減速、タイにおける最低賃金の 300 バーツ／日への引き上げといった複数のマ
クロ経済問題はタイの中小企業経営者に悪影響を及ぼした。工業省 DIP は様々
な研修を中小企業に提供していたが、その中から質の高い企業家を集め高い競争
力を持った組織を形成した。中小企業が抱える課題への対応の一つとして、工業
省 DIP が行う振興プログラムをリードし、官民セクター共通の目的を共有し、
中小企業の情報交換・教育の場となる工業省 DIP 中小企業ネットワークとして
2011 年 9 月に発足させたのである。対象は全セクターの中小企業であり、2018
年にはメンバー数が 500 社に拡大した。タイの中小企業がネットワークを構築
し、情報を共有することで事業の改善につなげ、メンバー企業間の連携を構築す
ることで事業機会を創出し、ネットワーク活動により中小企業コミュニティ内の
信頼関係を創出し、その結果、情報共有・相互のコーチング・相互の学び合いに
つなげるものとした。  
具体的な目標として掲げられたのは以下の５点である。  
(1) メンバー、政府、その他民間組織のコーディネーションセンターとなる。  
(2) メンバーに対して有益と思われる最新の中小企業に関するニュースを発信す
る情報センターとなる。  
(3) メンバーの国内外の事業を増加させる貿易促進センターとなる。  
(4) メンバーの新規事業の機会を促進する。  
(5) メンバーの能力を向上し、ネットワークを強化する。  
これらの目標に対して、ネットワーク全体の総会以外に、4 つのワーキンググ
ループに分かれて活動している。  
(1) ビジネスマッチンググループ  
 
3 2018 年 11 月 7 日ヒアリング実施  
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メンバーの事業を促進するため国内外の貿易を促進する。国内外のビジネ
スマッチングといったイベントの企画および周知や参加促進、事業機会を
増やす展示会の組織化を行っている。例えば日本の地方自治体と協力して
バンコク市内で、それぞれが調達したい商材を持参し、や商談相手とビジ
ネスマッチングを行った。  
(2) 事業開発グループ  
事業における課題を解決するための知識の向上を促進する。メンバー相互
による工場見学での助言、メンバーの利益となる研修のアレンジなどを行
う。公開セミナーも随時実施しており、会員以外への情報共有も図ってい
る。 
(3) 関係性発展グループ  
メンバー間の関係を深める活動を組織化する。ゴルフ、夕食会、観光、功
徳、家族帯同での旅行などを通じて、ビジネス以前に友人となるための活
動を行う。  
(4) ICT グループ  
メンバーへ／から／間の関係する情報を効率的に提供するための最新技術
を促進する。ネットワーク内外での組織アイデンティティのコミュニケー
ション、効率性と有効性を促進するため他のワーキンググループに支援を
提供するなどの活動を行う。  
以上のワーキンググループでの活動を通じて、工業省 DIP 中小企業ネットワ
ークは、国内経済において重要な推進力となり、グローバル市場において競争力
があり持続可能な存在となるためにタイ中小企業の発展を目指した。 
中でも工業省 DIP 中小企業ネットワークのコアとなる活動はメンバー間の商
売が促進されるビジネスリンクを構築することである。これはネットワークが成
功したかどうかの指標ともされている。メンバー企業はネットワーク活動に責任
を持ち、共通のゴールを目指し、明確な行動計画を持たなければならない。ま
た、メンバー個人として、有効的にコミュニケーションを取り、情報をオープン
にし、経験・知識・スキルを自由に共有しなければならない。グループ活動に参
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加し、お互いから学び、お互いに協力するメンバーであることで、このネットワ
ークは成り立っている。そのため、工業省 DIP 中小企業ネットワークは「友人
が友人を助ける」ネットワークであり、「加盟することで得られる利益を求める
な、どうやってグループを助けることができるのかを尋ねよ」という組織として
の哲学を掲げている。一般的に中小企業ネットワークは活動するために政府の支
援を得ていることが多いため、支援が打ち切られた段階で存続不可能となる。し
かし、あくまでもこの哲学への信念を確認していくことで、政府の支援の有無に
かかわらず、強力なネットワークが促進されると説明している。  
その哲学について、中小企業が新規に加盟を申請してきた際に、既存のメンバ
ーも再確認している。既存メンバー2 社以上の推薦があり、加盟を申請した企業
家に対してバンコク郊外で実施される 2 泊 3 日のネットワーク研修が実施さ
れ、政府からの支援が限定的な中で、自立した民間の組織であることの根本的な
方針を徹底的に理解させ了解させるのである。そこでは既存メンバーも参加し、
申請企業が自分たちのネットワークメンバーとしてふさわしいかどうかを審査す
ると同時に、自分たちもネットワークの方針に立ち返っているのである。  
ネットワークのメンバー企業は常にメンバー企業と協力して共に発展すること
を考えて行動するよう促している。他メンバーに対する情報交換や支援を行い、
研修やセミナーも活発に行っている。  
2015 年には、今までのビジョンである「強力な全国ネットワークになる」か
ら「国際貿易を目指した強力な全国ネットワークになる」に変更された。この変
更により、年 400 百万バーツのネットワーク内の商売を生み出すだけにとどま
らず、AEC やそれ以上の国際貿易での事業の可能性をメンバーで支援すること
を自覚するようになった。タイの中小企業家が、以前は伝統的に支援者であった
政府を支援パートナーとしてネットワークに加え、お互いを支援することで、世
界市場において協力し合い、準備を整えて世界市場に参入し、競争力優位に立つ
ことができる。  
活動自体もオープンにしており、Facebook やホームページを開設し、また
様々な工業省主催や関連するトレードフェアなどのイベントではカタログを配布
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し、工業省 DIP 中小企業ネットワークの活動を紹介している。また、このよう
な紹介を通じて、随時会員募集を行い、ネットワークの拡充を図っている。  
  メンバーも拡大し、メンバー間の取引も拡大している工業省 DIP 中小企業ネ
ットワークではあるが、課題も浮き上がってきた。特に問題となってきたのが、
ネットワークの役員の分担である。工業省内に事務局はあるが、メンバーへの連
絡やパンフレットの作成など事務作業のみに携わっている。工業省 DIP 中小企
業ネットワークの方針や活動内容の決定、活動の運営についてはメンバー企業が
ボランティアで行っている。役員はそれぞれの企業経営の合間に時間を融通して
ネットワーク活動に従事しているのである。活動の幅が広がっている中、全員が
集まってネットワークの活動を計画する時間がないと指摘されている。ITC を
活用して日々の連絡は取り合っているが、重要な決定や最終的な活動内容の確認
にはやはり全員の同意と確認が必要である。決定が遅れ、計画が遅れたりキャン
セルされたりすることも出てきている。活動が計画通りに実施されないとメンバ
ーの参加意欲がなくなり、ネットワーク機能が働かなくなる可能性がある。ま
た、すべての活動がボランティアで行われており、役員の負担も増加していると
同時に、活動維持も課題である。  
  政府がネットワーク活動を主導しておらず、中小企業自身が活動を担っている
ことは、中小企業の立場に立つネットワーク活動となり、活動が活発化されるた
め、ニーズに合致していると考えられる。しかしながら、特定の中小企業に負担
が偏ってしまうことで、企業経営に影響が出るようになるとネットワーク活動の
意味がない。メンバー企業が発展しているからこそのネットワーク活動であるべ
きだと考えられる。  
そのため、ネットワーク役員およびワーキンググループ責任者の常任化が必要
と指摘されている。また、メンバーにとって、またメンバー拡充のためにも、よ
り関心の高い活動を計画する必要がある。役員はメンバーにとって調整や情報提
供の中心的存在でなければならない。そのためには、タイの中小企業の現状や社
会経済環境などといった情報が必要であり、現業との更なる調整が必要となる。
政府はあくまでも支援パートナーではあるが、政府が持つ情報収集能力を活用
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し、より良いパートナーとなるべきである。中小企業支援に関連する機関を巻き
込みながら効率的かつ効果的な活動が期待される。 
 
第４節  小括  
 
本章ではタイ国政府が実施している中小企業振興政策の具体例として食品産業
への輸出支援を考察した。タイ経済にとって食品産業は重要な位置を占めてお
り、輸出に貢献することが可能であるとし、Kitchen of the World プロジェクト
や食品産業振興に関するマスタープランを制定して産業の振興を行っている。評
価の分析が公表されていないが、食品産業を重要視しているというタイ国政府の
スタンスを表している。 
また工業省が質の高い中小企業をネットワーク化することで、AEC といった
外部環境への対応を促している点を考察した。中小企業の発展には技術的な支援
と、支援策の活用に関する情報共有が必要である。中小企業の自主的な活動とし
ながらも、政府としての情報提供も行っている点を考察した。  
中小企業振興政策は各国が自国の経済発展や産業構造をふまえて独自に策定す
るものである。本論文の第 3 章から第 6 章まではタイ国政府が実施してきた中
小企業振興政策を考察してきた。タイは ASEAN のメンバーであり、ASEAN は
経済統合を進めようとしている。現在のところ、政策を統一化しようとする動き
はないが ASEAN としての方向性はそろえるべきであり、タイ国政府としても
ASEAN の方向性を無視するわけにはいかない。次章では ASEAN が策定した
ASEAN Policy Blueprint for SME Development について取り上げ、ASEAN と
して中小企業振興をどのように進めようとしているのかを考察する。  
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第７章  ASEAN の中小企業振興 
 
第１節  はじめに  
 
2015 年 12 月末に発足した AEC の 3 つ目の柱には「公正な経済開発」が掲げ
られており、経済格差の是正には中小企業の発展が不可欠とされている。  
西村（2018）によると、域内における企業の大部分が中小・零細企業であ
り、ASEAN 経済の競争力および力強さは、域内の中小企業の競争力と力強さに
左右される部分が大きいと分析している。  
経済統合により、モノ・サービス・投資・資本・熟練労働力が自由に移動でき
るようになることは、ASEAN 域内への投資増加、また、経済活動の活性化につ
ながる。これらの動きは中小企業にとって有利な機会であると同時に脅威でもあ
る。競争力の確保のためには、自助努力としての体質強化以外に、公的支援によ
る強化も求められている。ASEAN 各国はそれぞれ中小企業支援策を打ち出して
いるが、2001 年の第 8 回 ASEAN 中小企業省ワーキンググループミーティング
（ASEAN Small and Medium Enterprise Agencies Working Group Meeting：
以下では SMEWG ミーティング1と記述する）で「ASEAN 中小企業開発のため
の 10 年（ASEAN SME Development Decade：以下では ASDD と記述する）
2002～2012」というコンセプトペーパーが提案されたときから、ASEAN とし
て中小企業に関する協議を開始した。その後、協議が重ねられ、2003 年に
「APB 2004～2014」、2009 年に「ASAP 2010～2015」、2015 年に「ASAP 
2016～2025」を発表し、ASEAN として中小企業を支援していく姿勢を打ち出
した。 
本章では、ASEAN として打ち出された中小企業支援策、中でも AEC と平行
して打ち出された ASAP について考察する。  
 
1 ASEAN で中小企業の開発と振興を担当する部署。ASEAN 各国の中小企業関
連省庁の代表がメンバー。中小企業関連省庁と民間セクターが合同で中小企業ア
ドバイザリーボードを構成している。1995 年よりその活動を開始し、2000 年に
は ASEAN の常設のワーキンググループとなった。  
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第２節  ASEAN における中小企業の概況と課題の認識  
 
Asasen, C. and Asasen, K. and Chuangcham （2003）によると、ASEAN 先
発加盟国は 1970 年から 1980 年にかけて、一次産品、農産物加工品、単純な加
工品、観光業の分野で経済成長を遂げていた。しかし、他国・地域との競争激
化、特に NAFTA 加盟国のメキシコや中国の追い上げが脅威となり、1990 年代
初めから ASEAN 各国の競争力が低下していった。そのため、ASEAN 各国では
産業の高付加価値化や多様化、技術の高度化、ナレッジ産業化に向けての政策転
換が試みられた。  
1990 年代半ばには、外貨での短期的借入資本利用により、消費市場の拡大に
伴う電化製品とその関連産業、オフィスビル、住宅やリゾート地の開発といった
不動産業への投資がなされた。多額の資本が外資によって調達されたため、欧米
のヘッジファンドなど機関投資家による投機の対象としての通貨の空売りがきっ
かけで、アジア各国からの急激な資本流出と通貨暴落によるアジア通貨・経済危
機が 1997 年にタイを発端として発生し、東アジアや東南アジアに深刻な経済危
機を引き起こした（Asasen, C. and Asasen, K. and Chuangcham、2003）。 
中小企業振興は日本を含む多くの国において重要課題として位置付けられるこ
とが多い（国際協力事業団 国際協力総合研修所、2002、p.113）。それは、中小
企業が一国の社会経済の中で次のような多面的な機能・役割を果たしているから
である（国際協力事業団  国際協力総合研修所、2002、p.113）。  
 
(1) 一国の経済活動における比重の大きさ  
(2) 中小企業の持つ労働市場を通じての社会における安定機能  
(3) 中小企業は市場経済のダイナミズムの源泉  
(4) アウトソーシング先としての中小企業の役割  
(5) 地域経済における産業の要としての役割  
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Asasen, C. and Asasen, K. and Chuangcham （2003）によると、アジア通
貨・経済危機は ASEAN 加盟国を原点に立ち返らせ、政策立案者に、高度経済
成長期には重要視されてこなかった健全な経済発展における中小企業発展の重要
性を再認識させた。その結果、2001 年 5 月第 8 回 SMEWG ミーティング（ヤン
ゴン）で「ASDD 2002～2012」というコンセプトペーパーが提案された。
ASEAN 加盟国の中小企業セクター発展と統合の成長性と持続性への努力をより
一層進めてもらうために作成されたもので、2002 年 SMEWG ミーティングにて
採用された「ASDD のための地域アクションプラン（Regional Action Plan for 
the ASDD）2002～2012」の基礎デザインとなり、広範囲にわたる ASEAN 域
内での活動について記載されている（ASEAN Secretariat、2003）。  
ASDD 2002～2012 を通して ASEAN 域内および域外における中小企業セクタ
ーの発展と集積化への協力関係へと進むこととなり、ASEAN は中小企業への支
援政策を打ち出し、予算化し、また海外の支援を求めた。  
大辻（2016b）によると、その要望に応えた日本は 1998 年 10 月アジア財務
大臣・中央銀行総裁会議において「新宮澤構造」を打ち出し、アジア諸国の経済
回復と国際金融資本市場の安定化のための中長期の資金支援として 150 億米ド
ル、これらの諸国が経済改革を推進していく過程で短期資金需要が生じた場合の
備えとして 150 億米ドル、合わせて 300 億米ドル規模の資金支援スキームを 2
国間協力ベースにて用意した。なお、1999 年 5 月には、より市場との関係を重
視した支援に注力した第二弾が公表され、アジア諸国が発行する公債に対する国
際協力銀行の保証など民間資金活用のための支援策が発表されると共に、域内の
債券市場の整備・育成を関係各国間の検討課題とすることが提案された2。2 国
間支援は比較的実行が可能であり、対象国の外貨繰りを支援する以外に、構造改
革や輸出産業支援等に貢献したものもあり、中小企業支援にもつながっている。  
 
 
2 財務省ホームページ
（https://www.mof.go.jp/international_policy/financial_cooperation_in_asia/a
sian_currency_crisis/new_miyazawa_initiative/index.html：最終アクセス
2019 年 12 月 19 日） 
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第３節  ASDD 2002～2012 の概要 
 
Asasen C. and Asasen K. and Chuangcham（2003）によると ASDD 2002～
2012 を策定するにあたり、ASEAN の中小企業が置かれている立場を分析し、
以下の表にまとめた。  
 
＜表 7-1  非農業セクターにおける中小企業数＞ 
                （単位：千社）  
国名 1990 年 1996 年 2000 年 
ブルネイ  3.8 4.1 5.0 
カンボジア  （統計なし）  25.3 25.4 
インドネシア  12045.6 16416.0 16000.0 
ラオス （統計なし）  （統計なし）  （統計なし）  
マレーシア  （統計なし）  18.9 19.0 
ミャンマー  （統計なし）  34.4 （統計なし）  
フィリピン  77.8 99.8 81.8 
シンガポール  31.5 47.0 54.0 
タイ （統計なし）  311.5 350.0 
ベトナム  1.0 30.0 200.0 
（出典）Asasen C. and Asasen K. and Chuangcham（2003）より筆者作成  
 
＜表 7-2  非農業セクターにおける中小企業の規模＞ 
（2000 年） 
国名 全事業所における中小企業
比率 
全従業員における中小企業
比率 
ブルネイ  98% 92% 
カンボジア  99% 45% 
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インドネシア  98% 88% 
ラオス （統計なし）  （統計なし）  
マレーシア  84% 39% 
ミャンマー  96% 78% 
フィリピン  99% 66% 
シンガポール  91% 52% 
タイ 96% 76% 
ベトナム  96% 85% 
（出典）Asasen C. and Asasen K. and Chuangcham（2003）より筆者作成  
 
Asasen C. and Asasen K. and Chuangcham（2003）は、表 7-1 および表 7-2
の状況から、中小企業が対応すべき課題として以下の点を指摘した。  
 
・ フォーマルおよびインフォーマルセクターにおいて中小企業は最大の雇用主
である。しかし、近代化、ダイナミズムや他企業との連携とは無縁の状態に
ある。また、生産高や輸出高における中小企業の占める割合は非常に低い。  
・ 中小企業は、域内および域外、特に中国との競争にさらされ、進歩の速い技
術、製品、生産、マーケティングなどの全工程において後れをとっている。
常に変化し続ける顧客の嗜好や市場の要求に対応していかなければならない
が、対応できていない。  
・ 企業家への教育、製品や生産のイノベーションが欠如している。  
・ 効果的かつ効率的な組織運営や経営を行うための基礎的なスキルのためのキ
ャパシティビルディングがなされていない。製品の品質向上、コストの最小
化、運送時間の短縮化に関する教育は特に重要である。また情報技術の習得
により、電子商取引への参入、企業間リンケージやネットワークへの参加が
可能となるが、できていない。そのため、中小企業に対して組織や経営に関
するキャパシティビルディングおよびツールの提供が必要である。これらを
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通して、競争力の向上、比較優位性、企業間リンケージの維持が可能とな
る。 
・ 金融機関の資金自体が不足している。中小企業を支援する金融政策がそもそ
も中小企業に認識されていない。資本市場は中小企業の債務（社債）や自己
資本（株）に対して機能していない。  
・ 金融機関には中小企業の評価ができる専門家がおらず、中小企業を貸付先と
見なすことができていない。金融機関の信用調査や情報システムのキャパシ
ティビルディングが必要である。また中小企業は金融機関に提出する経営計
画がなく、そのため、金融機関は適切な担保を取ることができない。財務指
標やその他の情報の開示は中小企業にとって課題である。  
・ 規模を追求した一点豪華主義の政策、複雑な規則や不透明な決定、手順に基
づかず情報も開示されないままでの法改正、不適切な相乗効果、政策の透明
性や協調性の欠如、政策の評価のなさといった政策課題がある。  
・ 短中期計画として、特に後発加盟国に対する人材育成が必要である。  
・ 中小企業に関するデータや情報の不足が課題である。政策のデザインやター
ゲティング、効果的な政策の運用について判断ができない。まずは優先すべ
き産業やセクターにおける中小企業を定期的にモニターし、分析する調査が
必要である。この調査により、中小企業の弱点を明らかにすることができる
ため、キャパシティビルディングにつなげることができる。  
 
また、Asasen C. and Asasen K. and Chuangcham（2003）は指摘した対応
すべき課題から、中小企業を支援するために ASEAN としての取り組むべき政
策を 7 点挙げた。  
 
(1) 市場、金融、情報技術、技術共有、人材育成へのアクセスの促進。  
(2) 国内外の競争力強化のために企業間リンケージやネットワークの形成・進
化。 
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(3) サポーティングインダストリー、サービス供給者、サプライヤーとしての中
小企業の構築。  
(4) ASEAN 統合による急激な技術革新やグローバル競争から来る課題と機会の
活用。 
(5) 「地域」の重要性を認識し、国家政策に基づくターゲット産業と支援の優先
順位の明確化。  
(6) 先発加盟国および後発加盟国の発展段階の違いへの配慮。  
(7) 具体的かつ実現可能な、達成するための期間の設定。（3 年以下の短期、3～
5 年の中期、5～10 年の長期） 
 
ASDD 2002～2012 を受けて、SMEWG は中小企業支援のベースとなる APB 
2004～2014 をはじめとする政策ブループリントや戦略的アクションプランを策
定していく。その結果、Lam（1999）が「中小企業の 10 年」と呼んだほど、
ASEAN は中小企業を発展させ、表 7-3 に見られる通り、再び経済成長を遂げる
こととなった。そのため、ASDD 2002～2012 は ASEAN 経済、また、中小企業
にとってもターニングポイントとなった重要なコンセプトペーパーである。  
 
＜表 7-3  ASEAN 各国における GDP 成長率および中小企業成長率＞  
（単位：％）  
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国名 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年
インドネシア GDP成長率 ー 0.011 0.06 0.057 0.043 0.053 ー
中小企業成長率 ー 0.041 0.022 0.025 0.026 0.02 ー
ラオス GDP成長率 7.10 8.40 7.50 7.20 6.40 ー ー
中小企業成長率 13.00 13.00 13.00 13.00 13.00 ー ー
マレーシア GDP成長率 5.30 5.80 6.50 4.80 -1.60 7.20 ー
中小企業成長率 6.90 7.40 10.00 6.40 0.40 8.40 ー
フィリピン GDP成長率 ー ー 7.30 3.80 1.10 7.30 3.70
中小企業成長率 ー ー ー ー ー ー ー
シンガポール GDP成長率 7.40 8.80 8.90 1.70 -1.00 14.80 ー
中小企業成長率 11.30 7.80 11.20 -8.90 14.40 6.00 ー
タイ GDP成長率 ー 5.10 4.90 2.50 -2.20 7.80 1.90
中小企業成長率 ー 5.30 4.80 2.00 -2.40 7.90 1.80
ベトナム GDP成長率 8.44 8.23 8.46 6.18 5.32 ー ー
中小企業成長率 23.93 16.70 19.52 7.75 24.23 ー ー  
（出典）ASEAN ホームページ（http://asean.org/asean-economic-
community/sectoral-bodies-under-the-purview-of-aem/small-and-medium-
enterprises/data-and-statistics/：最終アクセス日 2019 年 12 月 19 日）より筆
者作成 
     
第４節  APB 2004～2014 の概要 
 
ASEAN Secretariat（2003、p.1）によると、以下の通り ASEAN 内で会議が
開催され、APB 2004～2014 が策定された。まず、2001 年 5 月に提案された
ASDD 2002～2012 を受けて、政策ブループリントに関する議論が 9 月第 9 回
SMEWG ミーティング（ジャカルタ）、2002 年 3 月第 10 回 SMEWG ミーティ
ング（マニラ）、2002 年 7～8 月第 11 回 SMEWG ミーティング（バンコク）に
て進められた。その結果、2003 年 3 月第 12 回 SMEWG ミーティング（ブルネ
イ）にて詳細版が策定され、3/34 上級経済官僚会議（ASEAN Senior Economic 
Officials’ Meeting：以下では SEOM と記述する）に提出された。SEOM は中小
企業発展に焦点を当てた、より意味のある協力プログラムを実行すべきだとの意
見を付け、第 35 回 AEM に提出した。これらの議論を踏まえて、2003 年 9～10
月第 13 回 SMEWG ミーティング（シンガポール）で最終版として、APB 2004
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～2014 を提出した。その後 2004 年の SEOM 1/35、2004 年 9 月には第 36 回
AEM にて承認された。  
ASEAN Secretariat（2003）によると、この APB 2004～2014 では、力強
く、ダイナミックで、効果的な中小企業セクターは持続可能な経済発展をもたら
すと分析されている。そのため、競争力があり、革新的な中小企業の促進は
ASEAN 地域の更なる経済発展には不可欠であるが、中小企業セクターは金融、
技術、市場へのアクセスが制限されていること、また起業家精神や経営スキルに
欠けていること、基準や認証、事業環境などの情報への欠如からの課題も多いこ
と、そのためには中小企業発展のための環境作りを行政・民間企業共に進めなけ
ればならないこと、特に行政はあくまでも中小企業が成長のエンジンであり、そ
のファシリテーターとしての役割を果たさなければならないことが指摘されてい
る。 
ASEAN 域内の中小企業発展のために策定された APB 2004～2014 には、中
小企業発展の速度を上げて、加盟国間の多様性を最適化することが目標として挙
げられている。そのために、情報、市場、人材開発やスキル、金融、技術へのア
クセスを促進することで競争力をつけること、マクロ経済や金融の危機、貿易自
由化や環境を跳ね返す力をつけること、ASEAN の経済成長および発展のために
中小企業が貢献できることが掲げられた。  
その目標を達成するために実施するプログラムは以下の 14 項目である。  
 
＜表 7-4  プログラム＞  
プログラム名  内容 
(1) 人材育成と能力向上  
 
① 起業家精神の促進  
② 経営や組織のおけるスキルの向上  
③ 地域内ネットワークやリンケージのための中
小企業の能力向上  
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④ 中小企業の能力、ダイナミズム、競争力の追
跡とベンチマーキング  
(2) マーケティング能力
の向上 
⑤ 地域内のネットワークの構築 
⑥ ICT や電子商取引における能力向上  
⑦ サポーティングインダストリーとしての準備  
(3) 金融へのアクセス  
 
⑧ 金融アクセスのための能力向上  
⑨ 金融機関の能力向上  
⑩ 信用へのアクセス  
(4) 技術へのアクセス  ⑪ 技術の向上と革新的技術の移転  
(5) 政策環境の創出  
 
⑫ 中小企業の登記手続きや中小企業支援サービ
スの簡素化  
⑬ 中小企業発展のための政策や規則の調整  
⑭ 官民のシナジー効果や中小企業発展と統合の
促進 
（出典）ASEAN Secretariat（2003）より筆者作成  
 
第５節  ASAP 2010～2015 の概要  
 
ASEAN 共同体創設の動きを受けて、2009 年 5 月に AEM はカンボジアで会
議を開催し、APB 2004～2014 が 6 年目となっているため、改めて現状の把握
と実行の推進状態を確認することで合意した。  
その結果、ASEAN Secretariat（2009b）によると、ASEAN 共同体、特に
AEC の設立に伴い、ASEAN 地域内の広範囲にわたる統合の経済成長に貢献す
るためには、競争力があり、革新的な中小企業の促進が必要であることが確認さ
れた。そのため、中小企業のグローバル化の促進、金融へのアクセスの改善、人
材育成の強化、地域の中小企業発展、中小企業サービスセンターの設立、中小企
業地域開発ファンドの創設を目的として ASAP2010～2015 が策定された。  
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まず目標として、2015 年には ASEAN の中小企業は世界クラスの企業とな
り、地域およびグローバルサプライチェーンに組み入れられるに値する能力を持
ち、ASEAN 経済の利益を活かすことができ、中小企業の発展、輸出、イノベー
ションに資する政策環境の中で活動できることを掲げた。その中で、ASEAN は
ステークホルダーのニーズに基づいて中小企業を促進するとした。ASAP2010～
2015 は、金融や技術へのアクセスの改善、輸出能力の向上、ICT の活用、地域
のプログラムにおける革新的な能力の獲得と強化を目指した人材育成を通じて、
中小企業開発を促進するものであった。また、情報へのアクセス、データベース
開発、成功事例の紹介のシステム支援も行うこととした。  
そのために、ASEAN は下記の 6 点を達成する必要があると指摘した
（ASEAN Secretariat、2009b）。 
 
(1) 中小企業の国際化とマーケティング能力の向上  
(2) 金融へのアクセスの改善  
(3) 人材育成と能力向上の強化  
(4) 起業家支援と地方の中小企業支援  
(5) 中小企業サービスセンターおよび ASEAN 中小企業サービスデスクの設置  
(6) ASEAN 中小企業地域開発基金の設置  
  
その上で、表 7-5 の通り、戦略的スケジュールとして、それぞれの計画の期限と
担当国を決定した。  
 
＜表 7-5  戦略的スケジュール＞  
NO 計画 主な活動  期限 担当国 
金融へのアクセス  
1 ASEAN 各国における中
小企業金融機関の設立  
マレーシア/ブルネ
イによる調査  
2009 年 ASEAN
各国 
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    中小企業金融機関
の成功事例の紹介  
2010 年 ブルネイ  
2 ASEAN における銀行貸
付やローン保証促進のた
めの信用制度の調査  
インドネシアによ
る調査 
2010 年 インドネ
シア 
3 地域中小企業開発基金の
設立 
・技術開発型企業家に対
する金融支援システム
（補助金、利権、インセ
ンティブ、無金利や低金
利ローン、ベンチャーキ
ャピタル、海外直接投資
などを除く）。知識を無
形の価値と見なし、新し
く革新的なアイディアの
ベンチャー企業に援助す
る新しく開発された概念
やスキームを含む  
・中小企業に関連した地
域のインフラ。例えば
(a)ASEAN 中小企業ウェ
ブサイト（情報や教
育）、(b)すべての中小企
業関連省庁をつなぐ実質
的な ASEAN 省庁、(c)
中小企業サービス提供
概念的フレームワ
ーク開発  
・ASEAN 各国の
ステークホルダー
からのコメント収
集 
・概念的フレーム
ワークの作成  
・2009 年
第 4 四半期  
・2010 年
第 1 四半期  
タイ 
フレームワークの
確定 
・アジア開発銀
行、世界銀行、EU
の専門家グループ
とのミーティング  
・概念的フレーム
ワークの完成  
2010 年第
2 四半期  
タイ 
地域の中小企業開
発基金の創設  
・上級機関へのフ
レームワークの提
出 
・基金の創設  
・2010 年
第 3 四半期  
・2015 年
第 2 四半期  
ASEAN
事務局
/ASEAN
各国 
179 
 
者、(d)ASEAN 信用局  
・金融。例えば(a)改善
された金融商品、(b)地
域の資本市場、(c)中小
企業間の投資、(d)金融
へのアクセス改善、(e)
成長する株式市場への上
場、(f)国および地域の
信用保証制度  
・ネットワーク。例えば
(a)高度および単純な技
術を持つ中小企業、(b)
著名なブランドを持つ中
小企業、(c)サービスを
提供する金融機関、(d)
経営の専門家  
ファシリテーション  
1 マルチメディア自律型キ
ットの開発  
概念的デザイン  
プロトタイプのデ
ザインと開発  
テストラン  
トレーナー研修  
ASEAN 各国への
ワークショップ  
2010 年 マレーシ
ア
/ASEAN
各国 
    マルチメディアシ
ステムの調整  
マルチメディアキ
2011 年 ― 
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ット促進のための
実地研究とワーク
ショップ  
中小企業によるキ
ットの実施  
    実施のモニタリン
グ 
報告と評価  
2012 年  ― 
2 ASEAN 内外における具
体的な模範例や再製可能
な成功例を通じて、中小
企業間における技術移転
やライセンシングの改善  
― ― ― 
3 国における中小企業ポー
タルサイトの連携  
ASEAN 各国にお
ける国の中小企業
ポータルサイトの
連携 
2010 年 ASEAN
各国 
  国のサービスデスク運営
の改善 
中小企業サービス
センターの効果的
かつ持続可能な運
営のための模範例
に関する情報交換  
2010 年 ASEAN
各国 
4 ASEAN 各国の地域や小
地区と結ぶ包括的な中小
企業サービスセンターの
設立 
ASEAN 中小企業
サービスセンター
設立に向けたフィ
ージビリティスタ
ディ 
2010 年 タイ 
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    中小企業サービス
センターの設立  
2012 年 ASEAN
各国 
5 中小企業向け地域内また
国際的貿易・投資機会に
関する情報の提供。
ASEAN 内外（オースト
リア、ニュージーラン
ド、中国、日本、韓国、
その他新興国）における
貿易・投資の自由化に関
する FTA 関連情報
（AFTA-
CEPT/ATIGA、優先的
に統合するセクター、
ASEAN 包括的投資協定
（ASEAN 
Comprehensive 
Investment 
Agreement：以下では
ACIA と記述する）な
ど） 
ASEAN 各国によ
る自国の中小企業
関連省庁ポータル
サイトへの
ASEAN 関連情報
のアップロード  
2010 年 ASEAN
各国 
技術開発  
1 ASEAN 各国の中小企業
が利用可能な技術に関す
る情報共有  
ASEAN 各国によ
る自国の中小企業
ポータルサイトへ
の利用可能な技術
2010 年 ASEAN
各国 
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に関する情報のア
ップロード  
2 中小企業イノベーション
における政策目標（Key 
Performance 
Indicator：以下では
KPI と記述する）の開
発 
ASEAN 各国にお
ける中小企業イノ
ベーション促進の
ために利用する
KPI に関する情報
共有 
2010 年 ASEAN
各国 
3 技術型企業家の創設期か
らの浮上と商業化段階に
至るための育成と支援を
行うインキュベーター開
発（継続的な向上と改善
に向けた低価格の研修プ
ログラム）  
ASEAN 各国にお
ける経営者を対象
とした技術研修の
実施 
ASEAN 各国での
インキュベーター
設置 
2010 年 ASEAN
各国 
促進 
1 トップ 1000ASEAN 中
小企業の選定  
・ ASEAN 各国からの
トップ 100 社  
    ＊サービスや製造  
業のカテゴリー  
    ＊零細 /中小規模  
カテゴリー  
ASEAN 事務局に
よる ABAC/他の
ASEAN 情報源に
よる ASEAN トッ
プ企業の選定のた
めの基準作り  
2010 年 
第 2 四半期  
ASEAN
事務局 
    中小企業ワーキン
ググループによる
ABC/その他の基準
2010 年 
第 3 四半期  
中小企業
ワーキン
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によるトップ 1000
社の選定のための
基準作り  
ググルー
プ 
    ASEAN 各国によ
る自国の商工会議
所や産業界などを
通じて調査の実施  
毎年 ASEAN
各国 
    トップ ASEAN 中
小企業への調査の
実施 
毎年 ASEAN
各国 
    ASEAN 事務局ウ
ェブサイトおよび
ASEAN 各国のメ
ディアを通じての
結果公表  
毎年 ASEAN
各国 
2 ASEAN イノベーション
賞の創設  
中小企業イノベー
ション賞  
・ ASEAN 各国に
よる基準作り  
・ ASEAN 各国に
よる各国トップ 5
社の調査実施  
・ 2010 年
第 2 四半期  
・ 毎年  
第 4 四半期  
・ 
ASEAN
各国 
・ 
ASEAN
各国 
3 ASEAN 中小企業の国際
市場への紹介  
バーチャル中小企
業展示会サイトの
開設 
・ 選考された中小
企業のプロファイ
2013 年 インドネ
シアおよ
び中小企
業ワーキ
184 
 
ル制作 
・ 中小企業の製品
紹介を主導する方
策 
ンググル
ープ 
4 ASEAN 各国における中
小企業トレードフェアや
展示会に関する情報の拡
散、中小企業への参加促
進 
ASEAN 各国にお
ける中小企業トレ
ードフェアや展示
会に関する情報共
有 
2010 年 ASEAN
各国 
    ASEAN+3 のトレ
ードフェアや展示
会への参加促進  
毎年 ASEAN
各国 
人材育成  
1 ASEAN における起業家
に対する共通カリキュラ
ムの構築  
起業家開発におけ
る共通カリキュラ
ム開発 
2009 年 インドネ
シアおよ
びシンガ
ポール 
    ASEAN 各国にお
ける起業家開発に
おける共通カリキ
ュラムのパイロッ
トプログラムの実
施 
2010 年 ASEAN
各国 
    起業家の共通カリ
キュラムのモニタ
ーとレビュー  
毎年 中小企業
ワーキン
ググルー
プ 
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2 スタッフ異動のためのイ
ンターンシップやスキル
研修のための訪問の促進
に関する地域プログラム
の構築 
― 2013 年 ― 
（出典）ASEAN Secretariat（2009b）より筆者作成  
 
ASAP 2010～2015 は、中期スケジュールにもとづいて進められ、必要に応じ
て 1 年単位のプログラムが形成されるとした。また、データ分析による重要な
変化が報告された場合や投資政策の変更の場合は見直され、AEC スコアカード
やその他の機能によってモニタリングされることとなった。  
 
第６項  ASAP 2016～2025 の概要  
 
ASEAN Secretariat（2015b）によると、2015 年 4 月にマレーシア・クアラ
ルンプールおよびランカウイで開催された首脳会議では、零細・中小企業の競争
力および回復力を高めるためには零細・中小企業の振興が重要であることが確認
された。しかし、ASEAN 各国の零細・中小企業の定義が統一されておらず、ま
た、直面している課題が異なっていることから、ASEAN として統一の政策を打
ち出すことは困難であった。しかし、ASEAN としては、「公正な経済開発」を
打ち出していることから、零細・中小企業の競争力強化と社会的包摂が同時に達
成される必要があり、そのために 2 つの方針を打ち出した。  
(1) 競争力強化  
零細・中小企業、特に ASEAN 先発国における零細・中小企業の競争力強化
を図り、多様化や革新性をもたらす。  
(2) 社会的包摂  
零細・中小企業、特に ASEAN 後発国における零細・中小企業の伝統的な産
業から工業化へ移行することで、収入の増加を図る。  
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これら 2 つの方針に基づいて ASAP2016～2025 が打ち出されたが、それは現
在の課題への対処のみならず、次の 10 年で直面すると考えられる課題への対処
となることを考慮して策定されたものである。  
また、ASEAN の基本的な考え方として、ASAP2016～2025 では、以下の項
目を定めた。  
・ 共通のビジョンと戦略目標を策定する。  
・ 各戦略目標の結果を明確に定める。  
・ 結果を測定し、戦略目標の達成度を評価するために、KPI を定める。 
・ 行動計画を地域視点とし、目標達成のためにプロジェクトは具体的なものと
する。 
・ プロジェクトの優先順位を明確にするため、時期を明確にした実行計画を策
定する。  
・ ASEAN 諸国が評価でき、ワーキンググループミーティングで共有できるよ
うに、ハイレベルのモニタリング機能を策定する。  
ASEAN の基本的な考え方を踏まえて、ビジョンとして「世界的に競争力のあ
る革新的なり零細・中小企業の創出」と掲げ、2025 年までに ASEAN は、
ASEAN 共同体と地域の発展に組み込まれた、世界的に競争力があり、弾力性が
あり、革新的な零細・中小企業を作り出すことをミッションとした。  
戦略目標と求められる結果として定めた内容が表 7-6 である。 
 
＜表 7-6 戦略目標と求められる結果＞  
(1) 生産性、技術、イノベーションの促進  
① 生産性が向上する。  
② 産業クラスターが形成される。  
③ 競争力強化のためイノベーションが推進される。  
(2) 金融へのアクセス  
① 金融へのアクセスのためのフレームワークが開発される。  
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② 金融包括と能力が促進され、零細・中小企業の金融システムへの従事
能力が促進される。  
(3) 市場へのアクセスおよび国際化  
① 市場へのアクセスやグローバルサプライチェーンへの統合のためのス
キーム支援が更に発展される。  
② 輸出能力が促進される。  
(4) 政策や規制環境の質の向上  
① 政策や規制に関する政府内、政府間の協力が促進される。  
② 零細・中小企業の政策への関心が深まり、政策決定プロセスに対する
零細・中小企業による関与が深まる。  
③ 許認可や規制が簡素化される。  
(5) 起業家精神の促進と人的資源開発  
① 起業家精神の教育や学習プログラムが設けられる。  
② 零細・中小企業のための人的資源開発、特に女性や青年向けの開発が
進められる。  
（出典）ASEAN Secretariat（2015b）より筆者作成  
 
戦略目標の達成を評価するツールとして KPI を選定し、表 7-7 の通りデータ
整備国を定めた。  
 
＜表 7-7  戦略目標・KPI・データ整備国＞  
戦略目標  KPI データ整備国  
A) 生産性、技術、イノ
ベーションの促進  
労働生産性  
（労働力／GDP） 
10 か国 
研究開発費  
（GDP における％）  
10 か国 
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B) 金融へのアクセス  中小企業への貸付比
率 
6 か国（インドネシア、マ
レーシア、ミャンマー、フ
ィリピン、シンガポール、
ベトナム）  
C) 市場へのアクセスお
よび国際化  
輸出における中小企
業のシェア  
4 か国（インドネシア、マ
レーシア、ミャンマー、タ
イ） 
中小企業の海外投資
シェア 
（調査中）  
D) 政策や規制環境の質
の向上 
起業する際の時間
（日数）および費用  
10 か国 
起業手続きのコスト  10 か国 
E) 起業家精神の促進と
人的資源開発  
雇用における中小企
業の比率  
8 か国（インドネシア、ラ
オス、マレーシア、ミャン
マー、フィリピン、シンガ
ポール、タイ、ベトナム  
女性の労働参加率  
（15 歳以上の女性が
占める割合）  
10 か国 
15～24 歳の労働参加
率 
なし 
（出典）ASEAN Secretariat（2015b）より筆者作成  
 
次に定めたのが行動計画である。戦略的目標に向けての行動計画が形成される
と、いつ、誰によって、どのようなロードマップに基づいて実行されるのかが重
要となる。ロードマップは特定のニーズや環境に沿った具体的な行動計画と共
に、ASEAN 加盟国が更に作り上げ、調整することができる提言のモデルとな
る。生み出す将来の価値について明確にし、ASEAN の零細・中小企業が直面す
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る課題を解決するため最も適切な行動の筋道を立てることや、KPI によって定
められた目標を達成するために評価することは不可欠である。地域統合、産業構
造の変化、グローバルサプライチェーンといった経済環境の変化は 2015 年以降
の経済見通しを考えて行動計画の優先順位を決定する上で考慮される点である。  
ASAP2016～2025 では、現在の課題と将来の価値を考えて、行動計画は以下
の点を考慮しながら形成されるとした。  
・ 行動計画は期限を見据えながらの優先順位に準ずること  
・ 競争や包括的な方法に沿っていること。  
・ 他の分野の団体、政策対話相手、国際機関などの資金や技術支援が得られる
ことを理解していること。  
・ 官民連携を推進すること。  
・ 手段（金融スキーム、人的資源、地域レベルの調和、知識共有／ネットワー
ク、情報と技術、法律と規則、インフラ）を考慮すること。  
その上で 2014 年 11 月にカンボジア・シエンリエップにて開催された第 35 回
SMEWG 会議で、各戦略目標におけるリーダー国を決定した。リーダー国は合
意された予定表に基づいた行動計画の実行に関して実施・調整するリード役を務
める。また、行動計画のためのタスクフォースが結成されることもあるとした。  
ASEAN 事務局は行動計画を実行するためリーダー国やプロジェクト提案者に
対し必要な資源、技術、資金を調達し、政策対話相手やドナーと連携しながら支
援するとした。  
 
＜表 7-8  行動計画＞  
戦略目標  行動計画  リーダー国  
(1) 生産性、技術、
イノベーション
の促進 
生産性や技術の改善は企業が立地して
いる地域の多国籍企業の生産ネットワ
ークに組み込まれるための欠かせない
駆動力である。零細・中小企業は他の
タイ 
ベトナム  
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零細・中小企業や多国籍企業を含む大
企業とタイアップすればより結果を出
すことができる。これらから考えて、
産業クラスターは零細・中小企業にと
って生産性向上につながり、イノベー
ションを生み出すことができる。  
(2) 金融へのアクセ
ス 
零細・中小企業の信用情報の不足によ
り、金融機関からの融資は限られてい
る。金融機関や支援プログラムへの認
識を深めるため、零細・中小企業の金
融に対する知識の習得が非常に強く求
められている。また同時に、異なる金
融支援のリソースに関する情報を得る
ことが求められている。 
マレーシア  
ラオス 
(3) 市場へのアクセ
スおよび国際化  
ASEAN の企業は限定的な市場アクセ
ス情報しかなく、国際的に要求される
ことについて理解していない。技術的
な知識がないことにより、世界的なバ
リューチェーンに参加することが難し
いため、中小企業の輸出への貢献は限
られている。情報プラットフォームや
能力構築プログラムを提供すること
で、地域および国際的な観点から、市
場へのアクセスを促進する重要な役割
を果たす必要がある。  
シンガポール  
タイ 
(4) 政策や規制環境
の質の向上  
政府間・内の協力と零細・中小企業の
発展の調和は地域の統合には重要であ
カンボジア  
インドネシア  
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る。ASEAN 加盟国で調整され適用さ
れる零細・中小企業振興政策と規則は
地域レベルでシナジー効果を産み出
す。零細・中小企業はフレームワーク
決定プロセスに効果的に関与していな
いため、協力的な行動が求められてい
る。費用がかからず短い時間での企業
登記が可能となることで起業を増加さ
せることを行政としては求められる。  
(5) 起業家精神の促
進と人的資源開
発 
グローバル競争がより厳しくなり、変
化していく環境では、人的資源開発は
零細・中小企業を成功させる力の一つ
である。特に、女性や若者が労働市場
に参入するため、成功を決定するビジ
ネススキルと起業家精神に関する人的
資源開発が求められている。 
ブルネイ  
フィリピン  
ミャンマー  
（出典）ASEAN Secretariat（2015b）より筆者作成  
 
ASAP 2016～2025 は 10 年にもわたる戦略的行動計画であるため、定期的な
モニタリングや評価は不可欠である。そのため 2 つのモニタリングメカニズム
を定めている。  
(1) 進捗モニタリング  
期待される結果が出るような行動計画で動いているか、また、計画の遅
れ、予算超過、意思決定の弱さなど来る失敗を避けるため、目標の計画、
予算、人材、結果の質、その他の指標に対する行動計画のモニタリングを
行う。ここでは、リーダー国が行動計画の進捗のモニタリングを調整する
ため、SMEWG メンバー、ASEAN 事務局および／または他の機関と協力す
る。計画の前半終了時には、SMEWG は KPI 達成を含む中期における達成
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をレビューする。そのレビューを受けて、計画の修正、また計画後半のロ
ードマップ（2012 年～2025 年）をアップデートする。  
(2) 結果モニタリング  
基礎的データを基に、KPI で測定される戦略目標の達成評価のモニタリン
グを行う。  
 
第７節  小括  
 
いずれの ASEAN 加盟国においても、中小企業は今後の経済発展には欠かせ
ない存在である（ASEAN Secretariat、2015b、p.1）。産業構成も中小企業の定
義も異なっているため、同一の政策を適用することは不可能であるが、AEC と
して経済統合を果たそうとしている中、ASEAN が一つとしてまとまっていくた
めに、特に ASEAN 全体として格差是正のために取り組むべき戦略的行動計画
（ASEAN Secretariat、2015b、p.1）として ASAP 2016～2025 は策定され
た。 
ASEAN 加盟国の産業構造も発展過程も異なっていることから、行動計画とし
ては総花的で表面的になっている。しかし、この計画は ASEAN として中小企
業支援を促進するという意思の表れであり、いずれの目標も必要であり、具体的
には ASEAN 各国でそれぞれの現況や課題に応じて支援策が策定・実施されて
いくものである。また、ユニークな点は各戦略目標に対して実行の管理を行うリ
ーダー国を定めている点である。どこまでの権限があるのか不明ではあるが、
ASEAN として一体となって促進する姿勢を見せることは各国が取り組む上で重
要である。ASEAN 先発加盟国は後発加盟国の支援も行い、リーダー国が実施状
況のモニタリングを含め、行動計画の見直しも行うことになっている。これは
ASEAN が ASEAN として国際社会でのプレゼンスを高め、競争力優位に立つた
めでもある。AEC 発足を機に ASEAN が経済面で一体化しようとしている中
で、経済発展の要である中小企業の振興に焦点を当て、ASEAN 全体として取り
組む姿勢は評価できる。 
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  また今までは「中小企業」としていたのが、ASAP 2016～2025 からは「零
細・中小企業」と零細企業にもスポットが当たるようになった点も評価すべきで
ある。すべての加盟国が零細企業の定義を定めているわけではないが、課題も異
なってくることから今後は定義づけも必要であると考える。  
モニタリングメカニズムを定めているが、具体的には未定である点は、今後よ
り適切な中小企業振興政策を策定するにあたっては課題である。  
  今までは AEC やタイの中小企業振興政策について考察してきた。次章ではタ
イの中小企業 3 社を取り上げて、中小企業振興政策、特に中小企業ネットワー
クが企業発展に果たした役割について考察する。  
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第８章  タイの食品中小企業の AEC に対する経営戦略  
 
第１節  はじめに  
 
タイが重点産業として取り上げた食品産業の中小企業は AEC 発足を受けてど
のような経営戦略を策定し、企業活動を行っているのだろうか。その中から見え
てくる課題は何であろうか。工業省が中小企業発展の鍵としたネットワークであ
る工業省 DIP 中小企業ネットワークに参加している企業の成長戦略を具体例と
して取り上げる。  
 
第２節  事例研究（１）Thai Roong Rueng Chilli Sauce Co., Ltd.1 
 
業 種：チリソースの製造・販売  
設 立 年：1961 年 
資 本 金：15 百万バーツ  
従業員数：160 人（2017 年 5 月現在）  
売 上 高：US$9.5 百万（2016 年） 
経営理念：技術の継続的な改善と、消費者に安全な質の高い製品の提供を  
確約する  
 
同社は 1961 年に Pichai Teerachotmongkol により、「mabin」というブラン
ド名にて、家内工業として家族および数人の従業員にてチリソースの製造・販売
を開始した。1970 年に 6 口自動充てん機を導入し、本格的な工場生産にとりか
かった。工場を 1999 年に移転し、GMP（SGS （Thailand）Ltd.による証明）
 
1 2017 年 3 月 3 日にアンケート実施。2017 年 4 月 4 日および 6 月 1 日に
Kraisak に対してインタビュー実施。その後メールにてフォローアップを行っ
た。 
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および HACCP、2012 年には ISO22000 を取得した。2013 年には息子の
Kraisak が 2 代目社長に就任し、ブランドの再構築を進めている。  
「P」ositive thinking（積極的な考え）、「e」ager to learn（学びへの探求
心）、「a」chievement-oriented （達成への追求）、「s」atisfied customer（顧客
の満足）、「u」nity（統合）、「s」ense of commitment（責任に対する意識）を
同社の価値観として、その頭文字をとった PEGASUS（ペガサス）のタイ語で
ある「mabin」をブランド名とした。ペガサスはギリシャ神話に出てくる翼を持
った神馬であり、英雄の持馬として数多くの戦いで活躍する。また、ひづめで地
を蹴って多くの泉を噴出させたことも言われている。そのため、自由、機敏さ、
進歩を表しており、企業の理念にもつながっている。  
その中で、創業時から注力しているのが人材育成である。長期間にわたる企業
の発展と安定には人材育成が欠かせないとうたっており、お金と時間をかけて、
ワークショップ、セミナーや OJT を通して人材育成を行っている。また、民間
のコンサルタント企業や行政機関から、人材育成や技術開発の支援をも受けてい
る。 
創業者である父親はこれからはタイ国内の小さな家内工業ではなく、グローバ
ルに活躍できる企業へと成長すべきであるという考えのもと、息子をアメリカの
大学に進学させた。そこで、グローバルな経営感覚を身に着けさせると同時に、
海外市場を見ることでチリソースの可能性を考えてほしいという思いであった。
AEC のモノやヒトの移動・投資の自由化を受けて、タイ市場に他国製品が輸入
されやすくなり、また工場建設などといった投資も活発に行われるようになる。
そのため、タイ市場での競争が激化されることが予想された。食品産業は、自国
の農林業を保護するという規制はあるものの、投資などの面では複雑性はなく、
国民の健康を守るという点をクリアすれば、参入しやすい産業といえる。  
  ２代目社長である Kraisak は AEC に対して以下の通り発言している。 
タイ国政府は数年前からテレビ、ラジオ、研修などを通じて AEC に関す
る情報を提供していた。AEC はビジネスにとって良い制度であるが、かな
り挑戦的な制度だと感じる。なぜならメンバー国の経済発展度、生活水
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準、生活レベルがかなり違うため、実行は難しいと思われるからだ。共通
言語がないことも労働力の移動や法律の理解への妨げになる。課題は多い
が、統合することによって 600 百万人の人口、未整備のインフラ、未開発
の天然資源が広がる。貿易障壁の撤廃は地域内の貿易の増加、就業機会の
増加、生活水準の向上につながる。統合を成功させるためには、ASEAN 事
務局が決定した規則や法律を各メンバー国は遵守する必要がある。移行期
には先発国は後発国の支援を行うためにある程度の犠牲をはらう必要があ
る。AEC 成功には、コミュニケーションや開放性が鍵となる。AEC の最終
目標を各国が確認し、いち早く達成できるように各国が行動することが重
要である。同時に非関税障壁も撤廃させることも重要である。AEC スター
トと同時に近隣諸国からの製品の増加が見られた。タイの中小企業は特に
ミャンマーでの製造工場の設立の機会をうかがっている。また大手企業は
ベトナム企業の株式購入を開始している。AEC はビジネスにとって良い機
会であると同時に脅威でもある。関税や投資の障壁が取り払われたことに
より、域内の競合企業がタイ市場に輸入や M&A といった形で参入しやすく
なった。大手の外資系企業は地元の競争力のある企業を買収し、地元企業
に資金を投入することでタイの中小企業を壊滅させることができる。しか
しタイの中小企業はこの状況に対して無防備である。タイ行政機関は中小
企業の経営を強化するためにコーチング、セミナー、資金援助といった点
において支援をすべきである。またタイ国政府としては AEC で重要な位置
を占めるためにはタイの戦略的位置づけを行うべきである。AEC の物流ハ
ブとしてタイを活用するという話もある。そのためには、モノ・サービ
ス・ヒトが途切れることのない交通網、運送、連結性を満たすインフラ整
備をいち早く構築する必要がある。国としてのロードマップや KPI でもっ
て目標をモニタリングする必要がある。  
自社の戦略としては、AEC 発足後の競争に生き残るために、まずは能力
をもった外国人労働力を活用して、それぞれの国への自社製品の販売を図
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る。タイ国内だけでなく、域内から原材料購入を進めたい。また、投資環
境が自由化されることから、域内への工場拡張を考えたい。  
  AEC を意識しながら立案した戦略がブランド戦略、ASEAN 域内での販売、
域内からの原料調達、域内への工場進出の四つである。  
  2 代目就任前から、ブランド戦略の一環として、認証の取得を進めた。タイ国
政府の支援を受けながら、ISO22000 や HACCP、Halal 認証といった国際的に
認められる認証以外に、タイ国内で通用する証明書や認証を取得していった。世
界的に認められる安心と高品質な商品に与えられるタイ農業組合省による Q 
mark、工場敷地や建物、設備、工具、衛生、清掃、人員などの配置・管理が行
き届いていることを政府機関である SGS （Thailand）Ltd.が認証する Good 
Manufacturing Practices、国際的に認められる高品質な商材につけられるタイ
商業省による Thailand Trust Mark など、優良なタイ企業としてタイ国政府が
お墨付きを与えたとも思える認証を次々と取得していった。  
  次にブランド戦略として行ったのがイメージの刷新である。まずはロゴマーク
を現代風に変更することで、今までのイメージを損なわずに、しかし若者も飛び
つきやすいようなイメージを作り上げた。そして、元王宮お抱えシェフを顧問と
して雇用した。これはチリソースにこだわらないソース作りと同時にソースを使
用したメニュー提案を行うためである。従来のプロモーションとしてのテレビや
街頭ポスターにシェフの顔写真を載せるだけではなく、ソーシャルメディアを活
用して高級かつ安心、また従来のメニューだけでなく新しい食べ方も発信してい
った。タイ国内でのブランド戦略を進めることによって、タイ市場に参入してく
る企業に対抗するものである。  
  AEC により、タイ国内の競争が激化するが、同時に他国への参入の機会が高
まる。そのため、同社はタイ国内の基盤強化を進めると同時に海外への進出も積
極的に行う。まず域内への市場参入を図るべく、市場参入を目指す国のローカル
スタッフを雇用し、ローカルのやり方を尊重しながら営業を進めていった。ま
た、イメージ作りとして、シェフを派遣し、メニュー提案を行っている。食品と
はその国特有の味覚や食生活という食文化への挑戦が不可欠である。タイ料理は
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世界的にも有名で受け入れられており、グローバル化が最も進んでいる料理の一
つとも言われている。食の文化交流は必然であるが、食は文化の拡散にとって重
要な役割を果たす「大使」である。AEC による自由化はタイの食品産業にとっ
て、より成長する機会でもある。  
  三つ目として域内からの原材料調達、また四つ目としては域内への工場進出で
あるが、これらは経営戦略として構想段階にあり、2017 年 6 月現在着手してい
ない。 
同社は創業以来、社員教育に力を入れ、技能訓練や研修への参加や国際的な展
示会に積極的に参加させることで、市場の動向を把握させるようにしている。  
食品産業の拡大には、人口の伸び率、耐久消費財の普及率、流通構造の近代化
率、外食産業の成熟度、そして経済発展と所得水準の上昇があげられる。AEC
による経済発展による所得水準の向上は中所得層のみならず富裕層も拡大させ、
生きていくための必要最低限の食料確保から、嗜好品・ぜいたく品としての市場
が拡大、生活スタイルの変化が食品市場に変化をもたらす。調味料はその国の伝
統的なメニューだけでなく、メニューの拡大により、使用量・頻度も増加し、市
場拡大が期待される分野である。AEC による経済統合は人の行き来をも自由化
する。人が行き来することで、食材やメニューも他国への進出が考えられる。ま
た、AEC によりインフラ整備も進められ、今までは困難であったクロスボーダ
ー輸送が容易となる。貿易手続きの簡素化は ASEAN 域内の物流をスムーズに
する。 
  同社は様々な情報源を使って AEC に関する情報を得ており、自動車部品や電
機産業など国際分業体制がどのようにとられていくのか、また他の産業への影響
や ASEAN 内のタイの位置づけを理解しているからこそ、AEC で関税が撤廃さ
れるといった数字や統計で現れる現象のみをとらえるのではなく、どういった市
場になっていくのかを読み取り、国内基盤強化と同時に海外展開という経営戦略
を立案することができたと考えられる。  
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第３節  事例研究（２）Xongdur Thai Organic Food Company2 
 
業 種：米、シリアル、小麦粉を原料とするインスタントフードの  
製造・販売  
設 立 年：2002 年 
資 本 金：US＄100 千 
従業員数：70 人  
売 上 高：US$3 百万（2017 年） 
経営理念：消費者が健康となる、簡単でより良い生活が可能となるタイの  
農業から発展した、革新的な製品を作りだす。  
 
Suwannna Jiwattanapaiboon が OTOP の一環として Nonthanaburi 州で村
の薬局として 5 人で創業したことがスタートである。2002 年に、「穀物ドリン
クは健康に良い。体にいいことは国のためにもなり、ラマ 4 世の哲学でもある
持続可能な開発につながる」として、インスタントフード工場を Supanburi に
建設した。社名の Xongdor は「ワンパックに入った健康のためのオーガニック
穀物製品」という意味であるが、健康食品をタイで製造した最初の企業のブラン
ド名である。  
創業者である現会長は「少ない資金しか持っていない企業には知恵が必要であ
る」という考えを持っており、2005 年には増産のための機械を購入したが、資
金が限られていたため、中古の機械を導入した。その後、コストとエネルギーを
大幅に削減することのできる乾燥機を購入した。  
今では、全粒ドリンクの他に、シリアルバー、朝食用の全粒製品、ソース、子
供向けの栄養ドリンクを製造している。また、他社が販売している製品の半分の
シロップ量としたが、技術開発によって賞味期限の問題はクリアすることができ
 
2 2017 年 11 月 25 日および 2018 年 8 月 7 日に Pakinee に対してインタビュー
実施。2019 年 10 月 17 日にアンケート実施。その後メールにてフォローアップ
を行った。  
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た。環境にやさしく、健康にも優しいことを目指し、GMP、HACCP、HALAL
認証を取得し、また、国際有機農業運動連盟（International Federation of 
Organic Agriculture Movement：以下では IFOAM と記述する）や EU のオー
ガニック基準でも認証された。  
現在は２代目である娘の Pakinee Jiwattanapaiboon が、「健康志向の消費者
がより健康的で味にこだわることができるオーガニックと全粒の加工食品とドリ
ンク市場でリーダーとなる。経済効率と企業統治を追及し、消費者と従業員が満
足する清廉で正直な企業経営を行う。」をベースに経営を行っている。  
また、コミュニティレベルの農家を支援し、従業員や工場の周辺に住む人々の
ワークバランスを第一に考えている。全従業員に対し情報をすべて公開し、すべ
ての従業員がいつでも意見を言うことができる環境を作っている。  
現在、同社の製品はガソリンスタンド、健康食品取扱店舗、本屋、協同組合、
ショッピングモール、スーパーマーケット、コンビニなど主要な店舗で販売され
ている。また、シンガポール、マレーシア、香港、マカオ、中国、日本、サウジ
アラビア、チリ、ナイジェリア、オーストラリア、そして近年ではベトナムに輸
出を始めた。  
  ブランド力強化のためにパッケージにこだわり、目の見えない人も分かるよう
に点字でも書かれている。これはすべての人が社会では重要であるという考え方
から来ている。そのため、商品は価値あるもので、社会全体が継続的に学んでい
くことで発展し、環境に優しく、味も良く、健康にも良いことが、企業の発展に
つながると考えている。  
2009 年には OTOP の輸出部門や、2010 年には Royal Excellence Award では
第 2 位を獲得した。同年の中小企業振興委員会による中小企業賞や工業省によ
る首相表彰にも選ばれている。2012 年には工業省の革新的な企業に贈られる賞
も受賞した。これらはタイ国政府が国際的なブランド化を進めるための支援であ
る。 
成功の秘訣は、絶え間ない改善と学習、価値を理解した上で限定された資源の
有効活用、良いイメージとイノベーションの定着、流れに流されず、しかし情報
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を収集し、自分達の立ち位置を確認、消費者のニーズを常に把握、資金が少なけ
れば知恵が必要との認識で企業経営を行っていることである。  
創業者、2 代目ともに明確なビジョンと目標を持っており、従業員と相互理解
に務めている。状況の変化に対応するために、公平性、透明性、フォローアッ
プ、レビューを重要視している。地域の資源を活用し、環境や近隣コミュニティ
の重要性を理解し、CSR も重視している。  
  消費者のニーズに合致した質の高い商品とサービスの提供を目標としている。
新製品開発に向けて常に技術の改善を行なっている。企業の戦略と計画は社会と
環境に責任があるものとし、社会を構成しているすべての人々が恩恵を被ること
ができるように公平性と環境にやさしい商品作りを行っている。常に清廉であ
り、モラルがあり、社会の構成員と共有するものとしたマーケティングを行って
いる。 
消費者の満足度と同社への期待度を知るために定期的に市場調査を行ってい
る。消費者に合致した商品やサービスが提供できるように常に改善・開発を行っ
ている。良いイメージとブランド確立のためにパッケージに工夫がされている。
現在の消費者の多くが健康に気を遣う 40 歳代以上であるが、もっと顧客層を広
げるためには新しいパッケージデザインが必要であると考えて取り組んでいる。  
  従業員に責任と役割を明確化し、従業員教育に力を入れている。意見は常に共
有し、チームワークができるような環境作りを行っている。  
  2 代目社長である Pakinee は AEC への対応として、以下の通り発言してい
る。 
AEC により経済発展の機会が増え、観光や農業に関してはタイは周辺国
よりも競争力があると考える。AEC により海外からの品質の悪い、価格の
安い商品のタイ市場への参入が考えられる。自社製品の質の向上が必要で
あり、消費者ニーズに敏感であり、商品開発につなげていく必要がある。
自分たちにとってより良い商品づくりを進めることが重要であると考えて
いる。また、海外への販売を強化している。そのため、まず国際的にも知
られるブランド作りのため、製品開発に力を入れる。また、宣伝を強化
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し、ブランドを確立する。また生産能力のアップのため、工場を新設し、
物流網も確保した。農家との情報交換も行うことで、地域の知恵も使おう
としている。中小企業は地域の知恵や ICT の活用、科学的な知識の習得、
商品やサービスの質の向上が必要である。食品産業では国際基準、質、安
全性、嗜好が必要であり、これらの点において政府の支援が必要である。
また、知識・情報・意見交換のための研修が必要である。  
同社は食品に対する世界的なトレンドを読むことで、原料をすべて自社の契約
農家から有機栽培で調達するようにした。その結果、健康食品を一早く手掛ける
ことができ、高付加価値化を進めることが可能となった。ASEAN は有機栽培が
主流ではないが、健康が言われ始めている今日、同社の戦略は先駆者利益を得る
ことができると考える。 
 
第４節  事例研究（３）Thai Rich Foods Group Company Ltd.3 
 
業 種： 加工食品の製造・販売  
設 立 年：2003 年 
資 本 金：（未回答）  
従業員数：50 名  
売 上 高：US$1 百万～US$2.5 百万を推移している。  
経営理念：消費者に対して、品質、妥当な価格、誠実さを提供し、国際市場  
のリーダーとなる。  
 
1997 年 Witaya と Rungroj Boonyaritlakkana が生姜シロップに入れた黒ゴ
マ団子を提供したのが同社の始まりである。その頃はまだ家族経営で、企業体で
はなかった。しかしそのスイーツは有名となり、タイ市場における人気デザート
の一つとなっていった。 
 
3 2018 年 9 月 5 日 Tawan に対してインタビュー実施。その後メールにてフォロ
ーアップを行った。  
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2003 年に Tawan Boonritlukana が Phatumthani 州で冷凍フルーツ加工品会
社 Thai Rich Foods Group Co., Ltd.として法人化した。同社は 2006 年に企業の
ビジョンとして、「消費者に対して、品質、妥当な価格、誠実さを提供し、国際
市場のリーダーとなる」を掲げている。  
創業者である社長が、レストランでデザートが大量に捨てられているのを見
て、保存ができれば廃棄も少なくて済むのではないかと考えたことから冷凍デザ
ートを開発するようになった。  
自社工場の周辺を中心とした農家から果物を買い上げ、冷凍デザートとして加
工している。タイ以外に外国人がタイのデザートを知ってもらうために海外への
輸出も進めており、タイ国政府の支援を受けながら積極的に国際展示会に参加し
ている。今では ASEAN 諸国、中国、日本、アメリカなどに市場を拡大してい
る。新しいライフスタイルに合う電子レンジで温められるココナッツクリームを
和えた米麺の開発、健康志向の消費者向けにココナツミルクの含有量を減らすこ
とでカロリーと製造エネルギーを減らした米麺の開発と、常に消費者の嗜好に合
うように工夫をしている。また、タイの果物を活用して、タイマンゴーをカット
してスティックに刺して凍らしたり、ドリアンを冷凍したりというシンプルな商
品も開発して輸出に取り組んでいる。  
工場は Codex Alimentation Supplement to volume 1B-1997; Annex to 
CAC/RCP-1 (1967), Rev. 4 (2003)で管理され、国際認証としては、GMP や
HACCP、HALAL、ISO 22000:2005 を取得、また、The Food and Drug 
Administration によって品質保証されている。  
製品の品質は高く、しかも低価格とあって、市場は拡大している。現在、一日
平均 10,000 バッグ（8,000 カップ）を製造している。どの商品も冷凍で 6～12
か月保存でき、簡単に食べられることからタイ国内のみならず海外でも需要が拡
大している。  
同社はデザートを製造するだけではなく、世界中においしいデザートを届ける
ことによって地域の雇用を創出することを目標としている。多くの人の知識や経
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験を活用して、世界中の人々がタイのデザートとタイのフルーツを味わうことが
できることを目指している。  
Tawan 社長は AEC への対応として、以下の通り発言している。  
関税が撤廃されたことで、価格面で見るとベトナムなどから安い原材料も
製品も入ってくる。陸路のインフラ整備は整備途中であるが、簡単にモノ
の移動が行われるようになる。AEC により、競争が激化するであろう。し
かし、同社の強みは技術力である。常に新しい市場への挑戦、そのための
新製品開発、技術開発を進めることで、周辺諸国との関係が見えてくるも
のである。技術開発は資金の乏しい中小企業 1 社で進めるには限界があ
る。技術開発への支援（例えば研究ラボ）、最新の技術に関する情報の提供
や研修など、タイ国政府の支援が求められるのではないか。  
  同社は冷凍技術を活用して、廃棄物を減少させる目的で保存期間を延ばした
が、そのおかげで輸出にも対応できる商品となった。常にタイの伝統的な野菜や
果物といった食材を活用できないか、他国の嗜好を取り入れられないか情報収集
と同時に商品開発を進めていることが成功要因の一つであると考える。  
 
第５節  小括  
 
事例研究として取り上げた 3 社は、現在タイ国内のみならず、海外展開でも
成功しているタイ中小企業といえるだろう。成功のポイントとしては、3 点あげ
られる。  
(1) グローバルに物事をとらえることができる。  
創業時は家内工業であっても、タイが ASEAN 市場でどのような位置付け
におかれるのか、また、AEC によって何がどう変化しようとしているのか
を常に考えていることが、外部環境の変化に対応する力をつけていること
につながっている。  
(2) 次世代の人材を育成する。  
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グローバルに物事をとらえることで、次世代としてはどういった知識や能
力が必要なのか考えて、人材育成を行っている。また、経営幹部のみなら
ず、雇用するすべての人々のレベルアップを行っている。  
(3) 支援策を有効活用する。  
外部環境への理解や人材育成において、外部の支援策を活用している。特
に、工業省が中小企業の支援策の一つとして取り組んできたネットワーク
作りと中小企業の自主的な活動を効果的に取り入れて、レベルアップやモ
チベーションアップにつなげると同時に、中小企業としてタイ経済に貢献
していることへの意識付けを行っている。  
 
＜表 8-1  3 社の比較表＞  
項目 Thai Roong Rueng 
Chilli Sauce 
Xongdur Thai 
Organic Food 
Thai Rich Foods 
Group 
(1)外部環境
のとらえ方  
・ AEC による経
済発展が所得水
準を向上させ、
生活スタイルを
変化させる。  
・ 食材やメニュー
の海外進出。  
・ インフラの整備
によりクロスボ
ーダー輸送が容
易になる。  
・ AEC によって
海外からの商品
がタイ市場に参
入するため、競
争が激化する。  
・ 健康志向。  
 
・ 関税撤廃による
競争の激化  
・ インフラ整備に
よる移動の簡潔
さ 
 
(2)人材育成  ・ ワークショップ
やセミナーへの
参加、国際的な
・ 技術改善のため
の技能研修  
・ 国際的な展示会
への出展を通じ
ての情報収集  
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展示会への出
展、OJT 
・ 民間コンサルタ
ントや行政機関
からの支援  
・ チームワークが
できるような環
境作り 
(3)支援策  ・ 工業省 DIP 中
小企業ネットワ
ーク幹部  
・ 技能研修による
国際認証の取得  
・ 工業省 DIP 中
小企業ネットワ
ーク会員  
・ 技能研修による
国際認証やタイ
国からの表彰  
・ 工業省 DIP 中
小企業ネットワ
ーク会員  
・ 技術開発への支
援、最新術に関
する情報収集  
（インタビューやアンケートをもとに筆者作成）  
 
AEC は産業を問わず、グローバルマーケティング戦略の構築に影響を及ぼ
す。経済格差のある後進国に配慮しながらの段階的な自由化は、今後具体化され
取り組みがなされる。また、ASEAN 域外との FTA や RCEP、また ASEAN 加
盟国であるベトナム、マレーシアやブルネイが交渉中である TPP の連携が進む
につれて、AEC も新たな制度変更や取り組みが必要と考えられる。  
その成長する ASEAN 市場の機会を正確にとらえて、市場に即したイノベー
ション力を強化する必要があり、中小企業にとって知識や技術の習得、市場の需
要への適応が現実味のあるイノベーションではないかと、Abonyi（2012）が述
べていると同時に、ASEAN は ASAP 2016～2025 で、中小企業の発展の課題と
して、生産性・技術・イノベーションの促進市場へのアクセスおよび国際化を課
題としてあげている。また、タイ国政府も ASEAN の戦略に基づき、世界的に
競争力のある革新的な中小・零細企業を創出することをビジョンにかかげてい
る。AEC を直接影響を受ける産業のみのものとしてとらえるのではなく、
ASEAN 全体、また産業全体の動きとしてとらえ、自社が属している市場への影
響をも見ることのできる企業のみがグローバルに活躍できる企業へとなる。その
 207 
 
ためには、生産活動上の直接的な支援にとどまらず、情報が偏りがちで不足がち
な中小企業に対して ASEAN 各国政府がいかに支援していくのかが各国中小企
業の発展、ひいては各国経済の発展につながっていく。  
本章で取り上げた 3 社はいずれも工業省 DIP 中小企業ネットワークに加盟
し、中心メンバーとして活躍している企業である。3 社が成功した理由として、
技術や金融支援もあるが、工業省 DIP 中小企業ネットワークに参加し、AEC と
いった外部環境の変化やタイ国政府が実施している中小企業振興政策の情報をタ
イ国政府から得られたことが大きいと考えられる。また、同ネットワークを通じ
て、他社の活動を知ることができたのも成功につながったと考えられる。活発な
ネットワーク活動の継続の課題はあるが、タイで成功している中小企業振興政策
の一つといえる。  
  OECD は発展途上国の中小企業振興政策を評価するために SME Policy Index
を構築した。EU 加盟を申請する東欧諸国が EU の中小企業振興政策の基準に沿
ったフレームワームになっているかどうかを見極めるものであった。その後、
2014 年には ASEAN 用にアレンジした ASEAN SME Policy Index を構築し
た。次章では ASEAN SME Policy Index では ASEAN およびタイの中小企業振
興政策をどのように評価しているのかを考察する。  
208 
 
第９章  OECD によるタイの中小企業振興政策の分析・評価  
 
第１節  はじめに  
 
西村（2018）によると、ASEAN 域内の中小企業振興政策の枠組みは、各種イ
ニシアティブや協定、各国の政策や制度によって決められる。この目的のため
ASEAN 各国および ASEAN として、首尾一貫した政策の枠組みを構築すること
が必要である。同時に、政策、計画および制度が域内の中小企業の発展を後押し
するかどうかを見極める総合的かつ効果的な監視ツールも必要である。  
OECD は EU への加盟を希望する東欧諸国の中小企業振興政策が EU の基準
に沿っているかどうかを分析するツールとして SME Policy Index を構築した。
EU として求める政策フレームワークを提供すると同時に、政策デザインや施策
実行の評価も見極めるものとした。  
EU への新規加盟国や東欧諸国向けに策定した SME Policy Index をベースと
して、ASEAN 用にアレンジして完成したのが、ASEAN SME Policy Index で
ある。ASEAN SME Policy Index は SMEWG と ASEAN メンバー国にとって以
下の理由でもって有効な機能が期待された（ERIA、2014）。 
 
(1) 関連する政策や国をまたがって中小企業振興政策の発展を評価するための分
析的かつ機能的なツールが含まれる  
(2) 中小企業振興政策の発展をモニタリングし比較することのできる共通のフレ
ームワークを開発するために、複数の国が共通の政策目標を共有しながらの
プロセスをとらえることができる。  
(3) 経験や成功事例を共有し、政策対話を促進するためのフレームワークが含ま
れている。  
 
ASEAN として統一した中小企業振興政策を打ち出すという動きはないもの
の、AEC ブループリントで APB を策定するなど、ASEAN の公平な経済発展に
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向けて中小企業振興の重要性をうたっている。それぞれの国の産業や発展度合い
の違いから具体的な施策の違いはあるものの、ASEAN 全体としてのフレームワ
ークは必要となる。そのためには現在の中小企業振興政策を共通の評価手法で分
析し、共通のフレームワークへと誘導することが必要と考える。本章では
OECD が分析・評価した ASEAN SME Policy Index におけるタイの中小企業振
興政策の評価を考察する。  
 
 
第２節  ASEAN SME Policy Index の構築 
 
OECD GRS South East Europe Division and Eurasia Division（2014）によ
ると、SME Policy Index は欧州中小企業法（Small Business Act for Europe：
以下では SBA と記述する)の基本方針に沿って、欧州委員会、欧州復興開発銀
行、欧州教育基金が発展途上国の中小企業振興政策を監視し評価するために
2006 年に構築したベンチマークツールである。主な目的は政府にフレームワー
クを提供することで、政策デザインや実行における強みや弱み、EU の中小企業
政振興策の基準に沿っているかどうか見極めるとした。その上で、事業環境の向
上に政策目標を置くことができるように発展途上国政府を支援するものとした。  
作成された SBA の基本方針と政策フレームワークは表 9-1 の通りである。  
 
＜表 9-1  SBA 基本方針と政策の方向性＞  
SBA 基本方針 政策 
(1) 起業家や家族経営が
振興され、起業が認
められる環境作り  
・ 起業家教育と女性の
起業家精神  
・ 起業家教育の政策フ
レームワーク  
・ 中等教育以上の教育  
・ 女性の起業家精神  
(2) 倒産した企業の短期 ・ 倒産と再挑戦  ・ 倒産の手続き  
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間での再挑戦  ・ 再挑戦制度  
(3) 「think small 
first」による法律デ
ザイン 
・ 中小企業振興政策策
定のフレームワーク  
・ 中小企業振興政策の
制度フレームワーク  
・ 法手続きの簡素化お
よび法の影響分析  
・ 官民コンサルテーシ
ョン 
(4) 行政機関の責任の明
確化 
・ 中小企業の運営上の
環境 
・ 企業の登記  
・ 行政サービスの相互
作業（電子政府）  
(5) 中小企業のニーズに
沿った政策の実施  
・ 中小企業およびスタ
ートアップ企業への
支援サービス  
・ 中小企業に対する情
報提供サービス  
・ 中小企業に対するサ
ービス 
・ スタートアップに対
するサービス  
・ 公共調達  ・ 公共調達  
(6) 金融へのアクセス支
援、商取引における
適切な支払いに関す
る法的フレームワー
クや事業環境の開発  
・ 中小企業の金融への
アクセス  
・ 外部の金融機関  
・ 法的かつ制度的フレ
ームワーク  
・ 金融の需要・供給へ
の影響 
(7) 単一市場の機会の活
用 
・ 基準や技術規制  ・ 基準や技術規制  
(8) スキルやイノベーシ
ョンの向上推進  
・ 企業のスキル  ・ 企業のスキル  
・ 中小企業のイノベー
ション政策  
・ イノベーションに関
する政策フレームワ
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ーク 
・ 革新的企業への支援
サービス  
(9) 環境変化を機会に転
換することへの支援  
・ グリーン経済への適
用 
・ グリーン経済への適
用 
(10) 成長市場から利益が
得られるような支援  
・ 中小企業の国際化  ・ 中小企業の国際化  
（出典）OECD GRS South East Europe Division and Eurasia Division(2014) 
p.3 より筆者作成  
 
  先進国の欧米や日本では、大企業のリストラクチュアリング（事業の再構築）
が進行するもので雇用の合理化・削減が激しく、中小企業や創業が、雇用の吸収
と創出、地域振興や新産業創出の観点から期待されている（福島、2006、
p.481）。発展途上国、とりわけアジア NIES の台湾、韓国、シンガポールでは
新技術、新産業を開拓する原動力に、タイ、マレーシア、フィリピンなどの
ASEAN では大規模生産のサポーティングインダストリーと輸出振興を担うなど
が期待されている（福島、2006、p.481）。各国が採用する政策にも、差異と多
様性が認められるのである（福島、2006、p.482）。そのため、OECD は
ASEAN 用にアレンジして、ASEAN SME Policy Index を作成させた。 
ERIA（2014）によると、ASEAN SME Policy Index が基本とした政策の方
向性は 8 点あり、①組織としてのフレームワーク作り、②支援サービスへのア
クセスの容易さ、③創業・登記の時間短縮、④金融へのアクセス支援、⑤技術開
発や技術移転の支援、⑥国際市場の拡大への支援、⑦起業家教育の促進、⑧中小
企業の課題の吸い上げ方法となっている。  
上記方向性をもとに、ASEAN SME Policy Index では以下の点を分析・評価
することを目標とした（ERIA、2014）。 
 
(1) 構造面での評価  
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・ 比較可能な中小企業振興政策の改善における進捗評価  
・ 様々な範囲の改善に応えるべく、国のパフォーマンスの評価  
(2) 改善を目標とする支援  
・ 地域や国のレベルの政策や必要とされる支援の優先順位付け  
(3) 地域の連携とレビュー  
・ 共通の評価フレームワークを通じての効果的なレビューの促進  
(4) 官民セクターの関与  
・ 可能性のある起業家や投資家への簡素で透明性のあるコミュニケーショ
ンの提供  
・ 官民によるコンサルテーションを促進する手段の設立  
(5) 計画と資源の配分  
・ 中期的、特に複数年のプログラムを必要とする計画の立案  
・ 改善のための優位な点や範囲を特定することでの資源の流動化と配分ツ
ールの提供  
 
ERIA（2004）によると、政策評価は各 ASEAN 諸国の独立した研究チームに
よるアンケート調査とインタビューでまず行った。ヒアリング対象は関連省庁、
民間セクター、その他関連団体とし、集計された評価はその後 OECD や東アジ
ア・ASEAN 経済研究センター（Economic Research Institute for ASEAN and 
East Asia：以下では ERIA と記述する）の専門家が、国や地域をまたがって評
価を行った。  
 
第３節  ASEAN SME Policy Index 2014 による分析・提案  
 
第１項  ASEAN の中小企業振興政策の分析  
 
本項では ASEAN の中小企業振興政策をどのように分析したのかを ASEAN 
SME Policy Index 2014（ERIA、2014）から考察する。  
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ASEAN SME Policy Index 2014 の分析によると、一般的に大企業と比較する
と、中小企業は不安定な経済の変化への対応面で弱い立場に立たされていると指
摘されている。リスクマネージメントが主な戦略となり、例えば、顧客から求め
られる早期支払いへの対応、技術志向型中小企業のスキルを持った従業員に対す
る引き留め策、顧客からのコストカット要求への対応、新市場参入のための多角
化戦略、より一層の企業統治である。しかしながら、これらは経済変化への対応
ではなく、不安定な立場への対応であり、適切な政策が必要である。また、中小
企業は金融、技術、競争市場へのアクセスが困難である。また、起業家精神、規
格への適応、マーケティング、経営そのものに課題を抱えている。  
そのため、ASEAN の中小企業を強化するためには、人材の改善、金融、技術
やイノベーションへのアクセスの用意、市場、政策支援による国際化、企業への
補足的な活動、適切なコミュニケーションが求められる。特に起業する中小企業
にとって金融へのアクセス提供は、ASEAN の中小企業振興を強化するために最
も重要である。  
AEC ブループリントでは APB 2004～2014 を通して中小企業振興に焦点を当
てた。2015 年までに ASEAN の中小企業は地域やグローバルサプライチェーン
での重要な役割を果たすことを求められている。ASAP 2010～2015 が具体的な
行動として、金融へのアクセス、技術開発、人材育成、中でも中小企業の弾力性
と優位性の向上に働きかけるように制定された。AEC 発足後に地域における包
括的な経済成長を達成するためには、民間セクター、特に中小企業を巻き込む明
確な戦略を打ち出さなければならない。  
ASEAN 地域の企業活動における主要なプレイヤーは零細企業を含む中小企業
であり、その中小企業を振興することは ASEAN の公平な発展だけではなく、
地域経済の競争力強化と課題への対処につながる。そのためには、地域内の中小
企業セクターの成長と発展を促す中小企業振興政策は重要である。そのためには
適切な政策フレームワークは必要であるが、ASEAN 全体としては不十分である
と ASEAN SME Policy Index 2014 で指摘した。  
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第２項  タイの中小企業振興政策の分析  
 
 タイの中小企業振興政策について ASEAN SME Policy Index 2014 では、以下
の通り分析した。  
 
(1) フレームワーク  
工業省傘下に OSMEP が設立され、中小企業振興政策は 5 か年計画のもとで
実施されている。第 3 次中小企業振興計画は 4 つの戦略、すなわち①中小企
業の環境整備を行い、登記を促進する、②事業の効率化、クラスターの形
成、製品の品質や規格の向上による競争力強化、③地方における中小企業振
興、④AEC やグローバル化に向けた能力向上とネットワーク構築、で構成さ
れている。  
(2) 金融へのアクセス  
一極集中の担保管理システムがない。中小企業は担保なしで融資も受けられ
る。SICGC は、担保が十分ではないが、成長可能性のある中小企業に対し
て信用保証を行っている。取引を担保する法律上のフレームワークはある
が、債権者の権利をすべては保証していない。低所得者や零細企業向けの金
融サービス、融資、送金や保証を行うマイクロファイナンスを特殊金融機関
（国の貯蓄銀行、農業組合銀行、中小企業銀行）やコミュニティベースサー
ビス（村単位のファンドスキーム）、一部の商業銀行で行っている。ベンチ
ャーキャピタルやエクイティビジネスはまだ小さい市場である。  
(3) 技術開発と技術移転  
2008 年国家科学・技術・イノベーション法がタイの科学、技術、イノベー
ション戦略の根幹となっており、科学技術イノベーションマスタープラン
が策定されている。公的支援機関として、国家科学技術イノベーション戦
略事務所（National Science, Technology and Innovation Policy Office：
以下では NSTIPO と記述する）が設立された。しかし、イノベーションプ
ログラムに対するファンドは十分ではなく、活動が限定的である。また、  
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基準の認証は工業省のタイ工業基準研究所（Thai Industrial Standards 
Institute：以下では TISI と記述する）にて行われているが、製品の認証を
取得するまで 43 日間かかっている。また、工業省の傘下にはタイ経営シス
テム基準認証研究所があり、ISO 認証、製品検査、コーチング、研修、環
境変化サービスを行っている。しかしながら、中小企業のテストや基準サ
ービスへの支援は限定されている。  
タイには知的財産権をカバーする法律があるが、知的財産権保護の効果的
な実施がなされていない。そのため、登録手続きに時間がかかることから
知的財産権登録自体が低迷しており、また国内保護により利用が限定され
ていることから、知的財産権システムの妨げとなっている。中小企業の革
新的なプロジェクトに対する資金的支援やサポートスキームが存在してい
るが、実際の研究開発には費やされていない。 
(4) 海外市場の拡大  
輸出促進プログラム（貿易信用やローン含む）は商務省と OSMEP が提供し
ている。プログラムとしては、①貿易規制や海外市場に関する情報提供、②
海外の展示会への参加、ビジネスマッチングプログラム、市場参入に関する
ノウハウや情報を提供する研修に対する補助金、③国境貿易ネットワーク、
ビジネスマッチング、貿易交渉に関するアドバイス、④国際貿易推進ファン
ドによる融資、⑤EXIM 銀行による資金支援やスキル向上のサポートがあ
る。しかし、いずれのプログラムもうまくいっていない。  
(5) 起業家教育  
タイ国政府は起業家教育を 2008 年の国家基本教育のコアカリキュラムに導
入した。職業短大や大学で経営、金融、マーケティング、会計といった伝統
的なカリキュラムとは別に起業家精神について授業が提供されている。また
国立や私立大学で起業家精神や関連するカリキュラムに対して学位を出して
いるが、国としての基準がなく、学位からは起業家教育に関する評価ができ
ない。タイ国政府や NGO では起業家教育や中小企業の経営についてインフ
ォーマルな教育を行っているが、教育プログラムや提供される内容は限定的
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かつ散発的である。工業省 DIP にて卒業したばかりの若者や失業中の人、
ホワイトカラーに対して新起業家育成プログラムが実施されている。また、
起業家教育は一村一品運動の中でも実施されている。  
(6) 中小企業の利益代表  
タイ商工会議所、タイ工業連盟、タイ中小企業振興協会（Association for 
the Promotion of Thai SME：以下では ATSME と記述する）が中小企業の
利益代表としてあげられる。経済団体は中小企業振興政策を立案する際に、
OSMEP 理事として、中小企業を代弁する立場にある。彼らは中小企業のデ
ータベース管理、情報収集や普及、ネットワーク、ビジネスマッチング、研
修やセミナー、原産地証明の発給、中小企業関連政策に対するロビー活動も
行う。また自分たちでも中小企業の実態に関する研究を行っているが、中小
企業振興政策に関する調査研究は対象外である。中小企業の利益を代表する
と言いながら、経済団体への加盟率は大企業で 30%、中小企業では 2.5%で
ある。 
 
第３項  OECD の提案  
 
上記の分析を踏まえ、OECD はタイの中小企業振興政策に対して下記の通り
の改善を提案した（ERIA、2014）。 
 
(1) 中小企業振興政策の策定および実施に関するフレームワークの改善  
中小企業振興政策の効果は、関連省庁の調整や手続きの簡便性を促進させる
ことができるかにかかっている。法律上、OSMEP がその中心にあるが、実
際には明確な予算配分も調整もなされないまま、複数のプロジェクトやプロ
グラムが実施されている。そのため、非効率的、かつ重複して実施されてい
る。その改善策としては、調整作業を予算成立の早い段階で完了させること
があげられる。しかしながら、この提案はタイでは非常に困難である。なぜ
なら、内閣総辞職があるたびにすべてのプロジェクトやプログラムが見直さ
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れているからである。また、すべてのタイの省庁は中長期的な予算を要求す
るが、中長期にわたる流動的な予算は実施されないからである。  
OSMEP の役割としては、プログラムやプロジェクトの促進や評価に関する
データ収集がある。正確な情報を収集することで、費用の効果を判断するこ
とができ、プログラムによっては無駄や非効率性を減らすことができる。ま
た、中小企業振興政策やプログラムを評価し改善するためには、信用できる
情報が必要である。限られた人員と予算で活動している OSMEP ではなく、
統計収集を専門に行っている国家統計局や研究機関に任せるべきである。  
中小企業の定義は零細企業も対象にした定義に見直す必要がある。  
インフォーマルセクターからフォーマルセクターへの転換、いわゆる企業登
記の促進は急務である。より一層の金融支援における優遇策、より良い教
育、アドバイスサービスの提供が登記増加へとつながる。手続きの簡素化に
より、登記費用を削減することでも登記を促すと考えられる。  
(2) 情報や支援サービスへのアクセスの改善  
中小企業支援サービスプログラムの実施方法を改善すべきである。ワンスト
ップ企業発展センターの活動を改善することで、高品質で価値あるサービス
が提供できる。中小零細企業は情報収集に費用をかけるのは困難であるた
め、専門機関との協同でサービスを提供することが必要である。また中小企
業に、行政上の手続き、規定や規則の情報、他国の市場などの最新の情報を
オンラインで提供することで、都市部から離れた地域にある中小企業からの
アクセスをも改善することができる。  
(3) 企業登記の簡便さへの改善  
中小企業の登記が、低コストで、かつ短期間で完了できるように、規制緩和
すべきである。  
(4) 金融へのアクセスの改善  
中小企業に対する金融サービスへのアクセス改善は重要な政策課題である。
担保や法的規制の要求、リスクキャピタル（ベンチャーキャピタル、株、エ
ンジェルなど）の中小企業に対する限定的な利用などが指摘されている。中
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小企業への信用を高め、金融市場のキャパシティ向上のためには、以下の点
が求められている。  
① 信用保証制度の改善  
信用保証は担保がない中小企業への支援としては重要な手段である。経
済低迷期における SICGC の活動は中小企業の金融へのアクセスを増加
させる役割を果たした。しかしながら、SICGC が提供した信用保証の
中小企業へのカバー率は非常に低い。特に、経済危機における資金援助
は中小企業振興の第一優先事項でもある。信用保証制度が成功するため
には、適切なリスク管理、借りすぎやモラルハザード行動を減らすため
の慎重な手段が必要である。  
② 財務内容の記録と透明性の改善  
適切な会計により、中小企業は融資を受けるために必要な情報を提供す
ることができる。情報の透明性と公開は中小企業の適切な経営と会計の
基礎であり、適切な企業活動の証拠となる。  
③ 中小企業の信用リスク評価と経営に対する機能強化  
信用リスクは借り手の信用価値を評価するものである。企業の借入、返
済、資産、債務の過去のデータから融資のレビューや経営の健全性を判
断することができる。そのため、中小企業の会計情報の適切な公開が必
要である。  
(5) 技術開発と技術移転の促進  
技術革新を促進している企業に対する金融面での優遇処置が適切でない。ま
た、商業化を進めるにあたっての公的な研究開発融資が少ない。技術革新を
行う企業や高成長を遂げている企業に対する金融支援は限定的であることか
ら、タイの技術革新能力は低く、中小企業の 12％しか新製品を提供できてい
ない。その上、研究開発に費やされる費用は１％以下である。そのため、技
術能力を促進するためには以下の点が求められている。  
① 現在行われている工業技術支援プログラムの改善  
技術的アドバイス、研究開発に対する金融支援、ネットワーキングでの
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協力が必要である。  
② サプライヤー開発プログラムの促進  
タイ国内における多国籍企業の存在はタイの中小企業にとってグローバ
ルサプライチェーンにサプライヤーとして参入できる機会である。この
プログラムによって大企業からの技術支援や技術移転がなされる。  
(6) 市場アクセスの改善と特定市場依存からの脱却  
中小企業が海外市場で競争力優位を得るためにはタイ国内における輸出の費
用の高さがネックとなっている。そのため、輸出が促進されていない。  
(7) 起業家教育の促進  
起業家スキルは通常、起業に関する知識、ビジネスプラン、会計知識、経営
者スキル、リスクへの対応、事業の持続性の見極め、チームワーク、広報が
含まれる。タイの起業家促進政策にはフォーマルでもインフォーマルにおい
てもこのような教育やスキル開発に重点が置かれていない。起業家教育は教
育機関の基礎レベルのカリキュラムにおいて明確に取り扱っていない。  
カリキュラムに組み入れるためには、そのような知識を持った教育者を教育
することが緊急の課題である。新しい知識を持った教育者が若者に基礎知識
や起業家精神・行動を理解させる鍵となる。  
高等教育や職業学校で、起業家教育に関する政府の起業スキル支援プログラ
ム（訓練やカウンセリング、診断、支援サービス）を実施すべきである。こ
れらのプログラムの経済効果についてモニタリングし評価することは次の政
策立案に役に立つ。  
また、民間セクターの効果的な活用は重要である。民間セクターとネットワ
ークを形成し、職業訓練校や大学と協力（スポンサー、メンター、コーチ、
カリキュラム開発）する必要がある。  
(8) 中小企業の課題や関心事を代表する場の提供  
経済団体と政府機関との関係強化を進める。経済団体の発言力を高めるため
には、会員数の増加、調査能力の強化、技術面での強化が必要となる。  
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第４節  ASEAN SME Policy Index 2018 による分析・提案  
 
第１項  ASEAN の中小企業振興政策の分析  
 
2014 年版はパイロット事業であったが、2018 年版からは本格的に導入され、
分析・評価がなされた。OECD/ERIA（2018）によると、AEC 発足に合わせて
策定された ASAP 2016～2025 では、更なる経済統合において貿易や投資の機会
を完全に活用するためには、また競争力を増加させるためには、中小企業には追
加の支援が必要であるとした。中小企業振興は ASEAN 内の発展ギャップを縮
める鍵ともなる。そのため、①生産性、技術、イノベーションの向上、②金融ア
クセスの増加、③市場アクセスと国際化の促進、④政策や制度環境の促進、⑤起
業家精神の促進と人材育成が ASAP の主な目的となった。  
ASEAN には同一レベルアプローチとターゲットアプローチとがある。同一レ
ベルアプローチとしては、官僚主義の廃止と企業登録の簡素化がある。これは全
加盟国が同一レベルで達成すべき政策である。それに対してターゲットアプロー
チは、生産性向上と金融へのアクセス増加の手段である。政策介入は国によって
異なっており、インドネシア、マレーシア、シンガポール、フィリピン、タイは
事業開発サービスに力を入れており、ブルネイやベトナムはようやく着手し、カ
ンボジア、ラオス、ミャンマーは法律や規則の整備や中小企業振興機関の設立の
段階である。ASEAN としては市場アクセスや国際化に力を入れており、中小企
業振興政策の地域間協力もなされている。中小企業の社会的貢献は政策立案者の
間では重要視されているが、環境や包括といった面ではまだ弱い点が見受けられ
る。 
こういった点を踏まえて、ASEAN 全体に対して、①中小企業振興政策の包括
的なアプローチ、②データ収集と分析の強化、③政策サイクルを通じた政策過程
の強化、④中小企業振興における地域協力の拡大、⑤政策立案時における社会的
貢献への着眼の５点を ASEAN SME Policy Index 2018 では指摘した。  
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第２項  タイの中小企業振興政策の分析  
 
ASEAN SME Policy Index 2018 では、タイの中小企業振興政策の課題とし
て、以下の 4 点を指摘している。  
 
(1) 制度、規則、運用環境の整備  
① 中小企業振興政策における制度的フレームワーク  
・ 中小企業の定義を明確化すべきである。零細企業の定義がなく、統
一した定義を適用していないため、適切な支援を受けられない。  
・ 実施機関の調整を行うべきである。OSMEP が実施の責任部署とな
っているが、実際は工業省と商務省が実施している。  
② 法律、規則、税金  
・ 規制影響分析（Regulatory impact analyses：以下では RIA と記述
する）1の活用を強化すべきである。限定的な有効データとなってお
り、活用できていない。  
・ 税申告手続きを簡素化すべきである。支払いや申告に時間がかかり
すぎている。  
・ 電子政府のプラットフォーム作りを促進すべきである。税申告、社
会保障、年金はオンラインでできるが、未だシングルウィンドウで
はない。  
③ 金融へのアクセス  
・ 選択可能な金融手段のフレームワークを発展させるべきである。包
括的なフレームワークがまだない。  
(2) 市場へのアクセスや国際化支援  
・ 税関や国境を越えての貿易規則の効率化を図るべきである。貿易手
 
1 規制の導入や修正に際し、実施に当たって想定されるコストや便益といった影
響を客観的に分析し、公表することにより、規制制定過程における客観性と透明
性の向上を目指す手法。 
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続きのオンライン化が必要である。  
・ 中小企業の国境を越えての貿易支援を行うべきである。貿易手続き
を支援するプログラムがない。  
(3) 生産性、イノベーションの向上、新技術の適用  
① 生産性、技術、イノベーション  
・ 関連機関の役割の明確なすみ分けを行うべきである。様々な機関が
生産性向上を目標に活動しているが重複している。  
・ 地域レベルでのインフラ強化（物理的およびサービス）を行うべき
である。ワンストップサービスセンターが、異なったレベルの中小
企業のニーズに対応したサービスの提供ができていない。  
・ 各社別の事業開発サービスを提供すべきである。相互支援金融シス
テムの拡大が必要である。 
・ ナレッジへの中小企業のリンケージを確立すべきである。地域と外
資系企業、国内の革新的な集積地とのリンケージを促進プログラム
が必要である。  
② 環境政策  
・ 中小企業の環境対策への支援を行うべきである。情報提供、支援
策、利益貢献、意識改革が必要である。  
・ 中小企業のコンプライアンスを促進する規則が必要である。低リス
ク活動とルールに関する新しいプロセス、規則の制定および企業の
参加が必要である。  
・ 環境活動の調整が必要である。調整機能、定期的なミーティングな
どの創出が必要である。 
(4) 起業家精神、人材育成  
① 起業家教育とスキル  
・ 全レベルをカバーする国としての起業家教育カリキュラムの開発が
必要である。世界レベルの機関との連携が必要である。  
・ 起業家スキルイニシアティブ間の調整を行うべきである。  
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・ 学校退学者や無職者のような脆弱なグループに対するプログラムを
開発し、経済への貢献を図るべきである。  
② 社会的、包括的な起業家精神  
・ ソーシャルビジネスに関連する政府のフレームワークの明確化が必
要である。ガバナンス構造、戦略、アクションプラン、予算を明確
化する。  
・ 女性や若者への支援を促進すべきである。ターゲットとするグルー
プ支援への予算を配分し、効果を図るべきである。 
・ ターゲットとするグループのビジネススキル改善のためのキャパシ
ティビルディングを促進する。  
・ ターゲットグループへの初期の段階での金融支援が可能な金融ツー
ルの開発を行うべきである。 
 
第３項  OECD の提案  
 
OECD は ASEAN SME Policy Index 2018 をもとに、中小企業振興の目標を
達成するためには、タイの関係省庁は協力し、中小企業振興政策に積極的に関与
しなければならないとした。その上で中小企業振興への取り組み姿勢として以下
の５点を指摘した。  
 
(1) 政府は中小企業振興に良いとされる環境整備の重要性を理解すべきである。
中小企業センターとして機能する中小企業のデータベースを国が主導で開発
すべきである。このセンターは中小企業振興政策の立案に不可欠なデータを
提供し、中小企業振興の方向性を打ち出すことを可能とするものである。官
民セクターは戦略的パートナーとして力を合わせるべきである。このセンタ
ーができることで、政府機関はデータを効率的に共有することができる。ま
た、センターは中小企業に関連するすべてのデータをワンストップサービス
で民間セクターに対して提供することができる。  
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(2) 中小企業を振興する主な調整役としての政府機関を設立し、国内外で戦略の
実行の役割を果たす戦略的パートナーと協同ネットワークを構築すべきであ
る。OSMEP が設置されているが、省庁の枠を超えて、官民セクターの代表
からなる、調整を行う委員会が設置されるべきである。この委員会は、コン
サルテーションを行い、利害関係者間の調整を行い、すべての関係省庁の活
動を結びつけるための戦略を調整し、戦略実施後の重要な成果を評価する責
任を負う。これにより公的機関の協調が欠如していることから来る重複を避
けることができる。官民セクターは戦略的計画の形成や中小企業振興政策の
実施を協同で行うべきである。評価ツールが開発され、中小企業の能力向上
となるべく同一方向性の戦略の実行を支援すべきである。  
(3) 中小企業に関連する行政官は中小企業の課題、問題、障壁、関心、また真の
ニーズについて知識を持ち、理解をすべきである。そのため、政府機関、地
方行政機関、国営企業、民間企業は人材育成の重要性を理解すべきであり、
中小企業に関する知識と理解、同時に中小企業振興政策の方向性を理解する
人を雇用すべきであり、人材育成をすべきである。中小企業強化のために学
校、研究機関、金融機関、公的機関、民間機関との協力を進めるべきであ
る。 
(4) 政府には中小企業を継続的に振興する明確な政策がなければならない。中小
企業の可能性を向上させるためには、経営品質を向上させ、イノベーション
を創出し、ブランドを生み出す必要がある。そのための中小企業を支援する
政府機関の効率性を向上させることが必要である。それは中小企業にブラン
ドの構築、新製品のサブブランドの開発、詳細なマーケット情報の共有を促
進するものである。すべてのレベルにおいて協力し、農業、工業、観光サー
ビス業、教育の川上・川中・川下をつなぐ製造工程を支援する明確で具体的
な行動計画を実施し、政府は中小企業のクラスターを支援すべきである。そ
の結果として中小企業は建設的な競争のための能力を向上させることができ
る。 
(5) 中小企業振興を担当する官民セクターは中小企業振興計画に対応した、適切
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なツールを使用すべきである。それは、人材、経営、市場開発を支援するシ
ステムを構築する ICT、電子メディア、通信、イノベーションである。金融
機関は、中小企業の成長を支援し、負債問題を解決するために、企業家の経
営を管理するツールを使用すべきである。民間セクターはソーシャルネット
ワークやソーシャルメディアでの自社の事業を支援するため、ICT、サイバ
ーマーケティング、オンラインマーケティングの活用を要望している。政府
は中小企業に対してソーシャルネットワークの応用と電子メディアの利用に
関する知識と研修を与えるべきである。  
 
  OECD の提案は政策フレームワークに限定されており、それは中小企業振興
を担当する機関の機能強化、そのための人材育成と統一した方針、そして官民セ
クターの協同である。これらはタイがまだ中小企業振興を開始し始めたばかりで
あることを示していると考えられる。  
 
第４項  食品産業の中小企業振興への提案  
 
ASEAN SME Policy Index 2018 では、産業別にも記載があり、タイの食品産
業の中小企業振興のためには以下の方法を採用すべきであると提案している。  
 
(1) ワンストップサービスとして効率的に品質検査サービスを開発するために、
データベースには全中小企業の情報を蓄積すべきである。  
(2) 基準、手段、法律、規則、国際合意における優遇処置を中小企業が理解するた
めに知識とスキルを提供すべきである。  
(3) 運用時に課題となっている規制は、現在また将来において競争力を強化する
ために検討すべきである。規制は中小企業が国内外で競争力を促進するため
に設定されるべきである。そのためには官民セクターが政策や戦略の立案に
協働で取り組む必要がある。 
(4) 中小企業の競争に打ち勝つ力、必要とする技術、ノウハウといった知識は分
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析すべきである。AEC における自由貿易や投資によるルールや規制を深く研
究すべきである。  
(5) 発展の可能性がある中小企業に対する中小企業振興戦略の実施を監督する責
任を負い、中小企業の能力を向上させる基礎的なインフラを発展させること
が可能な、主な調整省庁を設置すべきである。その省庁は戦略的計画や輸出
事業に携わる企業家の振興に焦点を当て、継続的に情報交換ができるネット
ワーク作りを支援すべきである。国民の健康、社会、経済に影響する食品や、
国および地域の政策の策定に関連する情報を提供すべきである。  
(6) サプライチェーンにおける安全な製品を製造するために、農作物の栽培や食
品の製造プロセスが開発されるべきである。官民セクターは協力して、最低
限の基準を決定し、製造者に決められた方法を守るように主導し、知識・スキ
ル・消費者の安全への理解を促進すべきである。  
(7) 中小企業振興に携わる人は研修を受け、民間セクターのニーズについて知識
を持ち、理解を深める必要がある。  
(8) 中小企業を強化するため、農業と民間セクターのサプライチェーンをつなぐ
活動を保証する制度が開発されなければならない。  
(9) 効率的な物流制度や、金融、研究開発を含む代替エネルギーの活用を開発す
ることに焦点をあてて、食品や農産物の製造やマーケティングが促進されな
ければならない。  
(10) 工場の製造水準を向上させなければならない。製品が安全で健康に良い
と消費者に信頼してもらうために、品質を向上させなければならない。これ
には経営品質、イノベーション、ブランディング、輸出市場の向上、および資
源の再検討も含まれる。  
(11) 国内外の市場ニーズに合致した製品デザインを開発する。クラスターを
支援し、タイや近隣諸国において製造される食品の原料に投資することで、
詳細なマーケットデータベースとなる研究開発ネットワークを構築し、タイ
の食品産業の良いイメージを促進するための基準を満たさなければならない。 
(12) 事業機会を探している起業家は、地域における競争力強化のために付加
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価値をつけることで中小企業の商品やサービスの品質や基準である製造工程
への支援が可能となるべきである。  
(13) 政府は ICT、電子メディア、通信、人材育成システムのイノベーション、
経営、マーケティング宣伝に関する支援を行うべきである。これらは AEC で
の競争を勝ち抜くために中小企業の経営を管理するツールである。  
(14) ICT やその他のコミュニケーションチャネルは、基準に沿った製品とし
てタイを宣伝し、タイの食品輸出を促進し、オンライン販売といったマーケ
ティングチャネルを促進するために開発されるべきである。製品は消費者が
ニーズにあったものを選択することができるようにカテゴリー分けされるべ
きである。マーケティングアプローチ戦略を活用し、新しい事業機会を探し、
世界におけるタイ商品のいいイメージ構築のため、製品やサービスにおいて
消費者の信用を得るべきである。   
 
OECD はタイ国政府が取り組むべき点として関連機関の機関強化および基準の
策定に焦点を当てた。タイの食品を海外に輸出するためには、消費者に受け入れ
られる味と同時に、品質が不可欠である。経済統合により工場の設置が簡単にな
ることでタイの立地を優位にするための戦略が必要である。  
 
第５節  小括  
 
ASEAN は共通の政策を持ってはいないが、発展の格差是正のために中小金業
振興が不可欠であるとして、ASEAN としての中小企業振興に関するブループリ
ントや戦略的行動計画を策定している。OECD は ASEAN SME Policy Index は
共通のフレームワークを分析ツールとして使用し、各国がどのような政策を打ち
出しているのか、またそれは中小企業振興に有効的であるかどうかを分析してい
る。その中で、まず、ASEAN 全体として包括的なアプローチを行うこと、また、
地域内協力を進める必要があることを指摘している。これは中小企業振興政策が
複数の省庁にまたがっていることや、施策が多岐にわたること、また国の他の政
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策とも関連してくることなどから、全体を調整する必要があることを示している。
タイを含め ASEAN 各国が中小企業振興に取り組み始めたばかりであり、中小企
業振興政策立案者の人材育成そのものが必要と言われているレベルである。  
その意味では共通の分析ツールで分析・評価するのは、共通認識を持つために
は有効であると考える。また、共通認識を持つことで、成功事例や失敗事例、手
段や方法など、情報共有ができ、自国の政策立案に役立つものと考える。ただ、
フレームワークであるため、総花的で表面的な分析になっている。また、評価基
準が専門家個人に任せられている点もあり、より公平な分析にすることが課題で
ある。 
また、OECD は、タイの中小企業振興政策にはフレームワークはあるが、有効
的に機能していないと評価している。ASEAN 諸国の中ではシンガポール、マレ
ーシアに次いで先進国とされるが、中小企業振興政策の機能面ではまだ不十分で
ある。また、中小企業関連省庁の機能強化が必要と指摘した。OSMEP が複数の
省庁にまたがっていることから、調整業務が困難な場合や問題点の指摘が難しい
場合も見られる。そのため、具体的な政策や施策に関する分析と合わせて体制に
ついて書かれたものと考える。  
タイには優位性があると言われている食品産業についても分析している。ここ
でも同様にフレームワークとして関連省庁の機能強化と、特に品質向上について
指摘している。CLMV の脅威への対応、また海外市場への輸出強化を促進してい
るためには品質の向上、高付加価値化が必要と考えられる。そのためには官民セ
クターが協力していくことが重要であり、ネットワーク促進が求められると考え
る。 
  ASEAN 全体としての経済発展および格差是正のためには、中小企業振興の基
礎となるフレームワーク策定が課題であり、強固な枠組みから各国の状況に応じ
た具体的な政策へとつなげていくべきであると考える。  
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終章  成果と課題 
 
第１節  本論文の概要  
 
AEC が 2015 年 12 月末に発足した。それは貿易円滑化、サービス貿易の自由
化、投資の自由化・円滑化、広域的インフラ整備、基準統合、相互認証、格差是
正などのための域内協力などを含んだ質の高い経済統合であり、単一市場・生産
拠点、競争力のある経済圏、均衡のとれた経済発展、世界経済への統合を体現す
るものとして定義されている。AEC は 1993 年の AFTA を皮切りとした段階的な
経済統合のプロセスをたどってきており、発足日を境に劇的な制度変更が行われ
たわけではない。また、EU とは異なり、AEC は関税同盟ではない。そのため、
域外諸国との貿易や投資条件は各国が独自に交渉することになる。しかし、この
経済統合により、モノ・サービス・投資・資本・熟練労働力が、完全ではないが、
自由に移動できるようになったことで、ASEANは 6億人規模の一大市場となり、
ASEAN 域内への投資の増加、また、経済活動の活性化につながると考えられた。  
ASEAN 各国企業のみならず、ASEAN 各国企業とビジネス関係のある企業や
ASEAN に拠点がある外資系企業にとっても、AEC により単一市場・生産拠点が
できることは、事業の発展には魅力的であると同時に、今までになかった課題に
直面することになる。市場面で考えてみると一大市場になるが、生活基盤の違い、
人種の多様性、貧富の格差など、ASEAN が今まで魅力の一つとしてきた多様性
を併せ持ちながら「単一市場」になることになる。また、生産拠点面を考えてみ
ると、国境を超えての「単一生産拠点」となることは、域外とのビジネスを考え
る ASEAN 企業および ASEAN 企業とのビジネスを考える外資系企業にとって生
産拠点の選択の仕方が異なってくることになる。人の行き来も自由になることか
ら、質の高い労働力をどう確保していくのかも重要な課題となる。AEC 発足は
ASEAN 域内外の企業にとって事業を発展させるための有利な機会であると同時
に、自由化により競争が激化することから、特に経営資源が不足がちな ASEAN
の中小企業にとっては脅威でもある。  
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そのため、AEC 発足後、各中小企業はグローバルな視点での経営戦略を再構築
する必要があった。競争に生き残るためには、質の高い従業員の確保、生産性向
上、他国企業との連携を通してグローバル競争力をつけるとともに、今までとは
違った視点からの課題に取り組むリーダーシップの発揮が求められた。  
また、AEC への対応を進める ASEAN の中小企業を支援するためには、ASEAN
各国政府も支援策の再考が必要である。特に中小企業は経済の主要なプレイヤー
であり、更なる経済発展を達成するためには中小企業の存在は欠かせない。その
ためには官民共同で中小企業振興を行う必要がある。  
10 か国で構成されている ASEAN の中で、タイは ASEAN 発足当初からの加盟
国であり、ASEAN10 か国の中では経済発展の進んだ国の一つである。また、1997
年のアジア通貨・経済危機の際には、タイが発端となって他国へと広がっていっ
た。ASEAN 内での関係も深く、影響力も強い国と言える。ASEAN 内では陸続
きの国境を有しているため、経済統合の影響を受けやすい国でもある。  
タイは安い労働賃金と豊富な資源、政治・経済的な安定を強みとして、特に海
外からの投資を受け入れて発展してきた。自動車や家電産業の集積地になるとい
う産業政策のもとで工業化を促進した。その結果、両産業のサプライチェーンに
おいて重要な位置を占めている。また、同時に農産業・水産業でも産業振興を促
進した結果、タイが供給している農水産加工製品および原料の世界市場における
シェアは高い。順調に見えた経済発展の一方、産業構造改革の必要性も言われて
おり、その中でアジア通貨・経済危機が発生した。経済の急激な落ち込みから、
経常収支の赤字からの脱却、グローバル化への対応、地域統合への対応が検討さ
れることになった。また、タイの更なる経済発展には中小企業の発展が欠かせな
いことが改めて浮き彫りとなり、国家戦略の一部にしか過ぎなかった中小企業振
興も強化されることになった。そのため、2000 年に中小企業振興法が制定され、
続いて中小企業振興計画が策定されていった。  
タイの中小企業振興政策に関する研究は大辻（2016）や Regnier（2000）に詳
しいが、いずれもアジア通貨・経済危機直後の政策研究にとどまっている。アジ
ア通貨・経済危機後に制定されたタイ中小企業振興法や中小企業振興計画につい
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て歴史的に記録して分析した研究がなされていない。特に外部環境の変化となる
AEC との関連についての研究がなされていない。  
そのため、本論文では、タイ国政府が策定した中小企業振興の支援策として、
タイ中小企業振興法および中小企業振興計画の概要について歴史的事実として記
述する。また地域協力機構である ASEAN の中小企業振興の方向性もタイ国政府
が独自の中小企業振興政策を策定するにあたって考慮すべき内容であることを踏
まえて、ASEAN として策定した ASAP についても記述した。上記記述に合わせ
てタイの食品加工業を 3 社事例研究として取り上げ、AEC への対応について、ま
たタイ国政府の中小企業振興政策の活用について考察した。  
 
第２節  研究成果  
 
第１項  本論文の構成  
 
第１章では、ASEAN の沿革から、ASEAN がなぜ AEC といった経済統合を進
めることになったのかを考察した。発足当時は反共同盟と言われた ASEAN が、
ベトナムなどの共産国をも加盟国として地域協力を進めていった。アジア通貨・
経済危機をきっかけに、ASEAN としての世界でのプレゼンスを高める必要性が
高まった。そこで、経済、政治・安全保障、社会・文化の 3 つの共同体からなる
ASEAN 共同体構想が協議され、中でも AEC はより一層の経済発展を目指すため
の重要な地域経済協力と位置づけられた。AEC は事業環境の変化をもたらすこと
から、タイの中小企業振興政策を考察するにあたっては考慮すべき外部環境であ
る。 
第２章では、AEC が ASEAN の産業にどのような影響を与えているのかについ
てすでになされている研究を考察した。石川幸一・清水一史・助川成也（2009）
は AEC によって自動車や電機といった日本企業にとっての生産拠点の見直しが
必要となる産業に関する研究を行った。また、Park, Ungson and Francisco（2017）
は ASEAN 内の大手優良企業の経営戦略に関して、Kunanoppadol（2014）はタ
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イ国内の中小企業に対する AEC に関する認識調査に関して、Charoenrat and 
Harvie（2017）は AEC が与えるタイの中小企業全般への影響に関して研究を行
った。AEC 発足に伴って関税が引き下げられる産業は日本企業や外資系企業への
影響も考えられ、サプライチェーンの再構築が必要とされた。  
第３章では、タイの中小企業振興政策について、特に中小企業振興法の制定に
至るまでの歴史的事実について考察した。アジア通貨・経済危機によりタイ経済
が破綻するまで、タイでは単独の中小企業振興政策が策定されていなかった。経
済立て直しのために産業構造改革が進められることになり、経済発展の要として
中小企業振興の重要性と必要性が言われるようになった。その結果、中小企業振
興法が 2000 年に制定され、中小企業の定義が閣議決定され、中小企業振興政策
とその実行計画の策定へとつながっていった。  
第４章では、中小企業振興法制定後に策定された中小企業振興計画について、
策定された背景と合わせて考察した。中小企業振興計画は 2002 年から 5 か年計
画として策定され、最終目標数値に対して評価を行い、次の 5 か年の目標を設定
している。第 1 次・第 2 次・第３次中小企業振興計画の数値目標はいずれも達成
できていないが、タイ国政府の中小企業に関する認識不足および官民セクターの
連携不足、中小企業への情報不足であると言われている。  
第５章では、2001 年より発行されている中小企業白書を取り上げた。中小企業
白書で取り上げるトピックスはタイを取り巻く環境をタイ国政府がどのように考
えているのかを表している。2009 年版からは AEC に関するトピックスが取り上
げられ、海外市場における消費者行動の調査結果やタイ企業が優位に立つことの
できる産業の分析がなされた。毎年ではないが、支援策も取り上げられており、
中小企業への情報提供となっている。中小企業によって有益な政策や行動計画を
策定しても、それが利用する中小企業に伝わらなくては無策となる。中小企業は
業界団体や経済団体に所属する機会がなければ、自分たちが置かれている状況を
把握するのは難しい。中小企業白書を通じて、政策や行動計画、タイ経済や中小
企業の現状と課題が理解できるようになった。また、中小企業白書を発行すると
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いう作業を通じて、OSMEP は中小企業の現状を把握することができ、そこから
必要な政策へとつなげることが可能となった。  
第６章では、タイの食品産業を取り上げ、どのような支援策を実施しているの
かを考察した。2003 年よりタイ国政府は食品の輸出促進として、官民一体となっ
て「世界の台所（Kitchen of the World）」プロジェクトを進めているが、課題は
何か、その課題に対してタイ国政府はどのような支援計画を策定しているのかを
考察した。また、AEC 発足を受けて中小企業間の情報共有を行う場として立ち上
がった工業省 DIP 中小企業ネットワークについて考察した。海外へ視野を広げる
ための人材育成や技術支援、情報共有を促進し、ビジネスマッチングを通して事
業拡大の機会を提供している。タイでも成功したと考えられている中小企業が中
心メンバーとなり、研修の機会を設け、成功や失敗の経験を共有し、国内外のビ
ジネスマッチングをアレンジし、タイ国政府の支援策への提言を行うことで中小
企業振興につなげる役割を果たすことが可能となった。政府主導ではないことか
ら、中小企業が参加しやすいといった反面、中小企業の自主性に任せていること
から活動に課題が出てきていることから、運営方法の転換点に来ている。  
第７章では、ASEAN としての中小企業振興を考察した。AEC の柱として「公
正な経済開発」が掲げられており、先発加盟国と後発加盟国の間の経済格差の是
正には中小企業の発展が不可欠とされている。また経済統合により、投資や経済
の流れに変化が起き、中小企業にとっては発展の可能性と同時に脅威ともなる。
中小企業の自助努力としての体質強化と共に、公約支援による強化も必要である。
ASEAN として中小企業振興に対する考え方や方向性をまとめた ASAP について
分析した。  
第８章では、工業省 DIP 中小企業ネットワークを活用し、AEC の外部環境の
変化と競争激化に向けての対策を取っているタイの中小規模の食品加工業を事例
研究として取り上げた。食品に直接関係ないような外部環境に関する情報すら収
集を行っていることや従業員の人材育成を行っていること、タイ国政府の支援策
を活用していることが共通点として挙げられた。工業省 DIP 中小企業ネットワー
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クの活用により、情報収集が容易であったことが事業の拡大につながったと考え
られる。  
第９章では、OECD が考案した ASEAN SME Policy Index を取り上げて、
ASEAN としての中小企業振興政策の分析・評価を考察した。OECD は ASEAN
全体としては、政策の包括的なアプローチの不足やデータ収集・分析の不足、タ
イの中小企業振興政策に対しては、フレームワークはあるが有効的に機能してい
ないと指摘した。  
 
第２項  研究成果  
 
本論文では、タイの中小企業振興政策の歴史的事実としての記録と、中小企業
にとって支援策を有効化するための情報提供の重要性について考察した。また、
AEC がタイ中小企業の経営や中小企業振興計画に与える影響について考察した。
その結果、下記の通り 4 点にまとめることができる。  
 
(1) 先行研究ではなされていないタイの中小企業振興政策に関する歴史的事実  
アジア通貨・経済危機により、産業構造の改革を余儀なくされたタイ国政府
が打ち出した政策の一つが中小企業支援であった。タイ工業省が中心となり、
中小企業を定義し、基本となる中小企業振興法を制定し、その中で中小企業
振興を担うべき組織としての OSMEP の設置を明記した。その上で、中小企
業振興計画が策定され、5 年ごとに見直しがなされている点について考察し
た。 
タイの中小企業振興政策の内容を見る限り、今までは中小企業振興の基盤と
なる制度設計に重点が置かれてきた。不備な点や実際には機能していない点
もあるが、ある程度の基礎は出来上がったものと考える。  
(2) AEC 発足によるタイ産業への影響  
本論文では、タイ経済によって重要な産業の一つである食品産業を取り上げ
た。今までは原材料となる農作物を活用し、また安い労働賃金を活用した食
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品産業だったが、ASEAN が単一市場・製造拠点となることで、産業の比較
優位性が改めて問われることになった。タイの食品産業の競争力強化のため
には、より一層の高品質化・高付加価値化による差別化が求められる。その
ために 2003 年に策定された Kitchen of the World（世界の台所）プロジェ
クトを考察した。  
(3) 工業省 DIP 中小企業ネットワークの活動  
タイを取り巻く状況が変化していく中で、中小企業はどのように経営戦略を
立てていくべきかを考えると、当然ながら、ヒト・モノ・カネの分野での支
援は必要になるが、最終的には外部変化に対応するための情報をいかに入手
することができるのかにかかっていると考えられる。そのために政府は中小
企業に対して情報共有の場を提供し、技術や経営手法を学ぶ場を提供するこ
とが重要である。工業省は、2011 年に工業省 DIP 中小企業ネットワークを
構築し、4 つのワーキンググループ実施を中心として中小企業の支援を行っ
ている。本論文の事例研究として取り上げたタイの中小企業 3 社はいずれも
工業省 DIP 中小企業ネットワークに加盟しており、外部環境に対する意識付
け、従業員の人材育成、タイ国政府の支援先に関する情報収集といった点で
活用している。工業省 DIP 中小企業ネットワークが中小企業の事業拡大に有
益であること、また中小企業振興政策の制度設計後には機能面が支援策の有
効性を問われることになることについて考察した。  
(4) ASEAN としての中小企業振興  
政策の統合・共通化の動きは見られないものの、ASEAN として共通の方針
は必要である。中でも AEC の柱である「公正な経済開発」のため、ASEAN
域内の中小企業発展をリードする必要がある。ASEAN として中小企業振興
に取り組む姿勢を見せるためには、ASAP の策定は重要である。また、ASEAN
内の格差是正に向けての行動をコミットすることは、世界に向けて ASEAN
が団結していることをアピールし、ASEAN の立場を強力にし、一層の投資
を呼び込むという点においても重要である。  
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タイには日本企業も数多く進出し、現地化を進めている。タイ国政府が AEC
や ASEAN 諸国の動きを見て進めている産業政策や中小企業支援、また、タイの
中小企業の AEC に対する見方や行動といった認識を深めることは、タイ企業と
の関わりの中で、日本企業のタイでの事業活動にとっても有益である。  
 
第３節  課題と今後の研究  
 
2016 年、タイ国政府は National Strategy（2017～2036）（Thailand 4.0）を
発表した。末廣（2018）および National Strategy Secretariat Office, Office of the 
National Economic and Social Development Board（2017）によると、タイ国政
府は国家開発において次の課題に直面していると分析している。経済面では、革
新的な技術の活用ができていないこと、農業やサービス業では生産性が低いこと、
タイの労働者は市場が要求する知識や技能を身に着けていないことがあげられた。
また社会面では、所得を増加させるための施策がとられていないこと、貧困や所
得の不平等に対応していないこと、公的サービスの質が低くアクセスも低いこと
があげられた。環境保護が持続可能な発展につながるが対応できていないことや、
官僚主義が続いており、公的セクターの効率性が低く改善の余地がある。上記以
外にも高齢化、技術変化、国際関係の変化、地域統合、自由化への動きなどへの
対応も不十分とした。そのため、国家安全、経済、社会、環境といった面からの
国家戦略と、それを具体化する戦略が不可欠であることから、長期的な視野に立
った「National Strategy（2017～2036）」（Thailand4.0）を 2016 年1に発表した。
そこでは、デジタル経済の発展と新世代産業（次世代ターゲット産業）の育成の
2 つを柱とし、イノベーション主導型の経済成長に転換することを目的とする。
そして、新路線のもとで、今後 20 年間に年平均 4.5％の成長率2を実現し、もっ
 
1 末廣（2018）によると Thailand 4.0 がタイ国政府によって正式にいつ制定さ
れたのか確認できていない。ただ、法的根拠となる「国家戦略策定法」と「国家
改革計画並びに手続法」が 2017 年 7 月の官報に公布、施行されている。  
2 投資の増加率は 10.0％、輸出の伸び率は 8.0％、全要素生産性の伸び率も
2.0％を達成する（末廣、2018、p.82）。  
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て 2036 年には高所得国の仲間入りを果たそう（末廣、2018、p.67）というもの
である。経済の回復力を増加させ、持続可能性、競争力優位、安全性、グッドガ
バナンス、地域開発、科学・技術の研究開発、インフラ、物流ネットワークの促
進を目標とし、ターゲット産業として、①次世代自動車、②スマート・エレクト
ロニクス、③医療・健康ツーリズム、④農業・バイオテクノロジー、⑤未来食品、
⑥ロボット産業、⑦航空・ロジスティック、⑧バイオ燃料とバイオ化学、⑨デジ
タル産業、⑩医療ハブを設定した。  
1997 年に「産業構造調整事業」として閣議決定された業種、2012 年の第 11
次国家経済社会開発計画でターゲット産業とした業種と Thailand 4.0 でのター
ゲット産業の変化については表終-1 の通りである。  
 
＜表終-1  ターゲット産業の変化＞  
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1997年「産業構造調整事業」 2012年 第11次国家経済社会開発計画 2017年 National Strategy
①食品・食品加工 ①天然ゴム製品 ①次世代自動車
②繊維製品・染色加工 ②食品加工品 ②スマート・エレクトロニクス
③衣類 ③石油化学・プラスチック ③医療・健康ツーリズム
④運動靴・履物 ④バイオディーゼル・エタノール ④農業・バイオテクノロジー
⑤皮革・加工品 ⑤自動車・部品 ⑤未来食品
⑥プラスチック製品 ⑥電子・電気製品 ⑥ロボット産業
⑦宝石・宝飾品 ⑦クリーンエネルギー ⑦航空・ロジスティック
⑧セラミック製品・ガラス製品 ⑧医療・衛生製品 ⑧バイオ燃料とバイオ化学
⑨医薬品・化学製品
⑨バイオ化学製品・バイオ
プラスティック・バイオ関連素材
⑨デジタル産業
⑩電機電子製品 ⑩航空産業 ⑩医療ハブ
⑪自動車部品
⑪創造産業（ファッション、
デザイン、広告など）
  （出典）末廣（2018）、National Strategy Secretariat Office, Office of the 
National Economic and Social Development Board (2017)より筆者作成 
 
National Strategy に合わせて、第 12次国家経済社会開発計画（2017～2021）、
第 4 次中小企業振興計画（2017～2021）も制定された。  
第 12 次国家経済社会開発計画では、経済面での主な取り組むべき課題として
は以下の 12 点があげられている。  
 
(1) タイの優位性を得るため、イノベーション開発と商業化  
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(2) 科学、技術、イノベーション開発  
(3) すべての年代における労働力と能力強化  
(4) あらゆるバリューチェーンにおける製造の再構築  
(5) 農業生産システムの環境変化への対応と土地の有効利用  
(6) 既存の製造・サービス基盤の促進、先端技術やイノベーションを活用した新
基盤の構築  
(7) 新経済（デジタル・バイオ・創造的文化エコノミー）の強化  
(8) 製造業の支援による、可能性の高いサービスセクターや観光の優位性強化  
(9) 製造業のネットワーク構築  
(10) 中小企業、コミュニティ企業、社会的企業の振興  
(11) インフラ開発  
(12) 海外投資の促進  
 
第 12 次国家経済社会開発計画の中では、中小企業への具体的な支援としては
以下の 3 点があげられている。  
 
(1) 新企業家に対し、技術やイノベーションを活用し、自立した企業となるよう
に、またコミュニティの強化のために、起業家精神やビジネススキルを教育
する。カリキュラムを提供するのは大学や職業訓練校であり、創業や企業経
営に関する知識の提供と同時に、グリーン経営についても理解を深めるため
のカリキュラムとする。  
(2) 社会的企業をまとめ、投資の資金源、優遇税制・非課税システム、イノベー
ション、経営やマーケティングに活用できる IT の活用などといったデータや
情報へのアクセスが容易になる環境を作り出す。また企業登録支援やその他
の支援システムも形成する。 
(3) 中小企業クラスターを形成し、大企業などサプライチェーンでの連携が図れ
るような支援を行う。国際貿易や投資に関する政策や施策を立案することで
グローバルに活躍できる機会を中小企業に提供する。  
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末廣（2018）によると、タイの今までの発展は 3 段階に分けられる。第 1 段階
は工業化以前の農業と家内工業が主体の経済発展であった。第 2 段階では、天然
資源や低賃金の労働力を活用した工業化で、軽工業中心の経済発展であった。そ
して第 3 段階では、外資企業の投資を受け入れながらグローバル化と重化学工業
を進めてきた。新たな発展段階として挙げられたのが Thailand 4.0 である。それ
はデジタル経済の発展と新世代産業の育成である。また、タイの産業政策の新た
な方針は、日本を含めて外資系企業にとって事業計画を策定する上で重要なポイ
ントとなる。  
タイが「中所得国の罠」を抜け出し、先進国入りするためには中小企業振興が
より一層重要である。国内産業の課題とそのための政策、デジタル経済の発展と
新世代産業の育成を掲げた Thailand4.0と中小企業振興計画については今後の研
究課題とする。  
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参考資料１ 
 
仏暦 2543 年（西暦 2000 年）中小企業振興法  
 
プミポン・アドゥンヤデート Bhumibol Adulyadej, Rex 
現在の治世で 55 年目にあたる仏歴 2543 年 2 月 6 日 
 
プミポン・アドゥンヤデート国王は以下を宣言することを喜ばしく思う。  
中小企業振興法を得られることに喜びを表すが、この法律にはタイ王国憲法 29
条と 31 条を尊重した条文である、人を拘束する権利と自由を規定する条文が含
まれるため、議会の助言と承諾に基づいて、国王が以下の通り制定する。  
  
第 1 条 
この法令を「仏暦 2543 年（西暦 2000 年）中小企業振興法」と呼ぶ。  
第 2 条1  
この法令は官報告示日の翌日から施行する。  
第 3 条 
この法令において、  
「企業」とは、製造業、サービス業、卸売業、小売業、または大臣が官報
で告示したところに基づくその他の事業を意味する。  
「基金」とは、中小企業振興基金を意味する。  
「民間機関」とは、民商法典または特別法に基づき設立され、全会員の過
半数を工業、サービス業、商業を営む中小企業が占める民間の機関を意味
し、大臣が官報で告示したその他の民間機関も含める。  
「事務所」とは、中小企業振興事務所を意味する。  
「委員会」とは、中小企業振興委員会を意味する。  
 
1 仏暦 2543 年（西暦 2000 年）2 月 17 日 官報 Vol. 117 パート 9a、ページ 1 
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「運営理事会」とは、中小企業振興事務所運営理事会を意味する。  
「事務所長」とは、中小企業振興事務所長を意味する。  
「大臣」とは、この法令の主務大臣を意味する。  
第 4 条 
中小企業とは、省令が規定した雇用数、固定資産額、払込済み資本額を有
する企業のことである。  
第 5 条2 
首相がこの法令の執行責任者であり、執行のための省令、布告を制定する
権限を有する。  
その省令、布告は官報で告示した時施行することができる。   
 
第 1 章 中小企業振興委員会   
  
第 6 条  
首相を委員長、工業大臣を副委員長、大蔵大臣、農業・協同組合大臣、商
業大臣、労働省事務次官、科学技術省事務次官、工業省事務次官、国家経
済社会開発委員会事務局長、投資委員会事務局長、タイ商工会議所会頭、
タイ工業連盟会長、内閣が任命する 12 人以下の有識者を委員、事務所長を
委員および事務局長とする中小企業振興委員会を設置する。   
上記第 1 段落に記載の有識者委員は中小企業に関する知識、専門性、経
験を有する者でなければならず、民間機関の代表から 6 人以上が任命され
なければならない。   
上記第２段落に記載の民間機関の代表のうち 3 人以上は地方の中小企業
事業者でなければならない。  
第 7 条  
 
2 第 5 条第 1 段落は国家平和と秩序評議会（National Council for Peace and 
Order）No.99/2557 仏歴 2557 年（西暦 2014 年）7 月 21 日中小企業振興法改訂
の告示によって改訂された。 
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有識者委員は以下の資格を有し、かつ禁止状態にあってはならない。   
(1) タイ国籍を有する。   
(2) 破産者ではない。   
(3) 無能力者または準無能力者ではない。   
(4) 最終判決で拘禁刑を受けたことはない。ただし過失罪、軽犯罪を除
く。  
第 8 条  
有識者委員の任期は一期 2 年とする。  
任期切れ前に有識者委員が離任した場合、または任命済みの委員の任期中
に増員のため有識者委員の任命が新たにあった場合、代わりに任命され
た、または増員のため任命された有識者委員の任期は、すでに任命された
他の委員の任期と同じとする。  
上記第 1 段落に記載の有識者委員の任期が切れた時、新しい有識者委員
の任命がまだなされていない場合は、その任期が切れた有識者委員が引き
続き新しい有識者委員が任命され職務に就くまで職務に当たる。  
任期切れにより退任した有識者委員は再任することができるが、二期連続
より超えることはできない。   
第 9 条 
第８条に基づく任期切れによる退任のほかに、有識者委員は以下の時に離
任する。  
(1) 死亡。 
(2) 辞任。 
(3) 内閣による解任。  
(4) 第７条に基づく資格を失った、または禁止状態にある。  
第 10 条  
委員会の会議は、全委員の過半数以上の出席をもって成立する。   
委員長が会議の議長となる。委員長が会議に不参加、または職務を遂行で
きない場合、副委員長が会議の議長となる。委員長、副委員長とも会議に
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不参加、または職務を遂行できない場合は、会議に出席した委員が一人の
委員を互選し、議長とする。  
会議の決定は多数決による。各委員は一票を有する。票数が同数の場合は
議長が決定票を投じる。  
第 11 条  
委員会は以下の権限および義務を有する。   
(1)  内閣に承認を求めるため中小企業振興政策および計画を策定する。  
(2)  第 3 条に基づくその他の事業の形態を規定し、官報告示のために内閣
に提案する。  
(3)  第 4 条に基づく中小企業の形態を規定し、省令制定で内閣に提出す
る。  
(4)  国内の中小企業の現況に関する報告を内閣に提出し、年に 1 回以上そ
の報告を一般に公開する。 
(5)  第 37 条に基づく中小企業振興行動計画の承認を審議する。  
(6)  第 37 条、第 38 条、第 39 条に基づき、中小企業振興行動計画の実行に
関して、関係政府部門や政府機関、国営企業、民間機関に助言する。  
(7)  中小企業振興政策および計画に基づく振興のため、金融や財政、租
税、その他の面での基準を関係政府部門や政府機関、国営企業に提言す
る。 
(8)  中小企業振興に関する法律の制定や補則、改訂を関係政府部門、政府
機関、国営企業に提案する。 
(9)  国内外の中小企業振興において国内外の政府部門や政府機関、国営企
業、民間機関、国際機関の間の協力関係を強化、調整する基準を規定す
る。 
(10) 運営理事会の業務を監督する。  
(11) 法律によって定められた委員会の権限義務と規定されたその他の職 
務遂行。  
第 12 条 
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委員会はこの法令に基づく職務遂行において、何らかの者を召喚し、審議
を構成するために証言をさせる、または証拠を提出させる権限を有する。  
第 13 条 
委員会は、委員会の委任に基づき何らかの遂行をさせるため小委員会を任
命する権限を有する。  
上記第 1 段落に記載の小委員会の職務遂行に第 10 条および第 12 条を準
用する。  
第 14 条 
この法令に基づく職務遂行において、委員会は事務所、政府部門、政府機
関、国営企業、民間機関に対し遂行を委任し、または委員会の審議に付す
ための案件を準備させることができる。  
第 15 条 
委員長、副委員長、委員、小委員会委員長および委員は、大臣が規定した
ところに基づき、会議手当ておよびその他の報酬を受け取ることができ
る。 
 
第 2 章 中小企業振興事務所  
 
第 16 条 
「中小企業振興事務所」と呼ぶ事務所を設置し、法人格を有し、以下の目
的を有する。  
(1) 経済社会的状況を鑑みて、中小企業の業種および規模を規定する。  
(2) 振興を受ける中小企業の業種および規模を規定し、中小企業振興政策
および計画を提言する。 
(3) 関係政府部門、政府機関、国営企業、民間機関と連携して、中小企業
振興実行計画を策定する。 
(4) 国内の中小企業の現状について調査し、報告書にまとめる。  
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(5) この法令の改訂、中小企業振興に関連する法律の制定や補則、改訂に
ついて委員会に提言する。 
(6) 委員会および運営理事会の方針および決定に従って基金を運営する。  
(7) 委員会、運営理事会および委員会または運営理事会が設置した小委員
会の事務局を務める。  
(8) 法律が事務所の権限義務と規定したところに基づく、または委員会ま
たは運営理事会が委任したところに基づくその他の職務を遂行する。 
事務所は予算法またはその他の法律に基づく政府部門または国営企業では
ない政府機関とする。  
事務所の運営は労働保護法、労働関係法、社会保障法、補償金法の適用下
には置かれない。  
第 17 条 
事務所は第 16 条に示されたところに基づく目的の範囲において様々な権
限義務を有すると共に、以下の権限義務をも有する。  
(1) 所有権の獲得または所有、所有権または財産権、賃貸、賃借、リー
ス、リース供与、賃貸権またはリース権の移転または移転引き受け、
動産または不動産の売却またはその他の販売、寄付された財産の引き
受け。 
(2) 中小企業の効率性を改善するための研究や開発、振興に限定した、保
証人または担保を有する資金借入または貸付、あるいは投資。  
(3) 中小企業振興のための助成または支援。  
(4) 中小企業振興に資する他者との共同事業、有限会社または株式公開会
社への出資。  
(5) 中小企業振興に資する国内外の政府部門、政府機関、国営企業、民間
機関との協力。  
(6) 事務所の目的の範囲内でのサービスに対する報酬またはサービス費の
受け取り、またその報酬、サービス費に関する条件規定での合意。  
(7) 事務所の目的の追求に関するその他の行為。  
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(2)、(3)、(4)に基づく資金借入、資金貸付、投資、基金からの助成または
支援、事業への参画、株の所有は、運営理事会が第 20 条(12)に基づき規定
した金額を超える場合には、委員会の事前承認を受けなければならない。  
第 18 条 
工業省事務次官を理事長、予算局長、大蔵省代表、農業・協同組合省代
表、商業省代表、投資委員会代表、工業振興局長、委員会が任命する有識
者 7 人を理事、事務所長を理事兼事務局長とする中小企業振興事務所運営
理事会を設置する。  
上記第 1 段落に記載の有識者理事は、中小企業に関する知識、専門性、
経験を有する者で、職位、定時給与を有する公務員ではない者が 5 人以上
いなければならない。  
第 19 条 
第 7 条、第 8 条、第 9 条の規定を運営理事会の有識者理事の任免にも準
用する。ただし第 9 条(3)に基づく退任は委員会の権限とする。  
第 20 条 
運営理事会は事務所の業務に関する運営、管理、監督に関する方針を制定
する権限と義務を有し、責任がある。その権限と義務には以下を含む。 
(1)  第 16 条(1)(2)(3)(4)(5)に基づく事務所の業務認可を審議し、委員会に
提言する。  
(2)  中小企業振興に関する件について委員会および大臣に提言、意見を提
出する。  
(3)  事務所の毎年の業務計画、財務計画、予算を承認する。  
(4)  事務所の基金運用方針を規定、監督する。  
(5)  第 34 条に規定された事業で使用するため基金の配分を審議する。  
(6)  事務所の会計、財務に関する規約を制定する。  
(7)  事務所の業務配分、運営、執行についての規約を制定する。  
(8)  職員および雇用人の人数、地位、雇用期間、月給水準、賃金、その他
の金銭を規定する。  
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(9)  職員および雇用人の採用、任命、職位規定、月給や賃金レート規定、
月給や賃金改定、離任、職務規定、罰則、罰則への不服申立て、苦情
申立て、および人事運営一般についての規約を制定する。  
(10) 事務所長の選出、事務所長の職務、事務所長の職務代行者への委任  
についての規約を制定する。 
(11) 職員および雇用人の福利厚生についての規約を制定する。  
(12) 基金の資金の借入、貸付、投資、助成、支援、または共同事業、出  
資の原則、条件、方法を規定する。  
(13) 第 36 条に基づく基金マネージャーの権限、経営および運用方法に関 
する規則を制定する。  
(14) 基金の出納規則を制定する。  
(15) 委員会に提出するため基金の出納報告を作成する。  
(16) (5)に基づく基金の配分および(12)(13)(14)に基づく規則の制定また  
は改訂変更は委員会の承認後に有効となる。  
第 21 条 
運営理事会は、運営理事会が委任し職務を代行させるため小委員会を設置
する権限を有する。  
運営理事会および運営理事会が任命した小委員会の会議に第 10 条の規定
を準用する。  
第 22 条  
理事長、理事、小委員会委員長、小委員会委員は委員会が規定したところ
に基づき会議手当ておよびその他の報酬を受け取る。  
第 23 条 
運営理事会を事務所長の任命者とし、事務所長の月給および報酬を規定
し、委員会の承認および運営理事会が規定した雇用契約に従う。  
第 24 条 
事務所長は以下の資格を有し、かつ禁止状態にあってはならない。  
(1) 中小企業に関する知識、専門性、経験を有する者である。  
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(2) 事務所に常勤できる者である。  
(3) 職位および定期月給を有する公務員、政治家、地方政府職員、地方議
会議員、事務所の地方管理者や常勤職員、雇用者ではない。  
(4) 第 7 条に基づく資格を有し、かつ禁止状態にない。 
第 25 条 
事務所長の任期は一期 4 年とする。  
任期切れにより退任した事務所長は再任することができるが、連続二期ま
でとする。  
第 26 条 
事務所長は第 25 条に基づく任期切れによる退任のほかに以下の時に退任
する。 
(1) 死亡。 
(2) 辞任。 
(3) 運営理事会が委員会の承認をもとに解任。  
(4) 第 24 条に基づく資格を欠いた、または禁止状態にある。  
第 27 条 
事務所長は以下の権限を有する。  
(1) 運営理事会の方針、規約、規則、決定を含む事務所の目的、権限およ
び業務の順守を確実に行うための運営、事務所職員や雇用者の管理と
監督。 
(2) 運営理事会が委任したところに基づく事務所の経営と運営における責
任。 
(3) 運営理事会が規定した規約に反せず矛盾しない事務所の業務に関連す
る規則の制定。  
第 28 条 
外部の者に関する件において事務所長は事務所を代表する。また運営理事
会の規定した規約に従い、何らかの者にその任務を代行させるため権限を
委任することもできる。  
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第 29 条 
事務所は、事業に適正で、主要業務ごとに分けた会計システムを導入、維
持し、業務カテゴリーに基づき、事実に基づいた正確な事業の現状を示す
現金の出納、資産や負債を示した明細書と証票と合わせた帳簿を有する。
内部会計監査は規則的に行う。  
第 30 条 
事務所は貸借対照表、営業報告書、損益計算書を作成し、会計監査人に送
付し、会計監査人は毎年会計期末から 120 日以内に会計監査を終了する。
12 月 31 日が会計年度の最終日である。  
運営理事会が年毎に承認した事務所の会計監査人は監査報告書を作成、運
営理事会に提出し、運営理事会はそれを委員会に提出する。  
会計検査院は第 2 段落に基づく監査報告書を検査し、認定する。  
第 31 条 
会計期末から 180 日以内に事務所は、会計監査人が正しいと認定した貸
借対照表、営業報告書、損益計算書、また会計監査人の報告書、前年にお
ける事務所の業績を示した年次報告書を作成、運営理事会に提出し、運営
理事会はそれを委員会に提出する。  
 
第 3 章 中小企業振興基金  
 
第 32 条 
事務所内に以下から構成される「中小企業振興基金」と呼ぶ基金を設置す
る。 
(1) 政府が配分する初期資金。 
(2) 政府が年次予算から配分する助成金。  
(3) 基金積み立てのために寄贈された金銭または財産。  
(4) 基金を運用することによる金利または収入。  
(5) 基金を運営する目的で受領したその他の金銭。  
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政府が事務所に直接配分した(1)に基づく初期資金および(2)に基づく助成
金は、事務所の目的に基づく業務で必要な出費に見合った額とする。  
第 33 条 
基金の収入および事務所の収入は、この法令で規定されたところに基づく
事業での使用のために基金に納入し、国庫法および予算法に基づき大蔵省
に返納しなくともよい。  
第 34 条 
基金の資金は以下の事業に支出する。  
(1) 効率性や能力向上をもたらす企業や団体の設立、改善、事業発展のた
めの中小企業や中小企業団体への貸付。  
(2) 中小企業振興行動計画実施のための政府部門、政府機関、国営企業、
民間機関への支援。  
(3) 委員会が承認した運営理事会に決定に基づく、効率の改善を目的とし
た中小企業の設立、事業拡張、研究、開発、振興に関連する業務、共
同事業、共同投資への支援や助成。  
(4) 事務所の運営や基金管理のための支出。  
第 35 条 
第 20 条(5)に基づく基金の配分についての審議において、運営理事会は第
37 条に基づく中小企業振興行動計画との整合を考慮する。  
基金の支出が第 34 条(1)に基づく中小企業または中小企業グループへの貸付
である場合、運営理事会は必要性および適正に基づき返済期間、利息、担
保を規定する。  
第 34 条(2)に基づく政府部門、政府機関、国営企業、民間機関への支援の
場合、運営理事会はその政府部門、政府機関、国営企業、民間機関の中小
企業振興行動計画に基づく必要性を考慮すると共に、政府部門、政府機
関、国営企業についてはすでに行われている国家予算の配分または助成金
も考慮する。  
第 36 条 
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運営理事会は、中小企業振興の方針を有する金融機関を第 34 条および第
42 条に基づく基金の配分において基金マネージャーとして委託することが
でき、第 20 条(13)に基づき委員会の承認のもとに運営理事会が規定した規
則に従う。  
上記第 1 段落に記載の規則は第 37 条および第 38 条に基づく中小企業振
興行動計画と整合していなければならない。  
 
第 4 章 中小企業振興行動計画  
 
第 37 条 
事務所は中小企業振興政策および計画に基づく行動のため「中小企業振興
行動計画」と呼ぶ行動計画を策定し、運営理事会に提出する。運営理事会
はその計画を委員会に承認を求め提出する。  
上記第 1 段落に記載の中小企業振興行動計画は委員会が承認した時、大
臣が官報で告示する。  
第 38 条 
第 37 条に基づく中小企業振興行動計画においては、事務所は関係する政
府部門、政府機関、国営企業との調整を通じ、それら政府部門、政府機
関、国営企業が権限と義務に基づき遂行しなければならないものとして、
研究、開発結果に加え、当該問題の経済、社会上の必要性および条件を考
慮し策定する。策定にあたっては必要に応じて、短期計画、中期計画、長
期計画のほか、中央計画、地方計画があるべきであり、以下の件について
の計画、プロジェクト、業務、基準から構成されなければならない。  
(1)  地域社会、地方、遠隔地における地域のしかるべき資源の使用を考慮
した中小企業の開発。  
(2)  中小企業の質の改善および能力向上をもたらす改革および開発のため
の金融上の支援および助成。 
(3)  中小企業のための資金市場または金融市場の開発または創設。  
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(4)  経営、管理、マーケティング、製造、開発部門における中小企業の経
営者および人材の知識や能力の開発。  
(5)  管理、製造、人材管理、財務、マーケティング、その他応用管理面に
おける中小企業経営の発展。 
(6)  品質、標準、形状、デザイン開発、パッケージにおける製品開発。  
(7)  国内および国外におけるマーケティングや市場拡大面での振興や支
援。 
(8)  最新で適正な技術の振興、研究開発、移転、最新技術と地域の伝統知
の融合または応用。  
(9)  企業経営における情報面での支援、情報技術の振興。  
(10) 中小企業と大企業の関係強化およびその支援のための振興。  
(11) 相互協力または合同事業のための中小企業のグループ化促進。  
(12) 中小企業振興および支援を行う民間機関の育成と促進。  
(13) 中小企業への投資および事業のためのインフラ改善。  
(14) 中小企業振興、あるいは中小企業の不利または制限解消のための権  
利および利益供与。  
(15) エネルギー保全、環境保護、公衆衛生への技術的支援。  
(16) 中小企業にとって障害およびコスト負担となる規則、規約、プロセ  
ス、方法、実施方法の改定。 
(17) 著作権、特許、商標、その他知的財産促進および支援。  
(18) 中小企業の創業促進のための施策、中小企業の存続または事業拡  
張、国内外の他の事業との競争支援に関わる件。 
中小企業振興行動計画の策定については、事務所は民間機関との連絡、調
整も実施する。  
第 39 条 
中小企業振興行動計画に基づく遂行義務を有する政府部門、政府機関、国
営企業は、委員会が規定した報告書式をもって、年に最低一回、委員会に
業績を報告する。  
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第 40 条 
第 37 条に基づく中小企業振興行動計画に沿った遂行の目標を達成するた
め、および計画遂行の成果の評価と行動計画の規定に資するため、中小企
業振興行動計画に基づく遂行義務を有する政府部門、政府機関、国営企業
は、中小企業に関するデータを集計、認定し、公開する。  
上記第 1 段落に記載のデータの詳細は委員会が規定した様式に従う。  
上記第１段落に記載の公開する情報は、中小企業の業種ごとの全体図を示
すデータでなければならない。ただしその件に利害関係を有する中小企業
がその他の詳細データの公開を承諾した場合を除く。  
政府部門、政府機関、国営企業は上記第１段落に記載の集計したデータを
事務所に送付する。事務所は中小企業振興政策および計画の策定のためそ
れらデータを蓄積し、状況報告および中小企業振興行動計画の策定に活用
する。 
第 41 条 
第 40 条に基づく政府部門、政府機関、国営企業の中小企業に関するデー
タの作成に資するため、大臣は委員会の承認のもとに、第 40 条に基づき政
府部門、政府機関、国営企業にデータを報告しなければならない中小企
業、中小企業グループ、民間機関の種類を規定する省令の制定権限を有す
る。 
 
第 5 章 国の振興および支援 
 
第 42 条 
第 34 条に基づき基金からの助成、振興、支援を望む中小企業、中小企業
グループ、民間機関は、事務所、または運営理事会が委員会の承認のもと
に基金マネージャーとして委託した金融機関、あるいは運営理事会が委員
会の承認のもとに委託した政府部門、政府機関、国営企業に対し、予定す
る事業計画およびプロジェクトを示す詳細と合わせて申請する。  
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上記第 1 段落に記載の助成、振興、支援を受けられる中小企業、中小企
業グループ、民間機関の申請および資格は、省令で規定された原則、方
法、条件に従う。  
第 43 条 
第 42 条に基づく助成、振興、支援の申請審査において、事務所は運営理
事会の承認のもとに第 38 条に基づく事業計画、プロジェクト、行動、手段
と整合させながら配分を審査し、申請者である企業、企業グループ、民間
機関の経済上の可能性、必要性、財務、投資、運転資金について考慮しな
ければならない。  
第 44 条  
国家経済開発のため、また中小企業に対し事業における能力や他の事業に
対する競争力を持たせるための振興および開発のために、委員会は権利お
よび利益を供与すべき事業の種類や規模を規定する権限を有し、その権利
および利益供与について権限義務を有する政府部門、政府機関、国営企業
に対し、その権限義務に基づく遂行を検討するよう提言する。  
上記第 1 段落に記載の提言においては、事業インセンティブとして供与
する権利および利益の詳細、その企業が権利および利益供与を受けるにあ
たっての原則、条件、期間を明示する。  
 
第 6 章 国の振興と支援の取消 
 
第 45 条 
企業、企業グループ、民間機関の経営者が、第 42 条に基づく助成、振
興、支援を受ける権利を有するため、あるいは第 44 条に基づく委員会の提
言によって規定された権限義務を有する政府部門、政府機関、国営企業の
権利および利益供与を受けるために不正を働いたことが明らかになった場
合、委員会はその企業、企業グループ、民間機関が受ける助成、振興、支
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援、権利および利益供与の取消を命じる権限を有し、取消の期間は 5 年を
超えないものとする。  
第 46 条  
第 41 条に基づきデータを報告しなかった中小企業、中小企業グループ、
民間機関は、第 42 条および第 44 条に基づく助成、振興、支援、権利や利
益供与を受ける権利を失う。  
委員会が上記第 1 段落に記載の助成、振興、支援、権利および利益供与
を打ち切るのが適切と判断した場合、事務所はその中小企業、中小企業グ
ループ、民間機関の名を中小企業振興行動計画に基づく義務を有する、あ
るいは第 44 条に基づく権利や利益供与で権限義務を有する政府部門、政府
機関、国営企業にその権限義務に基づく実施を検討するよう通告する。 
第 47 条 
第 11 条(5)(6)(7)(8)、第 44 条に基づき委員会から提言を受ける、または
第 39 条、第 40 条、第 46 条第 2 段落に基づき委員会が規定したところに従
わなければならない政府部門、政府機関、国営企業は、委員会の提言また
は規定事項に従った実施を検討しなければならない。委員会の提言または
規定事項に従えない場合は、その提言や規定事項あるいは委員会の命令を
受け取った日から 15 日以内にその理由の詳細と合わせて委員長または委員
長が委任した者に報告する。 
委員長または委員長が委任した者が上記第１段落に記載の報告に対する措
置が必要だと判断した場合、更なる検討のために内閣に提出する。  
 
第 7 章 罰則規定  
 
第 48 条 
第 12 条に基づく委員会の命令に従わなかった者は 1 万バーツ以下の罰金
に処する。  
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付則  
 
第 49 条 
この法令が施行された日から 180 日以内に事務所設置および所長の任命
がなされるまで、工業振興局長が委員会および運営理事会の委員、理事兼
事務局として職務を果たし、また工業振興局が事務所の職務を果たす。  
 
 
 
Government of Thailand (2000), Small and Medium Enterprises Promotion 
Act, B.E.2543 (2000) (Unofficial Translation), Government of Thailand より筆
者訳 
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1.1  背景 
 
ASEAN は現在 ASEAN 経済共同体（AEC）ブループリントの実行の最終フェ
ーズにある。第 3 番の柱である「公平な経済発展」のもとで、中小企業の発展は
注目されている、それは中小企業が発展ギャップを埋める鍵となるからである。  
2015年末に予定されている AEC の発足は地域経済統合に向けた第一歩である。
地域内外での統合を深化させる活動は 2015 年を越えても継続される。モノ、サ
ービス、投資、資金、熟練労働者の移動の強化は投資や ASEAN における経済活
動を促進させる。これらが新しい機会を生み出すことと同時に、統合による利益
などについて ASEAN 地域の中小企業は完全に理解すべきである。  
 
1.1.1  ASEAN における零細・中小企業  
 
公平な経済発展の機動力の一部として、零細・中小企業はセクターの経済占有
率、全企業数のシェア（88.8％から 99.9％）や全労働者数のシェア（51.7％から
97.2％）から見て重要な位置にある。その反面、全輸出シェアから見ると低い
（10.0％から 29.9％）（図 1-1）。「零細」企業は ASEAN 加盟国内でかなりの数を
占めている。しかしながら、零細・中小企業の定義は ASEAN 加盟国間でも違っ
ている。更に、使用可能なデータは限られており、すべてのデータが完備されて
いるのは数か国だけである。（これらの数値は ERIA、OECD や ASEAN 中小企業
省ワーキンググループ（SMEWG）による ASEAN 中小企業政策指標（2014 年）
研究のもとで収集されたデータである。）  
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＜図 1-1 零細・中小企業の統計＞  
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図表 1-1 は零細企業も含む。ASEAN 経済においてそれらの企業の役割は重要
であるため、2015 年以降の計画では零細企業に関連するイニシアティブも組み込
まれている。  
（付属資料 A. ASEAN メンバー国における零細・中小企業の定義を参照）  
 
1.1.2  期限によって優先順位がつけられたアクションプランや方針  
 
AEC の設立は大企業や多国籍企業のみならず零細・中小企業にとっても利益を
もたらす。ASEAN の経済統合や自由貿易協定によるグローバル経済への開放が
多国籍企業や ASEAN で創業された大企業の投資を引き付けており、それは零
細・中小企業にバリューチェーン統合を通して働きかける機会を与えるものであ
る。一方、この競争的な環境は地場の零細・中小企業に地域／グローバルバリュ
ーチェーンに統合するために生産性を高めることを要求している。零細・中小企
業は率先して機会を捜し、その機会から利益を得なければならない。この競争的
な環境に打ち勝つためには、ASEAN の零細・中小企業は期限によって優先順位
がつけられたアクションプランに基づいた手段を講じなければならない。  
・ 前半の 5 年間：  
16.4
29.9
10.0 19
0
20
40
60
80
100
全輸出に占める割合
％
263 
 
AEC や地域のバリューチェーンに途切れることなく統合されるため  
・ 後半の 5 年間：  
グローバル競争力があり、革新的であり、包括的であり、弾力的であるた
め 
2015 年 4 月にマレーシア・クアラルンプールおよびランカウイで開催された
第 26 回 ASEAN 首脳会議では、零細・中小企業の競争力および弾力性を高める
ためには零細企業の振興が重要であることが確認された。しかし、零細・中小企
業の定義や特徴の多様性は、直面している結果や課題が異なっていることを表し
ており、統一の政策を適用することはできない。その中で、グローバル競争力と
社会的包括が同時に実現できることが確実とするため、各行動の工程は 2 つの方
針1に基づいて実行される。  
・ 競争的な方針：  
比較的先進的な ASEAN 加盟国（例としては、発展した ASEAN 加盟国、
第二次産業、都市部、中規模企業など）のグローバル競争力を高めるため
のイニシアティブ（図 1-2） 
  
＜図 1-2 期限によって優先順位がつけられた行動と工程＞  
 
 
1 2 つの方針は 2011 年 ERIA によって開発された「ジャカルタフレームワーク」
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・ 社会的な方針：  
伝統な経済（例としては、発展中の ASEAN 加盟国、第一次産業、周辺地
域、零細から小規模企業など）からの移行を進めるためのイニシアティブ  
 
1.1.3 ASEN SMEWG の主要な活動  
 
Post 2015 SAP SMEDは ASEAN加盟国の中小企業振興政策立案者や民間セク
ター組織、学界、対話パートナー、多国間組織の協議のもと、AEM-METI 経済
産業協力委員会（AMEICC）の資金的支援を受けて、発展してきた。今までの会
合は下記の通りである。 
・ 2014 年 9 月 14 日にインドネシア・ジャカルタにて政策ワークショップ  
・ 2015 年 11 月 24 日にカンボジア・シエムリアップにて官民対話、第 36 回
ASEAN SMEWG 会合と同時開催。  
・ 2015年 5月 18日にタイ・バンコクにて最終会合、第 36回 ASEAN SMEWG
会合と同時開催。  
Post 2015 SAP SMED は 2015 年 6 月末に完了し、2015 年 7 月の上級経済担
当官会合（SEOM）3/46 にて報告された。2015 年 8 月の第 47 回 ASEAN 経済相
会合にて最終版に署名された。2015年 11月の第 27回 ASEAN首脳会議にて Post 
2015 SAP SMED は発行され、2016 年 1 月 1 日から実施されている。  
 
1.2. アクションプランの目的  
 
地域に広がる ASEAN 零細・中小企業の多様性や直面している結果や課題の複
雑さから、零細・中小企業に対する政策は期限によって優先づけられている行動
を考慮しても、戦略的に関連していることは重要である。  
現在の課題への対処のみならず、次の 10 年で直面するであろう課題への対処
となることを考慮して行動がデザインされたことは重要なことである。  
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その目的のため：  
・ 政策指標（KPI）を通してたどることのできる、現在の課題（課題ベース）
を中心として、戦略的目標（価値ベース）を達成することを目的に、各戦
略的目標の下にある工程は、実行のためのロードマップの一部として調整
された。  
・ 工程は多様でありバランスのとれたもの、プロジェクトデザインにおいて
官民パートナーシップに機会を与えるものでなければならない。  
・ モニタリング・評価機能は工程の成功裏の実行にとっては重要な要素であ
る。戦略的目標に対する振興の周期的な評価にとって、応用可能な KPIs
や他の実績指標はあらかじめ決定し、明確に開発していなければならない。
この目的のため、基礎調査は将来にわたって比較できるデータの提供に着
手しなければならない。  
これらの目的のため、また 2016 年から 2025 年の 10 年間に最適な価値を生み
出す協同的な行動を確保するため、post 2015 SAP SMED は以下の分野において
ASEAN 加盟国にとって実用的な実行ガイドとなるであろう。  
・ ビジョンを認識するために、共通のビジョンと戦略目標を策定する。  
・ 各戦略的目標の結果を明確に定める。  
・ 結果を測定し、目標達成度を評価するために、「KPI」を定める。  
・ アクションプランを地域視点で協力し、目標達成のために工程は具体的な
ものとする。  
・ 工程の優先順位を明確にするため、時期を明確にした実行計画を策定する。 
・ ASEAN 諸国が評価でき、SMEWG ミーティングで共有できるように、ハ
イレベルのモニタリング機能を策定する。  
 
1.3 Post 2015 SAP SMED の構成 
 
Post 2015 SAP SMEDは行動計画と実行可能なロードマップの 2つの部分から
成り立っている。  
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＜図 1-3：SME SAP の構造＞ 
 
 
アクションプランは、加盟国の共通ビジョン、ASEAN がビジョンを理解する
ためのミッションや戦略的目標、関連する求められた結果や行動を強化する。  
実行可能なロードマップはスケジュール表において具体的な工程と調整する。
それは誰が、いつ、どうやって実施中の中で工程の進捗を管理するためのモニタ
リング機能の基礎となる。 
KPIs は戦略的目標の達成を評価するため政策指標を提供している。  
 
2.1 ビジョンとミッション声明  
 
行動計画のビジョンは次の 10 年で ASEAN が実行したい共通の目標を具体化
するものである。（図 2-1） 
ミッション声明は ASEAN SMEWG によって支持されたものであるが、グロー
バルに競争力があり、革新的な零細・中小企業のビジョンを理解させるために、
個別、また、まとまった地域にある零細・中小企業を促進していくことを表明し
ている。  
 
行動計画
KPI
ロードマップ
ビジョン・
ミッション
戦略目標・求め
られる結果
行動
プロジェクト
モニタリング
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＜図 2-1 ビジョンとミッション声明＞  
 
 
2.2 戦略的目標と求められる結果  
 
ASEAN SMEWG によって規定され求められている結果は下記の通りであり、
それらは戦略的目標を達成する重要性に基づいている。（図 2-2） 
 
＜図 2-2 戦略的目標と求められる成果＞  
戦略的目標  求められる成果  
A) 生産性、技術、イ
ノベーションの促
進 
A-1) 生産性が向上する。  
A-2) 産業クラスターが形成される。  
A-3) 競争力強化のためイノベーションが推進される。  
B) 金融へのアクセ   
ス 
 
B-1) 金融へのアクセスのためのフレームワークが開発
される。  
B-2) 金融包括と能力が促進され、零細・中小企業の金融
システムへ従事能力が促進される。  
C) 市場へのアクセス
および国際化  
 
C-1) 市場へのアクセスやグローバルサプライチェーン
への統合のためのスキーム支援が更に発展される。 
C-2) 輸出能力が促進される。  
D) 政策や規制環境の D-1) 政策や規制に関する政府内、政府間の協力が促進さ
世界的に競争力がある革新
的な零細・中小企業
2025年までにASEANはグローバル競争
力があり、弾力的で革新的な零細・中
小企業を作り出す。ASEAN共同体に途
切れることなく統合され、地域で包括的
な発展を遂げる
ビジョン：
ミッション声明：
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質の向上  
 
れる。 
D-2) 零細・中小企業の政策への関心が深まり、政策決定
プロセスの零細・中小企業による関与が深まる。 
D-3) 許認可や規制が簡素化される。  
E) 起業家精神の推進
と人的資源開発  
 
E-1) 起業家精神の教育や学習プログラムが設けられる。 
E-2) 零細・中小企業のための人的資源開発、特に女性や
青年向けの人的資源開発が進められる。  
 
2.3  KPIs 
 
10 点もの KPIs が Post 2015 SAP SMED にとって戦略的目標の達成を評価す
る政策手段である。  
KPIs の結果は、計画の効果性に関する、また将来の意思決定を行うための有
益な情報を ASEAN 加盟国に提供する。  
 
＜図 2-3 KPIs＞ 
戦略目標  KPI データ データ整備国  
A) 生産性、技術、
イノベーション
の促進 
労働生産性  
（労働力／GDP） 
ABD 10 か国 
研究開発費  
（GDP における％）  
WB 10 か国 
B) 金融へのアクセ
ス 
中小企業への貸付比率  各国データ  6 か国  *1 
C) 市場へのアクセ
スおよび国際化  
輸出における中小企業
のシェア  
各国データ  4 か国  *2 
中小企業の海外投資シ
ェア 
各国データ  *3 
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D) 政策や規制環境
の質の向上  
起業する際の時間（日
数）および費用  
WB 10 か国 
起業手続きのコスト  WB 10 か国 
E) 起業家精神の推
進と人的資源開
発 
雇用における中小企業
の比率 
各国データ  8 か国  *4 
女性の労働参加率  
（15 歳以上の女性が占
める割合）  
WB 10 か国 
15～24 歳の参加率  WB なし 
 
上記 KPIsのデータはすべての ASEAN加盟国 10カ国における各国機関や多国
籍機関（例えばアジア開発銀行、世界銀行など）で入手できるが、以下が例外で
ある。 
*1 「中小企業への貸付比率」  
データは 6 か国のみ（インドネシア、マレーシア、ミャンマー、フィ
リピン、シンガポール、ベトナム）  
*2 「輸出における中小企業のシェア」  
データは 4 か国のみ（インドネシア、マレーシア、ミャンマー、タイ）  
*3 「中小企業の海外投資シェア」  
データの収集可能性は個別の調査によって決定される  
*4 「雇用における中小企業の比率」  
データは 8 か国のみ（インドネシア、ラオス、マレーシア、ミャンマ
ー、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナム）  
 
2.4 戦略的目標のための行動  
 
A) 生産性、技術、イノベーションの促進  
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生産性や技術の改善は地域の多国籍企業の生産ネットワークに組み込まれ
るための欠かせない駆動力である。零細・中小企業は他の零細・中小企業や
多国籍企業を含む大企業とタイアップすればより結果を出すことができる。
この予測から考えて、産業クラスターは零細・中小企業にとって生産性向上
につながり、革新を生み出すことができる。  
 
求められる成果  アクションプラン  
A-1) 生産性が向上する  A-1-1) 関連する生産性向上の手段の理解を促進
する。 
A-1-2) 資金投資を促進する。  
A-1-3) 生産管理スキルを向上させる。  
A-2) 産業クラスターが形成
される。  
A-2-1) 中小企業間、中小企業と大企業（多国籍
企業含む）とのリンケージが促進される。 
A-2-2) 産業クラスターが形成されるために、技
術が促進され、能力が形成される。  
A-3) 競争力優位に欠かせな
いイノベーションが促
進される。  
A-3-1) 鍵となる技術の活用とイノベーションに
むけた事業への応用が促進される。  
A-3-2) イノベーション支援サービスに関する情
報が伝えられる。  
A-3-3) 産学連携が促進される。  
 
B) 金融へのアクセス  
信用情報の不足により、金融機関からの融資は限られている。金融機関や
支援プログラムへの認識を深めるため、零細・中小企業の金融に対する知識
取得は非常に強く求められている。零細・中小企業は異なる金融支援のリソ
ースに関する情報を得ることが求められている。  
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求められる成果  アクションプラン  
B-1) 金融支援の枠組みが開
発され、促進される。  
B-1-1) 伝統的な金融インフラへの理解とその強
化が改善される。  
B-1-2) 様々な民間の金融リソースの可能性を促
進することで、代替や非伝統的な金融を
生み出す政策環境と手段が改善される。  
B-1-3) 輸出金融が強化される。  
B-2) 金融の包括や能力が促
進され、零細・中小企
業の金融システムへの
組み込み能力が促進さ
れる。 
B-2-1) 伝統的また代替金融へのアクセス増加を
図る金融の包括促進のため、アウトリー
チが促進される。  
 
C) 市場へのアクセスおよび国際化  
ASEAN の企業は限定的な市場アクセス情報しかなく、国際的に要求されて
いることについて理解していない。技術的な知識がないことにより、世界的
なバリューチェーンに参加することが難しいため、中小企業の輸出への貢献
は限られている。情報プラットフォームや能力構築プログラムを提供するこ
とで、地域および国際的な観点から、市場へのアクセスを促進する重要な役
割を果たす。  
 
求められる成果  アクションプラン  
C-1) 市場アクセスの支援ス
キームやグローバルサ
プライチェーンへの参
入が更に発展する。  
C-1-1) 地域およびグローバル市場参入や機会に
関する情報が増加する。 
C-1-2) 市場アクセスや機会を増加させるため、
多国籍企業や大企業とのパートナーシッ
プを促進する。  
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C-1-3) 電子商取引の活用を促進する。  
C-1-4) 市場アクセスを促進するために国際基準
の適用を推進する。  
C-2) 輸出能力が向上する。  C-2-1) 輸出増加を支援するためのメカニズムが
確立される。  
 
D) 政策や規制環境の質の向上  
政府間・内の協力と零細・中小企業の発展の調和は地域の統合には重要で
ある。ASEAN 加盟国で調整され適用される零細・中小企業の政策と規則は地
域レベルでシナジー効果を促進する。零細・中小企業はフレームワーク決定
プロセスに効果的に関与していない。協力的な行動が求められる。行政上の
展望からすると、費用がかからず短期間で登記が出来、起業が増加すること
が求められる。  
 
求められる成果  アクションプラン  
D-1) 政策や規則の面におい
て政府間・内の協力が
促進される。  
D-1-1) 零細・中小企業に責任のある行政機関の
間で協力機能を強化する。 
D-1-2) 地域戦略と共に、国営零細・中小企業の
発展戦略を調整する戦略を開発する。  
D-2) 零細・中小企業の関心
が促進され、意思決定
プロセスへの関与が促
進される。  
D-2-1) 政策形成への零細・中小企業の参加を支
援し促進する。  
D-3) 許可や申請が簡素化さ
れる。 
D-3-1) 事業の形成が費用をかけずに短期間で出
来るように、健全なシステムが設立され、
許可と申請が簡素化される。 
 
E) 起業家精神の推進と人的資源開発  
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グローバル競争がより厳しくなっていく変化する環境では、人的資源開発
は零細・中小企業を成功させる力の一つである。これは特に、女性や若者が
労働市場に参入するためも成功を決定するビジネススキルと起業家精神に関
してである。  
 
求められる成果  アクションプラン  
E-1) 起業家教育や学習プロ
グラムが設けられる。  
E-1-1) 起業家教育が促進される。  
E-2) 零細・中小企業のため
の人的資源開発、特に
女性や若者向けの人的
資源開発が促進され
る。 
E-2-1) 労働力となる女性や若者の経営および／
または技術スキルが促進される。  
E-2-2) 零細・中小企業のおける女性の参加を促
進・容易にするプラットフォームを形成
する。 
 
3.1 工程の実行  
 
戦略的目標に向けてのアクションプランが形成されると、いつ、誰によって、
どのようなロードマップに基づいて実行されるのかが重要となる。  
ロードマップは特定のニーズや環境に沿った具体的な行動計画と共に、
ASEAN 加盟国が更に作り上げ、調整することができる提言された地域のモデル
となる。  
生み出す将来の価値について明確にし、ASEAN の零細・中小企業が直面する
課題を解決するため最も適切な行動の筋道を立てることや、KPI によって定めら
れた目標を達成するために必要なことを行うことは不可欠である。  
地域統合、産業構造の変化、グローバルサプライチェーンといった経済環境の
変化は ASEAN のための 2015 年以降の経済見通しを考えて行動計画の優先順位
を決定する上で考慮される点である。  
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現在の課題と将来の価値を考えて、アクションプランは以下の点を考慮しなが
ら形成される。  
✓ アクションプランは時間に拘束された優先順位に関連すること  
✓ 競争や包括的な方法に沿っていること。  
✓ 他の分野の団体、政策対話相手、国際機関などの資金や技術支援が得ら
れることを理解していること。  
✓ 官民連携を推進すること。  
✓ 手段を考慮すること。  
➢ 手段 
1) 金融スキーム  
2) 人的資源  
3) 地域レベルの調和  
4) 知識共有／ネットワーク  
5) 情報と技術  
6) 法律と規則  
7) インフラ  
（付属資料 B「戦略的目標のための工程一覧」、付属資料 C「同時並行的な工程」
を参照）  
 
最初の 5 年間における時間に拘束されるアクションプラン（統合期間後）とそ
の後（グローバル拡大期間）、個別のアクションプランは以下の様々な点を考慮し
ながら予定表に落とし込むべきである。  
✓ 提案者2（リーダー国／政策対話相手、ドナー）  
✓ 行動計画の順序  
✓ 要求される時間（短期、中期、長期）  
✓ 要求される技術的スキル  
 
2 プロジェクト提案者とはアクションプランの実行をリードする国もしくは組織
を指す。  
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✓ 要求される金融支援  
✓ 手段（例として知識共有、人的資源など）  
2014 年 11 月にカンボジア・シエンリエップにて開催された第 35 回 SMEWG
会議で、各戦略目標における「リーダーとなる国」として行動することを SMEWG
メンバーが示した関心について歓迎した。  
 
＜表 3-1 リーダー国＞  
戦略目標  リーダー国  
生産性、技術、イノベーションの促進  タイ、ベトナム  
金融へのアクセスの増加  マレーシア、ラオス  
市場へのアクセスや国際化の促進  シンガポール、タイ  
政策や規則の環境整備  カンボジア、インドネシア  
起業家精神の促進と人的資源開発  ブルネイ、フィリピン、ミャンマー  
 
リーダー国は合意された予定表に基づいたアクションプランの実行に関して開
始・調整するリード役を務める。それは SMEWG の意見や合意に基づいたもので
ある。アクションプランのためのタスクフォースが効果的な実現可能とするため
結成されることもある。 
ASEAN 事務局はアクションプランを実行するためリーダー国やプロジェクト
提案者を支援するために必要な資源、技術支援、資金を移行させながら、政策対
話相手やドナーと連携しながら支援する。  
 
3.2 モニタリングと評価  
 
10 年にもわたるため、定期的なモニタリングや評価は不可欠である。Post 2015 
SAP SMED には 2 つのモニタリングメカニズムがある。  
－進捗モニタリング：  
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期待される結果が出るためのアクションプランで動いているか、また、
計画の遅れ、予算超過、意思決定の弱さなどといった失敗の可能性を避
けるため、目標の計画、予算、人材、結果の質、その他の指標に対する
アクションプランのモニタリング。  
－結果モニタリング：  
基礎的データ3を基に、KPI で測定される戦略目標の達成評価のモニタリ
ング。 
 
＜図 3-1 モニタリング・評価スキーム＞  
 
 
進捗モニタリングでは、リーダー国はアクションプランの進捗のモニタリング
を調整するため、SMEWG メンバー、ASEAN 事務局および／または他の機関と
一緒に動く（図 3-2）。 
 
3 戦略目標達成の将来の評価に向けて、より良い比較のできるデータを入手でき
るように、初年度（2016 年）に基礎的な調査を行うことを提案する。特に KPI
にとって AMS や国際機関からデータが入手できないからである。  
ASEAN SMEWGミーティング（年2回）
進捗や成果に関する情報の共有、必
要に応じて計画の見直しなど
リーダー国（ASEAN加盟国に
おける中小企業関連省庁）
プロジェクト実行の推進 /
進捗のモニタリング /
成果のモニタリング /
レポートの準備
ASEAN事務局
実行の支援 / 進捗の追跡 / ASAP2016-
2025の成果に対する資格の付与
外部のコンサルタント
成果の評価 / 課題の特定 / 推薦する政策
の提供
進捗や成果に
関するまとめの
レポート
独立した評価レポート
（ASEAN中小企業E政
策インデックス）
支援
レポート
サポート/ アドバイス 共有
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計画の前半前には、SMEWG は KPI 達成を含む中期における達成をレビュー
する。それは可能性のある計画の修正、また計画後半のロードマップ（2012～2025）
をアップデートするための課題を特定するためである。  
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＜図 3-2 モニタリングと評価サイクル＞  
 
  
計
画
の
開
始
20
16
20
17
20
18
20
19
20
20
20
21
20
22
20
23
20
24
20
25
基
礎
調
査
KP
Iの
ター
ゲッ
ト設
定
▲
▲
▲
▲
▲
▲
▲
▲
▲
▲
年
1回
の
評
価
年
1回
の
評
価
プロ
ジェ
クト
の
詳
細
決
定
▲
    
 ▲
▲
    
 ▲
▲
    
 ▲
▲
    
 ▲
▲
    
 ▲▲
    
 ▲▲
    
 ▲
▲
    
 ▲
▲
    
 ▲
▲
    
 ▲
▲
    
 ▲
年
2回
の
評
価
年
2回
の
評
価
▲
中
間
▲
▲
▲
▲
▲
2-
3年
に1
回
2-
3年
に1
回
計
画
の
前
半
（2
01
6-
20
20
）
中
間
計
画
の
後
半
（2
02
1-
20
25
）
KP
Iに
よる
戦
略
的
目
標
の
成
果
評
価
KP
Iに
よる
戦
略
的
目
標
の
成
果
評
価
AS
EC
と協
調
する
リー
ダー
国
成
果
の
振
り返
り、
課
題
の
特
定
独
立
した
評
価
レポ
ート
（A
SE
AN
中
小
企
業
政
策
イン
デッ
クス
）
外
部
の
コン
サ
ル
タン
ト
SM
EW
G
プロ
ジェ
クト
の
経
営
、ア
クシ
ョン
工
程
の
進
捗
評
価
プロ
ジェ
クト
の
経
営
、ア
クシ
ョン
工
程
の
進
捗
評
価
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付属資料 A 
ASEAN 加盟国の零細・中小企業の定義  
 
 
ブルネイ カンボジア インドネシア ラオス
零細企業
従業員数 4名未満 10名未満 - -
資産 - 50US$未満 5千万IDR未満 -
資本金 - - - -
売上高 セクター別の売上高 - 3億IDR未満 -
小企業
従業員数 19名未満 50名未満 - 19名未満
資産 - 25万US$未満 5億IDR未満 2.5億LAK未満
資本金 - - - -
売上高 セクター別の売上高 - 25億IDR未満 4億LAK未満
中堅企業
従業員数 99名未満 100名未満 - 99名未満
資産 - 50万US$未満 100億IDR未満 20億LAK未満
資本金 - - - -
売上高 セクター別の売上高 - 5百億IDR未満 10億LAK未満
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フィリピン シンガポール
製造業 サービスその他
零細企業
従業員数 5名未満 5名未満 - -
資産 - - 300万PHP未満 -
資本金 - - - -
売上高 30万RM未満 30万RM未満 - -
小企業
従業員数 75名未満 30名未満 - -
資産 - - 1.5千万PHP未満 -
資本金 - - - -
売上高 1.5千万RM未満 3百万RM未満 - -
中堅企業
従業員数 200名未満 75名未満 - -
資産 - - 1億PHP未満 -
資本金 - - - -
売上高 5千万RM未満 2千万RM未満 - -
マレーシア
製造業 労働集約型製造業 卸売業 小売業 サービス業 その他
零細企業
従業員数 - - - - - -
資産 - - - - - -
資本金 - - - - - -
売上高 - - - - - -
小企業
従業員数 50名未満 300名未満 30名未満 - 30名未満 30名未満
資産 - - - - - -
資本金 5億Kyat未満 5億Kyat未満 - - - -
売上高 - 1億Kyat未満 5千万Kyat未満 1億Kyat未満 1億Kyat未満
中堅企業
従業員数 300名未満 - 60名未満 60名未満 100名未満 60名未満
資産 - - - - - -
資本金 10億Kyat未満 10億Kyat未満 - - - -
売上高 - - 3億Kyat未満 1億Kyat未満 2億Kyat未満 1億Kyat未満
ミャンマー
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製造業 卸売業 小売業 その他サービス業
零細企業
従業員数 - - - -
資産 - - - -
資本金 - - - -
売上高 - - - -
小企業
従業員数 50名未満 25名未満 15名未満 50名未満
資産 固定資産5千万THB未満 固定資産5千万THB未満 固定資産3千万THB未満 固定資産5千万THB未満
資本金 - - - -
売上高 - - - -
中堅企業
従業員数 200名未満 50名未満 30名未満 200名未満
資産 固定資産2億THB未満 固定資産1億THB未満 固定資産6千万THB未満 固定資産2億THB未満
資本金 - - - -
売上高 - - - -
タイ
農業 製造業 サービス業
零細企業
従業員数 10名未満 10名未満 10名未満
資産 - - -
資本金 - - -
売上高 - - -
小企業
従業員数 200名未満 200名未満 50名未満
資産 - - -
資本金 2百億VND未満 2百億VND未満 1百億VND未満
売上高 - - -
中堅企業
従業員数 300名未満 300名未満 100名未満
資産 - - -
資本金 1千億VND未満 1千億VND未満 5千億VND未満
売上高 - - -
ベトナム
282 
 
 
（出典）各国の中小企業関連省庁より  
 
  
製造業その他 卸売業 小売業 サービス業
零細企業
従業員数 20名以下 - 5名以下 5名以下
資産 - - - -
資本金 - - - -
売上高 - - - -
小企業
従業員数 - - - -
資産 - - - -
資本金 - - - -
売上高 - - - -
中堅企業
従業員数 50名以下又は 100名以下又は 50名以下又は 100名以下又は
資産 - - - -
資本金 5千万円以下 1億円以下 5千万円以下 5千万円以下
売上高 - - - -
日本
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付属資料 B 
戦略的目標における各アクションのためのアクション工程（プロジェクト）リ
スト 
 戦
略
的
目
標
A）
 生
産
性
、技
術
、イ
ノベ
ー
シ
ョン
の
促
進
リー
ダ
ー
国
： タ
イ、
ベ
トナ
ム
要
求
され
る結
果
ア
クシ
ョン
ア
クシ
ョン
工
程
目
標
期
限
金
融
ス
キ
ー
ム
人
材
地
方
レベ
ル
で
の
協
調
知
識
共
有
／
ネ
ット
ワ
ー
キ
ング
情
報
技
術
法
と規
則
イン
フラ
C
I
A-
1-
1) 
関
連
す
る生
産
性
向
上
の
手
段
の
理
解
を促
進
す
る。
1. 
生
産
性
向
上
の
研
究
を行
い
、官
民
対
話
や
セ
クタ
ー
別
ラウ
ンド
テ
ー
ブル
の
実
施
：
・ A
SE
AN
、特
に
4か
国
に
焦
点
を当
て
、多
国
間
機
関
の
協
力
の
もと
、生
産
性
、技
術
、主
な
傾
向
、政
策
に
つ
い
て
研
究
を行
う。
・ 産
官
学
セ
クタ
ー
の
協
力
の
もと
、「
生
産
性
」や
「品
質
基
準
」に
関
す
る官
民
対
話
を実
施
す
る。
・ 技
術
の
使
用
を改
善
し、
イノ
ベ
ー
シ
ョン
の
実
施
者
を特
定
す
るた
め
に
、ビ
ジ
ネ
ス
界
とセ
クタ
ー
別
ラウ
ンド
テ
ー
ブル
を行
う。
20
18
年
✓
○
○
A-
1-
2) 
資
金
投
資
を促
進
す
る。
1. 
資
本
投
資
や
施
設
リー
ス
の
関
す
る支
援
プロ
グ
ラム
に
関
す
るベ
ス
トプ
ラク
テ
ィス
の
特
定
と促
進
。
20
20
年
✓
○
A-
1-
3) 
生
産
管
理
ス
キ
ル
を向
上
させ
る。
1. 
零
細
企
業
の
た
め
に
基
本
的
な
「生
産
性
」と
「品
質
」に
関
す
るベ
ス
トプ
ラク
テ
ィス
／
基
準
の
共
有
（零
細
企
業
の
強
化
）
20
17
年
✓
○
1. 
産
業
クラ
ス
ター
開
発
に
関
す
る地
域
お
よび
グ
ロー
バ
ル
ベ
ス
トプ
ラク
テ
ィス
の
共
有
20
17
年
✓
○
2. 
中
小
企
業
と多
国
籍
の
双
方
が
パ
ー
トナ
ー
シ
ップ
を構
築
す
るこ
との
で
きる
産
業
に
焦
点
を当
て
た
特
別
工
業
地
帯
／
ゾー
ンコ
ンセ
プト
の
開
発
。
20
23
年
✓
○
1. 
地
方
の
中
小
企
業
へ
の
技
術
移
転
（国
家
レベ
ル
で
の
実
施
）が
行
わ
れ
るよ
うに
、
地
方
の
中
小
企
業
（サ
プラ
イヤ
ー
、デ
ィー
ラー
な
ど）
の
教
育
を多
国
籍
企
業
／
大
企
業
が
行
うた
め
へ
の
イン
セ
ンテ
ィブ
プロ
グ
ラム
や
表
彰
制
度
の
創
設
。
20
20
年
✓
○
2. 
ター
ゲ
ット
産
業
の
お
け
る更
な
る生
産
能
力
を支
援
す
るた
め
、中
小
企
業
間
に
お
け
る適
切
な
技
術
適
用
に
関
す
るベ
ス
トプ
ラク
テ
ィス
の
共
有
。
20
17
年
✓
○
1. 
イノ
ベ
ー
シ
ョン
表
彰
や
ナ
レッ
ジ
ベ
ー
ス
の
創
造
的
で
環
境
に
配
慮
した
産
業
へ
の
イン
セ
ンテ
ィブ
の
向
上
（国
家
レベ
ル
で
の
適
応
）
20
21
年
✓
○
2. 
製
造
業
や
ナ
レッ
ジ
ベ
ー
ス
の
産
業
を成
長
させ
るた
め
の
ナ
レッ
ジ
プラ
ット
フォ
ー
ム
や
イン
セ
ンテ
ィブ
の
建
設
：
・ 製
造
業
の
生
産
技
術
に
関
す
る知
識
の
提
供
・ イ
ノベ
ー
シ
ョン
に
関
す
る異
な
った
レベ
ル
の
知
識
の
提
供
（例
え
ば
、製
品
イノ
ベ
ー
シ
ョン
、プ
ロセ
ス
イノ
ベ
ー
シ
ョン
な
ど）
・ ナ
レッ
ジ
ベ
ー
ス
の
創
造
的
な
産
業
に
お
け
る共
同
研
究
の
促
進
・ ビ
ジ
ネ
ス
や
製
造
に
お
け
る環
境
に
配
慮
した
イニ
シ
ア
テ
ィブ
や
技
術
プロ
セ
ス
の
適
応
の
推
進
（税
制
面
の
イン
セ
ンテ
ィブ
含
む
）
20
20
年
✓
✓
○
○
3. 
知
的
財
産
権
へ
の
意
識
や
中
小
企
業
の
商
業
化
（国
家
レベ
ル
の
適
応
）に
関
す
る
能
力
向
上
プロ
グ
ラム
の
開
発
20
18
年
✓
○
4. 
中
小
企
業
GI
協
会
に
対
す
る商
業
化
促
進
の
た
め
の
ポ
ス
ト地
政
学
的
表
示
（G
I)プ
ログ
ラム
の
促
進
20
22
年
✓
○
○
5. 
新
製
品
の
商
業
化
可
能
性
を目
標
とし
た
現
在
の
技
術
移
転
セ
ンタ
ー
の
強
化
20
25
年
✓
1. 
AS
EA
Nビ
ジ
ネ
ス
イン
キ
ュベ
ー
シ
ョン
ネ
ット
ワ
ー
ク（
AB
INe
t）の
オ
ンラ
イン
に
よ
る相
互
プラ
ット
フォ
ー
ム
の
開
発
20
17
年
✓
○
2. 
IT能
力
の
活
用
に
よる
支
援
に
支
え
られ
た
ナ
レッ
ジ
ベ
ー
ス
の
創
造
的
産
業
の
ス
キ
ル
を促
進
す
る、
創
造
的
産
業
団
体
と中
小
企
業
／
起
業
家
の
共
同
の
促
進
20
22
年
✓
○
1. 
中
小
企
業
、大
企
業
、学
界
との
共
同
連
携
を促
進
す
るた
め
の
ネ
ット
ワ
ー
クプ
ロ
グ
ラム
の
設
置
20
18
年
✓
○
2. 
中
小
企
業
と施
設
をシ
ェア
す
るた
め
の
大
学
の
プロ
グ
ラム
の
設
置
20
20
年
✓
○
A-
3-
3) 
産
学
連
携
が
促
進
され
る。
A-
3) 
競
争
力
優
位
に
欠
か
せ
な
い
イノ
ベ
ー
シ
ョン
が
促
進
され
る。
手
段
方
針
A-
1）
 生
産
性
が
向
上
す
る
A-
2) 
産
業
クラ
ス
ター
が
形
成
さ
れ
る。
A-
2-
1) 
中
小
企
業
間
、中
小
企
業
と大
企
業
（多
国
籍
企
業
含
む
）と
の
リン
ケ
ー
ジ
が
促
進
され
る。
A-
2-
2) 
産
業
クラ
ス
ター
が
形
成
され
る
た
め
に
、技
術
が
促
進
され
、能
力
が
形
成
され
る。
A-
3-
1) 
鍵
とな
る技
術
の
活
用
とイ
ノ
ベ
ー
シ
ョン
に
向
け
た
事
業
へ
の
応
用
が
促
進
され
る。
A-
3-
2) 
イノ
ベ
ー
シ
ョン
支
援
サ
ー
ビス
に
関
す
る情
報
が
伝
え
られ
る。
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 戦
略
的
目
標
B）
 金
融
へ
の
アク
セス
の
促
進
要
求
され
る結
果
アク
ショ
ン
アク
ショ
ン工
程
目
標
期
限
1. 
金
融
へ
の
アク
セス
に
関
す
る現
在
の
課
題
、例
えば
信
用
評
価
や
結
論
、信
用
調
査
所
、安
定
した
取
引
法
、マ
イク
ロフ
ァイ
ナ
ンス
、中
小
企
業
をタ
ー
ゲ
ット
とし
た貸
出
、企
業
間
の
信
用
（売
掛
金
勘
定
、約
束
手
形
、少
額
債
務
救
済
スキ
ー
ム
）な
どの
共
有
化
、中
小
企
業
、規
制
す
る官
庁
、金
融
機
関
との
間
の
ラウ
ンド
テー
ブル
の
実
施
20
18
年
✓
○
○
2. 
地
域
の
信
用
評
価
の
ため
の
情
報
シス
テム
の
開
発
（「
中
小
企
業
信
用
評
価
方
法
の
ため
の
AS
EA
Nベ
ンチ
マー
クの
開
発
」プ
ロジ
ェク
トの
フォ
ロー
アッ
プ）
・ A
SE
AN
ベ
ンチ
マー
ク方
法
に
基
づい
た各
AS
EA
N加
盟
国
に
お
け
る国
家
レベ
ル
の
情
報
シス
テム
の
実
施
・ 国
家
レベ
ル
の
情
報
シス
テム
をリ
ンク
す
る地
域
ネッ
トワ
ー
クプ
ラッ
トフ
ォー
ム
の
開
発
20
25
年
✓
○
○
3. 
信
用
保
証
スキ
ー
ム
とい
った
伝
統
的
な金
融
を実
施
す
るた
めの
政
策
オ
プシ
ョン
の
開
発
・ 中
小
企
業
スコ
アカ
ー
ドな
どを
活
用
し、
伝
統
的
な金
融
へ
の
中
小
企
業
の
アク
セ
スに
関
す
る現
状
や
ベ
スト
プラ
クテ
ィス
の
研
究
20
25
年
✓
○
4. 
中
小
企
業
の
信
用
査
定
（信
用
査
定
、企
業
間
の
信
用
など
）に
お
け
る官
民
セク
ター
に
お
け
る中
小
企
業
、規
制
官
庁
、金
融
機
関
の
能
力
向
上
、ま
た、
保
証
を受
け
なが
らの
特
恵
融
資
の
実
施
の
ため
の
シス
テム
の
設
置
（国
家
レベ
ル
の
実
施
）
20
23
年
✓
○
○
1. 
様
々
なス
テー
クホ
ル
ダー
との
政
策
可
能
性
や
組
織
の
研
究
：
・ 中
小
企
業
や
起
業
家
へ
の
自
己
資
本
調
達
や
代
替
金
融
の
ため
の
政
策
や
グ
ッド
プ
ラク
ティ
スの
研
究
の
実
施
・ 代
替
や
非
伝
統
的
な金
融
の
関
す
るベ
スト
プラ
クテ
ィス
を共
有
す
るた
めの
中
小
企
業
、規
制
官
庁
、金
融
機
関
とラ
ウ
ンド
テー
ブル
の
実
施
20
18
年
✓
○
○
2. 
地
域
の
中
小
企
業
と投
資
家
（エ
ンジ
ェル
投
資
家
、ベ
ンチ
ャー
キ
ャピ
タル
企
業
、
BO
P（
ピラ
ミッ
ドベ
ー
ス）
ファ
ンド
、個
人
など
）の
ビジ
ネス
マッ
チン
グ
の
設
定
20
20
年
✓
○
○
3. 
代
替
金
融
フレ
ー
ム
ワ
ー
クや
オ
ンラ
イン
での
相
互
プラ
ット
フォ
ー
ム
の
開
発
20
23
年
✓
○
○
B-
1-
3) 
輸
出
金
融
が
強
化
され
る。
1. 
貿
易
金
融
、例
えば
貿
易
信
用
、輸
出
主
体
の
貸
し出
し保
障
の
促
進
、お
よび
主
要
な金
融
機
関
よる
債
権
買
取
（国
家
レベ
ル
）
20
25
年
✓
○
1. 
零
細
・中
小
企
業
の
ため
の
会
計
規
則
、ガ
イド
ライ
ン、
スキ
ー
ム
の
適
応
を促
進
す
るた
めの
ベ
スト
プラ
クテ
ィス
の
共
有
20
20
年
✓
○
○
2. 
零
細
企
業
の
対
す
るマ
イク
ロフ
ァイ
ナ
ンス
プロ
グ
ラム
の
開
発
（零
細
企
業
の
強
化
）（
国
家
レベ
ル
の
実
施
）
20
20
年
✓
✓
○
3. 
情
報
ギ
ャッ
プを
最
小
限
化
す
るた
め、
零
細
・中
小
企
業
が
利
用
可
能
な金
融
支
援
の
相
互
オ
ンラ
イン
プラ
ット
フォ
ー
ム
の
設
置
20
18
年
✓
○
○
B-
1-
1) 
伝
統
的
な金
融
イン
フラ
へ
の
理
解
とそ
の
強
化
が
改
善
され
る。
B-
1-
2) 
様
々
な民
間
の
金
融
リソ
ー
ス
の
可
能
性
を促
進
す
るこ
とで
、代
替
や
非
伝
統
的
な金
融
を生
み
出
す
政
策
環
境
と手
段
が
改
善
され
る。
B-
1) 
金
融
支
援
の
枠
組
み
が
開
発
され
、促
進
され
る。
B-
2-
1) 
伝
統
的
また
代
替
金
融
へ
の
ア
クセ
ス増
加
を図
る金
融
の
包
括
促
進
の
ため
、ア
ウ
トリ
ー
チが
促
進
され
る。
B-
2) 
金
融
の
包
括
や
能
力
が
促
進
され
、零
細
・中
小
企
業
の
金
融
シス
テム
へ
の
組
み
込
み
能
力
が
促
進
され
る。
リー
ダー
国
： マ
レー
シア
、ラ
オ
ス
手
段
方
針
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 戦
略
的
目
標
C）
 市
場
アク
セス
や
国
際
化
の
実
施
要
求
され
る結
果
アク
ショ
ン
アク
ショ
ン工
程
目
標
期
限
1. 
中
小
企
業
の
AE
Cの
利
点
に関
する
活
動
の
促
進
と増
加
・ A
EC
に関
する
情
報
マニ
ュア
ル
の
追
加
情
報
の
開
発
・ 国
およ
び地
域
レベ
ル
にお
ける
AE
Cの
関
する
市
場
可
能
性
の
活
動
の
実
施
・ 効
果
的
にA
EC
の
関
する
情
報
を伝
え、
中
小
企
業
に対
する
、ま
た民
間
セク
ター
の
協
同
を促
す市
場
機
会
の
ため
の
メッ
セー
ジを
出
すた
め、
AS
EA
Nビ
ジネ
スカ
ウ
ンシ
ル
／
ビジ
ネス
協
会
との
共
同
20
17
年
✓
○
○
2. 
市
場
、F
TA
、可
能
性
の
ある
パ
ート
ナー
の
情
報
の
提
供
（A
SE
AN
中
小
企
業
サ
ー
ビス
セン
ター
）
20
18
年
✓
○
1.中
小
企
業
や
大
企
業
／
多
国
籍
企
業
との
ネッ
トワ
ーク
や
パ
ート
ナー
シッ
プの
促
進 ・ オ
ンラ
イン
プラ
ット
フォ
ーム
や
ビジ
ネス
マッ
チン
グを
通
じて
、グ
ロー
バ
ル
サ
プラ
イチ
ェー
ンに
参
加
促
進
させ
るた
めの
中
小
企
業
や
多
国
籍
企
業
間
の
ネッ
トワ
ーク
の
強
化
・ 多
国
籍
企
業
／
大
企
業
／
中
小
企
業
間
の
メン
ター
プロ
グラ
ムの
開
発
20
18
年
✓
○
2. 
ビジ
ネス
マッ
チン
グや
パ
ート
ナー
シッ
プへ
の
支
援
・ 多
国
籍
企
業
と地
域
の
中
小
企
業
を結
ぶ
ビジ
ネス
マッ
チン
グや
パ
ート
ナー
シッ
プを
支
援
する
貿
易
フェ
アや
イベ
ント
の
実
施
・ 産
業
を限
定
した
中
小
企
業
の
CE
Oや
地
域
の
ビジ
ネス
リー
ダー
を対
象
とし
た
ネッ
トワ
ーク
や
ビジ
ネス
マッ
チン
グイ
ベン
トの
実
施
20
19
年
✓
○
3. 
貿
易
サ
プラ
イチ
ェー
ンを
促
進
し、
低
価
格
での
AS
EA
N中
小
企
業
の
競
争
力
を強
化
する
「デ
ジタ
ル
サ
ービ
スハ
ブ」
の
設
置
と促
進
20
21
年
✓
○
C-
1-
3) 
Eコ
マー
スの
活
用
を促
進
す
る。
1. 
中
小
企
業
の
拡
大
を促
進
する
ため
の
Eコ
マー
スの
プラ
ット
フォ
ーム
の
開
発
と活
用
の
促
進
20
20
年
✓
○
○
1. 
限
定
され
た産
業
や
バ
リュ
ーチ
ェー
ンに
おけ
る中
小
企
業
の
機
会
を含
む、
グ
ロー
バ
ル
サ
プラ
イチ
ェー
ンに
統
合
され
るた
め、
中
小
企
業
に対
して
モデ
ル
政
策
の
共
有
20
16
年
✓
○
2. 
中
小
企
業
の
認
可
を促
進
する
ため
の
AS
EA
N基
準
・品
質
コン
サ
ル
ティ
ング
委
員
会
（A
CC
SQ
）と
の
共
同
によ
る国
際
基
準
に関
する
中
小
企
業
の
能
力
向
上
20
20
年
✓
○
3. 
国
際
認
可
の
適
用
によ
る輸
出
へ
の
支
援
の
提
供
（国
家
レベ
ル
の
実
施
）
20
25
年
✓
○
1. 
輸
出
に向
けた
原
産
地
証
明
や
AS
EA
N独
自
の
証
明
スキ
ーム
の
活
用
の
促
進
20
19
年
✓
○
2. 
地
域
の
銀
行
、商
工
会
議
所
など
によ
る市
場
拡
大
（地
域
およ
び世
界
）に
向
けた
助
言
サ
ービ
ス／
情
報
の
提
供
の
増
加
（国
家
レベ
ル
の
実
施
）
20
18
年
✓
○
3. 
各
AS
EA
N加
盟
国
にお
ける
中
小
企
業
の
ため
の
輸
出
相
談
所
の
設
立
（国
家
レベ
ル
の
実
施
）
20
20
年
✓
○
手
段
方
針
リー
ダー
国
： シ
ンガ
ポー
ル
、タ
イ C
-1
-1
) 地
域
およ
びグ
ロー
バ
ル
市
場
参
入
や
機
会
に関
する
情
報
が
増
加
す
る。 C-
1-
2) 
市
場
アク
セス
や
機
会
を増
加
させ
るた
め、
多
国
籍
企
業
や
大
企
業
と
の
パ
ート
ナー
シッ
プを
促
進
する
。
C-
1-
4) 
市
場
アク
セス
を促
進
する
た
めに
国
際
基
準
の
適
用
を推
進
する
。
C-
1) 
市
場
アク
セス
の
支
援
ス
キー
ムや
グロ
ーバ
ル
サ
プラ
イ
チェ
ーン
へ
の
参
入
が
更
に発
展
する
。
C-
2-
1) 
輸
出
増
加
を支
援
する
ため
の
メカ
ニズ
ムが
確
立
され
る。
C-
2) 
輸
出
能
力
が
向
上
する
。
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 戦
略
的
目
標
D）
 政
策
や
規
則
環
境
の
促
進
要
求
され
る
結
果
ア
ク
シ
ョン
ア
ク
シ
ョン
工
程
目
標
期
限
1. 
零
細
・中
小
企
業
担
当
の
行
政
機
関
間
の
ハ
イレ
ベ
ル
の
協
力
機
能
の
設
置
・ 
効
果
的
か
つ
権
限
の
あ
る
協
力
お
よ
び
モ
ニ
タリ
ン
グ
任
務
の
あ
る
指
名
され
た
実
行
機
関
とし
て
の
零
細
・中
小
企
業
の
行
政
機
関
の
設
立
・ 
地
域
ベ
ー
ス
の
調
整
され
た
零
細
・中
小
企
業
へ
の
支
援
プ
ロ
グ
ラム
に
関
す
る
政
策
ワ
ー
ク
シ
ョッ
プ
の
実
施
20
17
年
✓
○
○
2. 
KP
Iモ
ニ
タリ
ン
グ
の
た
め
の
毎
年
実
施
す
る
ビ
ジ
ネ
ス
調
査
を通
して
比
較
で
き
る
零
細
・中
小
企
業
統
計
の
開
発
20
20
年
✓
○
○
3. 
効
果
的
か
つ
相
互
の
組
織
内
お
よ
び
政
府
内
の
協
力
、政
策
や
規
則
の
面
や
グ
ッド
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
コ
ー
デ
ィネ
ー
トの
た
め
の
政
策
立
案
者
の
能
力
向
上
20
25
年
✓
○
○
1. 
地
域
の
連
帯
や
国
家
の
政
策
や
規
則
の
改
善
の
参
考
とな
る
政
府
間
協
力
お
よ
び
コ
ー
デ
ィネ
ー
シ
ョン
に
基
づ
く零
細
・中
小
企
業
開
発
プ
ロ
グ
ラム
の
創
設
（国
家
レ
ベ
ル
の
実
行
）
20
19
年
✓
○
○
2. 
零
細
・中
小
企
業
振
興
政
策
の
開
発
と組
織
内
お
よ
び
政
府
間
協
力
や
政
策
・規
則
の
コ
ー
デ
ィネ
ー
トの
た
め
の
ガ
イド
ライ
ン
の
実
施
・ 
調
整
され
た
支
援
プ
ロ
グ
ラム
に
基
づ
く政
策
ワ
ー
ク
シ
ョッ
プ
の
実
行
・ 
零
細
・中
小
企
業
振
興
政
策
に
関
す
る
良
い
事
例
の
ガ
イド
ライ
ン
／
ハ
ン
ドブ
ック
の
発
行
20
17
年
✓
○
○
3. 
最
新
の
AS
EA
N 
中
小
企
業
政
策
イン
デ
ック
ス
や
カン
トリ
ー
レ
ポ
ー
トの
発
行
・ 
す
で
に
あ
る
中
小
企
業
政
策
イン
デ
ック
ス
研
究
（2
01
4年
版
）の
フ
ォロ
ー
ア
ップ
・ 
パ
イロ
ット
国
に
お
い
て
中
小
企
業
政
策
の
見
直
し
・ 
20
15
年
バ
ー
ジ
ョン
の
3年
ご
との
AS
EA
N中
小
企
業
振
興
政
策
イン
デ
ック
ス
の
発
行
3年
ご
と
✓
○
○
1. 
全
AS
EA
N加
盟
国
に
て
専
用
の
国
レ
ベ
ル
の
零
細
・中
小
企
業
振
興
法
、零
細
・中
小
企
業
に
関
す
る
地
域
の
協
力
協
定
の
制
定
：
・ 
零
細
・中
小
企
業
に
関
す
る
AS
EA
N協
力
合
意
の
可
能
性
の
調
査
・ 
政
策
／
意
思
決
定
に
参
加
す
る
零
細
・中
小
企
業
協
会
や
民
間
社
会
組
織
の
能
力
向
上
・ 
零
細
・中
小
企
業
に
政
策
を広
め
る
た
め
オ
ン
ライ
ン
主
導
に
よ
る
相
互
政
策
立
案
（IP
M)
ツ
ー
ル
や
、主
要
な
課
題
を導
き
出
す
た
め
の
零
細
・中
小
企
業
の
オ
ー
ナ
ー
に
対
す
る
質
問
票
の
開
発
20
20
年
✓
✓
✓
○
○
2. 
経
済
発
展
の
た
め
の
零
細
企
業
に
関
す
る
調
査
とデ
ー
タ収
集
（零
細
企
業
の
強
化
）
20
20
年
✓
○
1. 
ビ
ジ
ネ
ス
形
成
の
た
め
の
規
則
に
関
す
る
広
報
や
弁
護
、イ
ン
フ
ォー
マ
ル
ビ
ジ
ネ
ス
オ
ー
ナ
ー
に
対
す
る
可
能
な
零
細
・中
小
企
業
支
援
の
情
報
の
準
備
20
16
年
✓
○
○
2. 
各
AS
EA
N加
盟
国
に
お
い
て
ワ
ン
ス
トッ
プ
零
細
・中
小
企
業
セ
ン
ター
の
設
立
（国
家
レ
ベ
ル
の
実
施
）
20
19
年
✓
○
○
3. 
事
業
開
始
（登
記
）、
建
設
許
可
の
取
得
、財
産
の
登
記
の
AS
EA
Nの
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
の
設
置
と選
定
20
17
年
✓
○
○
4. 
事
業
開
始
の
た
め
の
AS
EA
N仕
様
の
ツ
ー
ル
や
オ
ン
ライ
ン
申
請
の
開
発
20
17
年
✓
○
○
5. 
事
業
登
記
や
許
可
を企
画
・改
善
す
る
、例
え
ば
IT
活
用
に
よ
る
事
業
登
記
プ
ロ
セ
ス
の
簡
素
化
とい
っ
た
政
策
立
案
者
の
能
力
向
上
20
17
年
✓
✓
○
○
手
段
方
針
D-
1-
1)
 零
細
・中
小
企
業
に
責
任
の
あ
る
行
政
機
関
の
間
で
協
力
機
能
を強
化
す
る
。
D-
1-
2)
 地
域
戦
略
と共
に
、国
営
零
細
・中
小
企
業
の
発
展
戦
略
を調
整
す
る
戦
略
を開
発
す
る
。
D-
1)
 政
策
や
規
則
の
面
に
お
い
て
政
府
間
・内
の
協
力
が
促
進
さ
れ
る
。
D-
2-
1)
 政
策
形
成
へ
の
零
細
・中
小
企
業
の
参
加
を支
援
し促
進
す
る
。
D-
2)
 零
細
・中
小
企
業
の
関
心
が
促
進
され
、意
思
決
定
プ
ロ
セ
ス
へ
の
関
与
が
促
進
され
る
。
D-
3-
1)
 事
業
の
形
成
が
費
用
をか
け
ず
に
短
期
間
で
出
来
る
よ
うに
、健
全
な
シ
ス
テ
ム
が
設
立
され
、許
可
と申
請
が
簡
素
化
され
る
。
D-
3)
 許
可
や
申
請
が
簡
素
化
さ
れ
る
。
リー
ダ
ー
国
： 
カン
ボ
ジ
ア
、イ
ン
ドネ
シ
ア
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 戦
略的
目標
E） 
起業
家精
神と
人材
育成
の促
進
要求
され
る結
果
アク
ショ
ン
アク
ショ
ン工
程
目標
期限
1. 共
通の
起業
家精
神カ
リキ
ュラ
ムの
レビ
ュー
と評
価
201
7年
✓
○
○
2. A
SEA
Nオ
ンラ
イン
中小
企業
アカ
デミ
ーの
開発
と維
持
201
8年
✓
○
3. 事
業／
起業
のお
ける
ASE
AN
全体
での
イン
ター
ンシ
ップ
／研
究の
設置
202
1年
✓
○
○
4. 起
業家
学習
プロ
グラ
ムの
教員
の能
力向
上
202
5年
✓
○
○
5. 起
業家
教育
を行
う民
間サ
ービ
ス提
供者
への
イン
セン
ティ
ブの
準備
202
5年
✓
○
○
6. 教
育プ
ログ
ラム
にお
ける
起業
家教
育の
許可
202
5年
✓
○
○
1. 国
際機
関と
の連
携に
よる
先進
的な
産業
にお
ける
特別
に企
画さ
れた
共通
の
カリ
キュ
ラム
の開
発（
ASE
AN
オン
ライ
ン中
小企
業ア
カデ
ミー
を通
じて
）
201
9年
✓
○
○
2. 民
間セ
クタ
ーと
共同
によ
る零
細企
業、
女性
、若
者の
ため
の職
業訓
練や
カウ
ンセ
リン
グセ
ンタ
ーの
設置
・ 民
間セ
クタ
ーと
の共
同に
よる
ニー
ズに
あっ
た産
業限
定の
技術
的職
業教
育
およ
び訓
練（
TVE
T)プ
ログ
ラム
の開
発
・ O
JT訓
練を
通し
て最
新の
オペ
レー
ショ
ン効
率化
のた
めの
中小
企業
技術
訓
練セ
ンタ
ーの
設置
202
5年
✓
○
1. A
SEA
N女
性起
業家
の促
進と
招集
・ 労
働人
口に
おけ
る女
性の
促進
に関
する
年1
回の
官民
対話
・ 際
立っ
た零
細・
中小
企業
、特
に国
際市
場に
成功
裏に
参入
した
企業
への
年1
回の
ASE
AN
表彰
と同
時の
表彰
201
8年
✓
✓
○
○
2. 能
力向
上、
市場
アク
セス
、ブ
ラン
ド化
、パ
ッケ
ージ
によ
る女
性起
業家
の促
進： ・ バ
リュ
ーチ
ェー
ンに
参加
する
ため
の女
性へ
の資
格付
与
・ 能
力向
上、
市場
アク
セス
、ブ
ラン
ド化
、パ
ッケ
ージ
・ マ
ーケ
ティ
ング
やブ
ラン
ド化
の訓
練を
通じ
てA
SEA
Nの
ブラ
ンド
の創
設の
支援
202
0年
✓
○
○
手段
方針
E-1
-1)
 起
業家
教育
が促
進さ
れる
。
E-1
) 起
業家
教育
や学
習プ
ロ
グラ
ムが
設け
られ
る。
E-2
-1)
 労
働力
とな
る女
性や
若者
の
経営
およ
び／
又は
技術
スキ
ルが
促
進さ
れる
。
E-2
-2)
 零
細・
中小
企業
のお
ける
女
性の
参加
を促
進・
容易
にす
るプ
ラッ
ト
フォ
ーム
を形
成す
る。
E-2
) 零
細・
中小
企業
のた
めの
人的
資源
開発
、特
に女
性や
若者
向け
が促
進さ
れる
。
リー
ダー
国：
 ブル
ネイ
、フ
ィリ
ピン
、ミ
ャン
マー
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付属資料 C 
横断的アクション工程  
 
 
ASEAN Secretariat(2015), ASEAN Strategic Action Plan for SME 
Development 2016-2025, Association of Southeast Asian Nations より筆者訳  
ASEAN中小企業サービスセンターのアップデート
戦略的目標 アクション アクションライン 期限 リーダー国
B) 金融へのアクセス促進
B-2-1) 伝統的また代替金融へのア
クセス増加を図る金融の包括促進
のため、アウトリーチが促進される。
3. 情報ギャップを最小限化するため、零細・中小企業が利用可能な金融支援
の相互オンラインプラットフォームの設置
2018年
マレーシア、
ラオス
C) 市場アクセスや国際化の
実施
C-1-1) 地域およびグローバル市場
参入や機会に関する情報が増加す
る。
2. 市場、FTA、可能性のあるパートナーの情報の提供 2018年
シンガポー
ル、タイ
税やその他金融インセンティブスキーム
戦略的目標 アクション アクションライン 期限 リーダー国
A-1-2) 資金投資を促進する。
1. 資本投資や施設リースの関する支援プログラムに関するベストプラクティス
の特定と促進。
2020年
A-2-2) 産業クラスターが形成される
ために、技術が促進され、能力が形
成される。
1. 地方の中小企業への技術移転（国家レベルでの実施）が行われるように、
地方の中小企業（サプライヤー、ディーラーなど）の教育を多国籍企業／大企
業が行うためへのインセンティブプログラムや表彰制度の創設。
2020年
1. イノベーション表彰やナレッジベースの創造的で環境に配慮した産業への
インセンティブの向上（国家レベルでの適応）
2021年
2. ABINetプラットフォームを強化することによって、製造業やナレッジベース
の産業を成長させるためのナレッジプラットフォームやインセンティブの建設：
ビジネスや製造における環境に配慮したイニシアティブや技術プロセスの適
応の推進（税制面のインセンティブ含む）
2020年
E） 起業家精神と人材育成の
促進
E-1-1) 起業家教育が促進される。 5. 起業家教育を行う民間サービス提供者へのインセンティブの準備 2025年
ブルネイ、フィ
リピン、ミャン
マー
零細企業の持続可能性の強化
戦略的目標 アクション アクションライン 期限 リーダー国
A） 生産性、技術、イノベー
ションの促進
A-1-3) 生産管理スキルを向上させ
る。
1. 零細企業のために基本的な「生産性」と「品質」に関するベストプラクティス
／基準の共有
2017年 タイ、ベトナム
B） 金融へのアクセスの促進
B-2-1) 伝統的また代替金融へのア
クセス増加を図る金融の包括促進
のため、アウトリーチが促進される。
2. 零細企業の対するマイクロファイナンスプログラムの開発（国家レベルの実
施）
2020年
マレーシア、
ラオス
D-2-1) 政策形成への零細・中小企
業の参加を支援し促進する。
2. 経済発展のための零細企業に関する調査とデータ収集（零細企業の強
化）
2020年
D-3-1) 事業の形成が費用をかけず
に短期間で出来るように、健全なシ
ステムが設立され、許可と申請が簡
素化される。
1. ビジネス形成のための規則に関する広報や弁護、インフォーマルビジネス
オーナーに対する可能な零細・中小企業支援の情報の準備
2016年
E） 起業家精神と人材育成の
促進
E-2-1) 労働力となる女性や若者の
経営および／又は技術スキルが促
進される。
2. 民間セクターと共同による零細企業、女性、若者のための職業訓練やカウ
ンセリングセンターの設置
2025年
ブルネイ、フィ
リピン、ミャン
マー
タイ、ベトナム
インドネシア、
カンボジア
D） 政策や規則環境の促進
A-3-1) 鍵となる技術の活用とイノ
ベーションに向けた事業への応用が
促進される。
A) 生産性、技術、イノベーショ
ンの促進
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